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第1章 調査の背景と目的

「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（以下化

管法と略す）は、日本において 1999年に施行され、第一種および第二種指定化学物質が合

計 435 物質指定された。その後、2008 年に政令の改正が行われ、現行対象物質は合計 562

物質である。2008年の政令改正時においては、「薬事・食品衛生審議会薬事分科会化学物質

安全対策部会 PRTR対象物質調査会、化学物質審議会管理部会、中央環境審議会環境保険部

会 PRTR対象物質等専門委員会合同会合」により「特定化学物質の環境への排出量の把握等

及び管理の改善に関する法律に基づく第一種指定化学物質及び第二種指定化学物質の指定

の見直しについて（答申）」が作成された。答申においては、対象物質の見直しにおける今

後の課題として以下の点が指摘されている。

今回の対象物質の見直しにおいては、対象除外物質の確認の際、初期リスク評価の結果
を部分的に用いることとしたが、次回の見直しにおいては、今後の評価作業の進展に応じ

て、初期リスク評価の結果のより一層の活用を検討することとする。

また、次回の見直しにおいては、物質選定基準と GHSとの一層の整合化を目指すととも
に、付随的生成物の選定に向けた排出量把握方法の確立などの課題にも取り組む必要があ

る。 

そこで、本調査においては、上記の課題を解決するために参考となるべき情報の収集と解

析を実施した。

また、新たな科学的知見の蓄積や、「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」（以

下化審法と略す）の改正に伴い、化学物質に関する新たな情報の追加が期待されることから、

これらの知見や情報を有効に利用した化管法物質選定を行うことは有意義であると考えら

れる。

上記の背景を踏まえ、本調査業務においては「GHS 分類基準による化管法指定物質の選

定基準の改定」を行う場合の課題の整理を実施した。

また、次回の化管法指定物質の見直しの際の参考情報として、化審法等における化学物質

の評価の進捗等における情報を考慮した「環境での存在に関する基準についての検討」、そ

の他に、「化管法指定物質の国内法規制状況の調査」、「初期リスク評価結果を活用した化管

法指定物質の選定」、「天然物・付随的生成物の取扱い」、「構造異性体、群化合物での指定の

見直し」、「PBTの性状を有する物質の適正管理」等について調査を実施した。

以上の調査の結果より、本調査では「GHS分類基準による化管法指定物質の選定基準（素

案）」、「選定のための作業フロー（案）」を予備的に作成し、次回の化管法指定物質の見直し

のための基礎的情報を提供することを目的とした。

さらに、今回の調査結果について国内の専門家にヒアリングを実施した。
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第2章 調査項目と取りまとめ方法

本調査における主な調査項目と調査方法の概要を以下に示す。（ ）内の番号は本報告書

における章番号に対応する。

2.1 調査項目

（1） 化管法指定物質選定のための有害性の評価基準の検討：GHS分類基準による化

管法指定物質の選定基準（第 3章 3.1）

① 現行の化管法指定物質の選定基準の課題（不明瞭な点）の整理（第 3章 3.1.1）

② 現行の化管法物質選定基準と GHS分類基準との違いの整理：有害性エンドポ

イント毎の基準の比較（第 3章 3.1.2）

③ GHS分類基準による物質選定を行う際の課題の整理（第 3章 3.1.3）

・ 現行指定物質の化管法選定時の有害性評価結果と GHS分類結果の比較

（第 3章 3.1.3.1）

・ 有害性情報の収集のための情報源と優先順位（第 3章 3.1.3.2）

（2） 「環境中での存在に関する基準」の検討（第 3章 3.2）

① 環境モニタリング結果の詳細検討（第 3章 3.2.2）

② 化審法における暴露評価への取り組みの整理（第 3章 3.2.3、3.2.4）

（3） その他の現行化管法物質選定基準の課題の整理（第 3章 3.3）

① 化管法指定物質の国内法規制状況の調査（第 3章 3.3.1）

② 初期リスク評価結果を活用した化管法指定物質の選定（第 3章 3.3.2）

③ 天然物・付随的生成物の取扱い（第 3章 3.3.3）

④ 構造異性体、xxx化合物等の群化合物での指定（第 3章 3.3.4）

⑤ PBTの性状を有する物質の適正管理（第 3章 3.3.5）

2.2 取りまとめ方法

上記調査結果より、GHS分類基準による化管法指定物質の選定基準改定案（素案）（添付

資料：素案を参照）、および対象物質の選定作業フロー（案）（添付資料：選定作業フロー（案）

を参照）を作成した（図 2-1参照）。
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図 2-1 本調査の取りまとめ方法（イメージ）

さらに、上記で作成した化管法指定物質の選定基準の改定案（素案）および対象物質の選

定作業フロー（案）について、国内の専門家よりヒアリング調査を実施した。

GHS分類基準による化管法指定物質の選定基準改定案（素案）
対象物質の選定作業フロー（案）の作成

(1)GHS分類基準による化管法

指定物質の選定基準の検討

(2)「環境中での存在に

関する基準」の検討

(3)その他の現行化管法物

質選定基準の課題の整理
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第3章 調査結果

3.1 化管法指定物質選定のための有害性の評価基準の検討：GHS分類基準による化管法指
定物質の選定基準

化管法指定物質の選定に用いられる有害性項目について、以下の検討を行った。

① 現行の化管法指定物質選定基準の課題（判断に迷う点）の整理

② 現行の化管法指定物質選定基準と GHS分類基準の比較

・ 有害性項目（エンドポイント）毎の基準の比較

③ GHS分類基準による物質選定を行う際の課題の整理

・ 現行指定物質の化管法選定時の有害性評価結果と GHS分類結果の比較

・ 有害性情報の収集のための情報源と優先順位

3.1.1 現行の化管法指定物質選定基準の課題（判断に迷う点）の整理

現行の化管法指定物質の選定における課題（判断に迷う点）とその課題に対する GHS分

類における考え方1を有害性項目（エンドポイント）別に整理した（表 3-1）。

表 3-1 現行化管法指定物質選定基準の課題と GHSでの考え方

番号
有害性項目

（エンドポイント）
課題と考えられる内容 GHS 分類での考え方

1 共通項目

発がん性、生殖毒性、変異原性等の有

害性で、動物試験で影響が報告されて

いるが、ヒトでは有害性が無いことが

明らかな物質の取扱い。

ヒトで影響がないこと

が明らかな場合、分類か

ら除外される。

2 発がん性

国際機関等での発がん性の評価結果の

みから判断している。国際的な評価が

なく、信頼性のある動物試験結果、ま

たはヒトでのデータが入手可能な場合

であっても物質選定に利用されない。

国際機関での発がん性

の評価結果が無くても、

信頼がある試験データ

から分類を実施。

3

変異原性

「異なるエンドポイント（異なる 3 つ
のエンドポイント：遺伝子突然変異誘

発性、染色体異常誘発性、DNA損傷性）
をみる in vitro試験のいくつかにおいて
明確に（低濃度での陽性や多数の試験

での陽性など）陽性の場合」”いくつ
か”、”明確に”の基準が明らかでない。

In vitro 試験結果のみで
は分類できない。

4
「 in vivo 試験において陽性であるも
の」とあるが、複数の in vivo試験結果
が入手可能な場合の優先順位が明確で

評価フローによる試験

の優先順位が示されて

いる。

1 「国連 GHS文書」、「政府向けGHS分類ガイダンス」（添付参考資料-2）、「JIS Z 7252: 2009 GHSに基
づく化学物質等の分類方法」より記述
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表 3-1 現行化管法指定物質選定基準の課題と GHSでの考え方

番号
有害性項目

（エンドポイント）
課題と考えられる内容 GHS 分類での考え方

ない。

5

（例えば、in vivo試験の）複数の試験
で陽性／陰性両方のデータがある場

合、データ（情報源）の信頼性の判断

基準が明確でない。

試験の種類、情報源によ

り優先順位が示されて

いる。

6

経口／吸入慢性毒

性

作業環境基準

NOAEL や環境基準等の定量的データ
が入手できない場合、疫学等でヒトへ

の明確な有害性を示す物質は分類され

ない。

（特定標的臓器（反復暴

露）と比較して）

ヒトに重大な毒性を示

した場合、GHS 区分 1
に分類される。

7
「原則として投与期間 1 年以上の試験
結果を用いた。」の“原則”の判断基準が
明確でない。

試験（投与）期間は 90
日が基本だが、14 日以
上の試験データを採用

可能。

8

化管法物質の選定基準ではクラス 1,2,3
が設定されているが、化管法での取り

扱いには違いが無く、クラス（分類）

を 3つに細分する必要性があいまい。

－

9

NOAEL(NOEL)／LOAEL(LOEL)等は、
除外すべき軽微な影響（体重増加や臓

器重量の一時的な抑制等）の判断基準

が明確でなく、物質選定（見直し）時

に判断に迷う場合がある。

「軽微な毒性症状（微熱

など）のみの場合は区分

外とする」

10 

生殖発生毒性

EUリスク警告 R60-63がない物質は、
信頼性がある試験データが入手可能で

も選定されない場合がある。
－

11 

NOAEL 等の定量的データが入手可能
な場合、一定用量以上での試験（例え

ば 1000mg/kg/day）についての判断（分
類の除外）基準が明確でない。

基準なし

12 

通常の試験方法と異なる投与経路（例

えば静脈注射や子宮内投与等）でのデ

ータ取扱いや信頼性の評価基準が明確

でない。

GHS 分類では採用しな
い。 

13 

化管法物質の選定基準ではクラス 1,2,3
が設定されているが、化管法での取り

扱いにはクラス 2と 3で違いが無く、
クラス（分類）を細分する必要性があ

いまい。

－

13 感作性

日本産業衛生学会、EU 分類、ACGIH
に感作性の記述がない物質は、疫学デ

ータで感作性の報告があっても分類さ

れない。

疫学等でデータがあれ

ば分類される。

14 生態毒性 「揮発性物質のうち明らかに環境中に

継続して存在することは無い判断され

GHS 国連文書付属書 9
の試験困難物質のガイ
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表 3-1 現行化管法指定物質選定基準の課題と GHSでの考え方

番号
有害性項目

（エンドポイント）
課題と考えられる内容 GHS 分類での考え方

る」の判断基準が明確でない。 ダンスを参照。

15 

（答申の 28 ページ）「加水分解・光分
解および生分解性物質（半減期が目安

として概ね 1 日以下の物質）、、、」と定
められているが、生分解性における半

減期を 1 日以下とすることは試験設計
上困難である。

急速分解性の判断基準

は、28日で 70%（BOD）、
60%（DOC）が基準

16 急性毒性 LC50<10mg/L かつ慢性毒性
NOEC＞1mg/Lの場合は除外可能？

慢性分類は除外（区分

外）となる。

表 3-1 に示した課題に対して、GHS分類基準において判断基準が定められている項目で

はその基準を利用することが有効であると考えられる。一方、GHS 分類基準においても、

試験結果の信頼性の評価等では専門家による判断が必要となる場合があり、全ての物質やデ

ータに共通した基準を定めることが困難な課題も含まれている。これらの課題については、

本報告書の第 5章における専門家へのヒアリング調査を実施し、考え方の整理を行った。
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3.1.2 現行の化管法指定物質選定基準と GHS 分類基準の比較：有害性項目（エンドポイ
ント）毎の基準の比較

3.1.2.1 化管法物質選定基準と GHS分類の比較

現行の化管法物質選定基準（区分）に対応する（と考えられる）GHS分類基準（区分）

の比較を表 3-2に示す。 

表 3-2 化管法物質選定基準（区分）に対応する GHS分類基準（区分）
化管法での
有害性項目

現行の化管法分類に対応した GHS分類

発がん性
発がん性
区分 1A（化管法特定第一種）、区分 1B、区分 2

変異原性
生殖細胞変異原性

区分 1A（化管法特定第一種）、区分 1B、区分 2
経口／吸入慢性毒性

作業環境基準

特定標的臓器（反復投与）

区分 1

生殖発生毒性
生殖毒性

区分 1A（化管法特定第一種）、区分 1B、区分 2

感作性
呼吸器感作性
区分 1（区分 1Aまたは区分 1B）

生態毒性
水生環境慢性有害性
慢性区分 1、区分 2

オゾン層破壊物質
オゾン層への有害性（GHS改定 3版より）
区分 1

表 3-2に示したとおり、化管法での有害性項目と GHS分類（区分）は一致しているよう

であるが、分類基準や考え方の詳細は必ずしも共通ではない。以下に有害性項目毎に分類基

準（基準値）の比較を示す。 
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3.1.2.2 有害性項目別の選定（分類）基準の比較

（1）発がん性

発がん性の現行化管法物質選定基準と、それに対応する GHS分類基準の比較結果を表 3-3

に、国際機関における発がん性評価結果との比較を表 3-4、分類結果の比較を図 3-1に示す。 

現行化管法クラス 1（特定第一種指定化学物質）と GHS区分 1Aは一致（答申に明記）。

化管法クラス 2は、そのほとんどが GHS区分 1Bまたは区分 2に該当するが、一部一致し

ない場合がある（化管法がより多い物質を指定する可能性）。区分（数）では、化管法はク

ラス 1または 2に対して、GHSでは細区分を含めると区分 1A、1B、2の 3区分としている。

表 3-3 現行化管法物質選定基準と GHS分類基準の比較（発がん性） 

現行化管法基準 GHS基準（改定 3版） 
発がん性 発がん性

クラス 1（特定第一種指定化学物質）
ヒトに対して発がん性有り（GHS：区分

1A) 
以下のいずれかに該当する物質

IARC: 1, EPA: A/CaH/K, EU: 1, NTP: K, 
ACGIH: A1, 産衛学会: 1

クラス 2（第一種または第二種指定化学物質）
以下のいずれかに該当する物質

IARC: 2A/2B, EPA: B1/B2/L, EU: 2, NTP: 
R, ACGIH: A2/A3, 産衛学会: 2A/2B 

区分 1：人に対する発がん性が知られている
あるいはおそらく発がん性がある

区分 1A：人に対する発がん性が知られて
いる：主として人での証拠により

化学物質をここに分類する

区分 1B：人に対しておそらく発がん性が
ある：主として動物での証拠によ

り化学物質をここに分類する

区分 2：人に対する発がん性が疑われる

国際機関での分類との関係は表 3-4に示す。

表 3-4 化管法発がん性クラスと GHS区分、国際機関での発がん性評価結果の比較
化管法 GHS IARC EPA EU NTP ACGIH 産衛学会
クラス 1 区分 1A 1 A, CaH, K 1 K A1 1

クラス 2 区分 1B, 
区分 2 2A, 2B B1, B2, L 2 R A2, A3 2A, 2B 

－ 区分 2 － S 3 － － －

図 3-1 現行化管法クラスと GHS区分の比較（発がん性）

：化管法基準、 ：GHS基準、 ：一致しない（現行化管法⊂GHS）

現行化管法クラス 2

GHS区分 1B

現行化管法クラス 1=特定一種

GHS区分 1A

EU：Category 3, EPA S
の物質

現行化管法：区分外

GHS：区分 2
GHS区分 2
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（2）変異原性（GHSでは生殖細胞変異原性）

現行の化管法物質選定基準と、それに対応する GHS分類基準の比較結果を表 3-5、分類

結果の比較を図 3-2に示す。有害性の項目名は、現行化管法では“変異原性”（特定第一種で

は生殖細胞変異原性）、GHSでは“生殖細胞変異原性”としている。化管法での特定第一種指

定化学物質と GHS区分 1Aは一致（答申に明記）。分類基準の主な相違点として、以下の 3

点が考えられる。

・ GHSでは“生殖細胞”変異原性と定めており、GHSの各区分は“ヒト生殖細胞への突

然変異の誘発の証拠の重み付けの差による。一方、化管法では証拠の重み付けに関

する区別（基準）が明確でない。

・ 化管法クラス 1（第一種または第二種指定化学物質）では GHSと異なり、体細胞

／生殖細胞の区別がないと考えられる。

・ 現行化管法では in vitro試験結果よりクラス 1に判定される可能性があるが、GHS

では基本的に in vitro試験結果での分類はできない。
分類基準の比較では、強度（複数）の in vitro試験陽性物質の場合、化管法では分類（選
定）されるが、GHSでは“分類できない”と区分される。

表 3-5 現行化管法物質選定基準と GHS分類基準の比較（変異原性／生殖細胞変異原性）

現行化管法基準 GHS基準（改定 3版） 
変異原性 生殖細胞変異原性

特定第一種指定化学物質

ヒト生殖細胞に遺伝的突然変異を誘発する

（GHS：区分 1A) 
 
クラス 1
1. in vivo試験において陽性であるもの
2. 細菌を用いる復帰突然変異試験の比活性
値が 1000 rev/mg以上であり、かつ、ほ乳類培
養細胞を用いる染色体異常試験が陽性である

もの

3. ほ乳類培養細胞を用いる染色体異常試験
のD20値が0.01 mg/ml以下であり､かつ､細菌を
用いる復帰突然変異試験が陽性であるもの

4. 細菌を用いる復帰突然変異試験の比活性
値が100 rev/mg以上であり、かつ、ほ乳類培養
細胞を用いる染色体異常試験のD20値が0.1 
mg/ml以下のもの。なお、気体または揮発性物
質については低濃度において陽性を示すもの

5. 異なるエンドポイント（遺伝子突然変異誘
発性、染色体異常誘発性、損傷 DNA性）をみ
る in vitro試験のいくつかにおいて陽性の結果
が得られている等により 1～4と同程度以上の
変異原性を有すると認められるもの

区分 1：ヒト生殖細胞に遺伝的突然変異を
誘発することが知られているかまたは遺

伝的突然変異を誘発すると見なされてい

る化学物質

区分 1A：ヒト生殖細胞に遺伝的突然変異を
誘発することが知られている化学物質

判定基準：人の疫学的調査による陽性で

ある証拠。

区分 1B：ヒト生殖細胞に遺伝的突然変異を
誘発すると見なされるべき化学物質

判定基準：哺乳類での in vivo経世代生殖
細胞変異原性試験で陽性、哺乳類 in vivo
体細胞変異原性陽性+生殖細胞に突然
変異を誘発する証拠、次世代に受継がれ

る証拠は無いが、ヒト生殖細胞に変異原

性を示す。 

区分 2：ヒト生殖細胞に遺伝的突然変異を
誘発する可能性がある化学物質

判定基準：哺乳類を用いた in vivo体細胞
変異原性試験陽性、他の in vivo体細胞
遺伝毒性陽性+in vitro変異原性陽性
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図 3-2 現行化管法クラスと GHS区分の比較（（生殖細胞）変異原性）

：化管法基準、 ：GHS基準、 ：一致しない（現行化管法⊃GHS）

（3）経口／吸入慢性毒性（GHSでは特定標的臓器毒性（反復暴露））

現行の化管法物質選定基準と、それに対応する（と考えられる）GHS 分類基準の比較を

表 3-6に、分類結果の比較を図 3-3に示す。 

有害性の項目名は、現行化管法では“経口慢性毒性”、“吸入慢性毒性”、"作業環境基準か

ら得られる慢性毒性“の 3つの項目に分けられており、それぞれに基準が設定されているが、

それに対応する GHSでの有害性は”特定標的臓器・全身毒性（反復暴露）“である。項目名

以外での主な相違点を以下に示す。 

・ GHSでは、ヒトにおける明らかな有害性が認められる物質は区分 1 と分類される

が、化管法ヒトでは有害性データがあっても作業環境基準が設定されていない場合

は分類されない。

・ GHSでは、動物実験における有害性が認められた最低用量（LOAEL）より分類を

行うが、化管法では有害性が認められない最高用量（NO(A)EL）も判定（分類）

に使用する。

・ GHSでは“ADI”や”大気基準“、”作業環境基準“等のヒトに対する許容量（濃度）（リ

スク評価結果）により分類を行う場合があるが、GHS ではこれらの値は直接分類

には使用せず、ヒトへの（定性的な）有害性の有無、動物実験での（定量的な）有

害性データより分類を行う。 

・ 判定（分類）に用いることができる試験期間は、化管法が原則 1 年以上に対し、

GHSでは 90日が基準であり、14日以上の試験から分類に利用可能。

・ 分類結果（区分）数が化管法ではクラス 1-3、GHSでは区分 1および 2である。

・ 吸入暴露における LOAEL の基準値（ガイダンス値）は、GHS では蒸気の場合

200mg/m3/day（0.2mg/L）、粉じん/ミスト/ヒュームの場合 20mg/m3/day であるが、

化管法では 100 mg/m3（おそらく、蒸気と考えられるが明確でない）である。

上記の通り、化管法と GHSとの相違点は多いが、現状では、化管法クラス 1～3は GHS

区分 1に該当することが妥当と考えられる。

現行化管法特定一種

GHS区分 1A 

in vitro試験で強度（複数）
の陽性物質：

化管法クラス：1
GHS：（in vitroだけでは）
分類できない

現行化管法クラス 1
（特定一種除く）

GHS区分 1B、
区分 2



11 

表 3-6 現行化管法物質選定基準と GHS分類基準の比較（経口／吸入慢性毒性）

現行化管法基準 GHS基準（改定 3版） 
経口／吸入慢性毒性、

作業環境許容濃度からの吸入

慢性毒性

特定標的臓器毒性（反復暴露）

クラス 1～3
（経口投与）

水質基準値：0.1mg/kg/day以下
NO(A)EL：1mg/kg/day以下
LO(A)EL：10mg/kg/day以下
ADI：0.01mg/kg/day以下

（吸入投与）

大気基準：0.1 mg/m3以下

NOAEL(NOEL):10 mg/m3以下

LOAEL(LOEL):100 mg/m3以下

（作業環境基準）

TWA：10 mg/m3以下（気体又

は蒸気）

TWA：1 mg/m3以下（粒子状物

質） 

原則として、1年以上の試験結
果を用いる。

区分 1：人に重大な毒性を示した物質、または実験動物で
の試験の証拠に基づいて反復ばく露によって人に重大な

毒性を示す可能性があると考えられる物質

物質を区分 1に分類するのは、次に基づいて行う： 
・ 経口ガイダンス値（LO(A)EL）：10mg/kg/day以下
・ 吸入ガイダンス値（LO(A)EL）：50ppm/6h/day 以
下（気体）、 0.2mg/L/6h/day 以下（蒸気）、
0.02mg/L/6h/day以下（粉塵、ミスト、ヒューム）

区分 2：動物実験の証拠に基づき反復ばく露によって人の
健康に有害である可能性があると考えられる物質

・ 経口ガイダンス値（LO(A)EL）：10～100mg/kg/day
・ 吸入ガイダンス値（LO(A)EL）：50～250ppm/6h/day
（気体）、0.2～1.0mg/L/6h/day（蒸気）、0.02～
0.2mg/L/6h/day（粉塵、ミスト、ヒューム）

90日（6h/day）暴露（投与）が基本、14日以上の試験を採
用可

図 3-3 現行化管法クラスと GHS区分の比較（慢性/特定標的臓器毒性）

：化管法基準、 ：GHS基準

：一致しない（現行化管法⊃GHS）、 ：一致しない（現行化管法⊂GHS）

作業環境基準・ADI 等、
NOAELより分類し、有害
性基準値が一致しない

化管法クラス：1～3
GHS：基準値（ガイダン
ス値）が適合しない場合

は分類されない。

現行化管法

クラス 1～3
GHS区分 1

吸入 LOAEL：100超～200mg/m3

試験期間 14日以上 1年未満
化管法：区分外 /採用しない
GHS：区分 1
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（4）生殖発生毒性（GHSでは生殖毒性）

現行の化管法物質選定基準と、それに対応する GHS分類基準の比較結果を表 3-7、分類

結果の比較を図 3-4に示す。有害性の項目名は、現行化管法では“生殖発生毒性”、GHSでは

“生殖毒性”としているが、GHS における“生殖毒性”は発生毒性を含んでおり、有害性の

内容は同一である。化管法での特定第一種指定化学物質と GHS区分 1Aは一致（答申に明

記）。化管法と GHSにおける分類基準はほぼ一致していると考えられるが、化管法では EU

分類 R60-63指定物質、かつ根拠データより分類しているが、GHSではヒトまたは動物試験

データからの分類が基本であり、EU分類結果は参考としている。また、GHSでは授乳によ

る影響の区分があるが、化管法では採用していない。さらに、GHS ではヒトに対する有害

性の証拠の強さにより、分類結果が異なる。

表 3-7 現行化管法物質選定基準と GHS分類基準の比較（生殖（発生）毒性）

現行化管法基準 GHS基準（改定 3版） 
生殖発生毒性 生殖毒性

（特定第一種指定化学物質）

人の生殖能力を害する又は

発生毒性を引き起こす（GHS
区分 1A）

クラス 1：EU分類 R60（カテ
ゴリー1、2）生殖機能を損な
う

クラス 2：EU分類 R61（カテ
ゴリー1、2）胎児に害を及ぼ
す

クラス 3：R62、63（カテゴ
リー3）生殖機能や胎児への
影響が疑われる

上記のうち、証拠となりうる

データがあるもの。

区分 1：人に対して生殖毒性があることが知られている、あ
るいはあると考えられる物質

区分 1A：人に対して生殖毒性があることが知られている
物質

この区分への物質の分類は、主に人における証拠をもと

にして行われる。

区分 1B：人に対して生殖毒性があると考えられる物質
この区分への物質の分類は、主に実験動物による証拠を

もとにして行われる。

区分 2：人に対する生殖毒性が疑われる物質
人または実験動物から、他の毒性作用のない状況で生殖機

能および受精能力あるいは発生に対する悪影響についてあ

る程度の証拠が得られている物質、または、他の毒性作用も

同時に生じている場合には、他の毒性作用が原因となった二

次的な非特異的影響ではないと見なされるが、当該物質を区

分１に分類するにはまだ証拠が充分でないような物質。例え

ば、試験に欠陥があり、証拠の信頼性が低いため、区分２と

した方がより適切な分類であると思われる場合がある。

図 3-4 現行化管法クラスと GHS区分の比較（慢性/特定標的臓器毒性）

：化管法基準、 ：GHS基準、 ：一致しない（現行化管法⊂GHS）

現行化管法クラス 1=特定一種

GHS区分 1A

現行化管法クラス 1～3

GHS区分 1B 

EU分類ないが、有害性
データあり

現行化管法：区分外

GHS：区分 1～2GHS区分 2
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（5）感作性

現行の化管法物質選定基準と、それに対応する GHS分類基準の比較結果を表 3-8、分類

結果の比較を図 3-5 に示す。有害性の項目名は、現行化管法では感作性であるが、GHSで

は呼吸器感作性に相当すると考えられる。化管法では ACGIH-SEN, Sensitization、または EU

分類 R42かつ根拠データより分類しているが、GHSではヒトまたは動物試験データからの

分類が基本であり、ACGIH、EU 等の分類結果は参考としている。このため、EU、ACGIH

で感作性の分類がない物質では、ヒトや動物実験で感作性陽性のデータが入手できても分類

されない場合がある。なお、GHSにおいては、改定 3版より陽性の頻度より、従来の区分 1

から、区分 1Aおよび 1Bへの細区分を行うことができる。

表 3-8 現行化管法物質選定基準と GHS分類基準の比較（（呼吸器）感作性）

現行化管法基準 GHS基準（改定 3版） 
感作性 呼吸器感作性

日本産業衛生学会気道感作性物

質（第 1群、第 2群）。
ACGIHの SEN、Sensitization 表
示または EU のリスク警告 R42
指定物質で、根拠となるデータ

があるもの。

呼吸器感作性区分 1：ヒトまたは動物実験の結果より、
呼吸器感作性を示すと判断される物質

区分 1A：ヒトまたは動物実験の結果より、高頻度で感
作性を示すと考えられる物質

区分 1B：ヒトまたは動物実験の結果より、中程度の頻
度で感作性を示すと考えられる物質

図 3-5 現行化管法クラスと GHS区分の比較（（呼吸器）感作性）

：化管法基準、 ：GHS基準、 ：一致しない（現行化管法⊂GHS）

現行化管法クラス 1

EU、ACGIH の分類ないが、
有害性データあり

現行化管法：区分外

GHS：区分 1
GHS区分 1
（1A、1B）
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（6）生態毒性

現行の化管法物質選定基準と、それに対応する GHS分類基準の比較結果を表 3-9、分類

結果の比較を図 3-6 に示す。有害性の項目名は、現行化管法では生態毒性であるが、GHS

では水生環境有害性としている。現行化管法と GHS分類基準および分類結果は、ほぼ一致

していると考えられる。相違点としては、GHSでは生物濃縮性の有無で分類結果が異なる

場合があり、急速分解性があっても生物濃縮性が高い（疑われる）場合は慢性分類される場

合がある。一方、現行化管法では濃縮性の有無は判定（分類）に使用されない。

なお、GHSでは改定 3 版より、慢性（長期）データを優先的に用いた慢性分類を実施す

ることとなっており、その場合、分類方法（基準）が変更となる。

表 3-9 現行化管法物質選定基準と GHS分類基準の比較（生態毒性）

現行化管法基準 GHS基準（改定 3版） 
生態毒性 水生環境有害性

クラス 1
NOEC：0.1mg/L以下
L(E)C50：1mg/L以下
EU分類：R50（根拠データ有）

クラス 2
NOEC：1mg/L以下
L(E)C50：10mg/L以下
EU分類：R51（根拠データ有）

分解性がある物質の場合、分解生成物が

有害性基準に一致しない場合は除外。

区分：慢性 1
L(E)C50：1mg/L以下、かつ、急速分解性なし、
又は logPow4以上（BCF500未満除く）

区分：慢性 2
L(E)C50：1超～10mg/L以下、かつ、急速分解性
なし、又は logPow4以上（BCF500未満除く）。
NOEC＞1mg/Lの場合を除く。 

図 3-6 現行化管法クラスと GHS区分の比較（生態毒性）

：化管法基準、 ：GHS基準、 ：一致しない（現行化管法⊂GHS）

現行化管法クラス 1、2

生分解性有、生物濃縮性高

現行化管法：区分外

GHS：区分 1or2 

GHS慢性
区分 1、2
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（7）オゾン層破壊物質

オゾン層破壊物質は、GHS改定 2版には定められていないが、GHS改定 3版において追

加となり、その基準は現行化管法基準と同一である（表 3-10）。

表 3-10 現行化管法物質選定基準と GHS分類基準の比較（オゾン層破壊物質）

現行化管法基準 GHS基準
オゾン層破壊物質 オゾン層への有害性

モントリオール議定書の規

定に従った物質を指定

改定 2版：基準なし

改定 3版より
区分 1：モントリオール議定書の何れかの ANNEXにリスト
された物質（0.1%以上含む混合物を含む）。

3.1.2.3 GHSにおける発がん性・生殖細胞変異原性・生殖毒性区分 1および 2の違い 

GHS分類基準における発がん性、生殖細胞変異原性、生殖毒性は大きく区分 1と 2に分

けられており、区分 1および 2の違いは、有害性の証拠の重み付けにより以下のように判断

される。

・ 区分 1：ヒトに有害性を示すことが知られている物質、または有害性があると考え

られる物質

・ 区分 2：ヒトに有害性を示す可能性がある（疑われる）物質

区分 1については、さらに区分 1Aと 1Bに細分類されるが、その判断基準は以下の通り

である。

・ 区分 1A：ヒトでの証拠による（疫学調査等）

・ 区分 1B：動物実験での証拠による

化管法における有害性の分類では、GHS分類基準による発がん性、生殖細胞変異原性、

生殖毒性の GHS区分 1Aが特定第一種指定化学物質と指定されるが、GHS区分 1Bおよび

区分 2間の違いは定められていない。上記の通り、GHS区分 1と 2はヒトに対する有害性

を示す証拠の重み付けの違いにより区別されるが、区分 1Aと 1Bはヒトでの証拠か動物実

験での証拠により分けることができる。このため、GHS区分 1Aと 1Bの違いと、区分 1B

と区分 2の違いは有害性の判断基準（データ）が異なる意味を持つ。 

化管法における有害性の判断基準は、「当該化学物質が人の健康を損なうおそれ又は動植

物の生息若しくは生育に支障を及ぼすおそれがあるもの」と定められており、化管法の指定

物質選定基準に GHS区分 2を含めることの妥当性については、今後の検討課題のひとつで

あると考えられる。
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3.1.3 GHS分類基準による物質選定を行う際の課題の整理

3.1.3.1 現行指定物質の化管法選定時の有害性評価結果と GHS分類結果の比較

化管法指定物質の選定を GHS分類基準で実施する場合の選定物質の相違を確認するため、

現行化管法指定物質の選定時の有害性分類と、公表されている GHS分類結果2との比較を行

った。表 3-11 に比較結果の概要を示す。全物質の比較結果は、本報告書の添付資料：物質

リスト-1参照。

表 3-11 化管法選定時の有害性と GHS分類結果の比較

比較結果
物質
数

備考（不一致の例） 

①GHS基準においても、少なくとも一つ
の化管法物質選定に用いる有害性のエン

ドポイントが分類される
420 －

②化管法選定時の分類結果とGHS分類結
果が全ての有害性で一致していないが、
GHS基準においても何れかの有害性項目
より選定される

94 

・ 化管法では in vitro 試験の陽性より
選定されたが、GHSでは in vivoデ
ータがなく分類できない。

・ 化管法では作業環境 /水質基準より
選定されたが、GHSでは根拠データ
の LOAEL が基準を満たさないた
め、分類できない（区分外）。

・ 群化合物中の CASベースの一部の
物質のみ有害性データが入手可能

③GHS分類基準では選定されない物質 16 

④化管法指定物質に含まれるオゾン層破

壊物質（GHS分類未実施） 21 
・GHS分類が未実施

⑤GHS分類結果が未公表 11 H20見直し時に追加となった農薬
合計 562

上記の比較の結果、現行の化管法で指定されている 562物質（第一種および第二種合計）

中、420物質（約 75%）では化管法指定物質選定時の有害性分類と GHS分類結果が一致し

ていた。また、有害性分類結果の全てが一致していないが、GHSにおいても何らかの有害

性が分類される物質の合計は（オゾン層破壊物質を含め）535物質（約 95%）であった。ま

た、現行化管法指定物質中、GHS基準では分類されない（選定されない）可能性がある物

質は 16物質であった（約 2.8%）。以上の結果より、GHS分類基準による物質の選定を行っ

た場合においても、ほとんどの物質で同様の選定結果となると考えられた。

上記の比較において、GHS分類基準では選定されない可能性がある 16物質（表 3-11 の

③）の主な理由は以下の通りであった。

・ 変異原性における in vitro試験陽性データ有、かつ in vivo試験での陽性データが入

2 次のホームページを参照した。http://www.safe.nite.go.jp/ghs/list.html
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手できない物質

・ 現行化管法では作業環境基準／水質基準より選定されたが、試験データの有害性

基準値（LOAEL/NOAEL）が GHSにおけるガイダンス値を満たさない物質

・ 現行化管法物質選定では群化合物として有害性が整理・評価された物質中、CAS

番号ベースでの物質に分けた場合、GHS分類基準を満たす有害性データが入手で

きない（基準を満たさない）物質

なお、オゾン層破壊物質については、これまで国による GHS分類が実施されていないが、

GHS改定 3版による分類を実施した場合、現行化管法と GHS改定 3版の分類基準が一致し

ていることから、分類結果も一致すると考えられる。上記で GHS 分類結果が未公表の 11

物質（表 5-1 の⑤、全て H20 見直しで追加された農薬）は、現行化管法での有害性分類結

果は入手可能であったが、国による GHS分類結果の入手が困難であったため、比較ができ

なかった。

上記のとおり、化管法対象物質の選定に GHS分類基準を適用した場合、選定される物質

はほぼ同一になると予想される。一方、仮に化管法指定物質の選定基準を GHS区分 1Aお

よび 1Bとし、区分 2を含めない基準に改定した場合、多くの現行指定物質が除外される可

能性があり、これまでの指定物質との整合性の観点から慎重な検討が必要である。

3.1.3.2 有害性情報の収集のための情報源とその優先順位

H20答申における情報源を表3-12、「政府向けGHS分類ガイダンス」における情報源を表

3-13、3-14に示す。 

二つの情報源のリストを比較すると、化管法では有害性のエンドポイント毎に区別した情

報源が記載されているが、GHS では①ヒト健康有害性、②水生環境有害性の二つに分かれ

ている。また、化管法では作業環境、水質基準に関する情報源が記載されているが、GHS

では情報源に指定されていない。さらに、優先順位のつけ方（Priority、List）と情報源によ

る優先順位の一部に相違が見られた。
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表 3-12 現行化管法物質選定のための情報源
エンドポ
イント

前回答申の情報源 GHS 危険有害性分類事業の情報源 今回の対象物質選定に用いた情報源

発がん性

・ WHO：International Agency for Research
on Cancer（IARC：国際がん研究機関）
・ 米国 EPA（米国環境保護庁）
・ European Union（欧州連合）
・ National Toxicological Program（NTP：米
国国家毒性プログラム）
・ American Conference of Governmental

Industrial Hygienists（ACGIH：米国産業
衛生専門家会議）
・ 日本産業衛生学会

Priority-1
・ （財）化学物質評価研究機構（CERI）：「化
学物質安全性（ハザード）データ集」
・ CERI・（独）製品評価技術基盤機構（NITE）：
「化学物質有害性評価書」
・ NITE：「化学物質の初期リスク評価書」
・ 厚労省試験報告：「化学物質毒性試験報告」化
学物質点検推進連絡協議会
・ 環境省：「化学物質の環境リスク評価」
・ OECD SIDS Initial Assessment Report
・ WHO/IPCS：EHC
・ WHO/IPCS ： Concise International Chemical

Assessment Documents（CICAD：国際簡潔評価
文書）
・ ACGIH：Documentation of the threshold limit

values for chemical substances
・ ドイツ学術振興会（DFG）： Occupational

Toxicants Critical Data Evaluation for MAK
Values and Classification of Carcinogens
・ EUリスク評価書
・ カナダ環境省：Priority Substance Assessment

Reports
・ オーストラリア NICNAS：Assessment Report
・ ECETOC
・ Patty’s Toxicology
・ WHO：IARC
・ 米国 EPA： IRIS
・ NTP
・ 日本産業衛生学会：「許容濃度の勧告」
・ ATSDR: Toxicological Profile

Priority-2

【優先順位１】
「前回答申の情報源」

変異原性

・ EU WHO/IPCS： Environmental Health
Criteria （EHC：環境保健クライテリア）
・ German Chemical Society-Advisory

Committee on Existing Chemicals of
Environmental Relevance（BUA）report
・ European Center for Ecotoxicology and

Toxicology of Chemicals（ECETOC）
・ OECD SIDS （Screening Information Data

Set）Initial Assessment Report
・ 厚労省試験報告：「化学物質毒性試験報
告」
・ 厚労省：「労働安全衛生法有害性調査制
度に基づく既存化学物質変異原性試験
データ集」

【優先順位１】
「前回答申の情報源」

「GHS 危険有害性分類事業（当時）の
情報源」のうち Priority-1 情報源

【優先順位２】
「GHS 危険有害性分類事業（当時）の
情報源」のうち Priority-2 情報源

慢性毒性

・ WHO飲料水質ガイドライン
・ EPA水質クライテリア
・ 日本の水質汚濁に係る環境基準値と要
監視項目指針値
・ 米国 EPA：Integrated Risk Information

System（IRIS）
・ WHO欧州地域事務局大気質ガイドライ
ン

【優先順位１】
「前回答申の情報源」

「GHS 危険有害性分類事業（当時）の
情報源」のうち Priority-1 情報源

「その他」
・ 日本の水質汚濁に係る環境基準値
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表 3-12 現行化管法物質選定のための情報源
エンドポ
イント

前回答申の情報源 GHS 危険有害性分類事業の情報源 今回の対象物質選定に用いた情報源

・ ACGIH
・ 日本産業衛生学会
・ 登録農薬 ADI

・ 米国国立労働衛生研究所（NIOSH）：RTECS
・ WHO/IPCS ：「 ICSC カード（ International

Chemical Safety Cards）」
・ EU European Chemicals Bureau （ ECB ）：

International Uni form Chemical Information
Database （IUCLID）
・ EU第７次修正指令 AnnexⅠ（EU分類）
・ HSDB: Hazardous Substance Data Bank
・ New Jersey Department of Health and Senior

Services ：Hazardous Substance Fact Sheet
・ Sittig’s Handbook of Toxic and Hazardous

Chemicals and Carcinogens
・ BUA Report
・ Dreisbach’s Handbook of Poisoning

と要監視項目指針値、食品安全委員
会評価書
・ FAO/WHO 合同残留農薬専門家会
議 : Joint Meeting on Pesticide
Residues（JMPR）
・ FAO/WHO 合同食品添加物専門家
会議 : Joint Expert Committee on
Food Additives（JECFA）

【優先順位２】
「GHS 危険有害性分類事業（当時）の
情報源」のうち Priority-2 情報源

生殖／発
生毒性

EUリスク警句（EHC、BUA、ECETOC、SIDS
等で根拠となりうるデータか確認）

【優先順位１】
「前回答申の情報源」

「GHS 危険有害性分類事業（当時）の
情報源」のうち Priority-1 情報源

【優先順位２】
「GHS 危険有害性分類事業（当時）の
情報源」のうち Priority-2 情報源

感作性

・ 日本産業衛生学会（気道感作性第 1、2
群）、ACGIH（EHC、BUA、ECETOC、
SIDS 等で根拠となりうるデータか確
認）
・ EUリスク警句（EHC、BUA、ECETOC、

SIDS 等で根拠となりうるデータを確
認）

【優先順位１】
「前回答申の情報源」
「GHS 危険有害性分類事業（当時）の
情報源」のうち Priority-1 情報源

【優先順位２】
「GHS 危険有害性分類事業（当時）の
情報源」のうち Priority-2 情報源

生態毒性
・ ECETOC
・ 環境省において実施して評価した生態

Priority-1
・ 環境省「化学物質の生態影響試験について」

【優先順位１】
「前回答申の情報源」



20

表 3-12 現行化管法物質選定のための情報源
エンドポ
イント

前回答申の情報源 GHS 危険有害性分類事業の情報源 今回の対象物質選定に用いた情報源

影響試験報告
・ 日本において登録されている農薬に関
する公表データ
・ EUリスク警句（根拠となりうるデータ
を確認）

・ 環境省：「化学物質の環境リスク評価」
・ OECD SIDS Initial Assessment Report
・ WHO/IPCS：EHC、CICAD
・ EUリスク評価書
・ カナダ環境省：Priority Substance Assessment

Reports
・ オーストラリア NICNAS：Assessment Report
・ ECETOC ：Technical Report シリーズ・TR91
（Aquatic Hazard AssessmentⅡ）
・ WHO/FAO Pesticide Data Sheets
・ CERI：「化学物質安全性（ハザード）データ
集」
・ CERI・NITE：「化学物質有害性評価書」

Priority-2
・ AQUIRE（Aquatic Toxicity Information Retrieval）
・ HSDB
・ ECB ： ESIS （ European chemical Substances

Information System）、IUCLID
・ ECB：The N-CLASS Database on Environmental

Hazard Classification
・ BUA Report

「GHS 危険有害性分類事業（当時）の
情報源」のうち Priority-1 情報源

【優先順位２】
「GHS 危険有害性分類事業（当時）の
情報源」のうち Priority-2 情報源
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表 3-13 政府向け GHS分類ガイダンスにおける情報源（ヒト健康有害性）
List-1 

1-1 
機関 機関 (独)製品評価技術基盤機構（NITE）
情報源名 化学物質の初期リスク評価書

1-2 
機関 厚生労働省

情報源名 試験報告「化学物質毒性試験報告」化学物質点検推進連絡協議会

1-3 
機関 厚生労働省

情報源名 労働安全衛生法第 28 条第 3 項の規定に基づく健康障害を防止するため
の指針に関する公示

1-4 
機関 日本バイオアッセイ研究センター

情報源名 厚生労働省委託がん原性試験結果

1-5 
機関 環境省環境リスク評価室

情報源名 化学物質の環境リスク評価（第１巻～第６巻）

1-6 
機関 日本産業衛生学会（JSOH）
情報源名 許容濃度提案理由書および許容濃度等の勧告（毎年発行）

1-7 
機関 OECD 
情報源名 SIDS レポート（SIDS）

1-8 
機関 WHO/IPCS 
情報源名 環境保健クライテリア（EHC）（2008/9 現在、No.1～No.237）

1-9 
機関 WHO/IPCS 
情報源名 国際簡潔評価文書（CICAD）

(Concise International Chemical Assessment Documents) 

1-10 
機関 WHO 国際がん研究機関（IARC）
情報源名 IARC Monographs Programme on the Evaluation of 

Carcinogenic Risk to Humans（IARC Monographs）

1-11 

機関 FAO/WHO 合同食品添加物専門家会議（JECFA）
情報源名 FAO/WHO Joint Expert Committee on Food Additives - 

Monographs （ JECFA モノグラフ（ 食品添加物等））（ JECFA 
Monographs）

1-12 

機関 FAO/WHO 合同残留農薬専門家会議（JMPR）
情報源名 FAO/WHO Joint Meeting on Pesticide Residues - Monographs of 

toxicological evaluations（JMPR モノグラフ（残留農薬））（JMPR 
Monographs）

1-13 
機関 EU European Chemicals Bureau (ECB：欧州化学品局)
情報源名 EU リスク評価書（EU Risk Assessment Report：EU RAR）

（2008/9 現在 1 巻～91 巻） 

1-14 
機関 European Center of Ecotoxicology and Toxicology of 

Chemicals(ECETOC) 
情報源名 Technical Report シリーズおよび JACC Report シリーズ

1-15 

機関 米国産業衛生専門家会議（ACGIH）
情報源名 ACGIH Documentation of the threshold limit values for chemical 

substances（化学物質許容濃度文書） (7th edition, 2001) （2008 
supplement, 2008）および “TLVs and BEIs”（ACGIH、毎年発行）

1-16 
機関 米国 EPA 
情報源名 Integrat ed Risk Information System（IRIS）

1-17 

機関 米国国家毒性プログラム（NTP）
情報源名 NTP Database Search Home Page: 

Report on Carcinogens (11th,2005）
発がん性テクニカルレポート

1-18 
機関 米国毒性物質疾病登録局（ATSDR）
情報源名 Toxicological Profile 

1-19 
機関 カナダ環境省/保健省
情報源名 Assessment Report Environment Canada：Priority Substance 
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表 3-13 政府向け GHS分類ガイダンスにおける情報源（ヒト健康有害性）
Assessment Reports（優先物質評価報告書）

1-20 
機関 Australia NICNAS 
情報源名 Priority Existing Chemical Assessment Reports 

1-21 
機関 ドイツ学術振興会(DFG) 
情報源名 MAK Collection for Occupational Health and Safety, MAK Values 

Documentations  

1-22 
機関 Patty’s Toxicology (5th edition, 2001)（Patty）
情報源名 E. Bingham, B. Cohrssen, C.H. Powell (Eds), John Wiley & Sons, 

Inc.全 9 巻
List-2 

2-1 
機関 EU 
情報源名 EU 第７次修正指令 AnnexⅠ（EU AnnexI）

（最新版：委員会指令第 29 次適応化指令）：Annex 1 の分類結果

2-2 
機関 EU European Chemicals Bureau (ECB：欧州化学品局)
情報源名 International Uni form Chemical Information Database (IUCLID) 

IUCLID CD-ROM (Update 版 Edition 2 - 2000) 

2-3 機関 米国国立医学図書館（NLM）
情報源名 Hazardous Substance Data Bank（HSDB）

2-4 
機関 German Chemical Society-Advisory Committee on Existing 

Chemicals of Environmental Relevance 
情報源名 BUA Report（BUA）

2-5 情報源名 Dreisbach’s Handbook of Poisoning (DHP , 13th edition, 2002) 

2-6 
機関 農林水産省消費技術安全センター

情報源名 農薬抄録および評価書

2-7 
機関 農薬工業会

情報源名 農薬安全性情報（公開情報一覧）

2-8 
機関 内閣府食品安全委員会

情報源名 食品健康影響評価

2-9 
機関 厚生労働省

情報源名 既存添加物の安全性の見直しに関する調査研究
List-3 

3-1 文献データ
ベース

・ Pub-Med/NLM 
・ NLM TOXNET（TOXLINE）
・ JICST 科学技術(医学)文献ファイル（JOIS オンライン検索）

3-2 

化学物質に
関する総合
情報データ
ベース

・ (独 )製品評価技術基盤機構「化学物質総合情報提供システム」
（CHRIP）
・ ドイツ労働安全研究所（BIA）「GESTIS-database on hazardous  

substances」
・ 環境省「化学物質ファクトシート」
・ (独 )国立環境研究所「WebKis-Plus 化学物質データベース」
（WebKis-Plus）
・ （独）産業技術総合研究所「詳細リスク評価書」
・ (財)化学物質評価研究機構(CERI)「化学物質安全性(ハザード )データ
集」 
・ Hazardous Substance Fact Sheet (New Jersey Department of Health and 

Senior Services) 
・ 「Sittig’s Handbook of Toxic and Hazardous Chemicals and Carcinogens  

(4th edition,2002)」
・ 米国国立労働安全衛生研究所（NIOSH）「RTECS［Registry of Toxic 

Effects of Chemical Substances］
・ WHO/IPCS「ICSC カード（International Chemical Safety Cards）」
（ICSC）
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表 3-13 政府向け GHS分類ガイダンスにおける情報源（ヒト健康有害性）
3-3 EU分類

表 3-14 政府向け GHS分類ガイダンスにおける情報源（水生環境有害性）
List-1 

1-1 
機関 環境省

情報源名 化学物質の生態影響試験について

1-2 
機関 環境省環境リスク評価室

情報源名 化学物質の初期リスク評価書

1-3 
機関 (独)製品評価技術基盤機構（NITE）
情報源名 化学物質の初期リスク評価書

1-4 
機関 OECD 
情報源名 SIDS レポート（SIDS）

1-5 
機関 WHO/IPCS 
情報源名 環境保健クライテリア（EHC）

1-6 
機関 WHO/IPCS 
情報源名 国際簡潔評価文書（CICAD）

1-7 
機関 EU European Chemicals Bureau (ECB：欧州化学品局)
情報源名 EU リスク評価書（EU Risk Assessment Report：EU RAR）

1-8 
機関 カナダ環境省/保健省
情報源名 Assessment Report Environment Canada：Priority Substance 

Assessment Reports（優先物質評価報告書）

1-9 
機関 Australia NICNAS 
情報源名 Priority Existing Chemical Assessment Reports 

1-10 
機関 European Center of Ecotoxicology and Toxicology of 

Chemicals(ECETOC) 
情報源名 Technical Report シリーズ・TR91(Aquatic Hazard AssessmentⅡ)

1-11 
機関 WHO/FAO 
情報源名 Pesticide Data Sheets（PDSs）

List-2 

2-1 機関 AQUIRE 
情報源名 Aquatic Toxicity Information Retrieval（AQUIRE）

2-2 機関 EU European Chemicals Bureau (ECB：欧州化学品局)
情報源名 International Uni form Chemical Information Database (IUCLID) 

2-3 機関 米国国立医学図書館（NLM）
情報源名 Hazardous Substance Data Bank（HSDB）

2-4 
機関 EU European Chemicals Bureau (ECB：欧州化学品局)
情報源名 The N-CLASS Database on Environmental Hazard Classification 

（N-Class）

2-5 
機関 German Chemical Society-Advisory Committee on Existing 

Chemicals of Environmental Relevance 
情報源名 BUA Report（BUA）

2-6 機関
情報源名

List-3 

3-1 
文献データ
ベース

・ Pub-Med/NLM 
・ NLM TOXNET（TOXLINE）
・ JICST 科学技術(医学)文献ファイル（JOIS オンライン検索）

3-2 化学物質に
関する総合

・ (独 )製品評価技術基盤機構「化学物質総合情報提供システム」
（CHRIP）
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表 3-14 政府向け GHS分類ガイダンスにおける情報源（水生環境有害性）
情報データ
ベース

・ ドイツ労働安全研究所（BIA）「GESTIS-database on hazardous  
substances」
・ 環境省「化学物質ファクトシート」
・ (独 )国立環境研究所「WebKis-Plus 化学物質データベース」
（WebKis-Plus）
・ （独）産業技術総合研究所「詳細リスク評価書」
・ (財)化学物質評価研究機構(CERI)「化学物質安全性(ハザード )データ
集」 
・ Hazardous Substance Fact Sheet (New Jersey Department of Health and 

Senior Services) 
・ 「Sittig’s Handbook of Toxic and Hazardous Chemicals and Carcinogens  

(4th edition,2002)」
・ 米国国立労働安全衛生研究所（NIOSH）「RTECS［Registry of Toxic 

Effects of Chemical Substances］
・ WHO/IPCS「ICSC カード（International Chemical Safety Cards）」
（ICSC）

3-3 EU分類
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3.2 「環境中での存在に関する基準」の検討

3.2.1 現行化管法における環境中での存在の判断基準と方法

現行の化管法においては、第一種と第二種指定化学物質は環境中での存在により区別さ

れており有害性の程度（強さまたは分類結果）からの区別はない。なお、H20答申において

は、＜環境中での存在に関する判断基準＞を以下のように定めている。

第一種指定化学物質については、1年間の製造輸入量が一定量（100トン、農薬および特
定第一種指定化学物質は 10 トン、オゾン層破壊物質は累積製造輸入量が 10 トン）以上の
もの又は一般環境中で最近 10年間に複数地点から検出されたもの、、、、
第二種指定化学物質については、1年間の製造輸入量が 1トン以上のもの又は一般環境中
で最近 10年間に 1地点から検出されたもの、、、
データについては、直近のものを用いた評価を行うこととする。

また、平成 18年に実施された現行の化管法指定物質選定作業においては、上記の一般環

境中での検出状況は以下の調査結果を用いて判断された。

① 化学物質環境実態調査（エコ調査）による検出状況

② 水質汚濁防止法による水域での環境基準値の超過状況の調査結果（健康項目：

26物質、要監視項目：27物質）

③ 大気汚染防止法による大気環境モニタリングの調査結果3（環境基準値が設定

されている物質：4物質、健康リスク低減のための指針値が設定されている物

質：4物質）

なお、①は検出の有無、②と③は基準値を超過した場合を「検出されたもの」として判

断された。

3.2.2 環境モニタリング結果の解析
本調査においては、以下の項目についての解析を実施した。

・エコ調査：(i)測定対象物質、(ii)検出下限値、(iii)検出濃度範囲

・水質および大気モニタリング：(i)測定対象物質、(ii)環境基準値（指針値）、(iii)

超過状況

（1）エコ調査

表 3-15に現行の化管法指定物質のエコ調査結果の概要を示す。 

3 大気汚染防止法では、「その他の有害大気汚染物質」として 11物質のモニタリング調査を実施している
が、これらの物質は基準値（指針値）が示されていないため、化管法物質選定には利用されなかった。
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表 3-15 化管法指定物質のエコ調査結果*1

環境コンパート
メント

水域 底質 生物 大気

調査実施物質数 215 175 69 91

検出下限値*2

1ppt未満：5
（最小値 = 0.05ppt）

1ng/g-dry 未満：26
（最小値 = 7.2pg/g-dry）

1ng/g-wet未満：11
（最小値 = 18pg/g-dry）

1pg/m3未満：0
（最小値 = 3pg/m3）

1ppt以上 1ppb未満：166 1ng以上 1µg/g-dry未満：145 1ng以上 1µg/g-wet未満：55 1pg以上 1 ng/m3未満：15
1ppb以上 1ppm未満：42 1µg以上 1 mg/g-dry未満：3

1µg/g-wet以上：3
（最大値 = 100µg/g-wet）

1 ng/m3以上 1µg/m3未満：75
1ppm以上：2
（最大値 = 100ppm）

1mg/g-dry以上：1
（最大値 = 1mg/g-dry）

1µg/m3以上：1
（最大値 = 1.51µg/m3）

検出状況*3

検出されず：156 検出されず：111 検出されず：46 検出されず：17
1ppt未満：2
（最小値 = 0.09ppt）

1ng/g-dry 未満：11
（最小値 = 0.02ng/g-dry）

1ng/g-wet未満：6
（最小値 = 0.21ng/g-wet） 1pg/m3未満：0

1ppt～1ppb未満：47 1ng以上 1µg/g-dry未満：49 1ng以上 1µg/g-wet未満：16 1pg以上 1 ng/m3未満：8
（最小値 = 20 pg/m3）

1ppb以上：10
（最大値 = 260ppb）

1µg/g-dry以上：4
（最大値 = 55µg/g-dry）

1µg/g-wet以上：1
（最大値 = 100µg/g-wet）

1ng/m3以上 1µg/m3未満：63
1µg/m3以上：3
（最大値 = 1.8µg/m3）

*1：群化合物は、CAS番号ベースで複数物質の測定の場合でも 1物質とした。

*2：測定年で検出下限値が異なる場合は最小値より集計

*3：複数検出の物質では最小値より集計
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表 3-15 に示したとおり、現行化管法指定物質のエコ調査における調査対象物質数は、過

去に 1回でも調査が実施された物質が、水域で 215物質（約 33%）、底質で 175物質（約 27%）、

生物で 69物質（約 11%）、大気で 91物質（約 14%）であった。

検出下限値については、水域の最小値は 0.05ppt、最大値は 100ppm であり、最小値と最

大値では約 2×109倍の濃度差があった。同様に、底質での最小値は 7.2pg/g-dry_soil、最大値

は 1mg/g-dry_soilであり、最小値と最大値では約 1.4×108倍の濃度差、生物体内濃度での最

小値は 18pg/g-wet_weight、最大値は 100µg/g- wet_weightであり、濃度差は約 6×106倍、大気

での最小値は 3pg/m3、最大値は 1.51µg/m3であり、濃度差は 5×105倍であった。

検出状況（濃度範囲）については、水域での最小値が 0.09ppt、最大値が 260ppm であっ

た。同様に、底質での最小値は 0.02ng/g-dry、最大値は 55µg/g-dry、生体内濃度では最小値

は 0.21ng/g-wet_weight、最大値は 100µg/g-wet_weight、大気では最小値は 20 pg/m3、最大値

は 1.8µg/m3であった。エコ調査の物質毎の全結果は、本報告書添付資料の物質リスト-2 参

照。 

なお、平成 18年に実施された現行の化管法指定物質選定作業においては、エコ調査にお

ける検出濃度は考慮されず、検出の有無から「環境中での存在」に関する判断が行われてい

る。 

（2）水域および大気モニタリング調査

表 3-16 に水域および大気モニタリング調査における測定対象物質、環境基本法に基づく

水域および大気の環境基準値（指針値）を示す。 

表 3-16 水域および大気モニタリング調査

物質名
現行化管法物質

での指定状況

水域基準値

（指針値）
大気基準値

カドミウム 特定第一種 0.01mg/L以下
全シアン 第一種 検出されないこと

鉛
特定第一種、
第一種

0.01mg/L以下

六価クロム 特定第一種 0.05mg/L以下
砒素 特定第一種 0.01mg/L以下
総水銀 第一種 0.0005 mg/L以下 40ng/m3

以下
アルキル水銀 第一種 検出されないこと

PCB 第一種 検出されないこと
ジクロロメタン 第一種 0.02 mg/L以下 150µg/m3

以下

四塩化炭素 第一種 0.002 mg/L以下
1,2-ジクロロエタン 第一種 0.004 mg/L以下
1,1-ジクロロエチレン 第一種 0.02 mg/L以下
Cis-1,2-ジクロロエチレン 第一種 0.04 mg/L以下
1,1,1-トリクロロエタン 第一種 1 mg/L以下
1,1,2-トリクロロエタン 第一種 0.006 mg/L以下
トリクロロエチレン 第一種 0.03 mg/L以下 200µg/m3

以下
テトラクロロエチレン 第一種 0.01 mg/L以下 200µg/m3

以下

1,3-ジクロロプロペン 第一種 0.002 mg/L以下
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表 3-16 水域および大気モニタリング調査

物質名
現行化管法物質

での指定状況

水域基準値

（指針値）
大気基準値

チウラム 第一種 0.006 mg/L以下
シマジン － 0.003 mg/L以下
チオベンカルブ 第一種 0.02 mg/L以下
ベンゼン 特定第一種 0.01 mg/L以下 3µg/m3

以下
セレン 第一種 0.01 mg/L以下
硝酸性窒素および亜硝酸性窒素 － 10 mg/L以下
フッ素 第一種 0.8 mg/L以下
ホウ素 第一種 1 mg/L以下
クロロホルム 第一種 0.06 mg/L以下
Trans-1,-2-ジクロエチレン 第二種 0.04 mg/L以下
1,2-ジクロロプロパン 第一種 0.06 mg/L以下
p-ジクロロベンゼン 第一種 0.2 mg/L以下
イソキサチオン 第一種 0.008 mg/L以下
ダイアジノン 第一種 0.005 mg/L以下
フェニトロチオン（MEP） 第一種 0.003 mg/L以下
イソプロチオラン 第一種 0.04 mg/L以下
オキシン銅 第一種 0.04 mg/L以下
クロロタロニル（TPN） 第一種 0.05 mg/L以下
プロピサミド 第一種 0.008 mg/L以下
EPN 第一種 0.006 mg/L以下
ジクロルボス（DDVP） 第一種 0.008 mg/L以下
フェノブカルブ（BPMC） 第一種 0.03 mg/L以下
イプロベンホス（IBP） 第一種 0.008 mg/L以下
クロルニトロフェン（CNP） － －
トルエン 第一種 0.6 mg/L以下
キシレン 第一種 0.4 mg/L以下
フタル酸ジエチルヘキシル 第一種 0.06 mg/L以下

ニッケル
特定第一種、
第一種

－ 25 Ni-ng/m3
以下

モリブデン 第一種 0.07 mg/L以下
アンチモン 第一種 0.02 mg/L以下
塩化ビニルモノマー 特定第一種 0.002 mg/L以下 10µg/m3

以下

エピクロロヒドリン 第一種 0.0004 mg/L以下
1,4-ジオキサン 第一種 0.05 mg/L以下
全マンガン 第一種 0.2 mg/L以下
ウラン － 0.002 mg/L以下
アクリロニトリル 第一種 2µg/m3

以下

環境基準等による水域・大気でのモニタリングでは表 3-16 に示した物質が実施されてい

る。なお、水域・大気モニタリング結果においては、1年間の平均濃度が環境基準値（指針

値）を超えた物質について、前回の化管法物質選定時に「検出された」と判断され、環境基

準値（指針値）以下の場合は測定濃度の報告があっても「検出された」と判断されていない。

前述の通りエコ調査では検出濃度の数値によらず、検出下限以上の濃度が報告された場合

に、「検出された」見なしたが、水域・大気モニタリングでは、年間の平均濃度が国の定め

た環境基準値（指針値）を超えた物質のみを「検出された」としていることから、その内容

は異なるものである。水域・大気モニタリングによる測定結果によると、ほぼ全ての物質が

検出下限値を超えて測定されているが、年間平均濃度が環境基準値を超えて測定された物質
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は多くはない。

3.2.3 現行化管法における環境中での存在の判断基準の課題

上記の通り、現行の化管法物質の選定における環境中での存在に関する基準の判定に使用

されている環境モニタリング調査は、物質数が限られており、調査を実施していない物質と

の一律の比較は困難である。さらに、物質により検出下限値と検出された濃度が大きく異な

ることから、同じ「検出された」場合においても、環境中での存在濃度と環境中での存在の

蓋然性の判断には注意が必要である。また、環境モニタリング調査において「検出されなか

った」場合においても、化学品の製造・使用現場周辺における局所的かつ一時的な暴露の可

能性と程度（濃度）、測定時期（年度）による濃度変化等を十分に把握することが困難であ

ると考えられる。

以上の調査結果より、環境モニタリング結果を化管法対象物質の選定利用する場合、検出

濃度および検出地点数等より、一定の判断基準により環境中での存在の蓋然性についてクラ

スを分ける方法等について、妥当性や実環境での存在との相関性についての検討を実施する

ことも有意義であると考えられる。

3.2.4 化審法における暴露評価への取り組み 

化審法においては、ヒトや環境生物に対するリスクに応じた評価体系を取り入れることが

提案されており、原則全ての化学物質に対するリスクの評価手法（案）が提案されている4。

化審法では、最初にスクリーニング評価を実施し、その結果より“暴露評価Ⅰ”を実施する

物質を選定する。その際に実施される暴露評価のための排出量推計のための情報として、①

製造量、②用途情報（用途に応じた排出係数）、③物理化学的性状等の情報が整備される。

さらに、優先評価化学物質については PRTR届出情報、環境モニタリング情報、その他の情

報の追加による詳細な“暴露評価Ⅱ”が実施される。このように、現行の化管法では利用し

ていない用途情報や物理化学的性状等が化審法における新たな評価において得られること

から、これらの情報を化管法対象物質の選定に有効に活用することが得策であると考えられ

る。これにより、より多くの物質に対する暴露評価の実施が可能になると同時に、現行での

方法と比較して信頼性が向上すると期待される。

4 NITE, METI「化審法運用における新たな「リスク評価」スキームの提案（暫定版）」に詳細が紹介され
ている。
http://www.safe.nite.go.jp/risk/pdf/kasinn_scheme0906.pdf 
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3.3 その他の現行化管法物質選定基準の課題の整理

3.3.1 化管法指定物質の国内法規制状況の調査

化管法指定物質には、他の国内法規制においても管理・規制されている物質が含まれてい

る。また、これらの国内法には、化学品の製造・使用を管理、規制する目的のものが含まれ

ている。このため、それらの法律で管理・規制されている物質の場合、化管法の目的と重複

することから、または化管法の対象とする必要が無いと考えることができるかもしれない。

そこで、現行の化管法指定物質について、国内の他の化学物質関連の法規制状況の調査を

行った。表 3-17 に化管法指定物質の主な国内法規制における対象物質数を示す。また、本

報告書添付資料の物質リスト-3に化管法指定物質の国内法規制リストを示す。 

表 3-17 化管法指定物質の法規制状況
PRTR第一種指定物質 PRTR第二種指定物質

化審法 第一種特定化学物質 1 0
第二種特定化学物質 3 0
第一種監視物質 1 0
第二種監視物質 58 21
第三種監視物質 12 5
第二、三種監視物質 21 2

安衛法 表示対象物質 49 3
通知対象物質 227 36

農薬取締法 登録農薬 141 20
大気汚染防止法 特定／指定物質 18 0
オゾン層保護法 21 0

これらの法律で管理・規制されている物質については、化管法での指定を行う必要性につ

いての検討を行う必要があるかもしれない。

3.3.2 初期リスク評価結果を活用した化管法指定物質の選定

3.3.2.1 化管法における初期リスク評価の活用

H20答申において、「初期リスク評価結果のより一層の活用を検討すること」との指摘が

なされた。国による初期リスク評価としては、NEDO および環境省が実施・公開されてお

り、化学物質の暴露量（濃度）と有害性よりヒトまたは環境生物に対するリスクが評価され

ている。初期リスク評価の結果より、リスクが懸念される物質は、より詳細なリスク評価を

実施するためのデータ収集等を行うべきであり、そのための基礎データとして PRTR届出情
報等は有用である。一方、低リスクと評価された物質については、現状では適正に使用され
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ていると考えられることから、必ずしも PRTR届出情報を把握しなくてもヒトや環境生物に

対する影響を生じないと見なすことできると考えられる。

そこで、本調査においては NEDOおよび環境省による初期リスク評価において、ヒトま

たは環境生物に対して「低リスク」であると評価された現行化管法指定物質について、有害

性と暴露量（濃度）の比較から得られた定量的な指標である安全マージンについての調査を

行った。

また、化管法の物質選定において選定基準を満たした有害性項目に対し、初期リスク評価

で「低リスク」とされた評価対象および暴露経路（ヒトへの経口または吸入経路、水生生物

への暴露）との比較を行った。

3.3.2.2 初期リスク評価における“低リスク”物質とリスクマージン
NEDO初期リスク評価書においては、動物実験による無毒性量（NOAELまたは NOEC等）

と推定摂取量（または推定環境中濃度）より暴露マージン（MOE）を算出し、MOEと不確

実性係数積（UFs）の比較によりヒトまたは環境生物に対して「現時点でリスクが懸念され

ない（低リスク）」または「詳細な調査、解析、評価等が必要（リスクの懸念あり）」と評価

されている。

環境省による環境リスク初期評価では、動物実験による無毒性量（NOAELまたは NOEC

等）と予測最大暴露量（最大摂取量または予測環境中濃度＝PEC）との比より暴露マージン

（MOE）、または PEC/PNEC（予測無影響濃度）を算出し、得られたマージンの値から「詳

細な評価を行う候補（リスクの懸念あり）」、「相対的にリスクは低いと考えられ、更なる作

業を必要としない（低リスク）」物質として評価される。

本調査では、現行の化管法対象物質中、NEDO および環境省による初期リスク評価にお

いて、低リスクと評価された物質について解析を行った。表 3-18に NEDOおよび環境省の

初期リスク評価で共に低リスクと評価された物質のリスク評価結果の概要を示す。また、本

報告書添付資料の物質リスト-4に低リスクと評価された物質を示す。 

NEDO および環境省リスク評価において、共に低リスクと判定された物質は、環境生物

に対するリスク評価結果より 47物質、ヒト健康（経口経路）が 37物質、ヒト健康（吸入経

路）が 17物質であった。なお、この中には前回の化管法指定物質の見直し時に指定より除

外された 2物質を含む。 

環境生物に対して低リスクと評価された物質での評価結果では、MOE/UF（NEDO評価）

が 1,000を超える物質が 14、PEC/PNEC（環境省評価）が 0.01以下の物質が 23であった。

同様に、ヒト健康リスク評価では、MOE/UF（NEDO評価）が 1,000を超える物質が 16（経

口経路）および 6（吸入経路）、MOE（環境省評価）が 1,000を超える物質が 20（経口経路）

および 14（吸入経路）であった。

また、NEDO および環境省リスク評価で共に低リスクと判定された物質中、環境リスク

評価で低リスクと評価された物質で環境有害性のみから化管法対象物質に指定された物質

は 7物質、ヒト健康有害性で低リスクと評価された物質では経口または吸入慢性毒性のみか
ら指定された物質は 3物質（1物質は環境リスク評価と重複）であった。リスク評価結果を
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化管法対象物質の選定に活用する場合、少数ではあるがこれらの物質が対象物質の除外を検

討する候補物質とすることが考えられる。

表 3-18 NEDOおよび環境省初期リスク評価における低リスク物質
低リスク
物質数

リスクマージンと物質数
低リスクと評価された
項目のみで有害性あり

環境リスク 47物質

MOE/UF（NEDO）
100以下：23物質
101～1000以下：10物質
1000超：14物質

PEC/PNEC（環境省）（淡水）
0.01以下：23物質
0.01超～0.1以下：22物質
0.1超～1未満：2物質

7物質

ヒト健康リスク

（経口）
37物質

MOE/UF（NEDO）
100以下：7物質
101～1000以下：13物質
1000超：16物質

MOE（環境省）
100以下：0物質
101～1000以下：10物質
1000超：20物質

3物質

ヒト健康リスク

（吸入）
17物質

MOE/UF（NEDO）
100以下：4物質
101～1000以下：7物質
1000超：6物質

MOE（環境省）
100以下：0物質
101～1000以下：3物質
1000超：14物質

－
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3.3.2.3 化管法におけるリスク評価結果の活用における課題

初期リスク評価結果を化管法に活用する場合、一定以上の安全マージンを有する化学物質

について、化管法の対象物質から除外することが考えられる。または、製造・輸入量や有害

性等の基準が一致しないために現行の化管法で指定されていない物質については、初期リス

ク評価の結果でリスクの懸念が明らかになった、又は疑われた場合には新たに化管法指定物

質に追加する方法と基準についての検討が必要性であると考えられる。

一方、現状では低リスクと評価された物質であっても、製造・輸入量の急激な増加、製造

方法や用途の変更により環境への排出量が増加する場合が想定される。初期リスク評価結果

を活用して化管法指定物質の選定、除外または追加を検討する場合、定量的な指標である

MOE/UFまたは PEC/PNEC等を用いることが考えられるが、その際にどの程度の安全マー

ジンを判断基準とするべきかについて、これまで十分な議論が行われておらず、今後の検討

が必要である。

3.3.2.4 化審法におけるリスク評価結果を活用した化管法対象物質の選定方法の検討

化管法対象物質の選定における「環境での存在」については、これまでは製造・輸入量、

エコ調査、水質・大気における環境モニタリング調査結果より評価が実施されてきた。ただ

し、3.2.3 に記述したとおり、環境モニタリング調査は物質数が限られていることや物質に

より検出下限値や検出濃度が異なることから、化管法対象物質の選定に利用する際は注意が

必要である。

同様に、初期リスク評価の活用においても、リスク評価が実施される物質数は限られるこ

とから、その利用には限界がある。一方、化審法の改正に伴い新たに導入される新たなリス

ク評価スキームにおいては、原則として全ての化学物質に対して少なくともスクリーニング

レベルでのリスク評価が実施されることが予想される。さらに、優先評価化学物質について

は、詳細な暴露評価、リスク評価を実施するための追加の有害性情報、暴露評価のための情

報と暴露評価、リスク評価結果が整備されると期待される。

このため、化管法対象物質の選定においても、化審法におけるリスク評価より得られるこ

れらの情報や評価結果を有効に活用した対象物質の選定、または除外方法を検討することが

望ましいと考えられる。さらに、化管法対象物質の選定基準においては、「その有する物理

化学的性状、その製造、輸入、使用又は生成の状況等からみて、相当広範な地域の環境にお

いて当該化学物質が継続して在すると認められる化学物質」と定められていることから、環

境中での存在に関する評価においては、製造輸入量等の個別の情報だけではなく、用途情報、

物理化学的性状、分解性、環境モニタリング結果等を総合的に評価し、一定の基準を超える

（基準に一致する）物質を化管法対象物質に選定する方法についての検討が必要であると考

えられる。
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3.3.3 天然物・付随的生成物の取扱い
環境中には工業的に製造・使用され、環境中へ排出される物質以外に、動植物または鉱物

由来での化学物質が存在する。また、燃焼等により付随的に生成する物質も含まれている。

これらの天然物や付随的生成物は、化管法の届出による排出量の把握や適正な使用、管理を

行うことは目的と一致しない可能性がある。また、これらの天然物や付随的生成物は、その

一部または多くが同時に工業的に製造・使用されている場合があり、管理の方法を検討する

必要があると考えられる。

今後の化管法における天然物や付随的生成物に対する課題と課題克服のための考え方を

以下に示す。 

主な課題
・ 製造・輸入量によらず、環境中に存在
・ 化管法指定物質とする場合、排出移動量の把握が困難

課題克服のための
考え方 

Option-1：化管法指定物質に含めない（除外する）
Option-2：国による排出量の把握方法、排出量管理方法の検討を実施

3.3.4 構造異性体、xxx化合物等の群化合物での指定

現状の化管法指定物質は、物質名または化合物名で指定されており、一つの指定物質が複

数の異性体、または同属化合物を含む場合がある。一方、有害性や製造、使用量は異性体間

で必ずしも同一ではない。さらに、化審法等での物質指定においては、官報公示整理番号が

使用されており、他の化学物質関連法との物質の同一性の確認が困難な場合がある。また、

国際機関等では CAS番号による物質の同定が一般的である。

今後の化管法において、これらの構造異性体や化合物群等での物質指定のあり方に関する

考え方を以下に示す。 

主な課題

・ 化審法や他の法規制における物質との整合性がない
・ 有害性調査等の場合、群化合物のままでは調査が困難であり、最

初に CAS番号での物質の確認が必要
・ 群化合物（複数化合物の合計）のため、製造・輸入量、届出対象
事業所の評価方法が単一物質と異なる

課題克服のための

考え方 

Option-1：現状通り
Option-2：CAS番号による物質指定の見直し
Option-3：官報公示整理番号（化審法番号）による物質指定の見直し
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3.3.5 難分解性の性状を有する物質の適正管理

現行の化管法においては、有害性と環境中での存在により指定物質の選定が行われている。

一方、国際的には難分解性、高生物濃縮性の性状を有し、有害性示す物質に対しては PBT

（Persistent Bioaccumulative Toxicant）または、vPvB（very Persistent and very Bioaccumulative）

物質として特別の基準や枠組みで管理・規制することが一般的となっている。現行の化管法

においては、仮に難分解性と高生物濃縮性を示す物質であっても、有害性が明らかでない物

質は指定されない場合がある。

今後の化管法における難分解性、極難分解性物質の適正管理の考え方を以下に示す。 

主な課題

・ 現行化管法物質選定には難分解性物質であっても易分解性物質
と同様の基準で選定されている。難分解性物質は、製造・輸入量

が小さくても長期的に環境やヒトへのリスクを生じる可能性が

あることから、何らかの基準を追加すべきかもしれない

課題克服のための
考え方 

Option-1：現状通り
Option-2：難分解性（または極難分解性）物質に対する新たな選定基
準（製造・輸入量、有害性）を設ける
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第4章 化管法対象物質選定基準の改定案（素案）と

選定作業フロー（案）の作成

4.1 化管法対象物質選定基準の改定案（素案）

上記の調査結果より、化管法対象物質選定基準の改定案（素案）を作成した。選定基準の

改定案（素案）については、以下の点に留意して作成した。

① 化管法選定に用いる有害性項目

② 特定第一種指定化学物質の選定に関する有害性

③ 有害性情報の収集フローと情報源

④ 環境での存在に関する判断基準

⑤ 有害性の項目別の選定基準

⑥ その他の検討課題

なお、今回の改定案（素案）については、国内専門家によるヒアリングを実施することか

ら、必ずしも一つの判断基準を示さず、複数の考え方を記載した項目が含まれている。

また、本調査で作成した化管法対象物質選定基準の改定案（素案）においては、現行の化

管法対象物質の選定基準をそのまま GHS分類基準として利用することを前提とし、化管法

対象物質の選定基準に適した有害性の程度（用量、濃度または証拠の重み）に関する検討は

実施しなかった。例として、GHSにおける発がん性、生殖細胞変異原性、生殖毒性では、

区分 1A、1B及び 2の区分があり、それらはヒトに対する有害性を評価するデータの種類と

ヒトに対する有害性の証拠の重みにより判断される。GHSにおける区分 1Aはヒトでのデー

タより有害性が確認された物質、1Bは動物実験の結果よりヒトでの有害性が（おそらく）

あると判断される物質、区分 2はヒトでの有害性が疑われる物質である。なお、現行の化管

法対象物質の選定においては、発がん性、生殖細胞変異原性、生殖毒性が GHS区分 1Aに

相当する物質では特定第一種指定化学物質、GHS区分 1Bおよび区分 2に相当する物質は第

一種または第二種指定化学物質に選定される。化管法においては、対象物質について「当該

物質が人の健康を損なうおそれ又は動植物の生息若しくは生育に支障を及ぼす恐れがある

もの」としており、GHS分類基準を用いた化管法対象物質の選定を行う場合、現行と同様

の有害性の基準（区分）を適用すべきか、ヒトでの有害性が明らかではないが、疑われると

評価される区分 2を選定基準より除外すべきかについては、今後の慎重な検討が必要である。

専門家へのヒアリングに使用した化管法指定物質の選定基準の改定案（素案）は、添付資

料（素案-1）を参照。
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4.2 化管法対象物質の選定作業フロー（案） 

現行の化管法指定物質においては、有害性の選定基準は定められているが、具体的な物質

選定作業を実施する際の効率的な作業フローは明らかではない。そこで、次回の化管法指定

物質の選定作業を行う際の参考となる物質選定作業フロー（案）を作成した。

作成した選定作業フロー（案）は添付資料（フロー-1）を参照。
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第5章 専門家へのヒアリング調査

5.1 ヒアリング調査の目的

今回の調査により作成した化管法指定物質の選定基準の改定案（素案）は、一次調査によ

る案である。このため、専門家にヒアリング調査を行い、改定の方向性や考え方に関する意

見を伺った。

5.2 ヒアリングを行った専門家

表 5-1 に今回のヒアリング調査を実施した国内専門家を示す。専門家の選定においては、

経済産業省と協議し、化管法、GHS、ヒト健康影響、生態影響、暴露／リスク評価において

著名な専門家より幅広く対象とした。

表 5-1 ヒアリング実施対象の専門家
氏名 所属・役職 専門分野

江馬 眞
独立行政法人 産業技術総合研究所

安全科学研究部門 招聘研究員
生殖発生毒性

亀屋 隆志
横浜国立大学大学院
環境情報研究院 准教授

環境動態解析
環境影響評価・環境政策

城内 博
日本大学大学院理工学研究科

医療・福祉工学専攻 教授
産業保健

菅谷 芳雄

国立環境研究所

環境リスク研究センター

主任研究員

生態毒性

中杉 修身
元上智大学大学院
地球環境学研究科 教授

環境

中嶋 圓
財団法人 食品農医薬品安全性評価センタ
ー

試験部

変異原性

森田 健
国立医薬品食品衛生研究所 安全情報部

第四室室長
安全情報、毒性

吉田 喜久雄
独立行政法人 産業技術総合研究所
安全科学研究部門 主幹研究員

暴露評価等

*敬称略、あいうえお順

5.3 ヒアリング調査の実施方法

ヒアリング調査においては、本報告書の添付資料に示した以下の資料を提示して実施した。
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・ 資料-1 調査の目的と概要

・ 資料-2 答申の指摘事項

・ 資料-3 現行化管法指定物質の選定基準の課題

・ 資料-4 現行化管法物質選定基準と GHS分類基準の比較

・ 資料-5 現行化管法指定物質選定時の有害性と GHS分類結果の比較

・ 資料-6 有害性情報の収集・評価のための情報源

・ 資料-7 環境での存在に関する調査

・ 資料-8 国内法規制状況

・ 資料-9 リスク評価結果による物質選定

・ 資料-10 その他の課題

・ 物質リスト-1 化管法物質選定時の有害分類と GHS分類結果の比較

・ 物質リスト-2 エコ調査結果一覧

・ 物質リスト-3 法規制状況一覧

・ 物質リスト-4-1 低リスク物質（生態毒性）

・ 物質リスト-4-2 低リスク物質（ヒト健康：経口経路）

・ 物質リスト-4-3 低リスク物質（ヒト健康：吸入経路）

・ 化管法指定物質基準の改定案（素案）

・ 化管法物質選定フロー（案） 

・ 参考資料-1 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善に関する

法律に基づく第一種指定化学物質及び第二種指定化学物質の指定

の見直しについて（答申）

・ 参考資料-2 政府向け GHS分類ガイダンス

ヒアリング調査では、あらかじめ以下の項目を記載した回答用紙を作成し、記述式での回

答を頂いた。

・ GHS分類基準による化管法指定物質の選定について（資料全般について）

・ 有害性データの情報源と優先順位について（資料-6）

・ 環境での存在に関する基準（資料-7、物質リスト-2）

・ 有害性の項目別の選定基準（素案）について（資料-3、4、5、物質リスト-1）

・ その他の課題（資料-8、資料-9、資料-10）

・ 化管法物質選定フロー（案） 

・ その他の指摘事項
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5.4 ヒアリング調査結果

専門家へのヒアリング調査結果は以下の通りであった。なお、本報告書に添付した化管法

指定物質基準の改定案（素案）はヒアリングに用いた資料であり、以下の専門家からのヒア

リング結果に対応したものではない。

(1) GHS分類基準による化管法指定物質の選定について（資料全般について）
主な理由

基本的に賛成

国際的な分類との整合性、将来的に他の国内法との整合性を考慮して。

環境毒性に関する GHS分類で用いるべき試験法は、我が国の化学物質
管理を目的とする他の制度・施策の試験法と同一であり、化管法におい

ても同じ「根拠」データからの判断が望ましいと判断するため、基本的

には賛成である。
GHS分類の分類システムを使用することには問題がないが、GHS分類
の結果をそのまま使用するとなると、データの透明性が問題になるかも

知れない。GHS分類は、本来、製造事業者が自主的に用いるものとして
開発され、企業データが唯一のデータである場合がある場合、その値に

責任をもつのはだれなのか、明確にする、自主的に実施した結果を利用

することが不適切・問題がある場合には、政府が独自に GHS分類を実施
することになるが、そのような理解でよいのか。

また、これまで実施されてきた GHS分類に用いたデータが必ずしも、
確認された試験法を用いて得られた毒性値ではない可能性がある。その

ような場合には GHS分類結果の利用にあっては注意が必要である（推奨
する試験法の結果を用いた場合には別の判断となる可能性がある）。

科学の発展、知見の集積を踏まえた、妥当な選定法と考えられる。

現行選定基準とは完全に一致しないが、違いは大きくないと考えられ、

GHS分類基準に合わせることで、事業者や行政による管理が容易になる。
細かい点は今後詰めるとして、基本的に GHS分類基準による選定の方向
に賛成。

国際的な調和がなされつつある現状では，GHS分類基準を利用するこ
とは重要と考える。

GHSでは毒性の各項目について化学物質が評価されているので。

基本的に反対

更なる検討を

要する

GHS 分類で用いる試験法で得られた毒性値が最低値ではない場合の取
扱についてどうするか決めておく必要がある。
（１）利用可能なデータが推奨された試験方法によるものではないこと

が明らかな場合（同一ではない）
（２）推奨された試験方法と同一ではないが、相当である場合

（３）推奨された試験方法と同一ではないが、評価書に信頼できる

値として引用されている場合
（４）試験法が確認できない場合

毒性値で区分が分類されている場合、特に毒性が高い物質について、

特別な配慮が必要である。
環境毒性分類では、急性毒性区分で、毒性値が 1mg/L以下であればすべ
て区分 1に分類されるが、0.1mg/L以下、0.01mg/L以下なども同じ区分に
分類されるので、製造輸入量で除外する場合には特例が必要になる場合
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(1) GHS分類基準による化管法指定物質の選定について（資料全般について）
主な理由

があると考える。

細部についてではあるが、更なる検討が必要であろう。

GHS では生殖細胞変異原性で分類されているが、生殖細胞変異原性は
多くの化学物質では試験されていない。

その他

今回の素案では GHS分類は、「政府向け GHS分類ガイダンス」で実施
するとなっているが、すでに公表されている GHS改訂 3版マニュアルで
は環境毒性・慢性毒性分類を慢性毒性値から分類することができるとし
ている。急性区分からの区分と、慢性毒性値からの区分の 2通りがある。
そのため、今回政府向けガイダンスと実際の GHS分類に次第に乖離が生
じる可能性がある。この点は明確にして置かねばならない。

審議会の答申もあり、国際的な調和を図る観点から、GHS分類基準に
よる対象物質の選定を基本とすることは賛成する。GHS分類と従来の判
定基準との間のずれをどのように扱うかが課題となる。それぞれについ

て違いの内容から個別に判断することが必要となる。一般的には、違い
の生ずる部分については、発生源周辺での高いばく露を考慮して、環境

リスクの初期評価を実施し、その結果を活用して判断することになると

考えられる。審議会の答申にもあるように、本来であれば、全て初期評
価を行って選定すべきではあるが、実質上は不可能であるので、GHS分
類基準に基づく有害性評価を用いて判断し、より詳細な判断が必要なも

のについては、初期評価を行い、その結果を用いて判断するのが合理的
と思われる。ただ、PRTRによる環境排出量の把握は、曝露評価に対して
重要な情報を提供するものであることから、GHS基準との整合はできる
だけ安全側でとることが望ましい。

・化管法の物質選定／見直しにおいても、GHS の分類基準等と参照しな
がら行ってきましたので、互いに共通点は多いものの、それぞれが目

的とする趣旨も異なっており、化管法での物質選定という目的に対し

ては、必ずしもGHS 分類基準が絶対的なルールではなく、国ごとの事
情を加味できる意味からも、完全準拠させる必要は必ずしもないもの

と考えます。一方、化管法の物質選定見直しの際の答申においては、

「GHS との一層の整合化を目指す」ともありますので、さらなる見直
しに向けた基本方針としては、GHS で具体化されている分類基準の化
管法物質選定への採用の適否について、化管法の趣旨や経緯を良く考

えた上で判断していくことが妥当と考えます。
・このような考えから、上記の例にあるような「GHS 分類基準にない現
行の化管法物質選定基準も利用すべき」や「GHS 分類基準の一部修正
が必要」のいずれについても当てはまるケースがあると思いますので、
単純に「基本的に賛成」「基本的に反対」との二者択一の立場での回

答は致しかねますが、各項目について個別に意見を述べさせていただ

きます。
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(2) 有害性データの情報源と優先順位について（関連資料：資料-6）

主な理由

リストに追加

／削除すべき

情報源

・ ヒト健康において、List-1 に「NTP-CERHR（NTP ヒト生殖リスク評
価センター）モノグラフ」（http://cerhr.niehs.nih.gov/reports/index.html）
を追加すべきである。生殖毒性情報（付随的に変異原性情報）として
有用である。

・ 1-21に MAK Collectionがあるが、本項に”List of MAK and BAT values”
を追加すること。これは毎年発行され、1-15にある ACGIHの”TLV and 
BEI”に相当する。CMR や感作性の分類がなされており、より詳細な
調査の必要性の検討に有益である。

・ WHO/IPCSの ICSCが 3-2に組み込まれているが、List-2とすべきであ
る。引用文献の記載がないため、GHS分類ガイダンスにおいてはList-3
とされているが、国際的ピアレビューを経て作成され信頼性が高く、

また対象物質数も多い。詳細情報は記載されていないが、より詳細な
調査の必要性の検討に有益である。他の List-3 文書の Hazardous 
Substance Fact Sheetや Sittig’s Handbookなどよりはるかに有用である。
・ ヒト健康 2-5にある Dreisbach’sは削除すべきである。総体的な毒性情
報（特定標的臓器や症状）を調査するにはよい資料だが、個別の物質

の毒性情報には限界がある。

生 態 毒 性 に お い て 、 List-2 に 、 US EPA の ECOTOX
（ http://cfpub.epa.gov/ecotox/）、およびフィンランドの EnviChem
（http://www.ymparisto.fi/default .asp?contentid=141944&lan=en）を追加
すべきである。有用なデータベースである。
主な情報源は、リストに網羅されていると思われる。

GHS は表示に関する指針であり，化管法では作業環境，水質基準に関
する情報源も必要と考える

HSDBは priority1でよいのではないか。
何れの資料でも誤記があることがあるので、複数の資料による確認が必
要。 
生殖発生毒性では、 Shepard TH and Lemire RJ (2004). Catalog of 

Teratogenic Agents, 11th edition, The Johns Hopkins University Press, Baltimore.
が有用と思われる。

更なる検討が
必要

フローではリスト作成において、暴露評価後に有害性の検討を行うこと

になっており、情報源に優先順位をつける（限定）する理由がわからない。
物質数は限られるのであるから広範囲のデータソースでの検討が可能と

考える。

その他

生態毒性の Priority-1,2,3の情報源に関する留意点
試験法に関して情報がある場合は問題がないものの、必ずしも評価書で
は明確にならないことがある。

情報源リストのエディトリアルな整備をすること。例えば、

1) 素案 3.2 項情報源-1 では、発行巻数などの情報が記載されているも
のもあるが（1-5, 1-8, 1-13, など）、数年前の情報であったりするため古い
うえ、必要でもないので削除すること。

2) 3-2にある Sittig’sは 4th ed., 2002が引用されているが、現在は 5th ed., 
2008が刊行されている。また、1-17にある ROCでは 11th, 2005が引用さ
れているが、12thが予定されている。このような付帯情報は削除すべき。

・GHS 有害性分類事業は、環境省や厚生労働省、経済産業省等の関係省
庁連絡会議が、事業者が化学物質等安全データシート MSDS や表示を
作成する際の参考となるよう行った化学品の分類事業であり、国が分類
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(2) 有害性データの情報源と優先順位について（関連資料：資料-6）
主な理由

を試行するにあたって、限られた時間で統一して分類するために作成さ
れた「分類マニュアル」や分類事業を円滑に進めるための簡易ルールと

して作成された「技術指針」に基づくものであると位置付けられていま
す。事業者が MSDS 等を作成する際には、これを参考にしつつも、自
らの責任の下で独自の基準と判断で分類することも可能であるとされ

ています。これに対し、化管法の物質選定においては、環境基準値や作
業環境基準なども利用し、化学物質の環境への排出量等を把握すること

や、その管理の改善の促進を行うために、信頼できる情報源に優先順位

を設けながら国が対象化学物質を指定することとなっています。したが
って、両者の位置づけはもともと同一のものではなく、情報源やその優

先順位の不一致も、そうした目的や趣旨の違いに起因しているものと理

解されます。このため、化管法の物質見直し選定の際にも、情報源とし
ては GHS 有害性分類事業の情報源が母集団となり、化管法独自の優先
順位が付けられました。よって、単なる不一致だけの理由から課題提起

されるべきものではなく、情報源選定の考え方や優先順位の意味合いを
再確認・再検証することが本調査において妥当な検討方法と考えます。

(3) 環境での存在に関する基準（関連資料：資料-7、物質リスト-2）
主な理由

今回の改定案
に概ね賛成

概ね同意される。

更なる検討を
要する

環境での存在に関する基準の検討にはデータが必要なように思われ

る。 
環境中での存在に関して十分なデータがない場合には、見直し作業フ
ローのプロセスも異なるのでは？

概ね同意されるものであるが、使用している用語について再考を求め

る。すなわち、4 項（6 ページ）において、「一定以上の・・・リスク」
とあるが、“一定以上”が極めて不明確である。より適切な用語とすること。
まだ、「重大な・・・リスク」とする方が、許容できる。

改正化審法の暴露評価は、「相当広範な地域」を念頭に置いているので、
化審法の暴露評価結果を基準として用いることには賛成。

しかし、モニタリングに代わり得るほどの精度はないと思われるため、

現行の判断基準はそのまま残し、モニタリングデータがない場合等に化
審法の暴露結果を補足的に併用して判断するようにした方が良いと思わ

れる。

現行の基準の
修正は必要な

い

化管法は排出の自主削減により個別の排出源周辺の環境リスクを低減

することが目標であり、化学物質の製造・使用の規制により全国的な環
境リスクの低減を目指す化審法とは目標が異なるので、化審法とは異な

り、全国平均の汚染の程度でなく、発生源周辺で見られる高濃度汚染の

程度を把握することが必要である。全国的な製造・使用量からの類推で
は、全国平均の汚染状況しか把握できない。また、非意図的な発生源を

有する化学物質の環境濃度は製造・使用量からは類推できない。非意図

的な発生源を有する化学物質については、抑制が可能な意図的発生源か
らの排出の把握がより重要となる。現行の方法は、環境調査結果を基本

とし、環境調査結果が得られない場合に、製造・使用量からの類推を用
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(3) 環境での存在に関する基準（関連資料：資料-7、物質リスト-2）
主な理由

いることとしているが、この考え方が適当と思われる。確かに、これま
での環境調査では発生源周辺の高濃度を把握できていないおそれが高か

ったが、化審法の改正により用途等の情報が得られることになるので、
より発生源に近い情報が得られるものと考えられる。また、現行の基準

値や指針値について、常時監視の結果などで、基準値等の超過が見られ

ていない項目があるのは確かであるが、一般に環境基準の監視は発生源
から一定の距離を持った地点で測定されており、敷地境界付近や排出口

付近では、基準値等を超過している可能性が高い。化学物質の排出につ

いて、規制ではなく、自主管理を求める化管法の対象としては、これら
の点を考慮する必要がある。

その他

現行の基準を、素案のような観点からの追加することは望ましいこと
ではあるが、どこまで定量的な規定が可能か現段階では判断できない。

資料-7、5ページの 2.の記述「化学品の製造・使用現場周辺における局
所的かつ一時的・・・必要があるかもしれない」は、法律第 2 条第 2 項
の「相当広範な地域・・・継続して存する・・」とは一致しておらず、
削除した方が良いと思われる。

・今回の改定案では、「検出」の判断が基準値等を超えたものか／検出

下限以上のものかの違いについて着目した課題提起が中心となってい

ます。これらの「検出」のもととなる調査は、もともと、基準値等が
設定されている化学物質を中心に行われており、基準値等が設定され

ていない物質については「検出」のもととなる調査自体が少ないとい

った現状もあります。
・このため、法第2条の「相当広範な地域の環境において当該化学物質が
継続して存すると認められる（あるいは、継続して存することとなる

ことが見込まれる）」に照らして考える際に「相当広範な地域の環境」
をどう捉えるかが課題である。資料7p5の第2章の記述において、環境
中濃度と有害性の比較を行い、リスクを生じる可能性についての評価

を行うことが望ましい、との提案には基本的に賛同できるし、化学品
の製造・使用現場周辺における局所的かつ一時的な暴露の可能性と程

度に関する評価結果を反映させた物質選定基準の検討を行うことにつ

いても基本的に賛同できる。しかし、ここでp7に記述されている「化
審法で採用する情報や評価方法（または化審法での評価結果を活用）」

をそのまま利用するとなると、例えば、MITI-LIS を用いた事業所周辺
の大気濃度計算の条件設定で評価対象半径を1km-10km と発生源から
ある程度離れた範囲を対象としているようであり、果たして、製造・

使用現場周辺における局所的かつ一時的な暴露と見なせるか否かにつ
いての議論も必要になると思われます。

・一方で、基準値・指針値等が設定されていない場合の「検出」の基準

を有害性のクラスごとに設定するという考え方、国際機関や諸外国で
のガイドライン値なども積極的に活用する考え方もあると思うので、

是非ご検討いただきたい。

・また、環境中での検出を判断するための情報源について、学術論文等
の新たな情報源についても、検索・情報集積して、参考とすることは

有効と考えられます。
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(4) 有害性の項目別の選定基準（素案）について（関連資料：資料-3、資料-4、資料-5、物
質リスト-1）

指摘事項

共通項目

・資料3No.1：
当たり前な話ですが、「共通項目」「発がん性、生殖毒性、変異原性
等の有害性」とありますが、ここで記載されている内容は、人の健康

に対する影響に関する項目についてのみ（＝オゾン層破壊性や生態毒

性についてはここでの考え方の整理の対象外）と理解しました。

・資料3No.1：
これも当たり前な話ですが、変異原性は、もともと、人の傷病や臓器

異常等の人そのものに対する毒性ではないので、「ヒトで影響がない
ことが明らか」との表現にそぐわないと思います。

・資料3No.1：
信頼できる科学的データや歴史的な使用実績等により、これまでに想
定されていない有害性も含めて「ヒトでは有害性が無いことが明らか

な物質」と証明されている場合は、GHS 分類基準と同様に、化管法指
定物質から除外して然るべきと考えます。ただし、難分解／高蓄積性
の化学物質に関しては化審法の方で管理されることが前提ですが。

発がん性

リスク評価のための重要な情報を確保するという観点からは、GHS基
準の区分 2を採用することが望ましい。

資料 3-1にあるように、国際機関等による評価結果がなくとも選定は可
能と考える。ただし、質のよいデータに基づき、専門家により妥当性を
十分検討する必要がある。

妥当と思われる。

・資料3No.2：
発がん性は、国民的かつ世界的に注目度が高い有害性であり、国際機

関等での評価がまだなされていない場合でも、信頼できる試験データ
があればGHS分類基準と同様に分類するのが妥当と考えます。ただし、
国際機関等において信頼できる試験データをもとに「発がん性はない」

ことが科学的に証明されている場合には、それを優先的に物質選定に
利用するのが妥当と考えます。

・資料4p2 表4-3 図4-1 
この図によれば、現行の化管法基準に比べ、GHS 基準では区分 2の
中味を分けてみていないように考えられます。すなわち、GHS 基準に
は現行の化管法基準に該当しない物質（区分 2 の一部）が含まれるの
で、p2 の文中「（化管法がより多い物質を指定する可能性）」は逆で
はないでしょうか？ 化管法基準の合理性や継続性を考える上で、単に

該当する／しないだけで判断するのではなく、GHS 基準で区分 2の一
部が現行の化管法基準に該当しない理由を整理した上で判断すべき事
案と考えます。
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(4) 有害性の項目別の選定基準（素案）について（関連資料：資料-3、資料-4、資料-5、物
質リスト-1）

指摘事項

生殖細胞変異

原性

現行の判定基準は生殖細胞に対する変異原性と限定していないと考え

られる。発がん性の可能性の一つの指標として変異原性を見てきたと考
えられ、生殖細胞だけに限定してよいかは議論が必要と思われる。まず、

in vivoの生殖細胞変異原性による GHS基準で選定を行い、in vitro試験で
強い陽性（化審法における判定基準が参考になる）を有するもの、又は、
哺乳類を用いる in vitro変異原性試験で陽性となり、さらに既知の生殖細
胞変異原性物質と化学的構造活性相関を示す化学物質（GHS改訂第３版
Figure3.5.1Note参照）については、採用するのがよいのではないか。

発がん性の場合との整合がとれないが、生殖細胞変異原性に関する
GHS区分 2は、化管法物質選定に利用しないのが良い。（発がん性は、こ
れまでの化管法の経緯や社会的背景から、GHS区分 2を考慮してもよい
と考える。）その理由は、1) 同区分はいわゆる in vivoにおける体細胞変
異原物質であり、その多く（ほとんど）が発がん性と関連しており、そ

れでカバーされること、2) 本来の趣旨である「生殖細胞」への影響があ
る程度明確とされるのは GHS区分 1Bからであること、3) REACHにおい
ても CMRで制限されるのは EU 分類の Category 1, 2（GHS分類での区分
1A, 1B）であること、による。なお、現時点では、GHS区分 1Aに分類さ
れる物質は認定されていない。

In vitroの試験結果のみでも，GHS分類で専門家が『区分 2』としたも
のは，その結果を尊重すべきと考える。

現行基準通り、強度（複数）の in vitro陽性データによる分類（選定）
も行うべき。

・資料4p3：
GHS 分類基準では「生殖細胞」での変異原性に限定されていますが、
わが国においてもこの限定を設けるべきかどうか、いま一度、他法令

との関係を整理して判断するのがわが国にとって妥当であろうと考え
ます。GHS 分類基準は「分類できない」と言っているのであって「分
類しない」とは言及しておらず、各国の事情に応じた対応に任されて

いる部分であると考えますので。

・資料3No.4、No.5：
in vivo 試験や複数の試験の間での優先順位については、GHS 分類基準
と同様の評価フロー等における優先順位があって然るべきと考えま
す。その方が新たに試験を実施して有害性情報を得ようとする場合に

も効率的な対応が可能になると考えますので。

・資料4p3：
そもそも、化管法基準ではクラスは特一とクラス１の 2 つしかなく、
GHS との整合化という観点からは、専門家による根本的な再検討を要
する事案だと思います。この際、GHS が何故の生殖細胞だけを対象と
しているのか／何故に体細胞を含め（ることができ）ていないのか、ま

た、わが国の他法令における変異原性物質の取扱いとの整合性などを含

めて、ご検討いただくことが妥当と考えます。
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(4) 有害性の項目別の選定基準（素案）について（関連資料：資料-3、資料-4、資料-5、物
質リスト-1）

指摘事項

特定標的臓器
毒性（反復暴

露） 

化管法は大防法や水濁法の排出規制の前段階として自主管理を求める

制度であり、大気や水質の基準値は、一定程度のリスクが懸念されるも
のについて設定されている。基準値の値の大きなものは、環境濃度が高

く、曝露が大きいことから、基準値が設定されているのであり、基準値

の設定されている項目については、基準値の大小による区別を設けるべ
きでない。

複数の LO(A)ELや NO(A)ELの値が存在する場合は、安全側にたって
最も低い値を採用して評価を行うのがよいと考える。

・ NOAELの設定値を LOAELの 1/10とすることは、科学的根拠はない
が、妥当なものと判断される。ただ、本項では臓器毒性として「重大
な影響」を考慮するものであるため、A(Adverse)は重要項目である。
当該項目例をリストする必要があるのではないか。すなわち、LOEL
や NOELを基準とすると、体重増加抑制、血液学的パラメータの変動
など軽微な影響に翻弄されることとなりかねない。化管法において、

「A」として考慮すべき事項（あるいは逆に考慮しない事項）を明確
にしておく必要があろう。
・ GHSでは例えば、刺激性物質の吸入による呼吸器への影響などが含ま
れることがあり、「局所影響」を排除していない。化管法では、局所

影響を明確に排除するのがいいのではないか。
「1年間／90日（のデータ）」の意味が不明確である。「／」は「または」
の意味か、それとも「から（～）」の意味か。6 か月データの扱いは？ま
た、28 日試験の扱いは要検討事項であり、ガイダンス数値を補正使用す
ることも考えられるが、過剰評価になりやすい。よって、少なくとも 14
日試験データは採用すべきではない。法律規定は自主規定の GHS分類と
は異なる。

LOAELで分類する。
28 日反復毒性試験でも明確な特異な毒性が認められている場合は、分
類に用いる。

作業環境/水域・大気環境基準や農薬 ADIに関する資料を積極的に利用
するべき。

・資料3No.6：
これまでの化管法での物質選定基準の経口／吸入慢性毒性および作業

環境基準に対応する部分と理解します。NOAEL や環境基準等の定量的
データが入手できない物質および疫学調査等でヒトへの明確な有害性

を示す物質がヒトに重大な毒性を示すことを根拠にGHS 区分1 に分
類される場合には、化管法の物質選定基準においても考慮できるよう
にするのが妥当と考えます。これまでの、化管法の物質選定基準にお

いても考慮されてきたこともあり、また、化管法対象物質が有害大気

汚染物質の候補リストに収録される方向で検討されていることもあ
り、国内の他法令との整合性にも配慮することが妥当と考えます。な

お、疫学調査の情報源やデータ等の信頼性については不勉強で不案内
なのですが、わかりやすい採用基準が整理されることが妥当と考えま

す。 
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(4) 有害性の項目別の選定基準（素案）について（関連資料：資料-3、資料-4、資料-5、物
質リスト-1）

指摘事項

・資料3No.8：
化管法の物質選定基準において、クラス1、2、3の分類を行っているこ
とは、リスクベースでの管理の考え方に基づき、化管法の大きな目的

である「管理の改善の促進」を推進していくために、極めて重要な分

類であると考えます。GHS 分類基準の区分も同様に、実際に化学物質
管理を推進するにおいて極めて重要であり、異なるラベリングや対応

が行われているところです。

また、これらの化学物質の有害性のクラスの考え方を用いて、リスク
ベースの管理を進めている自治体等もあり、有用なツール・考え方と

して活用されています。よって「3つに細分する必要性があいまい」と
する課題設定は極めて不適切であると考えます。

・資料3No.9：軽微な影響については、毒性学の専門家による精査と判断、
できればその基準作りが必要と思われます。化管法物質選定見直しの

際にも「口臭」といった影響が含まれていた物質（Ta？）が除外され
たと記憶しています。

・資料4p5 の箇条書き1つめの項目：
「化管法ヒトでは有害性データがあっても作業環境基準が設定されて
いない場合は分類されない」という考えは、これまでどこに明記され

ていたものでしょうか？ 不勉強のため、そのような認識が欠落してい

ましたので、ご教示ください。
・資料4p5の箇条書き2つめの項目：
わが国では、次の3つ目の項目にもあるように、無毒性量等により評価
や管理を行うとする考え方もすでにあり、NOAEL データを採用するこ
とに特に違和感は感じられず、わざわざNOAEL を採用せずにLOAEL 
のみで分類する方が不整合を生じるケースが多いのではないかと想像

します。

・資料4p5の箇条書き3つめの項目：
まず、冒頭の「GHS」は「化管法」の間違いだと思われます。内容的
には、大気環境基準や ADI などを用いることは、わが国においてダブ
ルスタンダードを回避する上で、ある程度必要な措置と理解していま

すので、GHS との一致／不一致だけを一概に課題とすべき事案ではな
いと考えます。

・資料4p5の箇条書き4つめの項目：
慢性影響を見る場合に、十分な試験期間の毒性試験結果と、14 日間の
ような短期間の毒性試験結果とでは、その精度や信頼性に違いが生じ
ます。毒性の代表値を決定する考え方を整理して使うことが必要と考

えます。

・資料 4p5の箇条書き 5つめの項目、6つ目の項目、その後ろのまとめ文
章： 
クラスあるいは区分の数よりも、それらの閾値を統一し、どこまでの

クラスを化管法対象とするかといったことの議論の方が大事な課題で
あると考えます。また、箇条書き 3つ目の項目の ADI の採用とも関連
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(4) 有害性の項目別の選定基準（素案）について（関連資料：資料-3、資料-4、資料-5、物
質リスト-1）

指摘事項

して、「現状では化管法クラス 1～3は GHS 区分 1に該当することが
妥当」とのまとめの根拠の議論が不十分で意味不明な文章となってい
ます。今回のこの報告書で判断してしまうのではなく、専門家による

議論が必要ではないでしょうか？

生殖毒性

GHSの方が基準が明確であり、GHS基準との整合をとることでよいと
考える。

発がん性の場合との整合がとれないが、生殖毒性に関する GHS区分 2
は、化管法物質選定に利用しないのが良い。その理由は、1) 動物におい
ても区分 2 は高用量曝露でのマイナーな変化、母体毒性時の影響などが
含まれることがあること、2) ヒトと実験動物では生殖過程や発生過程が
異なること、3) REACHにおいても CMRで制限されるのは EU 分類の
Category 1, 2（GHS分類での区分 1A, 1B）であること、による。

GHS 基準の授乳による影響が明らかな場合、化管法物質選定にも利用
するべき。

・資料3No.10：
発がん性と同様に、EU リスク警句R60-63 での評価がない場合でも、
信頼できる試験データがあれば分類すべきと考えます。ただし、EU や
国際機関等において信頼できる試験データをもとに「生殖発生毒性は

ない」ことが科学的に証明されている場合には、それを優先的に物質
選定に利用するのが妥当と考えます。

・資料3No.11：
極めてテクニカルな課題であり、当該分野の専門家による精査と判断、
できればその基準作りが必要と思われます。

・資料3No.12：
極めてテクニカルな課題であり、当該分野の専門家による精査と判断、
できればその基準作りが必要と思われますが、国内の他法令があれば、

そことの整合性にも配慮することが妥当と考えます。その際には、も

ちろん、GHS分類基準との関連も検討されることと思いますので。

・資料3No.13（1つ目）：
資料3No.8でのコメントと同様に、化管法の物質選定基準において、ク
ラス1、2、3の分類を行っていることは、リスクベースでの管理の考え
方に基づき、化管法の大きな目的である「管理の改善の促進」を推進

していくために、極めて重要な分類であると考えます。GHS 分類基準
の区分も同様に、実際に化学物質管理を推進するにおいて極めて重要
であり、異なるラベリングや対応が行われているところです。よって

「3つに細分する必要性があいまい」とする課題設定は極めて不適切で
あると考えます。
なお、生殖発生毒性について、化管法の「クラス2とクラス3との違い
が無く、クラスを細分する必要性があいまい」との記載がありますが、

EU リスク警句のカテゴリーに基づいて、情報の確度により、細分され
ていることかと思われます。ヒトに対しては不十分な証拠しかないが、

動物に対してはその影響が証明されている物質をクラス3としている
のではないでしょうか。



50 

(4) 有害性の項目別の選定基準（素案）について（関連資料：資料-3、資料-4、資料-5、物
質リスト-1）

指摘事項

・資料4p7：
化管法基準と GHS 基準の一致／不一致の整理はよくまとめられて
いると思いますが、他に比べて課題としての整理の内容が薄い印象を受

けました。極めてテクニカルな課題であり、当該分野の専門家による精

査と判断、できればその基準作りが必要と思われます。

呼吸器感作性

GHS 基準との整合をとることがよいと思う。また、化学物質に対する
感受性が高い集団が存在する現状を考えると、区分 1Bを対象に加えるの
が適当と考える。

国際機関等による評価結果がなくとも選定は可能と考える。ただし、
質のよいデータに基づき、専門家によりその妥当性を十分検討する必要

がある。

ACGIHや日本産業衛生学会での分類があれば選定するべき。

・資料3No.13（2つ目）：
資料3No.6 にも関連しますが、疫学調査等の重要性について、情報源
やデータ等の信頼性など、わかりやすい採用基準が整理されることが

妥当と考えます。

・資料4p8：
現行化管法の物質選定において EU あるいはAGCIH での感作性の情
報を限定的に使用している大きな理由は、当初は信頼できる関連情報

が少なかったためと認識している。よって、GHS 分類基準等において
新たな信頼できる情報が入手できる場合には、追加して考えることが

妥当であると考えます。

また、GHS 区分 1A と 1B の違いが「高頻度」「低頻度」となってい
るようですが、頻度の違いが表す意味をクラス分けに用いることが妥

当かどうかについては、当該分野の専門家による判断が必要と思われ

ます。

生態毒性

提案されているものは、GHS改訂 3版の判定基準と異なっているよう
に思われますが。

（１）素案の慢性毒性区分が、慢性毒性値からの分類であったとする場
合（GHS分類改訂第 3版） 
・GHSの急性毒性分類も化管法物質選定に利用するべき。
（理由）十分なデータが入手できない場合は慢性区分の分類は慎重に
行わなければならない。そのため、慢性区分だけを用いて選定すると

しても、現実的ではない。

・慢性区分 2は化管法物質選定に用いる必要は無い。 
(留意) 十分なデータを用いて慢性区分 2と分類された場合は、当該物
質の環境への排出量が特に多い場合を除いて必要はないであろう。

・慢性区分４は、別に判断されなければならない。

（２）素案の慢性毒性区分が、急性区分と急速分解性と生物蓄積性から

の分類である場合（政府ガイダンス）

・慢性区分１を選定に利用することを基本としてよい。
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(4) 有害性の項目別の選定基準（素案）について（関連資料：資料-3、資料-4、資料-5、物
質リスト-1）

指摘事項

提案されている判定基準には GHS改定 3版とのずれが見られるので、
この点についての修正を行う必要があると考える。また、急速分解性に
ついては、定義をはっきりさせる必要がある。GHS基準の判定は、化審
法の難分解性物質の判定とほほ同じと見られるが、化審法が難分解性物

質だけでなく、易分解性物質へと対象を拡大したのに、化管法が易分解
性物質を対象から除外するのは整合がとれない。水中の化学物質の人へ

の曝露は、飲料水や食品を通じて起こるのに対し、生物へは直接的に曝

露されることを考えると、人に対する影響との間でも、考え方に逆転現
象を生ずることになる。

・資料3No.14：
化管法の物質選定見直しの際の答申には、「揮発性物質については、

毒性値と水溶解度との比が概ね3倍程度を超える試験結果は信頼性に
懸念があると考えられ、判定に用いなかった。また、揮発性物質のう

ち明らかに環境中に継続して存することはないと判断される物質はク

ラス外とした。」とあります。これまでの数多くの知見から、ひとつ
の物性値によって環境中での存在状況を判断すること自体にもともと

無理があり、そこで、ここは個別の専門家判断となっています。判断

基準を明確にすることは大事であると考えますので、まずは、これま
での揮発性物質に関する判断基準を明文化していただくことが不可欠

であると考えます。

・資料4p9：
化管法物質選定見直し後の対象物質をみると、562 物質のうち約400 
物質弱が生態毒性を有する物質とされますが、これらの物質選定の根

拠データとして急性毒性データが用いられているケースが多いと思わ
れます。現行化管法の趣旨からすれば長期影響が対象となりますが、

長期毒性データが少ないことは周知の事実です。GHS 分類においても
急性毒性データが利用されており、急性毒性データを用いること自体
は妥当と考えますが、情報が入手可能であれば、急性毒性データに環

境中での分解性や生物濃縮性を加味して分類するGHS 分類の方が妥
当であると考えます。PRTR によってできるだけ多くの物質の排出量
を知ったり、MSDS によってできるだけたくさんの物質の安全性情報
を流通させることも大事ですが、新たな情報整備とともに環境中での

分解性や生物濃縮性などを考慮して、管理の重要度が高い物質を中心
に選定することも今後の課題として重要であると考えます。

・素案 p8 の脚注No.12：
一つのクラスに統一する考え方が議論されていない段階で、いきなり
ここで統一することの根拠が不明です。また、他の有害性の部分でも

記述しているように、化管法の物質選定基準において、クラス 1、2、3
の分類を行っていることは、リスクベースでの管理の考え方に基づき、
化管法の大きな目的である「管理の改善の促進」を推進していくため

に、極めて重要な分類であると考えます。GHS 分類基準の区分も同様
に、実際に化学物質管理を推進するにおいて極めて重要であり、異な

るラベリングや対応が行われているところです。よって「一つのクラ

スに統一する」とすることは、現段階では議論がまったくなされてお
らず、素案として極めて不適切であると考えます。
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(4) 有害性の項目別の選定基準（素案）について（関連資料：資料-3、資料-4、資料-5、物
質リスト-1）

指摘事項

オゾン層破壊
物質

GHS基準を採用。

その他

※素案では慢性毒性区分 1 および 2を選定の要件としており、コメント
例では、急性毒性区分について言及しておりましたので、素案の慢性毒

性区分とは、改訂第 3 版の慢性毒性値からの分類と判断しましたが、そ
れでよかったでしょうか？それとも、ここで言う急性毒性分類は、急速

分解性と生物蓄積性とは無関係にという事でこのような例を出している
のでしょうか？

エディトリアルな整備をすること。例えば、「ヒト」と「人」が混在して
おり、整合をとること。

(5) その他の課題（関連資料：資料-8、資料-9、資料-10）
主な指摘事項

国内法規制状

況による選定
基準について

例にあるように、物質の選定において他の法規でのリストを参照する
理由が理解できない。

化学品を管理する目的や手段が他の法令とそれほど変わらないという

理由で、重複物質をリストから除くというのであれば、化管法そのもの
が不要では？

規制が行われている項目について、自主管理を行う必要はないという

考え方もあるかとは思うが、排出規制が行われていない項目もあり、排

出規制の対象となっていない排出源もあることから、やはり化管法の対
象とすべきと考える。

それぞれの法律にはその規制目的があるのだからから、化管法におい
ても、当該規制目的に合致するのであれば、重複指定であってもいいの

ではないか？ただ、規制目的が類似しているのであれば、その限りでは

ないようにも感ずる。この問題は、法律の専門家を含め、化学物質規制
法体系全般で議論する必要があるのではないか。

他の法規で対象となっている物質であっても、法規毎に目的が違うこ

とを考えれば、あえて除外を検討する必要はないと思われる。

化審法、農薬取締法で指定されている物質は除外する。

・大気環境基準や ADI などを用いることは、わが国においてダブルスタ
ンダードを回避する上で、ある程度必要な措置と理解していますので、
GHS との一致／不一致だけを一概に課題とすべき事案ではないと考
えます。

初期リスク評
価結果による

選定基準につ
いて

初期リスク評価結果の活用には賛成であるが、化学物質の種類・用途

は日々変化しており、この評価結果がどのくらいの期間有効であるのか、
また今後どのようにフォローしていくのかを検討する必要があると考え

る。 
初期リスク評価は、あくまでも暫定的な評価結果である。評価結果と

して「ばく露情報のさらなる情報収集が必要ない」との判断があった場
合は、化管法の指定化学物質から除外できるのであり、MOEの数値その
ものはその判断の参考であるべきである。
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(5) その他の課題（関連資料：資料-8、資料-9、資料-10）
主な指摘事項

発生源周辺での高い曝露を考慮した上で、初期リスク評価の結果は、
積極的に活用すべき。とくに、現行基準と GHS基準の間にずれが生ずる
ケースについては、初期評価を行い、その結果を用いて判断するのが適
当と考える。

MOEの数値は、毒性項目毎に考慮する必要がある。例えば、特定標的
臓器では 1000で妥当と考えられるが、遺伝毒性発がん物質では不十分で
あろう。MOE を考慮したリスクベースの選定基準の策定が必要である。
「初期リスク評価の活用」に同意する。

・初期リスク評価済の物質数は限られており、選定の際も補助的に使用
されることになると思われる。

・用途が変わらず、製造・輸入量が増大した初期リスク評価済の物質に

ついては、MOE/UFや PEC/PNECの値は、選定時に大いに参考になる
と思われる。

・用途が大きく変わった場合、暴露状況も大きく変わると考えられるた

め、初期リスク評価結果は参考にならない。

利用できるリスク評価に結果は大いに利用するべき。
MOE/UF 1000以上の物質については、指定物質から除外しても良いは
思いますが、MOE/UFを確認すること。
・初期リスク評価や今後の化審法のリスク評価結果なども積極的に利用

していくことには基本的には賛同できます。

・初期リスク評価は上記のような法規制に基づく基準値ではないので、
厳密な意味での「ダブルスタンダード」には当てはまりませんが、基

準値の設定されていないものついて行政が示した評価結果であり、す
でにリスク評価において参考として利用されている場合もあると認識

しています。このような誤解を回避する上でも、初期リスク評価結果

に配慮することはある程度必要な措置と理解していますので、これも
GHS との一致／不一致だけを一概に課題とすべき事案ではないと考
えます。

天然物・付随的

生成物の取扱

いについて

どのような化学品であれ、それに健康あるいは環境有害性があれば管

理の対象とするべきである。

付随的生成物が環境侵入の多くを占めている化学物質も多く見られ

る。また、自然由来の環境汚染がヒトの健康を阻害するおそれが多く見
られる。それらの化学物質も自主的な排出削減の対象とすべきである。

このような化学物質については別の枠組みを設けることも一つの考え方

であるが、その場合でも化管法と同様なスキームになると考えられ、別
途新たな枠組みを作成するのは、事業者にとっても、行政にとっても大

きな負担となるので、これらの化学物質についても化管法の枠組みの中

で取り扱うことが適当と考える。たとえば、フタル無水物は環境中では
そのままの形では容易にフタル酸に変化すると考えられる。もし、フタ

ル酸が対象物質となるのであれば、フタル酸無水物も群化合物として対
象に加える必要がある。

まず、天然物・付随的生成物の定義付けが必要と思われる。例えば、
天然物では、一般食品（野菜やコメなど）や土壌中に含まれるものにつ

いて、その生産量等から総量を算出し、該当する場合規制するのか？付

随的生成物についても、調理の際のものなどを含むのか？すなわち、ど
のような作業/工程におけるものなのか明確にする必要がある。現時点で
は、時期尚早であろう。「除外」に同意する。
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(5) その他の課題（関連資料：資料-8、資料-9、資料-10）
主な指摘事項

・天然に存在する物質であっても、それを工業的に製造、使用等するの
であれば、選定対象の物質になると思われる。

・付随的に生成する物質も、生成が既知であり、有害性等の情報があれ
ば、個別の物質として、選定の枠組みの中で処理すべきと思われる

天然物とはいえ，国内で流通が確認されているものは管理すべきと考
える（Option-2）。
天然物・付随的生成物の場合、製造・輸入実績がない物質は化管法で

指定する必要は無い。 
・自然環境から排出される天然物については、排出管理の責任主体が基

本的には定義されないので、化管法の対象外にはし難いと考えますが、
何らかの人為的行為から排出される天然物については、排出管理の責

任主体が定義可能なので、PRTR やMSDS の対象となりうると考えま
す。 
・付随的生成物については、何の物質が生成しているかを分析測定によ

り特定する必要があるため、現在はその作業が大変だという理由で基

本的に対象外になっていると認識しています。しかし、燃焼プラント
や塩素付加反応プラントにおける有機塩素化合物や多環芳香族化合物

の発生など、新たな科学的知見が追加されたものについては、他の化

学物質と比較的して同程度の分析測定が行えるもので有害性が強いた
めにリスクが懸念されるものなど、当面は業種や施設、物質を限定し

つつも、管理の取り組みを拡大していく必要もあると考えます。

構造異性体、群
化合物

他の法規制との整合性を図るべき。

CAS番号で物質を指定するべき。

環境中での挙動や有害性を考慮して考える必要があると考える。極端

に有害性が異なる化学物質を一つの群として扱うのは適当とは思われな
い。一方、環境中での反応によって同じ化学物質を生成させる化学物質

についてはむしろ群化合物として扱う方が、環境リスクを正確に把握す
るのに役立つと考えられる。

状況がよくわからないが、構造相関やカテゴリーアプローチなど、十
分なサポートエビデンスが得られる場合、構造異性体や群化合物による

指定を行うことは、合理的理由があると思われる。

単独物質の選定を基本とし、Option 2または 3の CAS番号/化審法番号
で指定した方が良いと思われる。異性体や構成物質毎に有害性のエンド
ポイントが異なったりすると、結局は個別に評価せざるを得ないと思わ

れる。

CAS番号で物質を指定するべき。

難分解性物質

新たに選定基準を設けるべき。

・ 難分解性物質は、独自の有害性・暴露の基準を追加するべき。
・ 難分解性物質の場合、製造・輸入量等の閾値をより厳しいものとする

べき。
水生生物を対象として生態毒性で、水環境中には短時間しか存在しな

いものを対象から外しているが、この考え方からすれば、難分解性につ

いても考慮が必要と考える。具体的には、曝露濃度でこの点について考
慮するのが適当と考える。

REACHなど諸外国の規制状況も考慮に入れてはどうか？
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(5) その他の課題（関連資料：資料-8、資料-9、資料-10）
主な指摘事項

難分解性物質については、モニタリング濃度や化審法の暴露評価結果
に、難分解性であることが反映されるので、新たな判断基準を設ける必

要は基本的にない。
難分解性で蓄積性の物質については、食物連鎖による蓄積も考えられ

るので、何らかの追加基準を設ける方が良いと思われる。

難分解性物質の基準は，その環境へのリスクを考えるとき，易分解性

物質よりは厳しい基準を用いるべきと考える（Option-2）。
難分解性物質の場合、製造・輸入量等の閾値をより厳しいものとする

べき。

・改正化審法においてはエッセンシャルユースの考え方も加わりました
が、環境残留性の高い難分解性物質をわざわざ使用したいと考えるユ

ーザーは基本的にいないと考えますし、将来的に削減・撤廃の方向で

検討すべき物質であると考えます。当面は BAT の考え方で管理するこ
とになるのだろうと思いますが、管理の改善の促進を促す意味でも、

リスクベースの考え方に基づいても、その際の使用方法や排出条件等

については他の物質よりも厳しい管理を求めることが妥当であり、
PRTR 対象および MSDS 対象の物質選定において他の物質よりも厳
しい基準を設定することが妥当と考えます。

(6) 化管法物質選定フロー
項目 主な指摘事項

更なる検討を要する

提案では暴露評価を先に行うことになっているが、そのためのデ

ータが十分でないこともまた指摘されている。

暴露評価と有害性データの収集との関係を明確にするべきである。

一次候補物質リストを化審法の優先評価化学物質を中心に考え

るのは賛成であるが、化審法が対象としていない意図的製造・使用
物質や非意図的生成物質など、その他の化学物質についてどのよう

な物質を対象にするのか具体的に示すべき。とくに、非意図的生成
物質についても対象とすべき。

二次候補物質リストの作成における環境中の存在に関する基準

は、環境濃度を基本として、製造・使用量は補助とすべき。製造・
使用量から選定されている化学物質の数が多いかと思われるが、発

生源が製造・使用だけではないことを考えると、環境濃度が基本と

なる。

「非指定物質」とされたものについて、「再評価」（QSARなど新基
準による追加）とあるが、どのような基準で「再評価」に回すのか
不明確である。全ての「非指定物質」が該当する可能性があり、そ

こを明確にしないとこのフローの意味がない。
上記以外の内容はほぼ同意

・二次リストの作成において、①「環境中での存在に関する基準（暴
露評価）」に該当しないものや②「有害性データの収集・信頼性

の評価」に該当しないものを「非該当」として③「非指定物質」

に一度入れた後、再評価で④「新たな基準による候補物質への再
追加」するという流れがぎこちない。①②に該当しないものは④

に入れて検討し、そこの基準に該当しないものを③に入れる流れ



56 

(6) 化管法物質選定フロー
項目 主な指摘事項

がフローとしては妥当なのではないでしょうか？
・製造・輸入量の少ない物質は、有害性に関わらず「非該当」とな

る流れとなっています。しかし、有害性が極めて高い物質に関し
ては、製造・輸入量が少なくてもある程度局所的に排出されるな

どして、リスクが懸念される場合も想定されることから、注意が

必要です。すそ切りの線引きを一つにしてできるだけ簡便なスク
リーニングを行うメリットも理解できますが、有害性クラス毎に

「非該当」とする基準を決めるなどの工夫も比較的容易にできる

のではないかと考えます。

今回の案に概ね賛成

個々の基準については、（微）調整が必要かと思われるが、基本
的な選定の枠組みは今回の案で良いと思われる。

物質選定フローの後半で，GHSとの一層の整合化を図る当初の目
的から乖離するのではないかという懸念がある

その他

(7) その他の指摘事項
項目 主な指摘事項

海外規制との整合性
CLP 規則等でリスト化されている化学物質との比較検討を行う
必要がある。

全体的に

・現行化管法の物質選定基準は、そもそも、「ある程度の有害性」

and「環境中での存在に関する基準」のそれぞれの条件に合致す
るものを対象物質として指定しようという、比較的理解しやすい
考えの下にあると理解しています。これは、一般国民のリスク認

知の仕方にも近いものだと考えます。

・一方、詳細なリスク評価が進むことにより、選定の対象外となる
化学物質も増えるものと思われますが、有害性と環境での存在に

関する基準についての十分な情報が得られていない物質につい

ての扱いが課題になると考えます。これらについては、「せめて
一度はきちんとした評価を行ってほしい」ということだろうと思

いますので、改正化審法における優先評価化学物質のリスク評価

結果と環境モニタリング結果が互いに補完し合って早期に積み
上げられることが肝要だと考えます。
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第6章 調査結果のまとめ

6.1 化管法指定物質選定のための有害性の評価基準の検討：GHS分類基準による化管法指
定物質の選定基準

6.1.1 現行の化管法指定物質選定基準の課題（判断に迷う点）の整理
現行の化管法指定物質の選定における課題（判断に迷う点）の整理を行い、それらの課題

に対する GHS分類における考え方の整理を行った。基本的に GHS分類ではより明確な基準

が定められている場合が多いことが明らかとなった。

6.1.2 現行の化管法指定物質の選定基準と GHS分類基準との違いの整理
現行の化管法指定物質の選定基準と GHS分類基準を比較した結果、有害性の項目により

①整合性に比較的問題が無い項目、②現行の化管法基準がより多くの物質を選定する可能性

がある項目、③GHS分類基準がより多くの物質を選定する可能性がある項目、④入手でき

るデータの種類や情報源により化管法または GHSのどちらかがより多くの物質を選定する

可能性がある項目が明らかとなった。

さらに、生殖細胞変異原性や特定標的臓器毒性（反復暴露）のように、考え方や基準値の

取り方に大きな相違が見られるものがあった。

6.1.3 GHS分類基準による物質選定を行う際の課題の整理
（1） 現行の化管法指定物質選定時の有害性分類結果と GHS分類結果の比較

現行の化管法指定物質について、選定時の有害性と GHS 分類結果を比較した結果、562

物質中 420 物質（約 75%）では分類結果が一致した。一方、分類結果が完全には一致しな

いが、何れかの有害性項目により化管法基準および GHS基準の両方で選定（分類）される

と考えられる物質を含めると、オゾン層破壊物質を含めて 535 物質（約 95%）であった。

この結果より、GHS分類基準により化管法物質選定を行った場合においても、そのほとん

どの物質が選定（分類）されるものと考えられた。

（2） 有害性情報の収集のための情報源と優先順位

現行の化管法選定に用いる有害性情報の情報源と、GHS 分類に用いられる情報源の比較

を行った。GHS分類に用いられる情報源がより網羅的であり、多くの情報源が記載されて

いる。

（3） GHS区分 2と評価される物質の化管法対象物質としての妥当性

本報告書 3.1.2.3および 4.1に記述した通り、GHSにおける発がん性、生殖細胞変異原性
及び生殖毒性において区分 2と分類される物質は、ヒトに対する有害性は明確ではないが、
「疑われる」と評価される物質であると考えることができる。このため、化管法における他
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の有害性項目における判断基準との比較及び法の目的等を考慮し、発がん性、生殖細胞変異

原性及び生殖毒性が GHS区分 2と分類される物質を化管法対象物質に含めることの妥当性

については検討の余地があると考えられる。一方、現行の化管法対象物質には GHS区分 2

に相当する有害性データより選定された物質が多数含まれていると予想されることから、十

分に慎重な議論が必要である。

6.2 「環境中での存在に関する基準」の検討
（1）エコ調査、水質・大気モニタリング結果の詳細検討

現行の化管法物質選定に用いられている、エコ調査、水質・大気モニタリング調査結果に

ついて情報の中身を整理した。その結果、エコ調査では“検出”または“検出されない(検

出下限値以下)”による 2通りの判断が行われており、検出された濃度は考慮されていなか

った。また、同じ“検出されない(検出下限値以下)”であっても、物質の検出感度により、

最大では 100,000倍程度の差があることが明らかとなった。

水質・大気モニタリング調査においては、エコ調査とは異なり、環境基準値を超える場合

を環境中での存在の基準としており、考え方に違いが見られた。

（2）化審法における暴露評価への取り組みの整理

化審法における暴露評価の取り組みについて情報収集を行った。その結果、化審法での評

価結果を利用した化管法での物質選定が有効である可能性が明らかとなった。

6.3 その他の現行化管法選定基準の課題の整理
（1）化管法指定物質の国内法規制状況の調査

現行の化管法指定物質について、国内の他の法規制により規制・管理状況の調査を行った。

多くの化管法指定物質が他の法令においても指定されていることが明らかとなったが、法律

の目的や対象に応じた更なる検討が必要である。

（2）初期リスク評価結果を活用した化管法指定物質の選定

環境省および NEDOにおいて初期リスク評価が実施された物質中、“低リスク”と評価さ

れた物質の暴露マージン（MOE）等の調査を行った。初期リスク評価が実施された物質の

数は限られるが、複数の物質では現状での製造・使用状況において十分な暴露（安全）マー

ジンがあることが明らかとなった。

（4） 天然物・付随的生成物、構造異性体・群化合物、PBT物質の取扱い

上記の物質について、現状では明確な判断基準を定めることは困難であるが、今後の検討

課題と課題を解決するための方法について整理を行った。
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6.4 専門家へのヒアリング結果
本調査で整理した課題、調査結果より作成した化管法指定物質の選定基準の改定案（素案）

および選定作業フロー（案）に関して、専門家へのヒアリングを実施した。

専門家により意見が分かれた項目が見られ、現状では各課題や問題点に関する意見の集約

や合意点を明らかにすることは得策ではないと考えられた。ただし、GHS分類基準を用い

た化管法指定物質の選定においては、ほぼ全ての専門家が賛成であった。一方、有害性判断

（分類）基準や環境中での存在に関する基準については、様々な意見が得られた。

今後の更なる調査、検討を実施するにあたり、これらの専門家からの貴重な意見を十分に

生かす必要がある。



化管法指定物質選定基準の改正のための基礎的検討

資料-1 調査の目的と概要

添付-1

調査の目的と概要

1. 調査の背景と目的

日本においては、「特定化学物質の環境中への排出量の把握及び管理の促進に関する法

律」（以下化管法と略す）が 1999 年に施行され、第一種および第二種指定化学物質が合計

435 物質指定された。その後、2008 年に政令の改正が行われ、現行対象物質は合計 562 物

質である。2008年の政令改正時においては、「薬事・食品衛生審議会薬事分科会化学物質安

全対策部会 PRTR対象物質調査会、化学物質審議会管理部会、中央環境審議会環境保険部会

PRTR対象物質等専門委員会合同会合」により「特定化学物質の環境への排出量の把握等及

び管理の改善に関する法律に基づく第一種指定化学物質及び第二種指定化学物質の指定の

見直しについて（答申）」が作成され、以下の課題を指摘している。

「今後の評価作業の進展に応じて、初期リスク評価の結果のより一層の活用を検討する

こと」

「物質選定基準と GHSとの一層の整合化を目指すとともに、付随的生成物の選定に向けた

排出量把握方法の確立などの課題にも取り組む必要があること」

本調査業務においては、上記の指摘事項を踏まえ、GHS分類基準による化管法指定物質
の選定基準の改定を行う場合の課題の整理を行った。

また、化管法指定物質の見直しの際の参考情報として、化審法等における化学物質の評

価の進捗等における情報を考慮した、

「環境での存在に関する基準についての検討」についても調査を実施した。

さらに、その他の検討課題として、

「化管法指定物質の国内法規制状況の調査」

「初期リスク評価結果を活用した化管法指定物質の選定」

「天然物・付随的生成物の取扱い」 

「構造異性体、xxx化合物等の群化合物での指定の見直し」

「PBTの性状を有する物質の適正管理」

等について調査を実施した。以上の調査の結果より

「GHS分類基準による化管法指定物質の選定基準（素案）」

「選定のための作業フロー」

を予備的に作成し、次回の化管法指定物質の見直しのための基礎的情報を提供すること

を目的とした調査を行った。

さらに、今回の調査結果について国内の専門家にヒアリングを実施することとした。
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資料-1 調査の目的と概要

添付-2

2. 主な調査項目と方法

主な調査項目と調査方法の概要を以下に示す。 

2.1 化管法指定物質選定のための有害性の評価基準の検討：GHS分類基準による化管法指

定物質の選定基準

（1） 現行の化管法指定物質の選定基準の課題（不明瞭な点）の整理（資料-3）

（2） 現行の化管法物質選定基準と GHS分類基準との違いの整理

・ 有害性エンドポイント毎の基準の比較（資料-4）

（3） GHS分類基準による物質選定を行う際の課題の整理

・ 現行指定物質の化管法選定時の有害性評価結果と GHS分類結果の比較（資料-5、

物質リスト-1）

・ 有害性情報の収集のための情報源と優先順位（資料-6）

2.2 「環境中での存在に関する基準」の検討（資料-7、物質リスト-2）

（1） 環境モニタリング結果の詳細検討

（2） 化審法における暴露評価への取り組み 

2.3 その他の現行化管法物質選定基準の課題の整理
・ 化管法指定物質の国内法規制状況の調査（資料-8、物質リスト-3）

・ 初期リスク評価結果を活用した化管法指定物質の選定（資料-9、物質リスト-4）

・ 天然物・付随的生成物の取扱い（資料-10）

・ 構造異性体、xxx化合物等の群化合物での指定（資料-10）

・ PBTの性状を有する物質の適正管理（資料-10）

3. 調査結果
3.1 GHS分類基準を用いた化管法指定物質の選定基準（素案）と選定作業フローの作成

上記 2.1～2.3の結果より、現行の化管法指定物質の選定基準の改定案（素案）、および指

定物質の見直しの作業フローを作成した。

GHS分類基準による化管法指定物質の選定基準（素案） 

作業フローの作成

①GHS分類基準による

有害性の評価（分類）

②「環境中での存在」の判

断基準の検討

③その他の化管法物質選定

基準の課題の整理
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資料-1 調査の目的と概要

添付-3

4. 期待される成果
次回の化管法指定物質見直しの際の基礎的情報（資料）を提供する。

5. 作成資料
今回の調査で以下の資料を作成し、専門家によるヒアリングを実施した。

資料一覧

調査資料

資料-1 調査の目的と概要

資料-2 答申の指摘事項

資料-3 現行化管法指定物質の選定基準の課題

資料-4 現行化管法物質選定基準と GHS分類基準の比較

資料-5 現行化管法指定物質選定時の有害性と GHS分類結果の比較

資料-6 有害性情報の収集・評価のための情報源

資料-7 環境での存在に関する調査

資料-8 国内法規制状況

資料-9 リスク評価結果による物質選定

資料-10 その他の課題

物質リスト

物質リスト-1 化管法物質選定時の有害分類と GHS分類結果の比較

物質リスト-2 エコ調査結果一覧

物質リスト-3 法規制状況一覧

物質リスト-4 低リスク物質

化管法指定物質基準の改定案（素案）

化管法物質選定フロー（案） 

参考資料

参考資料-1 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善に関する法律に基

づく第一種指定化学物質及び第二種指定化学物質の指定の見直しについて

（答申）
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資料-10 その他の検討課題

添付-41

化管法物質選定のおけるその他の検討課題

化管法指定物質の選定におけるその他の検討項目として、以下の課題が考えられる。各

課題について、課題克服のための考え方を以下に示す。 

1. 「天然物・付随的生成物」の化管法による取扱い

主な課題
・ 製造・輸入量によらず、環境中に存在

・ 化管法指定物質とする場合、排出移動量の把握が困難

課題克服のための

考え方 

Option-1：化管法指定物質に含めない（除外する）

Option-2：排出量の把握方法、排出量管理方法の検討を実施

2. 構造異性体、xxx化合物等の群化合物による物質指定

主な課題

・ 化審法や他の法規制における物質との整合性がない

・ 有害性調査等の場合、群化合物のままでは調査が困難であり、最

初に CAS番号での物質の確認が必要

・ 群化合物（複数化合物の合計）のため、製造・輸入量、届出対象

事業所の評価方法が単一物質と異なる

課題克服のための

考え方 

Option-1：現状通り

Option-2：CAS番号による物質指定の見直し

Option-3：官報公示整理番号（化審法番号）による物質指定の見直し

3. 難分解性の性状を有する物質の化管法での適正管理

主な課題

・ 現行化管法物質選定には難分解性物質であっても易分解性物質

と同様の基準で選定されている。難分解性物質は、製造・輸入量

が小さくても長期的に環境やヒトへのリスクを生じる可能性が

あることから、何らかの基準を追加すべきかもしれない

課題克服のための

考え方 

Option-1：現状通り

Option-2：難分解性（または極難分解性）物質に対する新たな選定基

準（製造・輸入量、有害性）を設ける
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資料-2 答申における指摘事項

添付-4

答申での指摘事項

平成 20 年 7 月に公表された、「薬事・食品衛生審議会薬事分科会化学物質安全対策部会

PRTR対象物質調査会、化学物質審議会管理部会、中央環境審議会環境保険部会 PRTR対象

物質等専門委員会合同会合」による「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の

改善に関する法律に基づく第一種指定化学物質及び第二種指定化学物質の指定の見直しに

ついて（答申）」（以下、答申と略す）（参考資料-1参照）における指摘事項と見直しの考え

方は以下の通りである。

1. 化管法指定物質の見直しに関する H20答申での指摘事項（抜粋）

・ PRTR 制度に基づく各物質の届出や推計の状況、環境リスク評価の結果等についても

考慮することが必要である。

・ 化学物質管理を巡る国際的な状況を踏まえつつ、GHSとの整合化を目指すべきである。
・ 今後とも、化学物質の製造、輸入又は使用の動向や一般環境中での検出状況、新たな

有害性情報の蓄積等を勘案し、必要に応じて指定化学物質の見直しを行うべきである。

（今後の課題）

今回、化管法対象から除外される現行対象物質のうち、環境での存在（製造・輸入量又

は一般環境中での検出）にかかる判断基準を満たさなくなったものについても、有害性の

観点からは引き続き注意を要する物質であり、除外に伴う製造量等の増加の可能性もある。

このため、このような物質については、引き続き、製造・輸入状況の把握や一般環境中で

の存在の監視に努める必要がある。さらに、このような物質については、事業者による自

主的な取組として、今後ともMSDSの提供を継続することが望まれる。

今回の対象物質見直しにおいては、対象除外物質の確認の際、初期リスク評価の結果を

部分的に用いることとしたが、次回の見直しにおいては、今後の評価作業の進展に応じて、

初期リスク評価の結果のより一層の活用を検討することとする。また、次回の見直しにお

いては、物質選定基準とGHS との一層の整合化を目指すとともに、付随的生成物の選定に

向けた排出量把握方法の確立などの課題に引き続き取り組む必要がある。

2. 化管法対象物質見直しの考え方（抜粋）

＜有害性の判断基準＞

・ 1.発がん性、2.変異原性、3.経口慢性毒性、4.吸入慢性毒性、5.

作業環境許容濃度から得られる吸入慢性毒性、6.生殖発生毒

性、7.感作性、8.生態毒性、9.オゾン層破壊物質、を対象項目

として選定。

＜特定第 1 種指定化学

物質＞

以下のカテゴリーの物質を特定第一種指定化学物質の対象とす

る。 

・発がん性：人に対して発がん性あり（現行基準：クラス１、
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資料-2 答申における指摘事項

添付-5

GHS：区分１A）（現行対象と同様）

・生殖細胞変異原性：ヒト生殖細胞に遺伝的突然変異を誘発する

（GHS：区分１A）

・生殖発生毒性：人の生殖能力を害する又は人に対する発生毒性

を引き起こす（現行基準：クラス１、GHS：区分１A）

＜有害性の情報源＞

最新の科学的知見を踏まえた情報源に更新する。具体的には、

前回の情報源に加え、GHS分類事業（平成18年2月～平成19年2月

公表）において用いられた情報源を用いる。このうち、前回答申

の情報源及びGHS分類事業におけるPriority-1 情報源の中から試

験条件等の信頼性を確認できたものを優先順位１の情報源として

用いる。当該情報源から情報が得られなかった場合、GHS 分類事

業におけるPriority-2 情報源の情報を収集し、上述のデータと同等

の試験条件等の信頼性を確認できたものを用いる。

優先順位１の情報源のうち、①発がん性におけるIARC 評価、

②経口慢性毒性におけるWHO 水道水質ガイドライン、EPA 水質

クライテリア及び日本の水質汚濁にかかる環境基準値と要監視項

目指針値、③吸入慢性毒性におけるWHO 欧州地域事務局大気質

ガイドライン及び日本の大気汚染に係る環境基準値については、

優先的な取扱いを行うこととする。

＜環境での存在に関す

る判断基準＞

第一種指定化学物質については、１年間の製造輸入量が100トン

（農薬および特定第一種は10トン、オゾン層破壊物質は累積製造

輸入量が10トン）以上、又は一般環境中で最近１０年間に複数地

域から検出されたものであって現時点で製造・輸入等の取扱いが

ないことが明らかであるものを除いたものを対象。

第二種指定化学物質については、１年間の製造輸入量が１トン

以上、又は一般環境中で最近10年間に１地域から検出されたもの。
データについては、直近のものを用いた評価とする。

なお、現行の第一種指定化学物質については、環境での存在に

関する情報として、製造輸入量及び一般環境中での検出に加えて

PRTR に基づく排出・移動実績についても考慮することも場合に

よっては必要である。すなわち、現行第一種指定化学物質のうち、

①１年間の製造輸入量が一定量以上及び②最近１０年間での一般

環境中複数地点の検出のいずれの条件も満たさなくなったもので

あっても、PRTR に基づく届出・推計実績がある場合には、初期

リスク評価等におけるリスクの懸念等を踏まえ、引き続き第一種

指定化学物質として残すこととする。
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3. 「相当広範な地域の環境での（将来の）継続的な存在」についての判断基準（抜
粋） 

3.1 法律における定義

（法第２条第２項）： 

この法律において、「第一種指定化学物質」とは、次の各号のいずれかに該当し、かつ、

その有する物理化学的性状、その製造、輸入、使用又は生成の状況からみて、相当広範な

地域の環境において当該化学物質が継続して在すると認められる化学物質で政令で定める

ものをいう。

① 当該化学物質が人の健康を損なうおそれ又は動植物の生息若しくは生育に支障を及

ぼすおそれがあるもの

② 当該化学物質が前号に該当しない場合には、当該化学物質の自然的作用による化学

的変化により容易に生成する化学物質が同号に該当するものであること。

③ 当該化学物質がオゾン層を破壊し、太陽紫外放射の地表に到達する量を増加させる

ことにより人の健康を損なうおそれがあるものであること。

（法第２条第３項）： 

この法律において「第二種指定化学物質」とは、前項各号のいずれかに該当し、かつ、

その有する物理化学的性状から見て、その製造量、輸入量または使用量の増加等により、

相当広範な地域の環境において当該化学物質が継続して在することとなることが見込まれ

る化学物質（第一種指定化学物質を除く）で政令で定めるものをいう。

（法第２条第３項）： 

前二項の政令は、環境の保全に係る化学物質の管理についての国際的動向、化学物質に関

する科学的知見、化学物質の製造、使用その他の取扱いに関する状況等を踏まえ、化学物質

による環境の汚染により生ずる人の健康に係る被害並びに動植物の生息および生育への支

障が未然に防止されることとなるよう十分配慮してさだめるものとする。

3.2 答申による指摘事項

一般環境での検出状況による判断基準は、前回答申と同様にモニタリングデータを用い

るものとし、引き続き「化学物質環境汚染実態調査」等を用いた。なお、モニタリングの

検出媒体（水質、大気、底質等）と、当該物質の有害性情報のエンドポイントが一致して

いない場合、当該モニタリング結果は判定に用いなかった。具体的には、大気で検出され

ているがエンドポイントが経口慢性毒性又は生態毒性のみとなっている物質について、モ

ニタリング結果は判定に用いなかった。

製造・輸入量による判断基準は、前回答申と同様に、公式統計や経済産業省の調査等を

用いて第一種指定化学物質及び第二種指定化学物質を判定した
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化管法指定物質選定基準の課題の整理

現行の化管法指定物質の選定基準における課題（判断に迷う点）について、有害性項目

別に表 3-1に示した。また、課題と考えられる内容に関する GHS分類の考え方（ガイダン

ス1）を示しめした。

表 3-1 に示したとおり、現行化管法物質の選定基準の課題と考えられる点ついて、GHS

分類では何らかの判断基準が示されている場合が多いと考えられた。

表 3-1 現行化管法指定物質選定基準の課題

番号
有害性項目

（エンドポイント）
課題と考えられる内容 GHS 分類での考え方

1 共通項目

発がん性、生殖毒性、変異原性等の有

害性で、動物試験で影響が報告されて

いるが、ヒトでは有害性が無いことが

明らかな物質の取扱い。

ヒトで影響がないこと

が明らかな場合、分類か

ら除外される。

2 発がん性

国際機関等での発がん性の評価結果の

みから判断している。国際的な評価が

なく、信頼性のある動物試験結果、ま

たはヒトでのデータが入手可能な場合

であっても物質選定に利用されない。

国際機関での発がん性

の評価結果が無くても、

信頼がある試験データ

から分類を実施。

3

変異原性

「異なるエンドポイント（異なる３つ

のエンドポイント：遺伝子突然変異誘

発性、染色体異常誘発性、DNA損傷性）

をみる in vitro試験のいくつかにおいて

明確に（低濃度での陽性や多数の試験

での陽性など）陽性の場合」”いくつ

か”、”明確に”の基準が明らかでない。

In vitro 試験結果のみで

は分類できない。

4

「 in vivo 試験において陽性であるも

の」とあるが、複数の in vivo試験結果

が入手可能な場合の優先順位が明確で

ない。

評価フローによる試験

の優先順位が示されて

いる。

1 「国連 GHS文書」、「政府向け GHS分類ガイダンス」（添付参考資料 -2）、「JIS Z 7252: 2009 GHSに基づく
化学物質等の分類方法」より記述
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表 3-1 現行化管法指定物質選定基準の課題

番号
有害性項目

（エンドポイント）
課題と考えられる内容 GHS 分類での考え方

5

（例えば、in vivo試験の）複数の試験

で陽性／陰性両方のデータがある場

合、データ（情報源）の信頼性の判断

基準が明確でない。

試験の種類、情報源によ

り優先順位が示されて

いる。

6

経口／吸入慢性毒

性

作業環境基準

NOAEL や環境基準等の定量的データ

が入手できない場合、疫学等でヒトへ

の明確な有害性を示す物質は分類され

ない。

（特定標的臓器（反復暴

露）と比較して）

ヒトに重大な毒性を示

した場合、GHS 区分 1

に分類される。

7

「原則として投与期間 1 年以上の試験

結果を用いた。」の“原則”の判断基準

が明確でない。

試験（投与）期間は 90

日が基本だが、14 日以

上の試験データを採用

可能。

8

化管法物質の選定基準ではクラス 1,2,3

が設定されているが、化管法での取り

扱いには違いが無く、クラス（分類）

を 3つに細分する必要性があいまい。

－

9

NOAEL(NOEL)／LOAEL(LOEL)等は、

除外すべき軽微な影響（体重増加や臓

器重量の一時的な抑制等）の判断基準

が明確でなく、物質選定（見直し）時

に判断に迷う場合がある。

「軽微な毒性症状（微熱

など）のみの場合は区分

外とする」

10 

生殖発生毒性

現行基準では、EU リスク警告 R60-63

がない物質は、信頼性がある試験デー

タが入手可能でも選定されない場合が

ある。

－

11 

NOAEL 等の定量的データが入手可能

な場合、一定用量以上での試験（例え

ば 1000mg/kg/day）についての判断（分

類の除外）基準が明確でない。

基準なし
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表 3-1 現行化管法指定物質選定基準の課題

番号
有害性項目

（エンドポイント）
課題と考えられる内容 GHS 分類での考え方

12 

通常の試験方法と異なる投与経路（例

えば静脈注射や子宮内投与等）でのデ

ータ取扱いや信頼性の評価基準が明確

でない。

GHS 分類では採用しな

い。 

13 

化管法物質の選定基準ではクラス 1,2,3

が設定されているが、化管法での取り

扱いにはクラス 2と 3で違いが無く、

クラス（分類）を細分する必要性があ

いまい。

－

13 感作性

日本産業衛生学会、EU 分類、ACGIH

に感作性の記述がない物質は、疫学デ

ータで感作性の報告があっても分類さ

れない。

疫学等でデータがあれ

ば分類される。

14 

生態毒性

「揮発性物質のうち明らかに環境中に

継続して存在することは無い判断され

る」の判断基準が明確でない。

GHS 国連文書付属書 9

の試験困難物質のガイ

ダンスを参照。

15 

（答申の 28 ページ）「加水分解・光分

解および生分解性物質（半減期が目安

として概ね 1 日以下の物質）、、、」と定

められているが、生分解性における半

減期を 1 日以下とすることは試験設計

上困難である。

急速分解性の判断基準

は、28日で 70%（BOD）、

60%（DOC）が基準

16 
急性毒性 LC50<10mg/L かつ慢性毒性

NOEC＞1mg/Lの場合は除外可能？

慢性分類は除外（区分

外）となる。
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化管法選定基準と GHS分類基準の比較

1. はじめに
ここでは、現行の化管法物質選定基準と、対応する GHS分類基準の比較を行い、共通点・

相違点を整理した。

2. 現行の化管法有害性分類基準（区分）に対応した GHS分類基準（区分）
現行の化管法物質選定基準（区分）に対応する（と考えられる）GHS分類基準（区分）

の比較を表-4-1に示す。 

表 4-1 化管法と GHSの有害性分類の比較

有害性項目 現行の化管法分類に対応した GHS分類

発がん性
発がん性

区分 1A（化管法特定第一種）、区分 1B、区分 2

変異原性
生殖細胞変異原性

区分 1A（化管法特定第一種）、区分 1B、区分 2

経口／吸入慢性毒性

作業環境基準

特定標的臓器（反復投与）

区分 1

生殖発生毒性
生殖毒性

区分 1A（化管法特定第一種）、区分 1B、区分 2

感作性
呼吸器感作性

区分 1（区分 1Aまたは区分 1B）

生態毒性
水生環境慢性有害性

慢性区分 1、区分 2

オゾン層破壊物質
オゾン層への有害性（GHS改定 3版より）

区分 1
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3. 現行の化管法の有害性分類基準と GHS分類基準の比較
3.1 発がん性
発がん性の現行化管法物質選定基準と、それに対応する GHS分類基準の比較結果を表 4-2

に、国際機関における発がん性評価結果との比較を表 4-3、分類結果の比較を図 4-1に示す。 

現行化管法クラス 1（特定第一種指定化学物質）と GHS区分 1Aは一致（答申に明記）。

化管法クラス 2は、そのほとんどが GHS区分 1Bまたは区分 2に該当するが、一部一致し

ない場合がある（化管法がより多い物質を指定する可能性）。区分（数）では、化管法はク

ラス 1または 2に対して、GHSでは細区分を含めると区分 1A、1B、2の 3区分としている。

表 4-2 現行化管法物質選定基準と GHS分類基準の比較（発がん性） 

現行化管法基準 GHS基準（改定 3版） 
発がん性 発がん性

クラス 1（特定第一種指定化学物質）
ヒトに対して発がん性有り（GHS：区分

1A) 
以下のいずれかに該当する物質

IARC: 1, EPA: A/CaH/K, EU: 1, NTP: K, 
ACGIH: A1, 産衛学会: 1

クラス 2（第一種または第二種指定化学物質）
以下のいずれかに該当する物質

IARC: 2A/2B, EPA: B1/B2/L, EU: 2, NTP: 
R, ACGIH: A2/A3, 産衛学会: 2A/2B 

区分１：人に対する発がん性が知られている

あるいはおそらく発がん性がある

区分１Ａ：人に対する発がん性が知られて

いる：主として人での証拠により

化学物質をここに分類する

区分１Ｂ：人に対しておそらく発がん性が

ある：主として動物での証拠によ

り化学物質をここに分類する

区分２：人に対する発がん性が疑われる

国際機関での分類との関係は表 4-3に示す。

表 4-3 化管法発がん性クラスと GHS区分、国際機関での発がん性評価結果の比較

化管法 GHS IARC EPA EU NTP ACGIH 産衛学会

クラス 1 区分 1A 1 A, CaH, K 1 K A1 1 

クラス 2
区分 1B, 

区分 2
2A, 2B B1, B2, L 2 R A2, A3 2A, 2B 

－ 区分 2 － S 3 － － －

図 4-1 現行化管法クラスと GHS区分の比較（発がん性）

：化管法基準、 ：GHS基準、 ：一致しない（現行化管法⊂GHS）

現行化管法クラス 2

GHS区分 1B

現行化管法クラス 1=特定一種

GHS区分 1A

EU：Category 3, EPA S
の物質

現行化管法：区分外

GHS：区分 2
GHS区分 2
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3.2 変異原性（GHSでは生殖細胞変異原性）
現行の化管法物質選定基準と、それに対応する GHS分類基準の比較結果を表 4-4、分類

結果の比較を図 4-2に示す。有害性の項目名は、現行化管法では“変異原性”（特定第一種

では生殖細胞変異原性）、GHSでは“生殖細胞変異原性”としている。化管法での特定第一

種指定化学物質と GHS区分 1Aは一致（答申に明記）。分類基準の主な相違点として、以下

の 3点が考えられる。

・ GHSでは“生殖細胞”変異原性と定めており、GHSの各区分は“ヒト生殖細胞へ

の突然変異の誘発の証拠の重み付けの差による。一方、化管法では証拠の重み付

けに関する区別（基準）が明確でない。

・ 化管法クラス 1（第一種または第二種指定化学物質）では GHSと異なり、体細胞

／生殖細胞の区別がないと考えられる。

・ 現行化管法では in vitro試験結果よりクラス 1に判定される可能性があるが、GHS

では基本的に in vitro試験結果での分類はできない。
判定（分類）結果の比較では、強度（複数）の in vitro試験陽性物質の場合、化管法では
判定されるが、GHSでは“分類できない”と区分される。
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表 4-4 現行化管法物質選定基準と GHS分類基準の比較（変異原性／生殖細胞変異原性）

現行化管法基準 GHS基準（改定 3版） 
変異原性 生殖細胞変異原性

特定第一種指定化学物質

ヒト生殖細胞に遺伝的突然変異を誘発する

（GHS：区分 1A) 
 
クラス 1
1. in vivo試験において陽性であるもの
2. 細菌を用いる復帰突然変異試験の比活性
値が 1000 rev/mg以上であり、かつ、ほ乳類培
養細胞を用いる染色体異常試験が陽性である

もの

3. ほ乳類培養細胞を用いる染色体異常試験
のD20値が0.01 mg/ml以下であり､かつ､細菌を
用いる復帰突然変異試験が陽性であるもの

4. 細菌を用いる復帰突然変異試験の比活性
値が100 rev/mg以上であり、かつ、ほ乳類培養
細胞を用いる染色体異常試験のD20値が0.1 
mg/ml以下のもの。なお、気体または揮発性物
質については低濃度において陽性を示すもの

5. 異なるエンドポイント（遺伝子突然変異誘
発性、染色体異常誘発性、損傷 DNA性）をみ
る in vitro試験のいくつかにおいて陽性の結果
が得られている等により１～４と同程度以上

の変異原性を有すると認められるもの

区分１：ヒト生殖細胞に遺伝的突然変異を

誘発することが知られているかまたは遺

伝的突然変異を誘発すると見なされてい

る化学物質

区分１Ａ：ヒト生殖細胞に遺伝的突然変異

を誘発することが知られている化学物

質

判定基準：人の疫学的調査による陽性で

ある証拠。

区分１Ｂ：ヒト生殖細胞に遺伝的突然変異

を誘発すると見なされるべき化学物質

判定基準：哺乳類での in vivo経世代生殖
細胞変異原性試験で陽性、哺乳類 in vivo
体細胞変異原性陽性+生殖細胞に突然
変異を誘発する証拠、次世代に受継がれ

る証拠は無いが、ヒト生殖細胞に変異原

性を示す。 

区分２：ヒト生殖細胞に遺伝的突然変異を

誘発する可能性がある化学物質

判定基準：哺乳類を用いた in vivo体細胞
変異原性試験陽性、他の in vivo体細胞
遺伝毒性陽性+in vitro変異原性陽性

図 4-2 現行化管法クラスと GHS区分の比較（（生殖細胞）変異原性）

：化管法基準、 ：GHS基準、 ：一致しない（現行化管法⊃GHS）

現行化管法特定一種

GHS区分 1A 

in vitro試験で強度（複数）
の陽性物質：

化管法クラス：1
GHS：（in vitroだけでは）
分類できない

現行化管法クラス 1
（特定一種除く）

GHS区分 1B、
区分 2
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3.3 経口／吸入慢性毒性（GHSでは特定標的臓器毒性（反復暴露））
現行の化管法物質選定基準と、それに対応する（と考えられる）GHS 分類基準の比較を

表 4-5に、分類結果の比較を図 4-3に示す。 

有害性の項目名は、現行化管法では“経口慢性毒性”、“吸入慢性毒性”、"作業環境基準か

ら得られる慢性毒性“の 3 つの項目に分けられており、それぞれに基準が設定されている

が、それに対応する GHSでの有害性は”特定標的臓器・全身毒性（反復暴露）“である。

項目名以外での主な相違点を以下に示す。 

・ GHSでは、ヒトにおける明らかな有害性が認められる物質は区分 1と分類される

が、化管法ヒトでは有害性データがあっても作業環境基準が設定されていない場

合は分類されない。

・ GHSでは、動物実験における有害性が認められた最低用量（LOAEL）より分類を

行うが、化管法では有害性が認められない最高用量（NO(A)EL）も判定（分類）

に使用する。

・ GHSでは“ADI”や”大気基準“、”作業環境基準“等のヒトに対する許容量（濃度）

（リスク評価結果）により分類を行う場合があるが、GHS ではこれらの値は直接

分類には使用せず、ヒトへの（定性的な）有害性の有無、動物実験での（定量的

な）有害性データより分類を行う。 

・ 判定（分類）に用いることができる試験期間は、化管法が原則 1 年以上に対し、

GHSでは 90日が基準であり、14日以上の試験から分類に利用可能。

・ 分類結果（区分）数が化管法ではクラス 1-3、GHSでは区分 1および 2である。

・ 吸入暴露における LOAEL の基準値（ガイダンス値）は、GHS では蒸気の場合

200mg/m3/day（0.2mg/L）、粉じん/ミスト/ヒュームの場合 20mg/m3/day であるが、

化管法では 100 mg/m3（おそらく、蒸気と考えられるが明確でない）である。

上記の通り、化管法と GHSとの相違点は多いが、現状では、化管法クラス 1～3は GHS

区分 1に該当することが妥当と考えられる。
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表 4-5 現行化管法物質選定基準と GHS分類基準の比較（経口／吸入慢性毒性）

現行化管法基準 GHS基準（改定 3版） 
経口／吸入慢性毒性、

作業環境許容濃度からの吸入

慢性毒性

特定標的臓器毒性（反復暴露）

クラス 1～3
（経口投与）

水質基準値：0.1mg/kg/day以下
NO(A)EL：1mg/kg/day以下
LO(A)EL：10mg/kg/day以下
ADI：0.01mg/kg/day以下

（吸入投与）

大気基準：0.1 mg/m3以下

NOAEL(NOEL):10 mg/m3以下

LOAEL(LOEL):100 mg/m3以下

（作業環境基準）

TWA：10 mg/m3以下（気体又

は蒸気）

TWA：1 mg/m3以下（粒子状物

質） 

原則として、1年以上の試験結
果を用いる。

区分１：人に重大な毒性を示した物質、または実験動物で

の試験の証拠に基づいて反復ばく露によって人に重大な

毒性を示す可能性があると考えられる物質

物質を区分１に分類するのは、次に基づいて行う： 
・ 経口ガイダンス値（LO(A)EL）：10mg/kg/day以下
・ 吸入ガイダンス値（LO(A)EL）：50ppm/6h/day 以
下（気体）、 0.2mg/L/6h/day 以下（蒸気）、
0.02mg/L/6h/day以下（粉塵、ミスト、ヒューム）

区分２：動物実験の証拠に基づき反復ばく露によって人の

健康に有害である可能性があると考えられる物質

・ 経口ガイダンス値（LO(A)EL）：10～100mg/kg/day
・ 吸入ガイダンス値（LO(A)EL）：50～250ppm/6h/day
（気体）、0.2～1.0mg/L/6h/day（蒸気）、0.02～
0.2mg/L/6h/day（粉塵、ミスト、ヒューム）

90日（6h/day）暴露（投与）が基本、14日以上の試験を採
用可

図 4-3 現行化管法クラスと GHS区分の比較（慢性/特定標的臓器毒性）

：化管法基準、 ：GHS基準

：一致しない（現行化管法⊃GHS）、 ：一致しない（現行化管法⊂GHS）

作業環境基準・ADI 等、
NOAELより分類し、有害
性基準値が一致しない

化管法クラス：1～3
GHS：基準値（ガイダン
ス値）が適合しない場合

は分類されない。

現行化管法

クラス 1～3
GHS区分 1

吸入 LOAEL：100超～200mg/m3

試験期間 14日以上 1年未満
化管法：区分外 /採用しない
GHS：区分 1
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3.4 生殖発生毒性（GHSでは生殖毒性）
現行の化管法物質選定基準と、それに対応する GHS分類基準の比較結果を表 4-6、分類

結果の比較を図 4-4に示す。有害性の項目名は、現行化管法では“生殖発生毒性”、GHSで

は“生殖毒性”としている。化管法での特定第一種指定化学物質と GHS区分 1Aは一致（答

申に明記）。化管法と GHS における分類基準はほぼ一致していると考えられるが、化管法

では EU分類 R60-63指定物質、かつ根拠データより分類しているが、GHSではヒトまたは

動物試験データからの分類が基本であり、EU分類結果は参考としている。また、GHSでは

授乳による影響の区分があるが、化管法では採用していない。さらに、GHS ではヒトに対

する有害性の証拠の強さにより、分類結果が異なる。

表 4-6 現行化管法物質選定基準と GHS分類基準の比較（生殖（発生）毒性）

現行化管法基準 GHS基準（改定 3版） 
生殖発生毒性 生殖毒性

（特定第一種指定化学物質）

人の生殖能力を害する又は

発生毒性を引き起こす（GHS
区分 1A）

クラス 1：EU分類 R60（カテ
ゴリー1、2）生殖機能を損な
う

クラス 2：EU分類 R61（カテ
ゴリー1、2）胎児に害を及ぼ
す

クラス 3：R62、63（カテゴ
リー3）生殖機能や胎児への
影響が疑われる

上記のうち、証拠となりうる

データがあるもの。

区分１：人に対して生殖毒性があることが知られている、あ

るいはあると考えられる物質

区分１Ａ：人に対して生殖毒性があることが知られている

物質

この区分への物質の分類は、主に人における証拠をもと

にして行われる。

区分１Ｂ：人に対して生殖毒性があると考えられる物質

この区分への物質の分類は、主に実験動物による証拠を

もとにして行われる。

区分２：人に対する生殖毒性が疑われる物質

人または実験動物から、他の毒性作用のない状況で生殖機

能および受精能力あるいは発生に対する悪影響についてあ

る程度の証拠が得られている物質、または、他の毒性作用も

同時に生じている場合には、他の毒性作用が原因となった二

次的な非特異的影響ではないと見なされるが、当該物質を区

分１に分類するにはまだ証拠が充分でないような物質。例え

ば、試験に欠陥があり、証拠の信頼性が低いため、区分２と

した方がより適切な分類であると思われる場合がある。

図 4-4 現行化管法クラスと GHS区分の比較（慢性/特定標的臓器毒性）

：化管法基準、 ：GHS基準、 ：一致しない（現行化管法⊂GHS）

現行化管法クラス 1=特定一種

GHS区分 1A

現行化管法クラス 1～3

GHS区分 1B 

EU分類ないが、有害性
データあり

現行化管法：区分外

GHS：区分 1～2GHS区分 2
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3.5 感作性
現行の化管法物質選定基準と、それに対応する GHS分類基準の比較結果を表 4-7、分類

結果の比較を図 4-5 に示す。有害性の項目名は、現行化管法では感作性であるが、GHSで

は呼吸器感作性に相当すると考えられる。化管法では ACGIH-SEN, Sensitization、または EU

分類 R42かつ根拠データより分類しているが、GHSではヒトまたは動物試験データからの

分類が基本であり、ACGIH、EU 等の分類結果は参考としている。このため、EU、ACGIH

で感作性の分類がない物質では、ヒトや動物実験で感作性陽性のデータが入手できても分

類されない場合がある。なお、GHSにおいては、改定 3版より陽性の頻度より、従来の区

分 1から、区分 1Aおよび 1Bへの細区分を行うことができる。

表 4-7 現行化管法物質選定基準と GHS分類基準の比較（（呼吸器）感作性）

現行化管法基準 GHS基準（改定 3版） 
感作性 呼吸器感作性

日本産業衛生学会気道感作性物

質（第 1群、第 2群）。
ACGIHの SEN、Sensitization 表
示または EU のリスク警告 R42
指定物質で、根拠となるデータ

があるもの。

呼吸器感作性区分 1：ヒトまたは動物実験の結果より、
呼吸器感作性を示すと判断される物質

区分 1A：ヒトまたは動物実験の結果より、高頻度で感
作性を示すと考えられる物質

区分 1B：ヒトまたは動物実験の結果より、中程度の頻
度で感作性を示すと考えられる物質

図 4-5 現行化管法クラスと GHS区分の比較（（呼吸器）感作性）

：化管法基準、 ：GHS基準、 ：一致しない（現行化管法⊂GHS）

現行化管法クラス 1

EU、ACGIH の分類ないが、
有害性データあり

現行化管法：区分外

GHS：区分 1
GHS区分 1
（1A、1B）
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3.6 生態毒性
現行の化管法物質選定基準と、それに対応する GHS分類基準の比較結果を表 4-8、分類

結果の比較を図 4-6 に示す。有害性の項目名は、現行化管法では生態毒性であるが、GHS

では水生環境有害性としている。現行化管法と GHS分類基準および分類結果は、ほぼ一致

していると考えられる。相違点としては、GHSでは生物濃縮性の有無で分類結果が異なる

場合があり、急速分解性があっても生物濃縮性が高い（疑われる）場合は慢性分類される

場合がある。一方、現行化管法では濃縮性の有無は判定（分類）に使用されない。

なお、GHSでは改定 3版より、慢性（長期）データを優先的に用いた慢性分類を実施す

ることとなっており、その場合、分類方法（基準）が変更となる。

表 4-8 現行化管法物質選定基準と GHS分類基準の比較（生態毒性）

現行化管法基準 GHS基準（改定 3版） 
生態毒性 水生環境有害性

クラス 1
NOEC：0.1mg/L以下
L(E)C50：1mg/L以下
EU分類：R50（根拠データ有）

クラス 2
NOEC：1mg/L以下
L(E)C50：10mg/L以下
EU分類：R51（根拠データ有）

分解性がある物質の場合、分解生成物が

有害性基準に一致しない場合は除外。

区分：慢性 1
L(E)C50：1mg/L以下、かつ、急速分解性なし、
又は logPow4以上（BCF500未満除く）

区分：慢性 2
L(E)C50：1超～10mg/L以下、かつ、急速分解性
なし、又は logPow4以上（BCF500未満除く）。
NOEC＞1mg/Lの場合を除く。 

図 4-6 現行化管法クラスと GHS区分の比較（生態毒性）

：化管法基準、 ：GHS基準、 ：一致しない（現行化管法⊂GHS）

現行化管法クラス 1、2

生分解性有、生物濃縮性高

現行化管法：区分外

GHS：区分 1or2 

GHS慢性
区分 1、2
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3.7 オゾン層破壊物質
オゾン層破壊物質は、GHS改定 2版には定められていないが、GHS改定 3版において追

加となり、その基準は現行化管法基準と同一である（表 4-9）。

表 4-9 現行化管法物質選定基準と GHS分類基準の比較（オゾン層破壊物質）

現行化管法基準 GHS基準
オゾン層破壊物質 オゾン層への有害性

モントリオール議定書の規

定に従った物質を指定

改定 2版：基準なし

改定 3版より
区分 1：モントリオール議定書の何れかの ANNEXにリスト
された物質（0.1%以上含む混合物を含む）。

4. GHSにおける発がん性・生殖細胞変異原性・生殖毒性区分 1および 2の違い 
GHS分類基準における発がん性、生殖細胞変異原性、生殖毒性は大きく区分 1と 2に分

けられており、区分 1 および 2 の違いは、有害性の証拠の重み付けにより以下のように判

断される。

・ 区分 1：ヒトに有害性を示すことが知られている物質、または有害性があると考え

られる物質

・ 区分 2：ヒトに有害性を示す可能性がある（疑われる）物質

区分 1については、さらに区分 1Aと 1Bに細分類されるが、その判断基準は以下の通り

である。

・ 区分 1A：ヒトでの証拠による（疫学調査等）

・ 区分 1B：動物実験での証拠による

化管法における有害性の分類では、GHS分類基準による発がん性、生殖細胞変異原性、

生殖毒性の GHS区分 1Aが特定第一種指定化学物質と指定されるが、GHS区分 1Bおよび

区分 2間の違いは定められていない。上記の通り、GHS区分 1と 2はヒトに対する有害性

を示す証拠の重み付けの違いにより区別されるが、区分 1Aと 1Bはヒトでの証拠か動物実

験での証拠により分けることができる。このため、GHS区分 1Aと 1Bの違いと、区分 1B

と区分 2の違いは判断基準（データ）が異なる意味を持つ。 

化管法における有害性の判断基準は、「当該化学物質が人の健康を損なうおそれ」（資料

-2、ページ 3参照）と定められており、化管法の指定物質選定基準に GHS区分 2を含める

ことの妥当性については、今後の検討課題のひとつであると考えられる。
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現行化管法物質選定時の有害性分類と GHS分類結果の比較

1. はじめに
ここでは、現行化管法指定物質の選定時の有害性分類と、公表されている GHS分類結果

1との比較を行った。

2. 比較結果の概要
表 5-1に比較結果の概要を示す（全物質の比較結果は、物質リスト-1参照）。

表 5-1 化管法選定時の有害性と GHS分類結果の比較

比較結果
物質

数
備考（不一致の例） 

①GHS基準においても、少なくとも一つ

の化管法物質選定に用いる有害性のエン

ドポイントが分類される

420 －

②化管法選定時の分類結果とGHS分類結

果が全ての有害性で一致していないが、

GHS基準においても何れかの有害性項目

より選定される

94 

・ 化管法では in vitro 試験の陽性より
選定されたが、GHSでは in vivoデ
ータがなく分類できない。

・ 化管法では作業環境 /水質基準より

選定されたが、GHSでは根拠データ

の LOAEL が基準を満たさないた

め、分類できない（区分外）。

・ 群化合物中の CASベースの一部の

物質のみ有害性データが入手可能

③GHS分類基準では選定されない物質 16 

④化管法指定物質に含まれるオゾン層破

壊物質（GHS分類未実施）
21 

 

⑤GHS分類結果が未公表 11 H20見直し時に追加となった農薬

合計 562  

上記の比較の結果、現行の化管法で指定されている 562物質（第一種および第二種合計）

中、420物質（約 75%）では化管法指定物質選定時の有害性分類と GHS分類結果が一致し

ていた。また、有害性分類結果の全てが一致していないが、GHSにおいても何らかの有害

性が分類される物質の合計は（オゾン層破壊物質を含め）535物質（約 95%）であった。ま

 
1 次のホームページを参照した。http://www.safe.nite.go.jp/ghs/list.html
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た、現行化管法指定物質中、GHS基準では分類されない（選定されない）可能性がある物

質は 16物質であった（約 2.8%）。以上の結果より、GHS分類基準による物質の選定を行っ

た場合においても、ほとんどの物質で同様の選定結果となると考えられた。

上記の比較において、GHS分類基準では選定されない可能性がある 16物質（表 5-1の③）

の主な理由は以下の通りであった。

・ 変異原性における in vitro試験陽性データ有、かつ in vivo試験での陽性データが入
手できない物質

・ 現行化管法では作業環境基準／水質基準より選定されたが、試験データの有害性

基準値（LOAEL/NOAEL）が GHSにおけるガイダンス値を満たさない物質

・ 現行化管法物質選定では群化合物として有害性が整理・評価された物質中、CAS

番号ベースでの物質に分けた場合、GHS分類基準を満たす有害性データが入手で

きない（基準を満たさない）物質

なお、オゾン層破壊物質については、これまで国による GHS分類が実施されていないが、

GHS改定 3版による分類を実施した場合、現行化管法と GHS改定 3版の分類基準が一致し

ていることから、分類結果も一致すると考えられる。上記で GHS 分類結果が未公表の 11

物質（表 5-1 の⑤、全て H20 見直しで追加された農薬）は、現行化管法での有害性分類結

果は入手可能であったが、国による GHS分類結果の入手が困難であったため、比較ができ

なかった。
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1. 化管法物質選定における有害性の情報源とGHS分類のための情報源

H20答申における情報源を表6-1、「政府向けGHS分類ガイダンス」における情報源を表6-2、6-3に示す。

二つの情報源のリストを比較すると、化管法では有害性のエンドポイント毎に区別した情報源が記載されているが、GHSでは①ヒト健康有

害性、②水生環境有害性の二つに分かれている。また、化管法では作業環境、水質基準に関する情報源が記載されているが、GHSでは情報源

に指定されていない。さらに、優先順位のつけ方（Priority、List）と情報源による優先順位の一部に相違が見られた。

表 6-1 現行化管法物質選定のための情報源
エンドポ
イント

前回答申の情報源 GHS 危険有害性分類事業の情報源 今回の対象物質選定に用いた情報源

発がん性

・ WHO：International Agency for Research
on Cancer（IARC：国際がん研究機関）
・ 米国 EPA（米国環境保護庁）
・ European Union（欧州連合）
・ National Toxicological Program（NTP：米
国国家毒性プログラム）
・ American Conference of Governmental

Industrial Hygienists（ACGIH：米国産業
衛生専門家会議）
・ 日本産業衛生学会

Priority-1
・ （財）化学物質評価研究機構（CERI）：「化
学物質安全性（ハザード）データ集」
・ CERI・（独）製品評価技術基盤機構（NITE）：
「化学物質有害性評価書」
・ NITE：「化学物質の初期リスク評価書」
・ 厚労省試験報告：「化学物質毒性試験報告」
化学物質点検推進連絡協議会
・ 環境省：「化学物質の環境リスク評価」
・ OECD SIDS Initial Assessment Report
・ WHO/IPCS：EHC
・ WHO/IPCS：Concise International Chemical

Assessment Documents（CICAD：国際簡潔評
価文書）
・ ACGIH：Documentation of the threshold limit

values for chemical substances
・ ドイツ学術振興会（DFG）： Occupational

Toxicants Critical Data Evaluation for MAK
Values and Classification of Carcinogens
・ EUリスク評価書
・ カナダ環境省：Priority Substance Assessment

Reports

【優先順位１】
「前回答申の情報源」

変異原性

・ EU WHO/IPCS： Environmental Health
Criteria （EHC：環境保健クライテリア）
・ German Chemical Society-Advisory

Committee on Existing Chemicals of
Environmental Relevance（BUA）report
・ European Center for Ecotoxicology and

Toxicology of Chemicals（ECETOC）
・ OECD SIDS （Screening Information Data

Set）Initial Assessment Report
・ 厚労省試験報告：「化学物質毒性試験報
告」
・ 厚労省：「労働安全衛生法有害性調査制

【優先順位１】
「前回答申の情報源」

「GHS 危険有害性分類事業（当時）の情
報源」のうち Priority-1 情報源

【優先順位２】
「GHS 危険有害性分類事業（当時）の情
報源」のうち Priority-2 情報源
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表 6-1 現行化管法物質選定のための情報源
エンドポ
イント

前回答申の情報源 GHS 危険有害性分類事業の情報源 今回の対象物質選定に用いた情報源

度に基づく既存化学物質変異原性試験
データ集」

・ オーストラリア NICNAS：Assessment Report
・ ECETOC
・ Patty’s Toxicology
・ WHO：IARC
・ 米国 EPA： IRIS
・ NTP
・ 日本産業衛生学会：「許容濃度の勧告」
・ ATSDR: Toxicological Profile

Priority-2
・ 米国国立労働衛生研究所（NIOSH）：RTECS
・ WHO/IPCS：「 ICSC カード（ International

Chemical Safety Cards）」
・ EU European Chemicals Bureau （ ECB）：

International Uni form Chemical Information
Database （IUCLID）
・ EU第７次修正指令 AnnexⅠ（EU分類）
・ HSDB: Hazardous Substance Data Bank
・ New Jersey Department of Health and Senior

Services ：Hazardous Substance Fact Sheet
・ Sittig’s Handbook of Toxic and Hazardous

Chemicals and Carcinogens
・ BUA Report
・ Dreisbach’s Handbook of Poisoning

慢性毒性

・ WHO飲料水質ガイドライン
・ EPA水質クライテリア
・ 日本の水質汚濁に係る環境基準値と要
監視項目指針値
・ 米国 EPA：Integrated Risk Information

System（IRIS）
・ WHO欧州地域事務局大気質ガイドライ
ン
・ ACGIH
・ 日本産業衛生学会
・ 登録農薬 ADI

【優先順位１】
「前回答申の情報源」

「GHS 危険有害性分類事業（当時）の情
報源」のうち Priority-1 情報源

「その他」
・ 日本の水質汚濁に係る環境基準値と
要監視項目指針値、食品安全委員会
評価書
・ FAO/WHO 合同残留農薬専門家会議:

Joint Meeting on Pesticide Residues
（JMPR）
・ FAO/WHO 合同食品添加物専門家会
議 : Joint Expert Committee on Food
Additives（JECFA）

【優先順位２】
「GHS 危険有害性分類事業（当時）の情
報源」のうち Priority-2 情報源

生殖／発
生毒性

EUリスク警句（EHC、BUA、ECETOC、SIDS
等で根拠となりうるデータか確認）

【優先順位１】
「前回答申の情報源」

「GHS 危険有害性分類事業（当時）の情
報源」のうち Priority-1 情報源

【優先順位２】
「GHS 危険有害性分類事業（当時）の情
報源」のうち Priority-2 情報源
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表 6-1 現行化管法物質選定のための情報源
エンドポ
イント

前回答申の情報源 GHS 危険有害性分類事業の情報源 今回の対象物質選定に用いた情報源

感作性

・ 日本産業衛生学会（気道感作性第 1、2
群）、ACGIH（EHC、BUA、ECETOC、
SIDS 等で根拠となりうるデータか確
認）
・ EUリスク警句（EHC、BUA、ECETOC、

SIDS 等で根拠となりうるデータを確
認）

【優先順位１】
「前回答申の情報源」
「GHS 危険有害性分類事業（当時）の情
報源」のうち Priority-1 情報源

【優先順位２】
「GHS 危険有害性分類事業（当時）の情
報源」のうち Priority-2 情報源

生態毒性

・ ECETOC
・ 環境省において実施して評価した生態
影響試験報告
・ 日本において登録されている農薬に関
する公表データ
・ EUリスク警句（根拠となりうるデータ
を確認）

Priority-1
・ 環境省「化学物質の生態影響試験について」
・ 環境省：「化学物質の環境リスク評価」
・ OECD SIDS Initial Assessment Report
・ WHO/IPCS：EHC、CICAD
・ EUリスク評価書
・ カナダ環境省：Priority Substance Assessment

Reports
・ オーストラリア NICNAS：Assessment Report
・ ECETOC ：Technical Report シリーズ・TR91
（Aquatic Hazard AssessmentⅡ）
・ WHO/FAO Pesticide Data Sheets
・ CERI：「化学物質安全性（ハザード）データ
集」
・ CERI・NITE：「化学物質有害性評価書」

Priority-2
・ AQUIRE （ Aquatic Toxicity Information

Retrieval）
・ HSDB
・ ECB： ESIS（ European chemical Substances

Information System）、IUCLID

【優先順位１】
「前回答申の情報源」

「GHS 危険有害性分類事業（当時）の情
報源」のうち Priority-1 情報源

【優先順位２】
「GHS 危険有害性分類事業（当時）の情
報源」のうち Priority-2 情報源
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表 6-1 現行化管法物質選定のための情報源
エンドポ
イント

前回答申の情報源 GHS 危険有害性分類事業の情報源 今回の対象物質選定に用いた情報源

・ ECB：The N-CLASS Database on Environmental
Hazard Classification
・ BUA Report
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表 7-2 政府向け GHS分類ガイダンスにおける情報源（ヒト健康有害性）
List-1 

1-1 機関 機関 (独)製品評価技術基盤機構（NITE）
情報源名 化学物質の初期リスク評価書

1-2 機関 厚生労働省

情報源名 試験報告「化学物質毒性試験報告」化学物質点検推進連絡協議会

1-3 
機関 厚生労働省

情報源名 労働安全衛生法第 28 条第 3 項の規定に基づく健康障害を防止するため
の指針に関する公示

1-4 機関 日本バイオアッセイ研究センター

情報源名 厚生労働省委託がん原性試験結果

1-5 機関 環境省環境リスク評価室

情報源名 化学物質の環境リスク評価（第１巻～第６巻）

1-6 機関 日本産業衛生学会（JSOH）
情報源名 許容濃度提案理由書および許容濃度等の勧告（毎年発行）

1-7 機関 OECD 
情報源名 SIDS レポート（SIDS）

1-8 機関 WHO/IPCS 
情報源名 環境保健クライテリア（EHC）（2008/9 現在、No.1～No.237）

1-9 
機関 WHO/IPCS 
情報源名 国際簡潔評価文書（CICAD）

(Concise International Chemical Assessment Documents) 

1-10 
機関 WHO 国際がん研究機関（IARC）
情報源名 IARC Monographs Programme on the Evaluation of 

Carcinogenic Risk to Humans（IARC Monographs）

1-11 

機関 FAO/WHO 合同食品添加物専門家会議（JECFA）
情報源名 FAO/WHO Joint Expert Committee on Food Additives - 

Monographs （ JECFA モノグラフ（ 食品添加物等））（ JECFA 
Monographs）

1-12 

機関 FAO/WHO 合同残留農薬専門家会議（JMPR）
情報源名 FAO/WHO Joint Meeting on Pesticide Residues - Monographs of 

toxicological evaluations（JMPR モノグラフ（残留農薬））（JMPR 
Monographs）

1-13 
機関 EU European Chemicals Bureau (ECB：欧州化学品局)
情報源名 EU リスク評価書（EU Risk Assessment Report：EU RAR）

（2008/9 現在 1 巻～91 巻） 

1-14 
機関 European Center of Ecotoxicology and Toxicology of 

Chemicals(ECETOC) 
情報源名 Technical Report シリーズおよび JACC Report シリーズ

1-15 

機関 米国産業衛生専門家会議（ACGIH）
情報源名 ACGIH Documentation of the threshold limit values for chemical  

substances（化学物質許容濃度文書） (7th edition, 2001) （2008 
supplement, 2008）および “TLVs and BEIs”（ACGIH、毎年発行）

1-16 機関 米国 EPA 
情報源名 Integrat ed Risk Information System（IRIS）

1-17 

機関 米国国家毒性プログラム（NTP）
情報源名 NTP Database Search Home Page: 

Report on Carcinogens (11th,2005）
発がん性テクニカルレポート

1-18 機関 米国毒性物質疾病登録局（ATSDR）
情報源名 Toxicological Profile 

1-19 機関 カナダ環境省/保健省
情報源名 Assessment Report Environment Canada：Priority Substance 
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表 7-2 政府向け GHS分類ガイダンスにおける情報源（ヒト健康有害性）
Assessment Reports（優先物質評価報告書）

1-20 機関 Australia NICNAS 
情報源名 Priority Existing Chemical Assessment Reports 

1-21 
機関 ドイツ学術振興会(DFG) 
情報源名 MAK Collection for Occupational Health and Safety, MAK Values 

Documentations  

1-22 
機関 Patty’s Toxicology (5th edition, 2001)（Patty）
情報源名 E. Bingham, B. Cohrssen, C.H. Powell (Eds), John Wiley & Sons, 

Inc.全 9 巻
List-2 

2-1 
機関 EU 
情報源名 EU 第７次修正指令 AnnexⅠ（EU AnnexI）

（最新版：委員会指令第 29 次適応化指令）：Annex 1 の分類結果

2-2 
機関 EU European Chemicals Bureau (ECB：欧州化学品局)
情報源名 International Uni form Chemical Information Database (IUCLID) 

IUCLID CD-ROM (Update 版 Edition 2 - 2000) 

2-3 機関 米国国立医学図書館（NLM）
情報源名 Hazardous Substance Data Bank（HSDB）

2-4 
機関 German Chemical Society-Advisory Committee on Existing 

Chemicals of Environmental Relevance 
情報源名 BUA Report（BUA）

2-5 情報源名 Dreisbach’s Handbook of Poisoning (DHP , 13th edition, 2002) 

2-6 機関 農林水産省消費技術安全センター

情報源名 農薬抄録および評価書

2-7 機関 農薬工業会

情報源名 農薬安全性情報（公開情報一覧）

2-8 機関 内閣府食品安全委員会

情報源名 食品健康影響評価

2-9 機関 厚生労働省

情報源名 既存添加物の安全性の見直しに関する調査研究
List-3 

3-1 文献データ
ベース

・ Pub-Med/NLM 
・ NLM TOXNET（TOXLINE）
・ JICST 科学技術(医学)文献ファイル（JOIS オンライン検索）

3-2 

化学物質に
関する総合
情報データ
ベース

・ (独 )製品評価技術基盤機構「化学物質総合情報提供システム」
（CHRIP）
・ ドイツ労働安全研究所（BIA）「GESTIS-database on hazardous  

substances」
・ 環境省「化学物質ファクトシート」
・ (独 )国立環境研究所「WebKis-Plus 化学物質データベース」
（WebKis-Plus）
・ （独）産業技術総合研究所「詳細リスク評価書」
・ (財)化学物質評価研究機構(CERI)「化学物質安全性(ハザード )データ
集」 
・ Hazardous Substance Fact Sheet (New Jersey Department of Health and 

Senior Services) 
・ 「Sittig’s Handbook of Toxic and Hazardous Chemicals and Carcinogens  

(4th edition,2002)」
・ 米国国立労働安全衛生研究所（NIOSH）「RTECS［Registry of Toxic 

Effects of Chemical Substances］
・ WHO/IPCS「ICSC カード（International Chemical Safety Cards）」
（ICSC）

3-3 EU分類
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表 7-3 政府向け GHS分類ガイダンスにおける情報源（水生環境有害性）
List-1 

1-1 機関 環境省

情報源名 化学物質の生態影響試験について

1-2 機関 環境省環境リスク評価室

情報源名 化学物質の初期リスク評価書

1-3 機関 (独)製品評価技術基盤機構（NITE）
情報源名 化学物質の初期リスク評価書

1-4 機関 OECD 
情報源名 SIDS レポート（SIDS）

1-5 機関 WHO/IPCS 
情報源名 環境保健クライテリア（EHC）

1-6 機関 WHO/IPCS 
情報源名 国際簡潔評価文書（CICAD）

1-7 機関 EU European Chemicals Bureau (ECB：欧州化学品局)
情報源名 EU リスク評価書（EU Risk Assessment Report：EU RAR）

1-8 
機関 カナダ環境省/保健省
情報源名 Assessment Report Environment Canada：Priority Substance 

Assessment Reports（優先物質評価報告書）

1-9 機関 Australia NICNAS 
情報源名 Priority Existing Chemical Assessment Reports 

1-10 
機関 European Center of Ecotoxicology and Toxicology of 

Chemicals(ECETOC) 
情報源名 Technical Report シリーズ・TR91(Aquatic Hazard AssessmentⅡ)

1-11 機関 WHO/FAO 
情報源名 Pesticide Data Sheets（PDSs）

List-2 

2-1 機関 AQUIRE 
情報源名 Aquatic Toxicity Information Retrieval（AQUIRE）

2-2 機関 EU European Chemicals Bureau (ECB：欧州化学品局)
情報源名 International Uni form Chemical Information Database (IUCLID) 

2-3 機関 米国国立医学図書館（NLM）
情報源名 Hazardous Substance Data Bank（HSDB）

2-4 
機関 EU European Chemicals Bureau (ECB：欧州化学品局)
情報源名 The N-CLASS Database on Environmental Hazard Classification 

（N-Class）

2-5 
機関 German Chemical Society-Advisory Committee on Existing 

Chemicals of Environmental Relevance 
情報源名 BUA Report（BUA）

2-6 機関
情報源名

List-3 

3-1 
文献データ
ベース

・ Pub-Med/NLM 
・ NLM TOXNET（TOXLINE）
・ JICST 科学技術(医学)文献ファイル（JOIS オンライン検索）

3-2 

化学物質に
関する総合
情報データ
ベース

・ (独 )製品評価技術基盤機構「化学物質総合情報提供システム」
（CHRIP）
・ ドイツ労働安全研究所（BIA）「GESTIS-database on hazardous  

substances」
・ 環境省「化学物質ファクトシート」
・ (独 )国立環境研究所「WebKis-Plus 化学物質データベース」
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表 7-3 政府向け GHS分類ガイダンスにおける情報源（水生環境有害性）
（WebKis-Plus）
・ （独）産業技術総合研究所「詳細リスク評価書」
・ (財)化学物質評価研究機構(CERI)「化学物質安全性(ハザード )データ
集」 
・ Hazardous Substance Fact Sheet (New Jersey Department of Health and 

Senior Services) 
・ 「Sittig’s Handbook of Toxic and Hazardous Chemicals and Carcinogens  

(4th edition,2002)」
・ 米国国立労働安全衛生研究所（NIOSH）「RTECS［Registry of Toxic 

Effects of Chemical Substances］
・ WHO/IPCS「ICSC カード（International Chemical Safety Cards）」
（ICSC）

3-3 EU分類
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環境中での存在に関する基準についての検討

1. 現行化管法における環境中での存在の判断基準
1.1 H20答申における判断基準と情報源

化管法においては、第一種と第二種指定化学物質は環境中での存在により区別されてお

り、H20答申においては、＜環境中での存在に関する判断基準＞を以下のように定めている。

第一種指定化学物質については、1年間の製造輸入量が一定量（100トン、農薬および特

定第一種指定化学物質は 10 トン、オゾン層破壊物質は累積製造輸入量が 10 トン）以上の

もの又は一般環境中で最近 10年間に複数地点から検出されたもの、、、、

第二種指定化学物質については、1年間の製造輸入量が 1トン以上のもの又は一般環境中

で最近 10年間に 1地点から検出されたもの、、、

データについては、直近のものを用いた評価を行うこととする。

なお、平成 18年に実施された現行の化管法指定物質選定作業においては、上記の一般環

境中での検出状況は以下の調査結果を用いて判断された。

① 化学物質環境実態調査（エコ調査）による検出状況

② 水質汚濁防止法による水域での環境基準値の超過状況の調査結果（健康項目：

26物質、要監視項目：27物質）

③ 大気汚染防止法による大気環境モニタリングの調査結果1（環境基準値が設定

されている物質：4物質、健康リスク低減のための指針値が設定されている物

質：4物質）

なお、①は検出の有無、②と③は基準値を超過した場合を「検出されたもの」として判

断された。

1.2 環境モニタリング結果の解析
上記の環境モニタリングについて、以下の調査を行った。

・エコ調査：(i)測定対象物質、(ii)検出下限値、(iii)検出濃度範囲

・水質および大気モニタリング：(i)測定対象物質、(ii)環境基準値（指針値）、(iii)

超過状況

（1） エコ調査

表 7-1に現行の化管法指定物質のエコ調査結果の概要を示す。 

1 大気汚染防止法では、「その他の有害大気汚染物質」として 11物質のモニタリング調査を実施している
が、これらの物質は基準値（指針値）が示されていないため、化管法物質選定には利用されなかった。
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表 7-1 化管法指定物質のエコ調査結果*1

環境コンパート

メント
水域 底質 生物 大気

調査実施物質数 215 175 69 91

検出下限値*2

1ppt未満：5

（最小値 = 0.05ppt）

1ng/g-dry 未満：26

（最小値 = 7.2pg/g-dry）

1ng/g-wet未満：11

（最小値 = 18pg/g-dry）

1pg/m3未満：0

（最小値 = 3pg/m3）

1ppt以上 1ppb未満：166 1ng以上 1μg/g-dry未満：145 1ng以上 1μg/g-wet未満：55 1pg以上 1 ng/m3未満：15

1ppb以上 1ppm未満：42 1μg以上 1 mg/g-dry未満：3
1μg/g-wet以上：3

（最大値 = 100μg/g-wet）

1 ng/m3以上 1μg/m3未満：75

1ppm以上：2

（最大値 = 100ppm）

1mg/g-dry以上：1

（最大値 = 1mg/g-dry）

1μg/m3以上：1

（最大値 = 1.51μg/m3）

検出状況*3

検出されず：156 検出されず：111 検出されず：46 検出されず：17

1ppt未満：2

（最小値 = 0.09ppt）

1ng/g-dry 未満：11

（最小値 = 0.02ng/g-dry）

1ng/g-wet未満：6

（最小値 = 0.21ng/g-wet）
1pg/m3未満：0

1ppt～1ppb未満：47 1ng以上 1μg/g-dry未満：49 1ng以上 1μg/g-wet未満：16
1pg以上 1 ng/m3未満：8

（最小値 = 20 pg/m3）

1ppb以上：10

（最大値 = 260ppb）

1μg/g-dry以上：4

（最大値 = 55μg/g-dry）

1μg/g-wet以上：1

（最大値 = 100μg/g-wet）

1ng/m3以上 1μg/m3未満：63

1μg/m3以上：3

（最大値 = 1.8μg/m3）

*1：群化合物は、CAS番号ベースで複数物質の測定の場合でも 1物質とした。

*2：測定年で検出下限値が異なる場合は最小値より集計

*3：複数検出の物質では最小値より集計
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表 7-1に示したとおり、現行化管法指定物質のエコ調査における調査対象物質数は、過去

に 1回でも調査が実施された物質が、水域で 215物質（約 33%）、底質で 175物質（約 27%）、

生物で 69物質（約 11%）、大気で 91物質（約 14%）であった。

検出下限値については、水域の最小値＝0.05ppt、最大値＝100ppmであり、最小値と最大

値では約 2×109 の濃度差があった。同様に、底質での最小値＝7.2pg/g-dry_soil、最大値＝

1mg/g-dry_soilで最小と最大の検出下限値では 1.4×108の濃度差、生物体内濃度での最小値

＝18pg/g-wet_weight、最大値＝100μg/g- wet_weightで濃度差は 6×106、大気での最小値＝

3pg/m3、最大値＝1.51μg/m3で濃度差は 5×105であった。

検出状況（濃度範囲）については、水域での最小値が 0.09ppt、最大値が 260ppm であっ

た。同様に、底質での最小値＝0.02ng/g-dry、最大値＝55μg/g-dry、生体内濃度では最小値

＝0.21ng/g-wet_weight、最大値＝100μg/g-wet_weight、大気では最小値＝20 pg/m3、最大値＝

1.8μg/m3であった。

なお、平成 18年に実施された現行の化管法指定物質選定作業においては、エコ調査にお

ける検出濃度は考慮されず、検出の有無から「環境中での存在」に関する判断が行われて

いる。

（2） 水域および大気モニタリング調査

表 7-2に水域および大気モニタリング調査における測定対象物質、水域・大気の環境基準

値（指針値）を示す。 

表 7-2 水域および大気モニタリング調査

物質名
現行化管法物質

での指定状況

水域基準値

（指針値）
大気基準値

カドミウム 特定第一種 0.01mg/L以下
全シアン 第一種 検出されないこと

鉛
特定第一種、
第一種

0.01mg/L以下

六価クロム 特定第一種 0.05mg/L以下
砒素 特定第一種 0.01mg/L以下
総水銀 第一種 0.0005 mg/L以下 40ng/m3

以下
アルキル水銀 第一種 検出されないこと

PCB 第一種 検出されないこと
ジクロロメタン 第一種 0.02 mg/L以下 150μg/m3

以下

四塩化炭素 第一種 0.002 mg/L以下
1,2-ジクロロエタン 第一種 0.004 mg/L以下
1,1-ジクロロエチレン 第一種 0.02 mg/L以下
Cis-1,2-ジクロロエチレン 第一種 0.04 mg/L以下
1,1,1-トリクロロエタン 第一種 1 mg/L以下
1,1,2-トリクロロエタン 第一種 0.006 mg/L以下



化管法指定物質選定基準の改正のための基礎的検討

資料-7 環境中での存在に関する基準の検討

添付-33

表 7-2 水域および大気モニタリング調査

物質名
現行化管法物質

での指定状況

水域基準値

（指針値）
大気基準値

トリクロロエチレン 第一種 0.03 mg/L以下 200μg/m3
以下

テトラクロロエチレン 第一種 0.01 mg/L以下 200μg/m3
以下

1,3-ジクロロプロペン 第一種 0.002 mg/L以下
チウラム 第一種 0.006 mg/L以下
シマジン － 0.003 mg/L以下
チオベンカルブ 第一種 0.02 mg/L以下
ベンゼン 特定第一種 0.01 mg/L以下 3μg/m3

以下

セレン 第一種 0.01 mg/L以下
硝酸性窒素および亜硝酸性窒素 － 10 mg/L以下
フッ素 第一種 0.8 mg/L以下
ホウ素 第一種 1 mg/L以下
クロロホルム 第一種 0.06 mg/L以下
Trans-1,-2-ジクロエチレン 第二種 0.04 mg/L以下
1,2-ジクロロプロパン 第一種 0.06 mg/L以下
p-ジクロロベンゼン 第一種 0.2 mg/L以下 
イソキサチオン 第一種 0.008 mg/L以下
ダイアジノン 第一種 0.005 mg/L以下
フェニトロチオン（MEP） 第一種 0.003 mg/L以下
イソプロチオラン 第一種 0.04 mg/L以下
オキシン銅 第一種 0.04 mg/L以下
クロロタロニル（TPN） 第一種 0.05 mg/L以下
プロピサミド 第一種 0.008 mg/L以下
EPN 第一種 0.006 mg/L以下
ジクロルボス（DDVP） 第一種 0.008 mg/L以下
フェノブカルブ（BPMC） 第一種 0.03 mg/L以下
イプロベンホス（IBP） 第一種 0.008 mg/L以下
クロルニトロフェン（CNP） － －

トルエン 第一種 0.6 mg/L以下
キシレン 第一種 0.4 mg/L以下
フタル酸ジエチルヘキシル 第一種 0.06 mg/L以下

ニッケル
特定第一種、
第一種

－ 25 Ni-ng/m3
以下

モリブデン 第一種 0.07 mg/L以下
アンチモン 第一種 0.02 mg/L以下
塩化ビニルモノマー 特定第一種 0.002 mg/L以下 10μg/m3

以下
エピクロロヒドリン 第一種 0.0004 mg/L以下
1,4-ジオキサン 第一種 0.05 mg/L以下
全マンガン 第一種 0.2 mg/L以下
ウラン － 0.002 mg/L以下
アクリロニトリル 第一種 2μg/m3

以下

環境基準等による水域・大気でのモニタリングでは表 7-2に示した物質が実施されている。

なお、水域・大気モニタリング結果においては、1年間の平均濃度が環境基準値（指針値）

を超えた物質について、前回の化管法物質選定時に「検出された」と判断され、環境基準

値（指針値）以下の場合は測定濃度の報告があっても「検出された」と判断されていない。
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前述の通りエコ調査では検出濃度の数値によらず、検出下限以上の濃度が報告された場

合に、「検出された」見なしたが、水域・大気モニタリングでは、年間の平均濃度が国の定

めた環境基準値（指針値）を超えた物質のみを「検出された」としていることから、その

内容は異なるものである。水域・大気モニタリングによる測定結果によると、ほぼ全ての

物質が検出下限値を超えて測定されているが、年間平均濃度が環境基準値を超えて測定さ

れた物質は多くはない。

2. 現行化管法における環境中での存在の判断基準の課題
上記の通り、現行の化管法物質の選定における環境中での存在に関する基準においては、

情報が限られており、多数の化学物質に関する環境中での存在に関する評価を行うことは

困難である。さらに、「検出された」場合においては、環境中濃度と有害性の比較を行い、

ヒトや環境生物へのリスクを生じる可能性についての評価を行うことが望ましいと考えら

れる。また、モニタリング調査において「検出されなかった」場合においても、化学品の

製造・使用現場周辺における局所的かつ一時的な暴露の可能性と程度（濃度）に関する評

価結果を反映させた物質選定基準について、その妥当性と信頼性についての検討を行う必

要性があるかもしれない。
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3. 化審法における暴露評価への取り組み 
化審法においては、ヒトや環境生物に対するリスクに応じた評価体系を取り入れること

が提案されており、平成 21年の化審法の見直しにおいては、化学物質によるリスクの推計

方法として、図 7-1に示した暴露評価の方法（案）が提案されている2。

図 7-1 化審法における暴露評価

2 NITE, METI「化審法運用における新たな「リスク評価」スキームの提案（暫定版）」より加工
http://www.safe.nite.go.jp/risk/pdf/kasinn_scheme0906.pdf 
 

詳細評価が必要な優先取り組み物質

排出量の推計
・ 製造量
・ 用途情報に応じた排出係数
・ 物理化学的性状

環境中濃度推計
・ 数理モデルによる環境中濃度の推計

排出源毎の人の摂取量推計、水生生物への暴露濃度（PEC）推計

暴露評価Ⅰ

暴露評価のための既存情報の収集
・ 物理化学的性状（精査）
・ 環境運命情報
・ 環境モニタリング情報
・ PRTR 届出情報
・ その他の排出に係る情報

局所的な人・環境生物への暴露評価
・ 化審法届出情報による評価
・ PRTR 届出情報による評価

モデル推計による広域暴露評価

環境モニタリング情報を用いた暴露評価

暴露評価Ⅱ

新たな暴露情報を入手し、再評価
暴露評価Ⅲ
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図 7-1に示したとおり、化審法での暴露評価では、優先評価化学物質の選定のためにスク

リーニング的に実施される“暴露評価Ⅰ”において、排出量推計のための情報として、①

製造量、②用途情報（用途に応じた排出係数）、③物理化学的性状を用いている。さらに、

スクリーニングの結果より、PRTR届出情報、環境モニタリング情報、その他の情報の追加

による詳細評価を実施するとしている。このように、化審法における新たな評価方法では、

現行の化管法では利用していない用途情報や物理化学的性状の情報も活用することにより、

より多くの物質に対する評価の適用が可能になると同時に、一定の信頼性が確保されると

考えられる。

上記の化審法における新たな評価スキームでは、環境モニタリング等の実測データが無

い物質についても、環境中への放出量を推計し、その結果より環境中濃度やヒトへの暴露

量を見積もることができるとされている。化管法においても、現行の物質選定基準で使用

されている製造・輸入量および環境モニタリングデータに加え、化審法で採用する情報や

評価方法を採用（または化審法での評価結果を活用）した物質選定の方法に関する検討を

行うことが望ましいと考えられる。
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化管法指定物質の国内法規制状況の整理

化管法指定物質には、他の国内法規制においても管理・規制されている物質が含まれて

いる。これらの国内法には、化学品の製造・使用を管理、規制する目的のものが含まれて

いる。このため、それらの法律で管理・規制されている物質の場合、化管法の目的と重複

することから、または化管法の対象とする必要が無いと考えることができるかもしれない。

そこで、現行の化管法指定物質について、国内の他の化学物質関連の法規制状況の調査

を行った。表 8-1に化管法指定物質の主な国内法規制における対象物質数を示す。また、物

質リスト-3に化管法指定物質の国内法規制リストを示す。 

表 8-1 化管法指定物質の法規制状況

PRTR第一種指定物質 PRTR第二種指定物質
化審法 第一種特定化学物質 1 0

第二種特定化学物質 3 0

第一種監視物質 1 0

第二種監視物質 58 21 

第三種監視物質 12 5 

第二、三種監視物質 21 2 

安衛法 表示対象物質 49 3 

通知対象物質 227 36 

農薬取締法 登録農薬 141 20 

大気汚染防止法 特定／指定物質 18 0 

オゾン層保護法 21 0 

これらの法律で管理・規制されている物質については、化管法での指定を行う必要性に

ついての検討を行う必要があるかもしれない。
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リスクベースでの化管法指定物質の選定

1. はじめに
H20答申において、「初期リスク評価結果のより一層の活用を検討すること」との指摘が

なされた。国による初期リスク評価としては、NEDO および環境省が実施・公開されてお

り、化学物質の暴露量（濃度）と有害性よりヒトまたは環境生物に対するリスクが評価さ

れている。初期リスク評価の結果より、リスクが懸念される物質については、リスク削減

を行う必要があり、そのための基礎データとして PRTR届出情報等は有用である。一方、低

リスクと評価された物質については、現状では適正に使用されていると考えられることか

ら、必ずしも PRTR届出情報を把握しなくてもヒトや環境生物に対する影響を生じないと見

なすことできるかもしれない。

そこで、NEDO および環境省による初期リスク評価において、ヒトまたは環境生物に対

して「低リスク」であると評価された現行化管法指定物質について、有害性と暴露量（濃

度）の比較から得られた定量的な指標である安全マージンについての調査を行った。

また、化管法物質選定における有害性のエンドポイントと暴露経路（ヒトへの経口また

は吸入経路、水生生物への暴露）の比較を行い、初期リスク評価において「低リスク」と

判断された暴露経路での有害性より化管法物質に選定され、それ以外の経路やエンドポイ

ントで有害性が確認されていない物質についての調査も行った。

2. 調査結果の概要
表 9-1に NEDOおよび環境省の初期リスク評価で共に「低リスク」と評価された物質の

リスク評価結果の概要を示す。また、物質リスト-4に低リスクと評価された物質を示す。 

NEDO および環境省リスク評価において、共に低リスクと判定された物質は、環境リス

ク評価＝47物質、ヒト健康（経口経路）＝37物質、ヒト健康（吸入経路）＝17物質であっ

た。なお、この物質には、前回の化管法指定物質の見直し時に指定より除外された 2 物質

を含む。 

環境リスクに対するマージンでは、MOE/UF（NEDO評価）が 1,000を超える物質が 14、

PEC/PNEC（環境省評価）が 0.01以下の物質が 23であった。同様に、ヒト健康リスクに対

するマージンでは、MOE/UF（NEDO評価）が 1,000を超える物質が 16（経口経路）、6（吸

入経路）、MOE（環境省評価）が 1,000 を超える物質が 20（経口経路）、14（吸入経路）で

あった。

また、NEDO および環境省リスク評価で共に低リスクと判定された物質中、低リスクと

評価されたエンドポイント（暴露経路）以外の有害性が化管法物質選定基準に一致しない

物質は、環境リスクで 7物質、ヒト健康（吸入経路）で 3物質（1物質は環境リスク評価と

重複）であった。
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表 9-1 NEDOおよび環境省初期リスク評価における低リスク物質

低リスク物質 リスクマージンと物質数

低リスク以外のエン

ドポイントで有害性

なし*

環境リスク 47物質

MOE/UF（NEDO）

100以下：23物質

101～1000以下：10物質

1000超：14物質

PEC/PNEC（環境省）（淡水）

0.01以下：23物質

0.01超～0.1以下：22物質

0.1超～1未満：2物質

7物質

ヒト健康リスク

（経口）
37物質

MOE/UF（NEDO）

100以下：7物質

101～1000以下：13物質

1000超：16物質

MOE（環境省）

100以下：0物質

101～1000以下：10物質

1000超：20物質

3物質

ヒト健康リスク

（吸入）
17物質

MOE/UF（NEDO）

100以下：4物質

101～1000以下：7物質

1000超：6物質

MOE（環境省）

100以下：0物質

101～1000以下：3物質

1000超：14物質

－

＊ ：環境またはヒト健康リスク評価で低リスクかつ、低リスク評価以外のエンドポイン

ト（暴露経路）で有害性が化管法物質選定基準を満たさない物質
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3. 化管法におけるリスク評価結果の活用における課題
初期リスク評価結果を化管法に活用する場合、一定以上の安全マージンを有する化学物

質について、化管法の対象物質から除外することが考えられる。または、製造・輸入量や

有害性等の基準が一致しないために現行の化管法で指定されていない物質については、初

期リスク評価の結果でリスクの懸念が明らかになった、又は疑われた場合、には新たに化

管法指定物質に追加する必要性があるかもしれない。

一方、現状では低リスクと評価された物質であっても、製造・輸入量の急激な増加、製

造方法や用途の変更により環境への排出量が増加する場合が想定される。初期リスク評価

結果を活用して化管法指定物質の選定、除外または追加を検討する場合、定量的な指標で

ある MOE/UFまたは PEC/PNEC等を用いることが考えられるが、その際にどの程度の安全

マージンを判断基準とするべきかについて、これまで十分な議論が行われておらず、今後

の検討が必要である。

さらに、初期リスク評価が実施される物質は限られることから、今後の化審法における

スクリーニング的なリスク評価結果を活用した物質の選定や見直しを行うことが有用であ

るかもしれない。
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群 一種 1 亜鉛の水溶性化 - 1 1 1 - 2 1 2 - 1 1 ○
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一種 2 アクリルアミド 79-06-1 1 * 2 1 1 2 3 1B 1B 1(神経

系、精

巣)

1B - 3 外 ○

個

別

一種 3 アクリル酸エチル 140-88-

5

1 Y 2 1 2 2 2 1(神経

系、呼

吸器)

- - 2 外 ○

群 一種 4 アクリル酸及びそ

の水溶性塩

- 1 1 外 外 1 外 - 1 外 ○

個

別

一種 5 アクリル酸2-（ジメ

チルアミノ）エチル

2439-

35-2

1 1 - 外 - 2 - 1 外 ○

個

別

一種 6 アクリル酸2-ヒド

ロキシエチル

818-61-

1

1 1 1 外 外 1(呼吸

器系)

- - 2 外 △ 生殖細胞

変異原性

個

別

一種 7 アクリル酸ノルマ

ル-ブチル

141-32-

2

1 1 外 外 - 2 - 2 外 ○

個

別

一種 8 アクリル酸メチル 96-33-3 1 * 1 2 外 2 1(呼吸

器)、

2(腎臓)

- - 2 外 ○

個

別

一種 9 アクリロニトリル 107-13-

1

1 * 2 1 3 2 3 2 2 2 1(神経

系、呼

吸器、

血液

系、精

巣、腎

臓

2 - 2 外 ○

個

別

一種 10 アクロレイン 107-02-

8

1 Y

Y

1 2 2 1 外 外 1(呼吸

器、肝

臓、腎

臓)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 11 アジ化ナトリウム 26628-

22-8

1 1 外 - 1(循環

器系、

肝臓)

- - 1 1 ○

個

別

一種 12 アセトアルデヒド 75-07-0 1 2 1 2 2 2 1(呼吸

器、神

経系)

- - 2 外 ○

個

別

一種 13 アセトニトリル 75-05-8 1 Y

Y

1 外 2 2(中枢

神経

系、呼

吸器、

腎臓、

- - 外 外 ○

個

別

一種 14 アセトンシアノヒド

リン

75-86-5 1 1 - - 1(肝

臓、腎

臓)

2 - 1 外 ○

個

別

一種 15 アセナフテン 83-32-9 2 Y

Y

1 外 - - - - 1 1 ○

個

別

一種 16 2,2'-アゾビスイソ

ブチロニトリル

78-67-1 1 2 - 外 2(肝臓) 2 - 外 外 △ 生態毒性

なし

個

別

一種 17 オルト-アニシジン 90-04-0 1 * 2 1 2 2 2 2 2(血液) - - 2 外 ○

個

別

一種 18 アニリン 62-53-3 1 Y

Y

2 1 3 3 1 2 2 1(血液

系、神

経系、

呼吸器)

2 - 1 外 ○

個

別

一種 19 1-アミノ-9,10-ア

ントラキノン

82-45-1 1 1 外 - 2（腎

臓、脾

臓、血

- - 1 1 ○

不一致の
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農
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個
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一種 20 2-アミノエタノール 141-43-

5

1 2 - 外 1(神経

系、精

巣、消

化管、

肝臓、

腎臓、

吸

2 1 2 外 ○

個

別

一種 21 5-アミノ-4-クロ

ロ-2-フェ ニルピ

リダジン-3（2H）-

1698-

60-8

1 農薬 1 外 外 - 外 - 1 1 ○

個

別

一種 22 5-アミノ-1-［2,6-

ジクロロ-4-（トリ

フルオロメチル）

フェ ニル］-3-シア

ノ-4-［（トリフルオ

120068-

37-3

1 農薬 2 1 外 外 1(神経

系)、

2(甲状

腺、肝

臓)

2 - 1 1 ○

個

別

一種 23 パラ-アミノフェ

ノール

123-30-

8

1 Y 1 - - 1(腎

臓、血

2 1 1 1 ○

個

別

一種 24 メタ-アミノフェ ノー

ル

591-27-

5

1 1 - 外 2(血液

系)

- - 1 1 ○

個

別

一種 25 4-アミノ-6-タ-

シャリ-ブチル-3-

メチルチオ-1,2,4-

トリアジン-5（4H）

21087-

64-9

1 農薬 1 外 外 外 外 外 1 1 ○

個

別

一種 26 3-アミノ-1-プロ

ペン

107-11-

9

1 2 - - 2(心臓) - - 2 外 ○

個

別

一種 27 4-アミノ-3-メチル

-6-フェ ニル-

1,2,4-トリアジン-5

41394-

05-2

1 農薬 2 - - - - - 2 2 ○

個

別

一種 28 アリルアルコ-ル 107-18-

6

1 1 外 外 1(腎

臓、肝

臓)

外 - 1 外 ○

個

別

一種 29 1-アリルオキシ-

2,3-エポキシプロ

パン

106-92-

3

1 * 1 3 外 2 1(呼吸

器)

2 - 3 3 ○

群 一種 30 直鎖アルキルベン

ゼンスルホン酸及

びその塩（アルキ

ル基の炭素数が

10から14までのも

物

- 1 Y

Y

1 - - - - - 2 外 ○

群 一種 31 アンチモン及びそ

の化合物

- 1 Y

Y

2 2 2 2 1B 外 1 1B - 3 3 ○

個

別

一種 32 アントラセン 120-12-

7

2 Y

Y

1 2 外 - - - 1 1 ○

個

別

特定

一種

33 石綿 1332-

21-4

5 Y

Y

1 1 2 1A 2 1(肺) - - - - ○

個

別

一種 34 3-イソシアナトメ

チル-3,5,5-トリメ

チルシクロヘキシ

ル=イソシアネ-ト

4098-

71-9

1 1 1 - - 1(肺) - 1 3 外 ○

個

別

一種 35 イソブチルアルデ

ヒド

78-84-2 1 1 外 2 - - - 2 外 ○

個

別

一種 36 イソプレン 78-79-5 1 Y

Y

2 2 2 1(呼吸

器、神

経系)、

2(肝

臓、血

- - 2 2 ○

個

別

一種 37 4,4'-イソプロピリ

デンジフェ ノール

80-05-7 1 Y

Y

3 2 - 外 2(呼吸

器、肝

臓、腎

臓)

2 - 2 2 ○

物質リスト-1-2
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個
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一種 38 2,2'-［イソプロピ

リデンビス［（2,6-

ジブロモ-4,1-

フェ ニレン）オキ

4162-

45-2

1 * 1 - - - - - 1 1 ○

個

別

一種 39 N-イソプロピルア

ミノホスホン酸O-

エチル-O-（3-メ

チル-4-メチルチ

22224-

92-6

1 1 2 1 外 外 1(神経

系)

2 - 1 1 ○

個

別

一種 40 イソプロピル=2-

（4-メトキシビフェ

ニル-3-イル）ヒド

ラジノホルマ-ト

149877-

41-8

1 農薬 3 未 未 未 未 未 未 未 未

個

別

一種 41 3'-イソプロポキ

シ-2-トリフルオロ

メチルベンズアニ

66332-

96-5

1 農薬 2 外 外 外 外 - 2 2 ○

個

別

一種 42 2-イミダゾリジン

チオン

96-45-7 1 2 2 2 外 外 1(甲状

腺、腎

臓)、

2(下垂

1B - 3 3 △ 発がん性

なし

個

別

一種 43 1,1'-［イミノジ（オ

クタメチレン）］ジ

13516-

27-3

1 農薬 3 - - - - - - - × 特定標的

臓器（反

群 一種 44 インジウム及びそ

の化合物

- 1 2 - - 1 - - - - ○

個 一種 45 エタンチオール 75-08-1 1 1 - - - - - 1 1 ○

個

別

一種 46 エチル=2-［4-

（6-クロロ-2-キ

ノキサリニルオキ

シ）フェ ノキシ］プ

76578-

14-8

1 農薬 3 1 外 外 2(肝

臓、精

巣)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 47 O-エチル=O-（6-

ニトロ-メタ-トリ

ル）=セカンダリ-

ブチルホスホルア

36335-

67-8

1 農薬 3 1 外 外 - 外 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし

個

別

一種 48 O-エチル=O-4-

ニトロフェ ニル=

フェ ニルホスホノ

2104-

64-5

1 農薬 * 2 2 1 外 外 1(神経

系)

2 - 1 1 ○

個

別

一種 49 N-（1-エチルプロ

ピル）-2,6-ジニト

ロ-3,4-キシリジン

40487-

42-1

1 農薬 3 1 外 外 - 外 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
個

別

一種 50 S-エチル=ヘキサ

ヒドロ-1H-アゼピ

ン-1-カルボチオ

2212-

67-1

1 農薬 2 1 - 外 - 外 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
個

別

一種 51 2-エチルヘキサ

ン酸

149-57-

5

1 3 - - 外 1B - 3 3 ○

個

別

一種 52 エチル=（Z）-3-

［N-ベンジル-N-

［［メチル（1-メチ

ルチオエチリデン

アミノオキシカル

83130-

01-2

1 農薬 1 外 外 2(全身

性、神

経系)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 53 エチルベンゼン 100-41-

4

1 Y

Y

2 2 2 外 - 1B - 1 外 ○

個

別

一種 54 O-エチル=S-1-メ

チルプロピル=

（2-オキソ-3-チ

アゾリジニル）ホス

98886-

44-3

1 農薬 2 外 外 1(神経

系、副

腎)

1 - 外 外 ○

個

別

一種 55 エチレンイミン 151-56-

4

1 2 1 2 1B 1(腎

臓、肝

臓、呼

吸器系)

2 1 3 3 ○

物質リスト-1-3



物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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*
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

特定

一種

56 エチレンオキシド 75-21-8 1 農薬

及び

その

他の

用途

Y

Y

1 1 3 3 1B 1B 1(中枢

神経

系、末

梢神経

系、血

液)、

1B - 3 外 ○

個

別

一種 57 エチレングリコ-ル

モノエチルエ-テル

110-80-

5

1 Y

Y

2 - 外 1(精

巣、造

血系)

1B - 外 外 ○

個

別

一種 58 エチレングリコ-ル

モノメチルエ-テル

109-86-

4

1 Y

Y

1 2 2 - 外 1(中枢

神経

系、造

血系、

1B - 外 外 △ 生殖細胞

変異原性

なし

個

別

一種 59 エチレンジアミン 107-15-

3

1 1 2 外 外 2(肝

臓、腎

臓、視

- 1 2 外 ○

個

別

一種 60 エチレンジアミン

四酢酸

60-00-4 1 Y

Y

1 2 - - 1(腎臓) 2 - 2 2 △ 生殖細胞

変異原性

なし
個

別

一種 61 N,N'-エチレンビス

（ジチオカルバミ

ン酸）マンガン

12427-

38-2

1 農薬 * 1 外 外 2(甲状

腺、呼

吸器、

血液系)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 62 N,N'-エチレンビス

（ジチオカルバミ

ン酸）マンガンと

N,N'-エチレンビス

（ジチオカルバミ

ン

8018-

01-7

1 農薬 * 1 外 外 2(神経

系、甲

状腺、

肝、副

腎)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 63 1,1'-エチレン-

2,2'-ビピリジニウ

ム=ジブロミド

85-00-7 1 農薬 3 2 外 外 2(眼) 外 - 1 1 ○

個

別

一種 64 2-（4-エトキシ

フェ ニル）-2-メチ

ルプロピル=3-

フェ ノキシベンジ

ルエ-テル

80844-

07-1

1 農薬

及び

その

他の

用途

1 外 外 外 外 - 1 1 ○

個

別

一種 65 エピクロロヒドリン 106-89-

8

1 Y

Y

2 1 1 3 1B 2 1(呼吸

器、腎

臓、心

臓、中

枢神経

2 1 3 外 ○

個

別

一種 66 1,2-エポキシブタ

ン

106-88-

7

1 2 2 2 外 2(神経

系、呼

吸器

系、腎

臓、嗅

2 - 3 外 ○

個

別

一種 67 2,3-エポキシ-1-

プロパノール

556-52-

5

1 Y 2 1 2 1B 2 2(中枢

神経

系、肝

臓、ひ

2 - 3 外 ○

個

別

一種 68 1,2-エポキシプロ

パン

75-56-9 1 Y

Y

2 1 2 2 2 - 2 - 3 外 △ 特定標的

臓器（反

個

別

一種 69 2,3-エポキシプロ

ピル=フェ ニルエ-

テル

122-60-

1

1 2 2 2 外 1(呼吸

器、肝

臓)

2 - 3 3 ○

個

別

一種 70 エマメクチン安息

香酸塩

155569-

91-8

1 農薬 3 1 外 外 1(神経

系)

2 - 1 1 ○

個 一種 71 塩化第二鉄 7705- 1 1 2 外 2 - - - 2 2 ○

物質リスト-1-4



物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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*

2

PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 72 塩化パラフィン

（炭素数が10から

13までのもの及び

その混合物に限

85535-

84-8

1 Y

Y

2 1 2 外 外 外 - 1 1 ○

個

別

一種 73 1-オクタノール 111-87-

5

1 Y

Y

1 2 - 2 - - - 2 外 ○

個

別

一種 74 パラ-オクチル

フェ ノール

1806-

26-4

1 * 1 - - - 2 - 1 1 ○

群 特定

一種

75 カドミウム及びそ

の化合物

7440-

43-9

1 2 1 3 1A 2 1(腎

臓、

肺、血

液、

2 - - 4 ○

個

別

一種 76 イプシロン-カプ

ロラクタム

105-60-

2

1 1 外 外 1(呼吸

器)

外 - 外 外 △ 生殖細胞

変異原性

なし

個

別

一種 77 カルシウムシアナ

ミド

156-62-

7

1 農薬

及び

その

他の

用途

2 外 外 - - - 2 2 ○

個

別

一種 78 2,4-キシレノール 105-67-

9

1 2 - - 2(腎

臓、神

経系)

- - 2 外 ○

個

別

一種 79 2,6-キシレノール 576-26-

1

1 2 - - 1(腎

臓、肝

臓、脾

- - 3 外 ○

群 一種 80 キシレン 1330-

20-7

1 Y

Y

1 外 外 1(呼吸

器、神

経系)

1B - 2 外 ○

個

別

一種 81 キノリン 91-22-5 1 1 2 2 2 2(肝

臓、眼

(網膜))

- - 3 3 ○

群 一種 82 銀及びその水溶性

化合物

- 1 農薬

及び

その

他の

用途

1 1 - - 1 2 - 1 1 ○

個

別

一種 83 クメン 98-82-8 1 2 外 外 1(中枢

神経系)

- - 2 2 ○

個

別

一種 84 グリオキサール 107-22-

2

1 1 2 外 外 1(呼吸

器)

- - 3 外 △ 生殖細胞

変異原性

なし

個

別

一種 85 グルタルアルデヒ

ド

111-30-

8

1 1 2 1 1 外 外 1(気道) 外 1 1 外 △ 生殖細胞

変異原性

なし
群 一種 86 クレゾール 1319-

77-3

1 Y

Y

2 外 外 1(心血

管系、

血液

系、腎

臓、中

枢神経

- - 2 2 ○

群 一種 87 クロム及び三価ク

ロム化合物

- 1 1 3 1 1 外 2 - - 1 - - △ 特定標的

臓器（反

群 特定

一種

88 六価クロム化合物 - 1 * 1 1 3 2 1 2 1 1 1A 1B 1 1B 1 1 1 ○

群 一種 89 クロロアニリン - 1 Y

Y

2 1 3 1 2 2 1、2 2 - 1 1 ○

物質リスト-1-5



物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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*

2

PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 90 2-クロロ-4-エチ

ルアミノ-6-イソプ

ロピルアミノ-

1912-

24-9

1 農薬 2 1 外 外 2(心

臓、脾

臓)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 91 2-（4-クロロ-6-

エチルアミノ-

1,3,5-トリアジン-

2-イル）アミノ-2-

メチルプロピオノ

21725-

46-2

1 農薬 1 1 外 外 2(腎

臓、心

臓)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 92 4-クロロ-3-エチ

ル-1-メチル-N-

［4-（パラトリルオ

キシ）ベンジル］ピ

ラゾール-5-カル

129558-

76-5

1 農薬 3 外 外 1(肝

臓、膵

臓、生

殖器)、

2(心臓)

2 - 外 4 ○

個

別

一種 93 2-クロロ-2'-エチ

ル-N-（2-メトキシ

-1-メチルエチル）

-6'-メチルアセトア

51218-

45-2

1 農薬 2 1 外 外 - 外 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし

個

別

特定

一種

94 クロロエチレン 75-01-4 1 Y

Y

1 1 1 3 1A 2 1(肝

臓、神

経系、

呼吸

2 - 3 3 ○

個

別

一種 95 3-クロロ-N-（3-

クロロ-5-トリフル

オロメチル-2-ピ

リジル）-アルファ ,

アルファ ,アルファ

-トリフルオロ-

79622-

59-6

1 農薬 * 3 1 外 外 2(肝

臓、消

化管)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 96 1-［［2-［2-クロ

ロ-4-（4-クロロ

フェ ノキシ）フェ ニ

ル］-4-メチル-

1,3-ジオキソラン

119446-

68-3

1 農薬 3 1 外 外 - 外 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし

個

別

一種 97 1-クロロ-2-（ク

ロロメチル）ベン

ゼン

611-19-

8

1 1 - 外 1(胃、

呼吸器

系、造

- - 1 1 ○

個

別

一種 98 クロロ酢酸 79-11-8 1 1 3 1 外 - 2(呼吸

器、心

臓、肝

臓)

2 - 1 外 △ 生殖細胞

変異原性

なし

個

別

一種 99 クロロ酢酸エチル 105-39-

5

1 2 - - - - - 2 外 ○

個

別

一種 100 2-クロロ-2',6'-ジ

エチル-N-（2-プ

ロポキシエチル）

51218-

49-6

1 農薬 Y

Y

1 外 外 - 外 - 1 1 ○

個

別

一種 101 2-クロロ-2',6'-ジ

エチル-N-（メトキ

シメチル）アセトア

15972-

60-8

1 農薬 2 3 1 - 外 2(肝臓) 外 - 1 1 ○

個

別

一種 102 1-クロロ-2,4-ジ

ニトロベンゼン

97-00-7 1 * 1 1 - 2 1(血液

系)、

2(神経

- - 1 1 ○

個

別

一種 103 1-クロロ-1,1-ジ

フルオロエタン

75-68-3 1 オゾ

ン層

破壊

物質

Y

Y

1 - 外 - 外 - 3 3 O3

個

別

一種 104 クロロジフルオロ

メタン

75-45-6 1 オゾ

ン層

破壊

物質

Y

Y

1 外 外 - 1B - - - O3

個

別

一種 105 2-クロロ-1,1,1,2-

テトラフルオロエ

タン

2837-

89-0

1 オゾ

ン層

破壊

1 - 外 - - - - - O3

物質リスト-1-6



物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 106 クロロトリフルオ

ロエタン

- 1 オゾ

ン層

破壊

物

1 外 - - - - - - O3

個

別

一種 107 クロロトリフルオ

ロメタン

75-72-9 1 オゾ

ン層

破壊

物質

1 - - - - - - - O3

個

別

一種 108 （RS）-2-（4-クロ

ロ-オルト-トリル

オキシ）プロピオ

7085-

19-0

93-65-2

1 農薬 2 未 未 未 未 未 未 未 未

個

別

一種 109 オルト-クロロトル

エン

95-49-8 1 1 - 外 2(腎

臓、中

枢神経

系、肝

2 - 1 1 ○

個

別

一種 110 パラ-クロロトル

エン

106-43-

4

1 2 - 外 - 1B - 2 2 ○

個

別

一種 111 2-クロロ-4-ニト

ロアニリン

121-87-

9

1 2 - 外 - - - 2 2 ○

個

別

一種 112 2-クロロニトロベ

ンゼン

88-73-3 1 1 外 2 1(血

液、肝

2 - 1 1 ○

個

別

一種 113 2-クロロ-4,6-ビ

ス（エチルアミノ）-

1,3,5-トリアジン

122-34-

9

1 農薬 * 2 1 外 外 2(神経

系)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 114 （RS）-2-［2-（3-

クロロフェ ニル）-

2,3-エポキシプロ

ピル］-2-エチル

133220-

30-1

1 農薬 3 未 未 未 未 未 未 未 未

個

別

一種 115 4-（2-クロロフェ

ニル）-N-シクロ

ヘキシル-N-エチ

ル-4,5-ジヒドロ-

5-オキソ-1H-テト

ゾ

158237-

07-1

1 農薬 3 未 未 未 未 未 未 未 未

個

別

一種 116 （4RS,5RS）-5-

（4-クロロフェ ニ

ル）-N-シクロヘ

キシル-4-メチル-

2-オキソ-1,3-チ

ゾ ン

78587-

05-0

1 農薬 1 外 外 - 外 - 1 1 ○

個

別

一種 117 （RS）-1-パラ-ク

ロロフェ ニル-

4,4-ジメチル-3-

（1H-1,2,4-トリア

ゾール-1-イルメ

107534-

96-3

1 農薬 3 2 2 外 2（眼） 2 - 1 1 ○

個

別

一種 118 2-（4-クロロフェ

ニル）-2-（1H-

1,2,4-トリアゾール

-1-イルメチル）

88671-

89-0

1 農薬 3 2 外 外 2（腎

臓）

2 - 1 1 ○

個

別

一種 119 （RS）-4-（4-クロ

ロフェ ニル）-2-

フェ ニル-2-（1H-

1,2,4-トリアゾール

-1-イルメチル）

114369-

43-6

1 農薬 1 2 外 2（肝

臓）

2 - 1 1 ○

個

別

一種 120 オルト-クロロ

フェ ノール

95-57-8 1 * 2 - 外 - 1B - 2 2 ○

個

別

一種 121 パラ-クロロフェ

ノール

106-48-

9

1 * 2 - - - - - 2 2 ○

個

別

一種 122 2-クロロプロピ

オン酸

598-78-

7

1 2 - - 2(精

巣、中

枢神経

- - 外 外 ○

物質リスト-1-7



物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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個
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政

令

番
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製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 123 3-クロロプロペ

ン

107-05-

1

1 3 2 2 外 1(神経

系、腎

臓、心

臓、肝

臓)

2 - 3 外 ○

個

別

一種 124 1-（2-クロロベン

ジル）-3-（1-メチ

ル-1-フェ ニルエ

99485-

76-4

1 農薬 3 未 未 未 未 未 未 未 未

個

別

一種 125 クロロベンゼン 108-90-

7

1 Y

Y

1 3 1 2 2 1(中枢

神経

系、末

梢神経

系、血

液系)、

2(肝

外 - 1 1 ○

個

別

一種 126 クロロペンタフル

オロエタン

76-15-3 1 オゾ

ン層

破壊

物質

Y

Y

1 - - 外 - - - - O3

個

別

一種 127 クロロホルム 67-66-3 1 Y 2 1 3 2 2 2 1(中枢

神経

系、腎

臓、肝

臓、呼

2 - 2 2 ○

個

別

一種 128 クロロメタン 74-87-3 1 Y

Y

1 外 1B 1(肝

臓、腎

臓、中

枢神経

系)

1B - 外 外 ○

個

別

一種 129 4-クロロ-3-メチ

ルフェ ノール

59-50-7 1 1 - 外 2（脳、

腎臓、

肝臓）

- - 1 外 ○

個

別

一種 130 （4-クロロ-2-メ

チルフェ ノキシ）

酢酸

94-74-6 1 農薬 2 外 - 2(血液

系、腎

臓、皮

膚)

2 - 3 3 ○

個

別

一種 131 3-クロロ-2-メチ

ル-1-プロペン

563-47-

3

1 2 1 2 - 外 - - 1 2 2 △ 発がん

性、生殖

細胞変異
群 一種 132 コバルト及びその

化合物

- 2 2 2 1 2 2 1、2 2 1 1 1 ○

個

別

一種 133 酢酸2-エトキシエ

チル

111-15-

9

1 2 - 外 - 1B - 3 外 ○

個

別

一種 134 酢酸ビニル 108-05-

4

1 Y

Y

2 1 3 2 2 2 2(呼吸

器)

外 - 2 外 ○

個

別

一種 135 酢酸2-メトキシエ

チル

110-49-

6

1 2 2 - 外 - 1B - 3 外 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
個

別

一種 136 サリチルアルデヒ

ド

90-02-8 1 2 - - 2(肝臓) - - 2 外 ○

個

別

一種 137 シアナミド 420-04-

2

1 農薬

及び

その

他の

用途

1 3 - 2 - - - 3 3 △ 特定標的

臓器（反

復）なし

個

別

一種 138 （RS）-2-シアノ-

N-［（R）-1-（2,4-

ジクロロフェ ニ

ル）エチル］-3,3-

139920-

32-4

1 農薬 3 未 未 未 未 未 未 未 未
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 139 （S）-アルファ -シ

アノ-3-フェ ノキシ

ベンジル=

（1R,3S）-2,2-ジメ

チル-3-（1,2,2,2-

テトラブロモエチ

66841-

25-6

1 農薬 3 1 外 外 2(全身

性)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 140 （RS）-アルファ -

シアノ-3-フェ ノキ

シベンジル

=2,2,3,3-テトラメ

チルシクロプロパ

39515-

41-8

1 農薬 1 外 外 2（神経

系）

2 - 1 1 ○

個

別

一種 141 トランス-1-（2-シ

アノ-2-メトキシイ

ミノアセチル）-3-

57966-

95-7

1 農薬 1 外 外 - - - 2 2 ○

個

別

一種 142 2,4-ジアミノアニ

ソール

615-05-

4

1 2 1 2 2 2(経口･

甲状腺)

- - - - ○

個

別

一種 143 4,4'-ジアミノジフェ

ニルエ-テル

101-80-

4

1 2 1 2 - 2(血

液、中

枢神経)

- - - - △ 生殖細胞

変異原性

なし
群 一種 144 無機シアン化合物

（錯塩及びシアン

酸塩を除く。）

- 1 農薬

及び

その

他の

用途

Y 1 3 1 - - 1 - - 1 1 ○

個

別

一種 145 2-（ジエチルアミ

ノ）エタノール

100-37-

8

1 3 - 外 2(肝臓) 外 - 3 外 ○

個

別

一種 146 O-2-ジエチルアミ

ノ-6-メチルピリミ

ジン-4-イル

=O,O-ジメチル=ホ

29232-

93-7

1 農薬 1 外 外 1（神経

系）

2 - - - △ 生態毒性

なし

個

別

一種 147 N,N-ジエチルチオ

カルバミン酸S-

4-クロロベンジル

28249-

77-6

1 農薬 * 1 3 1 外 2 - 外 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
個

別

一種 148 N,N-ジエチル-3-

（2,4,6-トリメチル

フェ ニルスルホニ

ル）-1H-1,2,4-トリ

アゾール-1-カル

125306-

83-4

1 農薬 3 1 外 外 2(消化

管)

2 - 1 1 ○

個

別

一種 149 四塩化炭素 56-23-5 1 オゾ

ン層

破壊

物質

Y

Y

2 2 3 1 1 2 外 1(肝

臓、血

液、腎

臓、呼

2 - 1 1 O3

個

別

一種 150 1,4-ジオキサン 123-91-

1

1 Y

Y

2 1 3 2 外 1(腎

臓、肝

臓、中

枢神経

系)、

外 - 外 外 △ 生殖細胞

変異原性

なし

個 一種 151 1,3-ジオキソラン 646-06- 1 1 - 2 - 2 - 外 外 ○

個

別

一種 152 1,3-ジカルバモイ

ルチオ-2-（N,N-

ジメチルアミノ）-

15263-

53-3

1 農薬 1 - - - - - 1 1 ○

個

別

一種 153 シクロヘキサ-1-

エン-1,2-ジカル

ボキシイミドメチ

ル=（1RS）-シス-

トランス-2,2-ジメ

チル-3-（2-メチ

ルプロパ-1-エニ

7696-

12-0

1 1 - 外 - - - 1 1 ○

物質リスト-1-9



物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 154 シクロヘキシルア

ミン

108-91-

8

1 1 外 1B 1(血液

系、甲

状腺、

心臓、

腎臓、

呼吸

2 - 3 外 ○

個

別

一種 155 N-（シクロヘキシ

ルチオ）フタルイミ

ド

17796-

82-6

1 1 - 外 2（肺） 外 - 1 1 ○

群 一種 156 ジクロロアニリン 27134-

27-6

2 Y

Y

1 - - 2 - - 1 1 ○

個

別

一種 157 1,2-ジクロロエタ

ン

107-06-

2

1 Y

Y

2 1 2 2 2 1(神経

系、肝

臓、甲

状腺)、

2(腎臓)

外 - 3 外 ○

個

別

一種 158 1,1-ジクロロエチ

レン

75-35-4 1 * 1 2 3 外 外 1(肝

臓)、

2(腎臓)

2 - 3 外 △ 生殖細胞

変異原性

なし

個

別

一種 159 シス-1,2-ジクロロ

エチレン

156-59-

2

2 Y

Y

1 3 外 2 2(血液

系)

- - 外 外 ○

個

別

一種 160 3,3'-ジクロロ-

4,4'-ジアミノジフェ

ニルメタン

101-14-

4

1 Y

Y

2 1 1 1 1B 2 2(血液

系、呼

吸器、

肝臓)

- - 1 1 ○

個

別

一種 161 ジクロロジフルオ

ロメタン

75-71-8 1 オゾ

ン層

破壊

物質

Y

Y

1 外 外 1(神経

系)

外 外 - - O3

個

別

一種 162 3,5-ジクロロ-N-

（1,1-ジメチル-2-

プロピニル）ベン

23950-

58-5

1 農薬 * 2 2 外 外 2(肝

臓、腎

臓)

外 - 2 2 ○

個

別

一種 163 ジクロロテトラフ

ルオロエタン

- 1 オゾ

ン層

破壊

物質

Y

Y

1 外 - - - - - - O3

個

別

一種 164 2,2-ジクロロ-

1,1,1-トリフルオロ

エタン

306-83-

2

1 オゾ

ン層

破壊

物質

Y

Y

1 - 外 1(肝) 外 - 3 3 O3

個

別

一種 165 2,4-ジクロロトル

エン

95-73-8 1 * 2 - - 2（肝

臓、腎

2 - 2 外 ○

個

別

一種 166 1,2-ジクロロ-4-

ニトロベンゼン

99-54-7 1 1 1 - 外 1(血液

系、肝

臓、腎

臓)、

2(脾臓)

2 - 2 2 △ 生殖細胞

変異原性

なし

個

別

一種 167 1,4-ジクロロ-2-

ニトロベンゼン

89-61-2 1 * 1 1 - - 1(血液

系)、

2(神経

系、肝

臓、精

2 - 1 1 △ 生殖細胞

変異原性

なし

個

別

一種 168 3-（3,5-ジクロロ

フェ ニル）-N-イ

ソプロピル-2,4-

ジオキソイミダゾ

リジン-1-カルボ

36734-

19-7

1 農薬 1 2 外 2（造血

系）

2 - 1 1 ○

個

別

一種 169 3-（3,4-ジクロロ

フェ ニル）-1,1-ジ

330-54-

1

1 農薬 3 1 外 外 2(血液) 外 - 1 1 ○
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物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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製造・
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量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 170 （RS）-2-（2,4-ジ

クロロフェ ニル）-

3-（1H-1,2,4-トリ

アゾール-1-イ

ル）プロピル

112281-

77-3

1 農薬 3 2 外 1（肝

臓）

2 - - - ○

個

別

一種 171 （2RS,4RS）-1-

［2-（2,4-ジクロロ

フェ ニル）-4-プ

ロピル-1,3-ジオ

キソラン-2-イル

メチル］-1H-

1,2,4-トリアゾール

及び（2RS,4SR）-

1-［2-（2,4-ジク

ロロフェ ニル）-

4-プロピル-1,3-

60207-

90-1

1 農薬 1 外 外 - 2 - 1 1 ○

個

別

一種 172 3-［1-（3,5-ジク

ロロフェ ニル）-

1-メチルエチル］-

3,4-ジヒドロ-6-メ

チル-5-フェ ニル

オ

153197-

14-9

1 農薬 3 未 未 未 未 未 未 未 未

個

別

一種 173 （RS）-3-（3,5-ジ

クロロフェ ニル）-

5-メチル-5-ビニ

ル-1,3-オキサゾ

50471-

44-8

5 Y

Y

3 2 外 2（肝

臓、腎

臓、副

腎）

1B - 1 1 ○

個

別

一種 174 3-（3,4-ジクロロ

フェ ニル）-1-メト

キシ-1-メチル尿

330-55-

2

1 農薬 2 2 1 - 外 2(血液

系)

外 - 1 1 △ 生殖毒性

なし

個

別

一種 175 2,4-ジクロロフェ

ノキシ酢酸

94-75-7 1 農薬 * 2 3 1 外 外 2(肝) 2 - 1 1 △ 発がん性

なし

個

別

一種 176 1,1-ジクロロ-1-

フルオロエタン

1717-

00-6

1 オゾ

ン層

破壊

物質

Y

Y

1 - 外 - 2 - 3 3 O3

個

別

一種 177 ジクロロフルオロ

メタン

75-43-4 1 オゾ

ン層

破壊

物質

1 - - 1(肝臓) 2 - - - O3

個

別

一種 178 1,2-ジクロロプロ

パン

78-87-5 1 * 2 2 外 外 1(腎

臓、肝

臓、血

液系)、

2(呼吸

2 - 3 3 ○

個

別

一種 179 1,3-ジクロロプロ

ペン

542-75-

6

1 農薬 Y

Y

2 1 2 3 1 2 外 2(胃) 外 - 1 1 △ 生殖細胞

変異原性

個

別

一種 180 3,3'-ジクロロベン

ジジン

91-94-1 1 Y 2 1 1 2 2 - - - 1 1 ○

群 一種 181 ジクロロベンゼン - 1 Y

Y

1 3 1 2 2 1、2 1B - 1 1 ○

個

別

一種 182 2-［4-（2,4-ジク

ロロベンゾイル）

-1,3-ジメチル-5-

ピラゾリルオキ

71561-

11-0

1 農薬 3 1 外 外 1(膵臓) 外 - 1 1 ○

個

別

一種 183 4-（2,4-ジクロロ

ベンゾイル）-

1,3-ジメチル-5-

ピラゾリル=4-ト

58011-

68-0

1 農薬 3 外 - 2(生殖

器)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 184 2,6-ジクロロベン

ゾニトリル

1194-

65-6

1 農薬 2 外 外 2(肝臓) 外 - 2 2 ○

物質リスト-1-11



物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 185 ジクロロペンタフ

ルオロプロパン

- 1 オゾ

ン層

破壊

物質

Y

Y

1 - - - - - - - O3

個

別

一種 186 ジクロロメタン 75-09-2 1 Y

Y

2 1 2 2 2 外 1(中枢

神経

系、肝

臓)

- - 2 2 △ 生殖細胞

変異原性

なし

個

別

一種 187 2,3-ジシアノ-1,4-

ジチアアントラキ

3347-

22-6

1 農薬 3 1 外 外 2(血液

系)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 188 N,N-ジシクロヘキ

シルアミン

101-83-

7

1 1 - - 2（神経

系）

2 - 2 2 ○

個

別

一種 189 N,N-ジシクロヘキ

シル-2-ベンゾチ

アゾールスルフェ

ンアミド

4979-

32-2

1 * 1 - 外 2(腎

臓、副

腎、胸

腺、中

枢神経

- - 外 4 △ 生態毒性

なし

個

別

一種 190 ジシクロペンタジ

エン

77-73-6 1 2 - - 1(腎

臓)、

2(循環

器、肝

外 - 2 2 ○

個

別

一種 191 1,3-ジチオラン-

2-イリデンマロン

酸ジイソプロピル

50512-

35-1

1 農薬 Y

Y

3 3 2 外 外 - 外 - 2 2 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
個

別

一種 192 ジチオりん酸O-エ

チル-S,S-ジフェ

ニル

17109-

49-8

1 農薬 3 1 - - 1(肝

臓、腎

臓、副

腎)、

- - 1 1 ○

個

別

一種 193 ジチオりん酸O,O-

ジエチル-S-（2-

エチルチオエチ

298-04-

4

1 農薬 Y 1 2 1 外 外 1(神経

系)

2 - 1 1 ○

個

別

一種 194 ジチオりん酸O,O-

ジエチル-S-［（6-

クロロ-2,3-ジヒド

ロ-2-オキソベン

ゾオキサゾリニ

2310-

17-0

1 農薬 3 1 - - 1(神経

系)

- - 1 1 ○

個

別

一種 195 ジチオりん酸O-

2,4-ジクロロフェ

ニル-O-エチル-

34643-

46-4

1 農薬 3 1 外 外 - 外 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
個

別

一種 196 ジチオりん酸S-

（2,3-ジヒドロ-5-

メトキシ-2-オキソ

-1,3,4-チアジア

ゾール-3-イル）

950-37-

8

1 農薬 Y 2 1 外 外 1(肝臓) 2 - 1 1 ○

個

別

一種 197 ジチオりん酸O,O-

ジメチル-S-1,2-

ビス（エトキシカル

ボニル）エチル

121-75-

5

1 農薬 3 1 外 外 外 外 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし

個

別

一種 198 ジチオりん酸O,O-

ジメチル-S-［（N-

メチルカルバモイ

60-51-5 1 農薬 2 2 外 外 2(神経

系)

外 - 2 2 ○

個

別

一種 199 ジナトリウム=2,2'-

ビニレンビス［5-

（4-モルホリノ-6-

アニリノ-1,3,5-トリ

アジン-2-イルア

ン ン

16090-

02-1

1 2 - - - - - 外 外 × 生態毒性

なし

物質リスト-1-12



物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

群 一種 200 ジニトロトルエン 25321-

14-6

1 Y

Y

2 1 3 3 3 1 2 外 1(心血

管系、

血液

系、神

経系、

肝臓、

腎臓)、

2 - - - △ 生殖細胞

変異原

性、生態

毒性なし

個

別

一種 201 2,4-ジニトロフェ

ノール

51-28-5 1 1 1 - 2 1(心血

管系、

血液

系、視

覚器、

神経

系、腎

臓、肝

2 - 1 1 ○

個

別

一種 202 ジビニルベンゼン 1321-

74-0

1 1 2 2 2 2(肝

臓、腎

臓、胸

2 - 2 2 ○

個

別

一種 203 ジフェ ニルアミン 122-39-

4

1 1 外 - 1(心血

管系、

血液、

膀胱)、

2(腎臓)

2 - 1 1 ○

個

別

一種 204 ジフェ ニルエ-テ

ル

101-84-

8

1 1 - - - - - 2 2 ○

個

別

一種 205 1,3-ジフェ ニルグ

アニジン

102-06-

7

1 2 - 外 - 2 - 2 2 ○

個

別

一種 206 N-ジブチルアミノ

チオ-N-メチルカ

ルバミン酸2,3-ジ

ヒドロ-2,2-ジメチ

ル-7-ベンゾ［ｂ］

55285-

14-8

1 農薬 3 1 外 外 2(血液

系)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 207 2,6-ジ-タ-シャリ-

ブチル-4-クレ

ゾール

128-37-

0

1 Y

Y

1 外 外 2(肺、

肝臓、

甲状腺)

外 外 1 1 ○

個

別

一種 208 2,4-ジ-タ-シャリ-

ブチルフェ ノール

96-76-4 1 2 - - 2（腎

臓）

- - 1 1 ○

個

別

一種 209 ジブロモクロロメ

タン

124-48-

1

5 Y

Y

1 1 外 2 2(肝

臓、腎

臓)

外 - 2 2 ○

個

別

一種 210 2,2-ジブロモ-2-

シアノアセトアミド

10222-

01-2

1 1 - - 2（全身

毒性）

- - 1 1 ○

個

別

一種 211 ジブロモテトラフ

ルオロエタン

- 1 オゾ

ン層

破壊

物質

Y

Y

1 - - - - - - - O3

個

別

一種 212 （RS）-O,S-ジメチ

ル=アセチルホスホ

ルアミドチオアート

30560-

19-1

1 農薬 2 2 外 外 2（神経

系）

2 - 2 2 ○

個

別

一種 213 N,N-ジメチルアセト

アミド

127-19-

5

1 2 外 外 1(肝臓) 1B - 外 外 ○

個

別

一種 214 2,4-ジメチルアニ

リン

95-68-1 1 2 外 - 1(血液

系、肝

臓)

- - 2 2 ○

個

別

一種 215 2,6-ジメチルアニ

リン

87-62-7 1 * 2 2 外 2（血液

腎臓）

2 - 3 外 ○
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物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 216 N,N-ジメチルアニ

リン

121-69-

7

1 2 外 - 1(血

液、脾

臓、肝

- - 2 2 ○

個

別

一種 217 5-ジメチルアミノ-

1,2,3-トリチアン

31895-

21-3

1 農薬 1 外 外 2(神経

系)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 218 ジメチルアミン 124-40-

3

1 3 3 外 外 1(呼吸

器系)

- - 2 外 ○

個

別

一種 219 ジメチルジスルフィ

ド

624-92-

0

1 3 1 - 外 1(呼吸

器、嗅

覚器)、

2(血液)

2 - 2 2 ○

群 一種 220 ジメチルジチオカ

ルバミン酸の水溶

- 1 1 - - 2 - - 1 1 ○

個

別

一種 221 2,2-ジメチル-2,3-

ジヒドロ-1-ベン

ゾフラン-7-イル

=N-［N-（2-エトキ

シカルボニルエチ

ル）-N-イソプロ

82560-

54-1

1 農薬 1 外 外 - 外 - 1 1 ○

個

別

一種 222 N,N-ジメチルチオ

カルバミン酸S-

4-フェ ノキシブチ

62850-

32-2

1 農薬 1 1 外 2 2(肝臓) 外 - 1 1 ○

個

別

一種 223 N,N-ジメチルドデ

シルアミン

112-18-

5

1 1 - 外 - 2 - 1 1 ○

個

別

一種 224 N,N-ジメチルドデ

シルアミン=N-オ

キシド

1643-

20-5

1 Y

Y

1 - - - - - 1 1 ○

個

別

一種 225 ジメチル=2,2,2-ト

リクロロ-1-ヒドロ

キシエチルホスホ

52-68-6 1 農薬 3 3 1 外 外 - 2 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
個

別

一種 226 1,1-ジメチルヒドラ

ジン

57-14-7 1 2 1 1 1 2 1B 1(肝

臓、神

経系、

血液

2 - 2 2 ○

個

別

一種 227 1,1'-ジメチル-

4,4'-ビピリジニウ

ム=ジクロリド

1910-

42-5

1 農薬 3 外 外 2(肺) 外 - 1 1 ○

個

別

一種 228 3,3'-ジメチルビ

フェ ニル-4,4'-ジ

イル=ジイソシア

91-97-4 1 1 - - - - - - - × 生殖細胞

変異原性

なし
個

別

一種 229 ジメチル=4,4'-（オ

ルト-フェ ニレン）

ビス（3-チオアロ

23564-

05-8

1 農薬 2 外 外 2（甲状

腺）

外 - 2 2 ○

個

別

一種 230 N-（1,3-ジメチル

ブチル）-N'-フェ

ニル-パラ-フェ

793-24-

8

1 Y

Y

1 - 外 2(血液

系)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 231 3,3'-ジメチルベン

ジジン

119-93-

7

1 * 2 1 2 2 2 - - - 2 2 ○

個

別

一種 232 N,N-ジメチルホル

ムアミド

68-12-2 1 Y

Y

1 2 外 2 1(肝臓) 1B - 外 外 ○

個

別

一種 233 2-［（ジメトキシホ

スフィノチオイル）

チオ］-2-フェ ニ

ル酢酸エチル

2597-

03-7

1 農薬 3 1 外 外 2(血液

系、肝

臓)

2 - 1 1 ○

個

別

一種 234 臭素 7726-

95-6

1 1 - - 1(呼吸

器系、

神経

系、内

- - 1 1 ○
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物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

群 一種 235 臭素酸の水溶性

塩

- 1 2 2 2 2 - - - - - △ 特定標的

臓器（反

個

別

一種 236 3,5-ジヨ-ド-4-オ

クタノイルオキシ

ベンゾニトリル

3861-

47-0

1 農薬 1 外 外 - 外 - 1 1 ○

群 一種 237 水銀及びその化合

物

- 2 Y

Y

2 1 1 1 1 1 外 2 1 1A - 1 1 △ 発がん性

なし

個

別

一種 238 水素化テルフェニ

ル

61788-

32-7

1 3 - 外 2（肝

臓）

外 - - - ○

群 一種 239 有機スズ化合物 - 1 Y

Y

2 1 外 外 1 外 - 1 1 ○

個

別

一種 240 スチレン 100-42-

5

1 Y

Y

2 1 3 2 2 2 1(呼吸

器、神

経系、

血液

系、肝

1B - 2 外 ○

個

別

一種 241 2-スルホヘキサデ

カン酸-1-メチル

エステルナトリウ

4016-

24-4

1 2 - - 2(消化

器系)

- - 2 2 ○

群 一種 242 セレン及びその化

合物

- 1 Y 2 2 2 1 外 2 1 2 - 1 1 △ 発がん性

なし

群 特定

一種

243 ダイオキシン類 - 5 Y

Y

1 1 1 - 2 1 1B - 1 1 △

個

別

一種 244 2-チオキソ-3,5-

ジメチルテトラヒド

ロ-2H-1,3,5-チア

533-74-

4

1 農薬 1 外 外 2(肝臓) 2 - 1 1 ○

個

別

一種 245 チオ尿素 62-56-6 1 2 1 3 2 2 外 1(甲状

腺)

2 - 2 2 △ 生殖細胞

変異原性

なし
個

別

一種 246 チオフェ ノール 108-98-

5

1 2 1 - - 1(腎臓) 2 - 1 1 ○

個

別

一種 247 チオりん酸O-1-

（4-クロロフェ ニ

ル）-4-ピラゾリ

ル-O-エチル-S-

77458-

01-6

1 農薬 2 - - - - - - - × 特定標的

臓器（反

復）なし

個

別

一種 248 チオりん酸O,O-ジ

エチル-O-（2-イ

ソプロピル-6-メ

チル-4-ピリミジ

333-41-

5

1 農薬 * 2 1 1 外 - 2(腎

臓、神

経系、

肝臓、

外 - 1 1 ○

個

別

一種 249 チオりん酸O,O-ジ

エチル-O-（3,5,6-

トリクロロ-2-ピリ

ジル）

2921-

88-2

1 農薬 Y 2 2 1 外 外 1(神経

系、副

腎)、

2(眼)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 250 チオりん酸O,O-ジ

エチル-O-（5-

フェ ニル-3-イソ

18854-

01-8

1 農薬 Y 2 1 外 外 - 外 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
個

別

一種 251 チオりん酸O,O-ジ

メチル-O-（3-メ

チル-4-ニトロ

122-14-

5

1 農薬 Y 2 3 1 外 外 1(神経

系)

外 外 1 1 ○

個

別

一種 252 チオりん酸O,O-ジ

メチル-O-（3-メ

チル-4-メチルチ

55-38-9 1 農薬 Y

Y

2 2 1 外 外 1(神経

系)

2 - 1 1 ○

個

別

一種 253 チオりん酸O-4-

ブロモ-2-クロロ

フェ ニル-O-エチ

41198-

08-7

1 農薬 3 1 外 外 - 外 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
個

別

一種 254 チオりん酸S-ベン

ジル-O,O-ジイソ

プロピル

26087-

47-8

1 農薬 Y

Y

2 1 外 外 - 外 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
個

別

一種 255 デカブロモジフェ

ニルエ-テル

1163-

19-5

1 Y

Y

1 3*

**

外 2 2(肝

臓、腎

臓、甲

外 - 外 外 ○
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物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 256 デカン酸 334-48-

5

1 2 - - 外 - - 3 3 ×

群 一種 257 デシルアルコ-ル - 1 1 - - - 2 - 1 1 ○

個

別

一種 258 1,3,5,7-テトラアザ

トリシクロ

［3,3,1,1(3,7)］デカ

100-97-

0

1 1 - 外 1(呼吸

器、腎

臓)

2 1 外 外 ○

個

別

一種 259 テトラエチルチウ

ラムジスルフィド

97-77-8 1 1 外 - 1(神経

系、肝

臓、甲

状腺、

内分泌

2 - 1 1 ○

個

別

一種 260 テトラクロロイソ

フタロニトリル

1897-

45-6

1 農薬 * 2 3 1 2 外 - 2 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

個

別

一種 261 4,5,6,7-テトラクロ

ロイソベンゾフラ

ン-1（3H）-オン

27355-

22-2

1 農薬 * 1 外 外 外 外 - 1 1 ○

個

別

一種 262 テトラクロロエチ

レン

127-18-

4

1 Y 2 2 1 1B 外 1(神経

系、肝

臓、呼

吸器、

腎臓)

2 - 1 1 ○

個

別

一種 263 テトラクロロジフ

ルオロエタン

- 1 オゾ

ン層

破壊

物質

1 - 外 - - - - - O3

個

別

一種 264 2,3,5,6-テトラクロ

ロ-パラ-ベンゾ

キノン

118-75-

2

1 1 2 - 外 2(中枢

神経

系、消

- - 2 2 △ 生殖細胞

変異原性

なし
個

別

一種 265 テトラヒドロメチル

無水フタル酸

11070-

44-3

1 1 1 2 - - - - 1 3 3 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
個

別

一種 266 2,3,5,6-テトラフル

オロ-4-メチルベ

ンジル=（Z）-3-

（2-クロロ-3,3,3-

トリフルオロ-1-

プロペニル）-

79538-

32-2

1 農薬 3 外 外 - 外 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし

個

別

一種 267 3,7,9,13-テトラメ

チル-5,11-ジオキ

サ-2,8,14-トリチ

ア-4,7,9,12-テトラ

アザペンタデカ-

ン

59669-

26-0

1 農薬 1 外 外 2(腎臓) 2 - 1 1 ○

個

別

一種 268 テトラメチルチウ

ラムジスルフィド

137-26-

8

1 農薬 * 1 2 1 外 1B 1(甲状

腺)、

2(神経

系、精

2 - 1 1 ○

個

別

一種 269 3,7,11,15-テトラメ

チルヘキサデカ-

1-エン-3-オール

505-32-

8

1 1 - 外 外 2 - 1 1 ○

個

別

一種 270 テレフタル酸 100-21-

0

1 Y

Y

2*

**

- 外 1(呼吸

器)、

2(膀胱)

2 - 外 外 ○

個

別

一種 271 テレフタル酸ジメチ

ル

120-61-

6

1 Y 1 2 - 外 1(神経

系、血

液系、

呼吸器

系、肝

臓

外 - 2 外 △ 生殖細胞

変異原性

なし

群 一種 272 銅水溶性塩（錯塩

を除く。）

- 1 農薬 1 1 - 2 1、2 2 - 1 1 ○
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物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 273 1-ドデカノール 112-53-

8

1 2 - 外 - - - 1 1 ○

個

別

一種 274 タ-シャリ-ドデカ

ンチオール

25103-

58-6

1 1 - - 2（肝

臓）

- - 1 1 ○

個

別

一種 275 ドデシル硫酸ナト

リウム

151-21-

3

1 2 - 外 2(腎臓) - - 1 外 ○

個

別

一種 276 3,6,9-トリアザウン

デカン-1,11-ジア

ミン

112-57-

2

1 1 - 外 - - - 1 1 ○

個

別

一種 277 トリエチルアミン 121-44-

8

1 3 2 外 - 1(中枢

神経系)

- - 2 2 ○

個

別

一種 278 トリエチレンテトラ

ミン

112-24-

3

1 * 1 2 - 外 - - - 3 3 × 生殖細胞

変異原性

なし
個

別

一種 279 1,1,1-トリクロロエ

タン

71-55-6 1 オゾ

ン層

破壊

物質

Y

Y

1 外 外 1(中枢

神経

系、肝

臓、心

臓)、

2 - 2 2 O3

個

別

一種 280 1,1,2-トリクロロエ

タン

79-00-5 1 Y

Y

1 2 2 外 1(神経

系、消

化管、

腎臓、

呼吸

器

- - 3 外 △ 生殖細胞

変異原性

なし

個

別

一種 281 トリクロロエチレ

ン

79-01-6 1 Y 2 1 2 2 1B 2 1(中枢

神経系)

1B 外 2 2 ○

個

別

一種 282 トリクロロ酢酸 76-03-9 2 Y

Y

3 2 2 外 2 - 外 外 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
個

別

一種 283 2,4,6-トリクロロ-

1,3,5-トリアジン

108-77-

0

1 2*

**

- 外 1(呼吸

器、肝

臓、脾

臓、血

液系、

腎臓、

臓

2 - 外 外 ○

個

別

一種 284 トリクロロトリフル

オロエタン

- 1 オゾ

ン層

破壊

物質

Y

Y

2 1 外 外 1(中枢

神経

系、肝

臓)

外 - 2 2 O3

個

別

一種 285 トリクロロニトロメ

タン

76-06-2 1 農薬

及び

その

他の

用途

* 2 1 外 - 1(呼吸

器、中

枢神経

系)、

2(血液

- - 1 1 ○

個

別

一種 286 （3,5,6-トリクロロ

-2-ピリジル）オキ

55335-

06-3

1 農薬 1 外 外 2(腎臓) 外 - 2 2 ○

個

別

一種 287 2,4,6-トリクロロ

フェ ノール

88-06-2 5 Y

Y

2 1 1 2 - 外 - - 1 外 △ 生殖細胞

変異原性

なし
個

別

一種 288 トリクロロフルオ

ロメタン

75-69-4 1 オゾ

ン層

破壊

物質

Y

Y

1 外 - 外 2 - - - O3
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物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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2

PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 289 1,2,3-トリクロロプ

ロパン

96-18-4 2 Y

Y

2 2 2 1B 外 1(肝

臓、呼

吸器、

血液)、

2(腎

1B - 2 2 ○

群 一種 290 トリクロロベンゼ

ン

12002-

48-1

1 Y

Y

3 1 外 外 2 - - 1 1 ○

個

別

一種 291 1,3,5-トリス（2,3-

エポキシプロピ

ル）-1,3,5-トリアジ

ン-2,4,6

2451-

62-9

1 1 2 - 1B - - 1 外 外 △ 特定標的

臓器（反

復）なし

個

別

一種 292 トリブチルアミン 102-82-

9

1 2 - - 2(中枢

神経系)

- - 2 2 ○

個

別

一種 293 アルファ ,アルファ ,

アルファ -トリフル

オロ-2,6-ジニト

ロ-N,N-ジプロピ

1582-

09-8

1 農薬 Y

Y

3 1 外 外 - 外 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし

個

別

一種 294 2,4,6-トリブロモ

フェ ノール

118-79-

6

1 Y

Y

1 - 外 2(肝

臓、腎

2 - 1 1 ○

個

別

一種 295 3,5,5-トリメチル-

1-ヘキサノール

3452-

97-9

1 2 - - 2(肝

臓、腎

臓)

2 - 2 2 ○

個

別

一種 296 1,2,4-トリメチルベ

ンゼン

95-63-6 1 Y

Y

2 - 外 2(中枢

神経

系、肺)

- - 2 2 ○

個

別

一種 297 1,3,5-トリメチルベ

ンゼン

108-67-

8

1 Y

Y

2 - 外 - - - 2 2 ○

群 一種 298 トリレンジイソシア

ネ-ト

26471-

62-5

1 2 1 1 1 1 1 2 外 1(呼吸

器)、

2(肝臓)

- 1 1 1 △ 生殖細胞

変異原性

なし
群 一種 299 トルイジン - 1 Y

Y

2 1 3 1 1B 外 1(血液

系)

2 - 1 1 △ 生殖細胞

変異原性

なし
個

別

一種 300 トルエン 108-88-

3

1 Y

Y

1 3 2 外 外 1(中枢

神経

系、腎

臓、肝

1A - 2 外 △ 生殖細胞

変異原性

なし

群 一種 301 トルエンジアミン - 1 Y

Y

2 1 3 2 2 外 1、2 2 - 2 2 △ 生殖細胞

変異原性

個

別

一種 302 ナフタレン 91-20-3 1 2 2 1 2 外 1(血

液、

眼、鼻)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 303 1,5-ナフタレンジ

イル=ジイソシア

3173-

72-6

1 1 外 - 2（呼吸

器）

- 1 - - ○

個

別

一種 304 鉛 7439-

92-1

1 Y

Y

2 2 1 2 2 2 1(造血

系、腎

臓、中

枢神経

系、末

梢神経

系、心

1A - - - ○

群 特定

一種

305 鉛化合物 - 1 Y

Y

2 1 1 1 1 2 2 1 1A - 1 1 ○

個

別

一種 306 二アクリル酸ヘキ

サメチレン

13048-

33-4

1 1 - - - - - 1 1 ○

個

別

一種 307 二塩化酸化ジルコ

ニウム

7699-

43-6

1 1 外 2 - - - 3 3 ○

個

別

一種 308 ニッケル 7440-

02-0

1 * 2 3 3 3 1 2 - 1(呼吸

器)

- 1 - 4 ○
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物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

群 特定

一種

309 ニッケル化合物 - 1 Y

Y

1 1 1 1 2 1 1 1A 2 1(腎

臓、呼

吸器、

2 1 1 1 ○

個

別

一種 310 ニトリロ三酢酸 139-13-

9

2 Y

Y

2 1 2 2 1B 2(腎臓) 外 - 3 3 ○

個

別

一種 311 オルト-ニトロアニ

ソール

91-23-6 1 2 1 2 2 2(血

液、肝

臓、脾

臓、膀

外 - 3 外 ○

個

別

一種 312 オルト-ニトロアニ

リン

88-74-4 1 1 - 外 - 2 - 2 外 △ 生殖細胞

変異原性

なし
個

別

一種 313 ニトログリセリン 55-63-0 1 2 - 外 1(心血

管系)

2 - 2 2 ○

個

別

一種 314 パラ-ニトロクロ

ロベンゼン

100-00-

5

1 * 1 2 2 2 2 2 1(血

液、精

巣)

2 - 2 2 ○

個

別

一種 315 オルト-ニトロトル

エン

88-72-2 1 3 2 外 外 1(血

液)、

2(肝臓)

2 - 2 2 ○

個

別

一種 316 ニトロベンゼン 98-95-3 1 Y

Y

2 2 3 3 2 外 1(神経

系、血

液系、

肝臓、

甲状

腺、呼

吸器、

精巣、

2 - 2 2 ○

個

別

一種 317 ニトロメタン 75-52-5 1 2 2 外 2(肝

臓、血

液、呼

吸器、

- - 3 3 ○

個

別

一種 318 二硫化炭素 75-15-0 1 1 3 3 3 2 - 2 1(中枢

神経

系、心

血管

系、腎

1B - 2 2 ○

個

別

一種 319 1-ノナノール 143-08-

8

2 Y

Y

2 - - 2（眼） - - 2 2 ○

個

別

一種 320 ノニルフェ ノール 25154-

52-3

1 Y

Y

3 1 - 外 2(腎臓) 1B - 1 1 ○

群 一種 321 バナジウム化合物 - 1 2 1 2 2 3 2 2 1B 1 2 - 2 2 ○

個

別

一種 322 5'-［N,N-ビス（2-

アセチルオキシエ

チル）アミノ］-2'-

（2-ブロモ-4,6-ジ

ニトロフェ ニルア

ゾ

3618-

72-2

1 1 - - - - - - - × 生殖細胞

変異原性

なし

個

別

一種 323 2,4-ビス（エチル

アミノ）-6-メチル

チオ-1,3,5-トリア

ジン

1014-

70-6

5 農薬 Y

Y

1 外 外 2(消化

管、肝

臓、精

巣、腎

臓)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 324 1,3-ビス［（2,3-エ

ポキシプロピル）

オキシ］ベンゼン

101-90-

6

1 2 1 2 2 外 - - - - ○

個

別

一種 325 ビス（8-キノリノラ

ト）銅

10380-

28-6

1 農薬 * 3 1 外 外 - 外 - 1 外 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
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物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 326 3,6-ビス（2-クロ

ロフェ ニル）-

1,2,4,5-テトラジン

74115-

24-5

1 農薬 3 外 外 2(肝

臓、血

液系)

- - 外 外 ○

個

別

一種 327 1,2-ビス（2-クロ

ロフェ ニル）ヒドラ

ジン

782-74-

1

1 1 - - - - - 1 1 ○

個

別

一種 328 ビス（N,N-ジメチル

ジチオカルバミン

酸）亜鉛

137-30-

4

1 農薬 1 3 1 外 1B 1(肝

臓)、

2(血液

系、副

腎、神

経系、

腎臓、

2 - 1 1 ○

個

別

一種 329 ビス（N,N-ジメチル

ジチオカルバミン

酸）N,N'-エチレン

ビス（チオカルバ

モイルチオ亜鉛）

64440-

88-6

1 農薬 1 外 外 - 外 - 1 1 ○

個

別

一種 330 ビス（1-メチル-

1-フェ ニルエチ

ル）=ペルオキシド

80-43-3 1 1 - - 1(鼻粘

膜)

- - 1 1 ○

個

別

一種 331 S,S-ビス（1-メチ

ルプロピル）=O-

エチル=ホスホロジ

95465-

99-9

1 農薬 2 1 外 外 1(神経

系)、

2(全身

外 - 1 1 ○

群 特定

一種

332 砒素及びその無機

化合物

- 1 Y

Y

1 1 2 1 2 1A 2 1 1A - 3 3 ○

個

別

一種 333 ヒドラジン 302-01-

2

1 Y

Y

2 1 1 1 1 1 2 2 1(肝

臓、呼

吸器、

腎臓、

2 - 1 1 ○

個

別

一種 334 4-ヒドロキシ安息

香酸メチル

99-76-3 1 2 - 外 - - - 3 3 ×

個

別

一種 335 N-（4-ヒドロキシ

フェ ニル）アセトア

ミド

103-90-

2

1 2 外 2 1(肝

臓、腎

臓、血

液系) 、

2(甲状

- - 2 2 ○

個

別

一種 336 ヒドロキノン 123-31-

9

1 Y

Y

1 1 2 1B 1(呼吸

器、血

液系)、

2(中枢

神経

系、肝

臓

1B - 1 外 ○

個

別

一種 337 4-ビニル-1-シク

ロヘキセン

100-40-

3

1 2 2 2 - 1(血液

系)、

2(腎臓)

2 - 2 2 ○

個

別

一種 338 2-ビニルピリジン 100-69-

6

1 Y 1 2 - - 2(神経

系、呼

吸器)

- - 2 2 △ 生殖細胞

変異原性

なし
個

別

一種 339 N-ビニル-2-ピロ

リドン

88-12-0 1 3 2 2 外 １（気

道、肝

臓、血

- - 3 外 ○

個

別

一種 340 ビフェ ニル 92-52-4 1 1 3 1 外 外 1(肝

臓、神

経系、

呼吸

器)、

外 - 1 外 △ 生殖細胞

変異原性

なし

個

別

一種 341 ピペラジン 110-85-

0

1 1 - - 1(神経

系、呼

吸器)

- 1 3 外 ○
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 342 ピリジン 110-86-

1

1 Y

Y

3 1 2 外 1(肝

臓、腎

臓、神

経系)、

2(血液

2 - 1 外 ○

個

別

一種 343 ピロカテコ-ル 120-80-

9

1 2 1 2 2 2 1(腎

臓)、

2(造血

系、肝

2 - 2 外 ○

個

別

一種 344 フェ ニルオキシラ

ン

96-09-3 1 2 1 2 1B 2 2(肝臓) 2 - 2 外 ○

個

別

一種 345 フェ ニルヒドラジ

ン

100-63-

0

1 2 1 2 1 2 2 1(血液) - - 1 外 ○

個

別

一種 346 2-フェ ニルフェ

ノール

90-43-7 1 Y 1 1 外 外 外 外 - 1 外 △ 生殖細胞

変異原性

なし
個

別

一種 347 N-フェ ニルマレイ

ミド

941-69-

5

1 1 - - - - - - - × 生殖細胞

変異原性

なし
群 一種 348 フェ ニレンジアミ - 1 1 2 1 2 2 1、2 2 1 1 1 ○

個

別

一種 349 フェ ノール 108-95-

2

1 Y

Y

1 2 外 1B 1(心血

管系、

肝臓、

消化

管、血

液系、

腎臓、

脾臓、

1B - 2 外 ○

個

別

一種 350 3-フェ ノキシベン

ジル=3-（2,2-ジク

ロロビニル）-

2,2-ジメチルシク

ロプロパンカル

52645-

53-1

1 農薬 1 外 外 - 外 - 1 1 ○

個

別

特定

一種

351 1,3-ブタジエン 106-99-

0

1 1 1 3 3 1A 1B 1(卵

巣)、

2(血液

系、心

臓、肝

臓、骨

- - - - ○

個

別

一種 352 フタル酸ジアリル 131-17-

9

1 1 1 - 1B 2（肝

臓）

- - 1 外 ○

個

別

一種 353 フタル酸ジエチル 84-66-2 1 2 外 - 外 外 - 2 外 ○

個

別

一種 354 フタル酸ジ-ノルマ

ル-ブチル

84-74-2 1 Y

Y

2 1 外 外 1(呼吸

器)、

2(精

巣、肝

2 - 1 外 ○

個

別

一種 355 フタル酸ビス（2-

エチルヘキシル）

117-81-

7

1 Y

Y

2 2 2 1 2 外 2(精

巣、肝

1B - 外 4 △ 生態毒性

なし

個

別

一種 356 フタル酸ノルマル-

ブチル=ベンジル

85-68-7 1 Y

Y

1 2 1 外 2 - 1B - 1 1 ○

個

別

一種 357 2-タ-シャリ-ブチ

ルイミノ-3-イソ

プロピル-5-フェ

ニルテトラヒドロ-

4H-1,3,5-チアジア

69327-

76-0

1 農薬 3 1 外 外 2(血液

系、肝

臓、腎

臓、甲

状腺、

外 - 1 1 ○
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物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 358 N-タ-シャリ-ブチ

ル-N'-（4-エチル

ベンゾイル）-

3,5-ジメチルベン

112410-

23-8

1 農薬 2 外 外 2(血液

系、肝

臓)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 359 ノルマル-ブチル-

2,3-エポキシプロ

ピルエ-テル

2426-

08-6

1 1 2 2 1(呼吸

器)

- - - - ○

個

別

一種 360 N-［1-（N-ノルマ

ル-ブチルカルバ

モイル）-1H-2-ベ

ンゾイミダゾリル］

カルバミン酸メチ

17804-

35-2

1 農薬 1 2 1 外 1B 2(肝臓) 1B - 1 1 ○

個

別

一種 361 ブチル=（R）-2-

［4-（4-シアノ-2-

フルオロフェ ノキ

シ）フェ ノキシ］プ

122008-

85-9

1 農薬 3 2 外 外 2(肝臓) 外 - 1 1 ○

個

別

一種 362 1-タ-シャリ-ブチ

ル-3-（2,6-ジイソ

プロピル-4-フェ

ノキシフェ ニル）

80060-

09-9

1 農薬 3 1 - 外 2(腎臓) 外 - 1 1 ○

個

別

一種 363 5-タ-シャリ-ブチ

ル-3-（2,4-ジクロ

ロ-5-イソプロポ

キシフェ ニル）-

1,3,4-オキサジア

19666-

30-9

1 農薬 3 1 - - 2（血液

肝臓）

2 - 1 1 ○

個

別

一種 364 タ-シャリ-ブチル

=4-［［［（1,3-ジメ

チル-5-フェ ノキ

シ-4-ピラゾリル）

メチリデン］アミノ

オ

134098-

61-6

1 農薬 3 1 外 外 2(血液

系、肝

臓、腎

臓)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 365 ブチルヒドロキシ

アニソール

25013-

16-5

1 2 1 2 外 - 2 - 2 2 ○

個

別

一種 366 タ-シャリ-ブチル=

ヒドロペルオキシ

ド

75-91-2 1 1 2 - 2 1(腎

臓)、

2(血液

系)

外 - 2 2 ○

個

別

一種 367 オルト-セカンダリ

-ブチルフェ ノー

ル

89-72-5 1 2 - - - - - 2 2 ○

個

別

一種 368 4-タ-シャリ-ブチ

ルフェ ノール

98-54-4 1 Y

Y

2 - 外 1（肝

臓、甲

- - 2 2 ○

個

別

一種 369 2-（4-タ-シャリ-

ブチルフェ ノキ

シ）シクロヘキシ

ル=2-プロピニル

2312-

35-8

1 農薬 3 1 外 外 2(血液

系)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 370 2-タ-シャリ-ブチ

ル-5-（4-タ-シャ

リ-ブチルベンジ

ルチオ）-4-クロ

ロ-3（2H）-ピリダ

96489-

71-3

1 農薬 3 1 外 外 - 外 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし

個

別

一種 371 N-（4-タ-シャリ-

ブチルベンジル）

-4-クロロ-3-エ

チル-1-メチルピ

ラゾール-5-カル

119168-

77-3

1 農薬 3 1 - 外 2(肝臓) 2 - 1 1 ○

個

別

一種 372 N-（タ-シャリ-ブ

チル）-2-ベンゾ

チアゾールスル

95-31-8 1 * 1 - 外 2(腎

臓、血

液系、

外 - 1 1 ○

個

別

一種 373 2-タ-シャリ-ブチ

ル-5-メチルフェ

ノール

88-60-8 1 2 - 外 2（肝

臓）

2 - 2 2 ○
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物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令
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号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

群 一種 374 ふっ化水素及びそ

の水溶性塩

- 1 1 3 2 - 2 1、2 2 - 3 3 ○

個

別

一種 375 2-ブテナール 4170-

30-3

1 Y

Y

1 3 2 1 2 1B 外 - - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

個

別

一種 376 N-ブトキシメチル

-2-クロロ-2',6'-

ジエチルアセトア

23184-

66-9

1 農薬 * 3 未 未 未 未 未 未 未 未

個

別

一種 377 フラン 110-00-

9

1 2 2 2 1（肝

臓、腎

臓、呼

吸器

系)、2

- - 3 外 ○

個

別

一種 378 N,N'-プロピレンビ

ス（ジチオカルバ

ミン酸）と亜鉛の

12071-

83-9

1 農薬 3 1 外 外 - 2 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
個

別

一種 379 2-プロピン-1-

オール

107-19-

7

1 3 2 - 2 1(肝

臓、腎

- - 2 外 ○

個

別

一種 380 ブロモクロロジフ

ルオロメタン

353-59-

3

1 オゾ

ン層

破壊

物質

Y

Y

1 - - - - - - - O3

個

別

一種 381 ブロモジクロロメ

タン

75-27-4 5 Y

Y

2 1 2 2 外 2(肝

臓、腎

臓、甲

外 - 3 3 △ 生殖細胞

変異原性

なし
個

別

一種 382 ブロモトリフルオ

ロメタン

75-63-8 1 オゾ

ン層

破壊

物質

Y

Y

1 - - 外 - - 外 外 O3

個

別

一種 383 5-ブロモ-3-セカ

ンダリ-ブチル-6-

メチル-1,2,3,4-テ

トラヒドロピリミジ

314-40-

9

1 農薬 1 2 外 外 外 - 1 1 ○

個

別

一種 384 1-ブロモプロパ

ン

106-94-

5

1 Y

Y

2 - 外 1（中枢

神経

系）

2 - 3 3 ○

個

別

特定

一種

385 2-ブロモプロパ

ン

75-26-3 1 * 3 1 - 外 1(精

巣、卵

巣、血

1A - 3 外 ○

個

別

一種 386 ブロモメタン 74-83-9 1 農

薬・

オゾ

ン層

破壊

物

Y

Y

1 1 1 1 外 外 1(神経

系、心

臓、精

巣)

2 - 1 1 O3

個

別

一種 387 ヘキサキス（2-メ

チル-2-フェ ニル

プロピル）ジスタノ

13356-

08-6

1 農薬 1 外 外 - 外 - 1 1 ○

個

別

一種 388 6,7,8,9,10,10-ヘキ

サクロロ-1,5,5

ａ,6,9,9ａ-ヘキサヒ

ドロ-6,9-メタノ-

2,4,3-ベンゾジオ

115-29-

7

1 農薬 3 2 1 外 外 1(腎

臓)、

2(肝臓)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 389 ヘキサデシルトリ

メチルアンモニウ

ム=クロリド

112-02-

7

1 1 - - - - - 1 1 ○

個

別

一種 390 ヘキサメチレンジ

アミン

124-09-

4

1 3*

**

- 外 1(呼吸

器、肝

臓)、

2(血液

系、腎

2 - 3 外 ○

個

別

一種 391 ヘキサメチレン=

ジイソシアネ-ト

822-06-

0

1 1 1 1 - 外 1(呼吸

器)

外 1 外 外 ○
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 392 ノルマル-ヘキサ

ン

110-54-

3

1 Y

Y

3 - 外 1(中枢

神経

系、末

梢神経

2 - 2 外 ○

個

別

一種 393 ベタナフト-ル 135-19-

3

1 Y 2 - 外 1(腎

臓)、

外 - 2 外 ○

群 特定

一種

394 ベリリウム及びそ

の化合物

- 4 Y

Y

1 1 1 1 1 1 1A - 1 - 1 - 4 △ 生態毒性

なし

群 一種 395 ペルオキソ二硫酸

の水溶性塩

- 1 1 - - 2 - 1 3 外 ○

個

別

一種 396 ペルフルオロ（オ

クタン-1-スルホ

ン酸）

1763-

23-1

5 Y

Y

2 - 外 - 1B - 2 2 ○

個

別

特定

一種

397 ベンジリジン=トリ

クロリド

98-07-7 1 1 1 1B 2 1(吸入

暴露：

肝臓、

腎臓、

甲状

腺、血

2 - 3 外 ○

個

別

一種 398 ベンジル=クロリド 100-44-

7

1 2 1 2 2 外 1(神経

系、呼

吸器)、

2(心

臓、肝

臓

2 - 1 外 △ 生殖細胞

変異原性

なし

個

別

一種 399 ベンズアルデヒド 100-52-

7

1 2 外 - 1(神経

系)

- - 2 外 ○

個

別

特定

一種

400 ベンゼン 71-43-2 1 Y

Y

1 1 2 2 2 2 1A 2 1(中枢

神経

系、造

2 - 2 2 ○

個

別

一種 401 1,2,4-ベンゼント

リカルボン酸1,2-

無水物

552-30-

7

1 2 1 - - 1(呼吸

器、血

液系)

- 1 外 外 ○

個

別

一種 402 2-（2-ベンゾチア

ゾリルオキシ）-N-

メチルアセトアニリ

73250-

68-7

1 農薬 3 1 - - 2(血液

系、腎

臓)

2 - 1 1 ○

個

別

一種 403 ベンゾフェ ノン 119-61-

9

1 2 2 外 2(肝

臓、腎

臓、血

液系、

外 - 2 2 ○

個

別

一種 404 ペンタクロロフェ

ノール

87-86-5 3 Y

Y

2 1 3 1 2 外 1(血液

系、神

経系、

呼吸

器、心

臓、肝

臓

1B - 1 1 ○

群 一種 405 ほう素化合物 - 1 Y

Y

1 - - 1、2 - - 3 3 ○

個

別

一種 406 ポリ塩化ビフェ ニ

ル

1336-

36-3

5 Y

Y

2 1 1 1 1B 外 1(肝

臓、皮

膚、免

1A - 1 1 ○

群 一種 407 ポリ（オキシエチレ

ン）=アルキルエ-

テル（アルキル基

の炭素数が12か

ら15までのもの及

物

- 1 1 - 外 - 外 - 1 1 ○

群 一種 408 ポリ（オキシエチレ

ン）=オクチルフェ

ニルエ-テル

9036-

19-5

1 2 - - - - - 1 1 ○

物質リスト-1-24



物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 409 ポリ（オキシエチレ

ン）=ドデシルエ-

テル硫酸エステル

9004-

82-4

1 2 - - - - - 2 2 ○

個

別

一種 410 ポリ（オキシエチレ

ン）=ノニルフェ ニ

ルエ-テル

9016-

45-9

1 Y

Y

1 - 外 2(肝

臓、心

血管系)

2 - 1 1 ○

個

別

特定

一種

411 ホルムアルデヒド 50-00-0 1 Y

Y

1 1 2 1 2 1A 2 1(呼吸

器、中

枢神経

- 1 2 外 ○

群 一種 412 マンガン及びその

化合物

- 1 Y

Y

1 2 1 外 - 1 1B - - 4 △ 生態毒性

なし

個

別

一種 413 無水フタル酸 85-44-9 1 1 外 - 1(呼吸

器)

2 1 3 外 ○

個

別

一種 414 無水マレイン酸 108-31-

6

1 1 外 外 1(呼吸

器、血

液系)、

2(腎

臓、肝

臓

外 1 3 外 ○

個

別

一種 415 メタクリル酸 79-41-4 1 Y

Y

2*

**

3*

**

- - 1(神経

系、肝

臓、腎

臓、副

腎)、

吸

- - 3 外 ○

個

別

一種 416 メタクリル酸2-エ

チルヘキシル

688-84-

6

1 Y 2 - - - 2 - 2 2 ○

個

別

一種 417 メタクリル酸2,3-エ

ポキシプロピル

106-91-

2

1 1 2 - 2 1(神経

系、心

血管

系、肝

臓、腎

臓

2 - 2 外 ○

個

別

一種 418 メタクリル酸2-（ジ

メチルアミノ）エチ

2867-

47-2

1 2 - 外 - 2 - 2 外 ○

個

別

一種 419 メタクリル酸ノルマ

ル-ブチル

97-88-1 1 2 - 外 2(脾臓) 2 - 2 外 ○

個

別

一種 420 メタクリル酸メチル 80-62-6 1 Y 1 外 外 1(呼吸

器、中

枢神経

2 1 3 外 ○

個

別

一種 421 4-メチリデンオキ

セタン-2-オン

674-82-

8

1 2 - - - - - 2 外 ○

個

別

一種 422 （Z）-2'-メチルア

セトフェ ノン=4,6-

ジメチル-2-ピリミ

ジニルヒドラゾン

89269-

64-7

1 農薬 2 - 外 - 外 - 2 2 ○

個

別

一種 423 メチルアミン 74-89-5 1 1 - 1B 2(呼吸

器系、

肝臓)

- - 外 外 ○

個

別

一種 424 メチル=イソチオ

シアネ-ト

556-61-

6

1 農薬 1 - - 2(唾液

腺、呼

吸器、

神経系)

- - 1 1 ○

個

別

一種 425 N-メチルカルバミ

ン酸2-イソプロ

ピルフェ ニル

2631-

40-5

1 農薬 3 1 外 - 1(血液

系、肝

臓)、

2(腎臓)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 426 N-メチルカルバミ

ン酸2,3-ジヒドロ-

2,2-ジメチル-7-

ベンゾ［ｂ］フラニ

ル

1563-

66-2

1 農薬

及び

その

他の

用途

* 1 2 2 1 外 2 1(神経

系)、

2(精巣)

外 - 1 1 ○
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物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 427 N-メチルカルバミ

ン酸1-ナフチル

63-25-2 1 農薬 * 3 1 外 外 2(神経

系)

外 - 1 外 ○

個

別

一種 428 N-メチルカルバミ

ン酸2-セカンダリ

-ブチルフェ ニル

3766-

81-2

1 農薬 * 3 1 外 外 外 外 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
個

別

一種 429 メチル=3-クロロ-

5-（4,6-ジメトキシ

-2-ピリミジニル

カルバモイルスル

ファモイル）-1-メ

ゾ

100784-

20-1

1 農薬 3 外 外 - 外 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし

個

別

一種 430 メチル=（S）-7-ク

ロロ-2,3,4ａ,5-テ

トラヒドロ-2-［メト

キシカルボニル

（4-トリフルオロメ

トキシフェ ニル）

カルバモイル］イ

ンデノ［1,2-E］

173584-

44-6

1 農薬 3 未 未 未 未 未 未 未 未

個

別

一種 431 メチル=（E）-2-

［2-［6-（2-シアノ

フェ ノキシ）ピリミ

ジン-4-イルオキ

シ］フェ ニル］-3-

131860-

33-8

1 農薬 1 - 外 - - - 1 1 ○

個

別

一種 432 3-メチル-1,5-ジ

（2,4-キシリル）-

1,3,5-トリアザペン

タ-1,4-ジエン

33089-

61-1

1 農薬 3 1 外 外 2(中枢

神経

系、肝

臓、、

血液

系、精

外 - 1 1 ○

個

別

一種 433 N-メチルジチオカ

ルバミン酸

144-54-

7

1 農薬 1 外 外 2(肝臓) 外 - 1 1 ○

個

別

一種 434 メチル-N',N'-ジメ

チル-N-［（メチル

カルバモイル）オ

キシ］-1-チオオ

23135-

22-0

1 農薬 3 1 外 外 1(全身

性、神

経系)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 435 メチル=2-（4,6-ジ

メトキシ-2-ピリミ

ジニルオキシ）-

6-［1-（メトキシイ

ミノ）エチル］ベン

136191-

64-5

1 農薬 3 外 外 - 外 - 3 3 × 特定標的

臓器（反

復）なし

個

別

一種 436 アルファ -メチルス

チレン

98-83-9 1 Y

Y

1 2 - 2 1(中枢

神経

系)、

2(腎

臓、肝

2 - 2 2 ○

個

別

一種 437 3-メチルチオプロ

パナール

3268-

49-3

1 1 1 - 外 2（肝

臓、中

枢神経

- - 1 外 △ 生殖細胞

変異原性

なし
群 一種 438 メチルナフタレン 1321-

94-4

1 Y

Y

3 2 - - 2 - - 2 2 ○

個

別

一種 439 3-メチルピリジン 108-99-

6

1 2 - 外 1(肝臓) - - 3 3 ○

個

別

一種 440 1-メチル-1-フェ

ニルエチル=ヒドロ

ペルオキシド

80-15-9 1 2 - 外 - - - 2 2 ○

物質リスト-1-26



物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 441 2-（1-メチルプロ

ピル）-4,6-ジニト

ロフェ ノール

88-85-7 1 失効

農薬

2 2 1 外 - 1(肝

臓、腎

臓、神

経系、

精巣、

子宮)、

2 - 1 1 ○

個

別

一種 442 2-メチル-N-［3-

（1-メチルエトキ

シ）フェ ニル］ベン

55814-

41-0

1 農薬 2 外 外 外 外 外 2 2 ○

個

別

一種 443 S-メチル-N-（メチ

ルカルバモイルオ

キシ）チオアセトイ

16752-

77-5

1 農薬 1 外 外 2(神経

系、血

液)

外 - 1 1 ○

個

別

一種 444 メチル=（E）-メト

キシイミノ-［2-

［［［［（E）-1-［3-

（トリフルオロメチ

ル）フェ ニル］エチ

ン オ

141517-

21-7

1 農薬 1 外 外 2（肝

臓）

外 - 1 1 ○

個

別

一種 445 メチル=（E）-メト

キシイミノ［2-（オ

ルト-トリルオキシ

メチル）フェ ニル］

143390-

89-0

1 農薬 1 2 外 - 外 - 1 1 ○

個

別

一種 446 4,4'-メチレンジア

ニリン

101-77-

9

1 2 1 3 2 1 2 2 1(肝

臓、心

臓)、

2(甲状

腺、腎

臓

2 - 1 1 ○

個

別

一種 447 メチレンビス（4,1-

シクロヘキシレ

ン）=ジイソシアネ

5124-

30-1

1 1 2 - - - - - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
個

別

一種 448 メチレンビス（4,1-

フェ ニレン）=ジイ

ソシアネ-ト

101-68-

8

1 1 1 1 外 外 1(呼吸

器)

外 1 - - ○

個

別

一種 449 3-メトキシカルボ

ニルアミノフェ ニ

ル=3'-メチルカル

13684-

63-4

1 農薬 1 外 外 2（血液

系）

外 - 1 1 ○

個

別

一種 450 N-（6-メトキシ-2-

ピリジル）-N-メチ

ルチオカルバミン

酸O-3-タ-シャリ-

ブチルフェ ニル

88678-

67-5

1 農薬 3 1 - 外 - 外 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし

個

別

一種 451 2-メトキシ-5-メチ

ルアニリン

120-71-

8

2 Y

Y

2 1 2 外 外 - - - - △ 生殖細胞

変異原性

なし
個

別

一種 452 2-メルカプトベン

ゾチアゾール

149-30-

4

1 1 2 外 - 2 - 1 1 ○

群 一種 453 モリブデン及びそ

の化合物

- 1 Y

Y

1 3 - - - - - - - × 生殖細胞

変異原

性、特定
個

別

一種 454 2-（モルホリノジチ

オ）ベンゾチア

ゾール

95-32-9 1 1 - - 外 - - 1 1 ○

個

別

一種 455 モルホリン 110-91-

8

1 1 3 外 2 1(呼吸

器系)

- - 3 3 ○

個

別

一種 456 りん化アルミニウ

ム

20859-

73-8

1 農薬 2 1 - - - - - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし

個

別

一種 457 りん酸ジメチル

=2,2-ジクロロビ

ニル

62-73-7 1 農薬 * 2 1 1 2 1 外 外 2(神経

系、肝

臓)

外 - 1 1 △ 発がん性

なし
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物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3
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政
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製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

一種 458 りん酸トリス（2-エ

チルヘキシル）

78-42-2 2 Y

Y

2 - 外 - - - - - × 生態毒性

なし

個

別

一種 459 りん酸トリス（2-ク

ロロエチル）

115-96-

8

1 Y

Y

1 外 1B 1(神経

系)、

2(腎臓)

2 - 3 3 ○

個

別

一種 460 りん酸トリトリル 1330-

78-5

1 Y

Y

3 1 - - 1（神経

系）、2

（副腎）

1B - 1 外 ○

個

別

一種 461 りん酸トリフェ ニ

ル

115-86-

6

1 1 外 - 外 外 - 1 1 ○

個

別

一種 462 りん酸トリ-ノルマ

ル-ブチル

126-73-

8

1 Y

Y

2 - 外 2(精

巣、膀

胱、神

外 - 2 2 ○

個

別

二種 1 アセトアミド 60-35-5 2 2 2 外 - - - 外 外 ○

個

別

二種 2 パラ-アニシジン 104-94-

9

2 2 1 外 - 1(血液) - - 1 外 ○

個

別

二種 3 5-アミノ-1-（2,6-

ジクロロ-4-トリフ

ルオロメチルフェ

ニル）-4-エチル

スルフィニル-1H-

ゾ

181587-

01-9

2 農薬 3 未 未 未 未 未 未 未 未

個

別

二種 4 3-アミノ-1H-

1,2,4-トリアゾール

61-82-5 2 * 2 3 3 3 2 外 外 1(甲状

腺)、

2(肝臓)

2 - 2 2 △ 発がん性

なし

個

別

二種 5 3'-アミノ-4'-メトキ

シアセトアニリド

6375-

47-9

2 1 - - - - - - - × 生殖細胞

変異原性

個

別

二種 6 4-アリル-1,2-ジメ

トキシベンゼン

93-15-2 2 2 1B 外 2(肝

臓、

胃、血

液系、

副腎、

- - 3 外 ○

個

別

二種 7 アルキル硫酸エス

テルナトリウム（ア

ルキル基の炭素

数が16から18まで

のもの及びその混

68955-

20-4

2 2 - - 外 - - 2 外 ○

個

別

二種 8 ウレタン 51-79-6 2 2 1 2 1B - 2 - 外 外 ○

個

別

二種 9 N-エチルアニリン 103-69-

5

2 3*

**

2 - - 1(血液

系)

- - 2 2 ○

個

別

二種 10 2-エチルアミノ-

4-イソプロピルア

ミノ-6-メチルチオ

-1,3,5-トリアジン

834-12-

8

2 失効

農薬

2 外 外 - 外 - 1 1 ○

個

別

二種 11 エチル=3-フェ ニ

ルカルバモイルオ

キシカルバニラー

13684-

56-5

2 農薬 3 2 - - 2（血液

系）

- - 2 2 ○

個

別

二種 12 N-［3-（1-エチル

-1-メチルプロピ

ル）-1,2-オキサ

ゾール-5-イル］-

2,6-ジメトキシベ

82558-

50-7

2 農薬 1 外 2 - 2 - 外 外 ○

個

別

二種 13 5-エトキシ-3-トリ

クロロメチル-

1,2,4-チアジア

2593-

15-9

2 農薬 1 - 外 2(肝臓) 外 - 1 1 ○

個

別

二種 14 1,2-エポキシ-3-

（トリルオキシ）プ

26447-

14-3

2 2 - - - - - 2 2 ○
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物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

二種 15 4,4'-オキシビスベ

ンゼンスルホニル

ヒドラジド

80-51-3 2 2 1 - 外 - 外 - 2 2 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
個

別

二種 16 クロロアセトアル

デヒド

107-20-

0

2 1 2 - - - - - - △ 生殖細胞

変異原性

個

別

二種 17 （RS）-1-［3-クロ

ロ-4-（1,1,2-トリ

フルオロ-2-トリフ

ルオロメトキシエト

キシ）フェ ニル］-

オ

116714-

46-6

2 農薬 3 未 未 未 未 未 未 未 未

個

別

二種 18 （1'S-トランス）-

7-クロロ-2',4,6-

トリメトキシ-6'-メ

チルスピロ［ベン

ゾフラン-2

126-07-

8

2 2 2 1B 2(肝

臓、皮

膚)

1B - - - ○

個

別

二種 19 1-クロロナフタレ

ン

90-13-1 2 1 - - 2(皮膚) - - 1 1 ○

個

別

二種 20 酢酸ベンジル 140-11-

4

2 2 外 外 1(腎

臓)、

2(鼻粘

- - 2 外 ○

個

別

二種 21 サフロ-ル 94-59-7 2 2 2 2 2（肝

臓、骨

格筋）

- - - - ○

個

別

二種 22 （S）-アルファ -シ

アノ-3-フェ ノキシ

ベンジル=（S）-2-

（4-クロロフェ ニ

ル）-3-メチルブ

66230-

04-4

2 農薬 1 - 外 2(神経

系)

外 - 1 1 ○

個

別

二種 23 アルファ -シアノ-

4-フルオロ-3-

フェ ノキシベンジ

ル=3-（2,2-ジクロ

ロビニル）-2,2-ジ

68359-

37-5

2 農薬 1 外 - 1（神経

系）

2 - 1 1 ○

個

別

二種 24 トランス-1,2-ジク

ロロエチレン

156-60-

5

2 Y 3 - 外 2(呼吸

器)

- - 外 外 ○

個

別

二種 25 ジクロロ酢酸 79-43-6 2 2 1 3 2 2 1(神経

系)、

2(肝

臓、腎

臓、精

2 - 外 外 ○

個

別

二種 26 1-（3,5-ジクロロ-

2,4-ジフルオロ

フェ ニル）-3-

（2,6-ジフルオロ

83121-

18-0

2 農薬 3 1 外 外 1(肝臓) 外 - 1 1 ○

個

別

二種 27 1,3-ジクロロ-

5,5-ジメチルイミ

ダゾリジン-2,4-ジ

118-52-

5

2 1 - - - - - 1 1 ○

個

別

二種 28 2-［4-（2,4-ジク

ロロ-メタ-トルオ

イル）-1,3-ジメチ

ル-5-ピラゾリル

オキシ］-4-メチル

82692-

44-2

2 農薬 1 - - 2(血液

系)

- - 1 1 ○

個

別

二種 29 2,4-ジクロロ-1-

ニトロベンゼン

611-06-

3

5 Y 1 1 2 - 2(肝

臓、腎

臓)

2 - 2 2 △ 生殖細胞

変異原性

なし
個

別

二種 30 2,2-ジクロロ-N-

［2-ヒドロキシ-1-

（ヒドロキシメチ

ル）-2-（4-ニトロ

フェ ニル）エチル］

56-75-7 2 2 1 1B 1B 1(骨

髄、神

経系、

消化

器)、

2 - 外 外 ○
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物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

二種 31 N-（2,3-ジクロロ-

4-ヒドロキシフェ

ニル）-1-メチルシ

クロヘキサンカル

126833-

17-8

2 農薬 2 外 外 - 外 - 2 2 ○

個

別

二種 32 2,4'-ジクロロ-ア

ルファ -（5-ピリミ

ジニル）ベンズヒド

リル=アルコ-ル

60168-

88-9

2 農薬 3 3 2 外 外 2(肝

臓、腎

臓、副

腎)

2 - 2 2 ○

個

別

二種 33 2-（2,4-ジクロロ

フェ ニル）-1-

（1H-1,2,4-トリア

ゾール-1-イル）-

79983-

71-4

2 農薬 3 外 外 2(肝

臓、副

腎)

外 - - - ○

個

別

二種 34 2,4-ジクロロフェ

ノール

120-83-

2

2 * 2 2 外 外 外 外 - 2 2 △ 発がん性

なし

個

別

二種 35 （RS）-2-（2,4-ジ

クロロフェ ノキシ）

プロピオン酸

120-36-

5

2 農薬 3 2 外 - 1B - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
個

別

二種 36 1,3-ジクロロ-2-

プロパノール

96-23-1 2 3 - 外 1(肝

臓、腎

臓、血

液系)、

2(呼吸

- - 外 外 ○

個

別

二種 37 （RS）-1-［2,5-ジ

クロロ-4-

（1,1,2,3,3,3-ヘキ

サフルオロプロポ

キシ）フェ ニル］-

オ

103055-

07-8

2 農薬 3 外 外 2（肝臓

神経

系）

2 - - - ○

個

別

二種 38 3,3'-ジクロロベン

ジジン二塩酸塩

612-83-

9

2 2 2 2 2 - - - 1 1 ○

個

別

二種 39 ジナトリウム=4-ア

ミノ-3-［4'-（2,4-

ジアミノフェ ニルア

ゾ）-1,1'-ビフェ

ニル-4-イルア

ゾ］-5-ヒドロキシ

ゾ

1937-

37-7

2 2 3 - - 2(膀

胱、肝

臓)

2 - 外 外 △ 発がん性

なし

個

別

二種 40 ジナトリウム=8-

［3,3'-ジメチル-

4'-［4-［（パラート

リル）スルホニル

オキシ］フェ ニル

アゾ］-1,1'-ビフェ

ニル-4-イルア

6459-

94-5

2 2 2 - 2(肝

臓、リ

ンパ

系、膵

臓)

- - - - ○

個

別

二種 41 2,4-ジニトロアニ

リン

97-02-9 2 2 - 外 2（造血

系）

2 - 2 2 ○

群 二種 42 ジニトロナフタレ

ン

27478-

34-8

2 1 - - - - - - - × 生殖細胞

変異原性

なし
個

別

二種 43 メタ-ジニトロベン

ゼン

99-65-0 2 3*

**

3 - - 1（血液

系）

2 - 1 1 ○

個

別

二種 44 2,3-ジヒドロ-6-プ

ロピル-2-チオキ

ソ-4（1H）-ピリミ

ジノン

51-52-5 2 2 2 - 1(甲状

腺、血

液系、

肝臓、

心血管

2 - - - ○
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物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

二種 45 1,2-ジブロモエタ

ン

106-93-

4

2 * 2 1 1 2 1B 2 2(呼吸

器、肝

臓、腎

臓)

2 - 3 外 ○

個

別

二種 46 1,4-ジブロモブタ

ン

110-52-

1

2 1 - - - - - - - × 生殖細胞

変異原性

なし
個

別

二種 47 2,3-ジブロモ-1-

プロパノール

96-13-9 2 2 2 外 2（消化

器系、

腎臓、

肝臓）

- - 3 3 ○

個

別

二種 48 1,3-ジブロモプロ

パン

109-64-

8

2 1 2 - - 2(血液

系、肝

臓)

- - 2 2 △ 生殖細胞

変異原性

なし
個

別

二種 49 ジベンジルエ-テ

ル

103-50-

4

2 1 - - - - - 1 1 ○

個

別

二種 50 2,3-ジメチルアニ

リン

87-59-2 2 1 2 - 2（血

液、肝

臓、腎

臓、胆

嚢、脾

- - - -

個

別

二種 51 ［4-［［4-（ジメチ

ルアミノ）フェ ニ

ル］（フェ ニル）メ

チリデン］シクロ

ヘキサ-2,5-ジエ

ン ン

569-64-

2

2 3 1 - 外 2（血

液）

- - 1 1 △ 生殖毒性

なし

個

別

二種 52 ジメチルカルバモ

イル=クロリド

79-44-7 2 2 1 1 1B 2 1(肝

臓)、

2(呼吸

- - - - ○

個

別

二種 53 O,O-ジメチル-O-

（3-メチル-4-メチ

ルスルフィニル

フェ ニル）-チオホ

3761-

41-9

2 農薬 1 - - - - - 1 1 ○

個

別

二種 54 臭素化ビフェ ニル

（臭素数が2から5

までのもの及びそ

の混合物に限

る。）

- 2 2 2 外 1(肝

臓、甲

状腺、

腎臓、

神経

2 - - - ○

個

別

二種 55 2-（1,3-チアゾー

ル-4-イル）-1H-

ベンゾイミダゾー

148-79-

8

2 1 - - 2(腎

臓、甲

状腺、

1B - 1 1 ○

個

別

二種 56 チオアセトアミド 62-55-5 2 2 1 2 2 1(肝臓) - - - - ○

個

別

二種 57 2-（チオシアナー

トメチルチオ）-

1,3-ベンゾチア

21564-

17-0

2 1 - 外 2(胃) 2 - 1 1 ○

個

別

二種 58 チオりん酸O,O-ジ

エチル-O-（6-オ

キソ-1-フェ ニル

-1,6-ジヒドロ-3-

119-12-

0

3 失効

農薬

Y 3 1 外 - 1(神経

系)

外 - 1 1 ○

個

別

二種 59 チオりん酸O-

3,5,6-トリクロロ-

2-ピリジル-O,O-

5598-

13-0

2 農薬 3 1 外 外 - 外 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
個

別

二種 60 1,1,2,2-テトラクロ

ロエタン

79-34-5 2 1 3 2 外 2 1(神経

系、肝

臓)

- - 2 外 ○
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物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

二種 61 テトラナトリウム

=3,3'-［（3,3'-ジメ

トキシ-4,4'-ビ

フェ ニリレン）ビス

（アゾ）］ビス（5-

アミノ-4-ヒドロキ

2429-

74-5

2 2 1 2 2 外 - - - - ○

個

別

二種 62 テトラブロモメタン 558-13-

4

2 3 - - 1(肝

臓)、

2(呼吸

器)

- - - - ○

個

別

二種 63 オルト-テルフェ

ニル

84-15-1 2 1 - - - - - 1 1 ○

個

別

二種 64 1,1,1-トリクロロ-

2,2-ビス（4-メトキ

シフェ ニル）エタン

72-43-5 5 Y 3 1 外 外 2(肝

臓、神

経系、

内分泌

2 - 1 1 ○

個

別

二種 65 トリス（N,N-ジメチ

ルジチオカルバメ

-ト）鉄

14484-

64-1

2 3 1 外 - 2(甲状

腺、神

経系)

2 - 1 1 ○

個

別

二種 66 トリブロモメタン 75-25-2 2 2 1 3 3 2 2 2 1(肝

臓)、

2(腎

臓、甲

2 - 2 2 ○

個

別

二種 67 ナトリウム=3-

［［N-［4-［［4-（ジ

メチルアミノ）フェ

ニル］［4-［N-エチ

ル-N-［（3-スルホ

ナトフェ ニル）メチ

ル］アミノ］フェ ニ

ル］メチレン］-

2,5-シクロヘキサ

ジエン-1-イリデ

1694-

09-3

2 2 2 - - - - - - ○

個

別

二種 68 ナトリウム=1,1'-

ビフェ ニル-2-オ

ラート

132-27-

4

2 2 2 2 外 - - - 2 外 ○

個

別

二種 69 メタ-ニトロアニリ

ン

99-09-2 2 1 - 2 2(肝

臓、血

液系、

2 - 3 3 ○

個

別

二種 70 N-ニトロソジフェ

ニルアミン

86-30-6 2 * 1 2 外 2(呼吸

器、肝

臓、腎

臓)

- - 2 2 ○

個

別

二種 71 メタ-ニトロトルエ

ン

99-08-1 2 2 外 外 2(免疫

系)

2 - 2 2 ○

個

別

二種 72 パラ-ニトロフェ

ノール

100-02-

7

2 2 - 外 1(血液

系)、

2(肝臓)

外 - 2 外 ○

個

別

二種 73 パリゴルスカイト 12174-

11-7

2 2 2 - 1（呼吸

器系）

- - - - ○

個

別

二種 74 3,3-ビス（4-ヒドロ

キシフェ ニル）-

1,3-ジヒドロイソ

ベンゾフラン-1-

77-09-8 2 2 2 2 1（腸） 1B - - - ○

個

別

二種 75 4,4'-ビピリジル 553-26-

4

2 2 - - 2(腎臓) - - - - △ 生態毒性

なし
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物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較

発

が

ん

性

変

異

原

性

経

口

慢

性

毒

性

吸
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慢
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毒

性

作

業

環

境

許

容

濃

生

殖

毒

性

感

作

性

生

態

毒

性

オ

ゾ

ン

層

破

壊

物

発

が

ん

性

生

殖

細

胞

変

異

原

特

定

標

的

臓

器

（
反

復

）

生

殖

毒

性

呼

吸

器

感

作

性

生

態

毒

性

（急

性）

生

態

毒

性

（

慢

性

不一致の

項目

農

薬・

オゾ

ン層

破壊

物質

等の

区分

環

境

検

出

実

績

*

2

PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

二種 76 1-（4-ビフェ ニリ

ルオキシ）-3,3-ジ

メチル-1-（1H-

1,2,4-トリアゾール

-1-イル）-2-ブタ

55179-

31-2

2 農薬 3 2 外 外 - 2 - 2 2 △ 特定標的

臓器（反

復）なし

個

別

二種 77 パラ-フェ ネチジ

ン

156-43-

4

2 Y 1 2 - 2 1(血液

系)

2 - 2 2 ○

個

別

二種 78 フタル酸ジシクロ

ヘキシル

84-61-7 2 2 - - - 1B - 外 外 △ 生態毒性

なし

個 二種 79 1,3-プロパンスル

ン

1120- 2 2 1 2 2 - - - - - ○

個

別

二種 80 N-プロピル-N-

［2-（2,4,6-トリク

ロロフェ ノキシ）エ

チル］イミダゾー

ル-1-カルボキサ

67747-

09-5

2 農薬 3 2 外 外 2(肝臓) 2 - 2 2 ○

個

別

二種 81 3-ブロモ-1-プロ

ペン

106-95-

6

2 1 - 外 - - - - - × 生殖細胞

変異原性

個

別

二種 82 ヘキサクロロエタ

ン

67-72-1 2 2 3 1 2 - 2(腎

臓、神

外 - 1 1 ○

個

別

二種 83 ヘキサクロロシク

ロペンタジエン

77-47-4 2 3 1 1 外 外 1(呼吸

器)、

2(腎臓)

外 - 1 1 ○

個

別

二種 84 1,4,5,6,7,7-ヘキサ

クロロビシクロ

［2,2,1］-5-ヘプテ

ン-2,3-ジカルボ

115-28-

6

2 2 2 - 外 - - 外 外 ○

個

別

二種 85 ヘキサデシルトリ

メチルアンモニウ

ム=ブロミド

57-09-0 2 1 - 2 - 2 - 1 1 ○

個

別

二種 86 5-ベンジル-3-フ

リルメチル=（1RS）

-シス-トランス-

2,2-ジメチル-3-

（2-メチルプロパ

10453-

86-8

2 1 - - 2(中枢

神経系)

2 - 1 1 ○

個

別

二種 87 パラ-ベンゾキノ

ン

106-51-

4

2 1 外 外 - - - 1 1 ○

個

別

二種 88 ペンタクロロニト

ロベンゼン

82-68-8 5 失効

農薬

Y 3 3 1 外 外 2(肝臓) 外 - 1 1 ○

個

別

二種 89 ペンタデカフルオ

ロオクタン酸アン

モニウム

3825-

26-1

2 1 2 - 1(肝

臓、内

分泌系)

外 - - - ○

個

別

二種 90 N-メチルアニリン 100-61-

8

2 * 3 2 - - 1(血液

系)

- - 2 2 ○

個

別

二種 91 6-メチル-1,3-ジ

チオロ［4,5-ｂ］キ

ノキサリン-2-オ

2439-

01-2

2 農薬 3 1 外 外 - 外 - 1 1 △ 特定標的

臓器（反

復）なし
個

別

二種 92 2-メチル-5-ニト

ロアニリン

99-55-8 2 3 2 - １（肝

臓）

- - 3 3 ○

個

別

二種 93 メチルヒドラジン 60-34-4 2 1 1 2 2 外 1(血

液、肝

臓、腎

臓、呼

吸器、

2 - 2 2 △ 生殖細胞

変異原性

なし
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物質リスト-1：現行PRTRとGHS分類結果の比較
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性
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薬・

オゾ

ン層

破壊

物質

等の

区分

環

境

検

出

実

績

*

2

PRTR選定時の有害性結果 GHS分類結果*3

群/

個

別

種別

政

令

番

号

製造・

輸入

量*1

物質名 ＣＡＳ番号

PRTR有害性

とGHS分類結

果の比較

個

別

二種 94 2-メチル-1,1'-ビ

フェ ニル-3-イル

メチル=（Z）-3-

（2-クロロ-3,3,3-

トリフルオロ-1-

プロペニル）-

82657-

04-3

2 農薬 3 1 外 外 1(神経

系)

外 - 1 1 ○

個

別

二種 95 メチル=ベンゾイ

ミダゾール-2-イ

ルカルバマ-ト

10605-

21-7

2 1 2 1 外 1B 2（肝

臓）

1B - 1 1 ○

個

別

二種 96 4,4'-メチレンビス

（N,N-ジメチルアニ

リン）

101-61-

1

2 2 2 - - - - - - ○

個

別

二種 97 4,4'-メチレンビス

（2-メチルシクロ

ヘキサンアミン）

6864-

37-5

2 3*

**

2 - - 1(腎

臓)、

2(呼吸

器、肝

臓、血

液系、

外 - 2 2 ○

個

別

二種 98 硫酸ヒドラジン 10034-

93-2

2 1 2 2 1(肝

臓、副

腎）、2

（腎臓、

血液

- - - - ○

個

別

二種 99 りん酸（2-エチル

ヘキシル）ジフェ

1241-

94-7

2 1 - 外 2（肝

臓、甲

- - 1 1 ○

個

別

二種 100 りん酸ジ-ノルマル

-ブチル=フェ ニ

ル

2528-

36-1

2 3 1 - 外 2(肝

臓、膀

胱、卵

巣、血

- - 1 1 ○

*1：製造輸入量

*2：環境検出実績

*3：GHS分類結果 外=区分外、未=未実施（未公開）、－分類対象外または分類できない。国による分類結果

http://www.safe.nite.go.jp/ghs/list.html　を使用。

１=100トン以上（農薬は10トン以上）、2=１トン以上100トン未満（農薬は１トン以上10トン未満）、3=1トン未満、4=０ト

ン、5=不明（何れも平成17年度）

化学物質環境実態調査、公共用水域水質測定、有害大気汚染物質モニタリング調査等の各モニタリング調査において、

過去10年間（平成8～17年度）の検出結果に基づき、以下の区分付けを行った。

YY：複数地点検出、Y：単地点検出、*：検出下限以下
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

一種 1 亜鉛の水溶性化合物 1

一種 2 アクリルアミド 79061 1 * * * * 0 0 0 1998 0/33 0/11 － (0.15) 0/30 0/10 － (0.009) 0 0 0 0 0 0

一種 3 アクリル酸エチル 140885 1 Y Y 0 0 0 Y 0 2001 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3/15 1/5 0.6～ (0.5)

一種 4 アクリル酸及びその水溶性塩 1

一種 5 アクリル酸2-（ジメチルアミ

ノ）エチル

2439352 1

一種 6 アクリル酸2-ヒドロキシエチ 818611 1

一種 7 アクリル酸ノルマル-ブチル 141322 1 * * * 0 0 0 1980 0/51 0/17 － (0.7～

30)

0/51 0/17 － (0.008

0～

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 8 アクリル酸メチル 96333 1 * * 0 0 0 * 0 2001 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0/15 0/5 － (0.6)

一種 9 アクリロニトリル 107131 1 YY YY * YY * 0 0 1992 0/162 0/54 － (2.2) 8/151 7/51 0.007

～

(0.007) 魚

0/144

0/48 － (0.01) 0 0 0 0

一種 10 アクロレイン 107028 1 YY YY 0 0 0 0 YY 2005 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 11 アジ化ナトリウム 26628228 1

一種 12 アセトアルデヒド 75070 1 YY * 0 0 YY 0 1995 0/33 0/11 － (1) 0 0 0 0 0 0 0 0 46/47 16/16 1,800

～

(500)

一種 13 アセトニトリル 75058 1 YY YY 0 0 0 YY 0 2001 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17/17 7/7 93～

1,200

(76)

一種 14 アセトンシアノヒドリン 75865 1

一種 15 アセナフテン 83329 2 YY YY Y YY YY 0 0 1999 1/39 1/13 0.012 (0.011) 35/39 12/13 0.000

62～

0 24

(0.000

45)

魚

11/39

6/13 0.0008

1～

0 0047

(0.000

77)

0 0 0 0

一種 16 2,2'-アゾビスイソブチロニト 78671 1 * * * 0 0 0 1979 0/15 0/5 － (10) 0/15 0/5 － (0.1) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 17 オルト-アニシジン 90040 1 * * * * 0 0 0 2005 0/9 0/3 － (0.009 0/9 0/3 － (0.003 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 18 アニリン 62533 1 YY YY YY 0 0 0 0 2005 20/12

1

11/42 0.060

～0.49

(0.040) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 19 1-アミノ-9,10-アントラキノ 82451 1 Y * Y 0 0 0 1985 0/27 0/9 － (0.2) 1/21 1/7 0.022 (0.02) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 20 2-アミノエタノール 141435 1 YY YY YY 0 YY 0 1994 24/15

6

12/52 0.55～

2.3

(0.5) 84/14

7

32/50 0.010

～0.92

(0.01) 0 0 0 0 9/51 5/17 13～

160

(12)

一種 21 5-アミノ-4-クロロ-2-フェ

ニルピリダジン-3（2H）-オ

1698608 1

一種 22 5-アミノ-1-［2,6-ジクロロ-

4-（トリフルオロメチル）フェ

ニル］-3-シアノ-4-［（トリフ

ルオロメチル）スルフィニル］

1.2E+08 1

一種 23 パラ-アミノフェ ノール 123308 1 Y Y Y 0 0 0 0 2004 3/6 1/2 0.02～

0.05

(0.02) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 24 メタ-アミノフェ ノール 591275 1 Y Y * 0 0 0 1986 1/27 1/9 1.1 (0.7) 0/27 0/9 － (0.03) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 25 4-アミノ-6-タ-シャリ-ブチ

ル-3-メチルチオ-1,2,4-トリ

アジン-5（4H）-オン

21087649 1

一種 26 3-アミノ-1-プロペン 107119 1 * * * 0 0 0 1981 0/27 0/9 － (0.7～

4)

0/27 0/9 － (0.007

～

0 0 0 0 0 0 0 0

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

物質リスト-2-1



物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 27 4-アミノ-3-メチル-6-フェ

ニル-1,2,4-トリアジン-5

41394052 1

一種 28 アリルアルコ-ル 107186 1

一種 29 1-アリルオキシ-2,3-エポキ

シプロパン

106923 1 * * * 0 0 0 0 2004 0/21 0/7 － (0.23) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 30 直鎖アルキルベンゼンスル

ホン酸及びその塩（アルキル

基の炭素数が10から14まで

のもの及びその混合物に限

1322981 YY YY 0 0 0 0 2003 9/27 3/9 0.32～

28

(0.2) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 31 アンチモン及びその化合物 7440360 YY * * YY 0 0 1975 0/100 0/20 － (10,00

0

～

0/95 0/19 － (1,000

～

10 000

魚

8/75

6/15 100～

480

(100～

1,000)

0 0 0 0

一種 32 アントラセン 120127 2 YY YY * YY Y 0 0 1999 0/36 0/12 － (0.013) 39/39 13/13 0.001

7～

0 13

(0.001

1)

魚

2/36

1/12 0.0006

1～

0 0007

(0.000

54)

0 0 0 0

特定

一種

33 石綿 1332214 5 YY

一種 34 3-イソシアナトメチル-3,5,5-

トリメチルシクロヘキシル=イ

ソシアネ-ト

4098719 1

一種 35 イソブチルアルデヒド 78842 1

一種 36 イソプレン 78795 1 YY YY 0 0 0 YY 0 2003 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 15/15 5/5 88～

1,300

(12)

一種 37 4,4'-イソプロピリデンジフェ

ノール

80057 1 YY YY YY 0 0 0 0 2005 26/30 9/10 0.002

7～1.0

(0.002

4)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 38 2,2'-［イソプロピリデンビス

［（2,6-ジブロモ-4,1-フェ ニ

レン）オキシ］］ジエタノール

4162452 1 * * * * 0 0 0 2005 0/15 0/5 － (0.020) 0/27 0/9 － (0.011) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 39 N-イソプロピルアミノホスホ

ン酸O-エチル-O-（3-メチ

ル-4-メチルチオフェ ニル）

22224926 1

一種 40 イソプロピル=2-（4-メトキ

シビフェ ニル-3-イル）ヒド

1.5E+08 1

一種 41 3'-イソプロポキシ-2-トリフ

ルオロメチルベンズアニリド

66332965 1

一種 42 2-イミダゾリジンチオン 96457 1 * * * 0 0 0 1983 0/33 0/11 － (0.8～

40)

0/33 0/11 － (0.02

～

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 43 1,1'-［イミノジ（オクタメチレ

ン）］ジグアニジン

13516273 1

一種 44 インジウム及びその化合物 1

一種 45 エタンチオール 75081 1

物質リスト-2-2



物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 46 エチル=2-［4-（6-クロロ-

2-キノキサリニルオキシ）

フェ ノキシ］プロピオナート

76578148 1

一種 47 O-エチル=O-（6-ニトロ-メ

タ-トリル）=セカンダリ-ブチ

ルホスホルアミドチオアート

36335678 1

一種 48 O-エチル=O-4-ニトロフェ

ニル=フェ ニルホスホノチオ

2104645 1 * * 0 0 0 * 0 1993 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0/54 0/18 － (50)

一種 49 N-（1-エチルプロピル）-

2,6-ジニトロ-3,4-キシリジン

40487421 1

一種 50 S-エチル=ヘキサヒドロ-1H-

アゼピン-1-カルボチオ

2212671 1 Y Y Y * * 0 1992 1/42 1/14 0.077 (0.02) 1/42 1/14 0.003

7

(0.002) 魚

0/42

0/14 － (0.006) 0/49 0/16 － (10)

一種 51 2-エチルヘキサン酸 149575 1

一種 52 エチル=（Z）-3-［N-ベンジ

ル-N-［［メチル（1-メチルチ

オエチリデンアミノオキシカ

ルボニル）アミノ］チオ］アミ

83130012 1

一種 53 エチルベンゼン 100414 1 YY YY 0 0 0 YY 0 1999 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 45/45 15/15 89～

10,000

(33)

一種 54 O-エチル=S-1-メチルプロ

ピル=（2-オキソ-3-チアゾ

リジニル）ホスホノチオアート

98886443 1

一種 55 エチレンイミン 151564 1

特定

一種

56 エチレンオキシド 75218 1 YY YY 0 0 0 YY 0 1996 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 42/51 15/17 30～

300

(25)

一種 57 エチレングリコ-ルモノエチル

エ-テル

110805 1 YY YY 0 0 0 YY 0 2000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 24/38 9/13 2.3～

950

(2.3)

一種 58 エチレングリコ-ルモノメチル

エ-テル

109864 1 YY YY 0 0 0 YY 0 2000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8/43 5/15 6.7～

97

(6.1)

一種 59 エチレンジアミン 107153 1 Y * Y 0 0 0 1987 0/87 0/29 － (0.4) 1/84 1/28 0.087 (0.078) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 60 エチレンジアミン四酢酸 60004 1 YY YY YY 0 0 0 0 2005 24/24 8/8 2.2～

260

(0.033) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 61 N,N'-エチレンビス（ジチオカ

ルバミン酸）マンガン

12427382 1 *

一種 62 N,N'-エチレンビス（ジチオカ

ルバミン酸）マンガンとN,N'-

エチレンビス（ジチオカルバ

ミン酸）亜鉛の錯化合物

8018017 1 *

一種 63 1,1'-エチレン-2,2'-ビピリジ

ニウム=ジブロミド

85007 1

一種 64 2-（4-エトキシフェ ニル）-

2-メチルプロピル=3-フェ ノ

キシベンジルエ-テル

80844071 1
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 65 エピクロロヒドリン 106898 1 YY YY 0 0 0 YY 0 2002 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7/10 4/5 1.0～ (0.14)

一種 66 1,2-エポキシブタン 106887 1

一種 67 2,3-エポキシ-1-プロパノー

ル

556525 1 Y Y * Y 0 0 0 2005 0/15 0/5 － (0.008

7)

2/18 1/6 0.036

～

(0.024) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 68 1,2-エポキシプロパン 75569 1 YY YY 0 0 0 YY 0 1996 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 30/46 12/16 16～ (16)

一種 69 2,3-エポキシプロピル=フェ

ニルエ-テル

122601 1 * * * 0 0 0 1984 0/24 0/8 － (0.1～

0.6)

0/24 0/8 － (0.006

～

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 70 エマメクチン安息香酸塩 1.56E+08 1

一種 71 塩化第二鉄 7705080 1

一種 72 塩化パラフィン（炭素数が10

から13までのもの及びその

混合物に限る。）

85535848 1 YY YY 0 0 YY 0 0 2005 0 0 0 0 0 0 0 0 魚

3/54

貝

魚

2/18

貝 0/6

魚

0.0002

0

(0.000

43)

0 0 0 0

一種 73 1-オクタノール 111875 1 YY YY YY YY YY 0 0 2002 24/51 8/17 0.002

～

(0.002) 31/49 11/17 0.000

94～

(0.000

24)

魚

12/21

4/7 0.0024

～

(0.000

77)

0 0 0 0

一種 74 パラ-オクチルフェ ノール 1806264 1 * * * 0 0 0 0 2005 0/12 0/4 － (0.000

92)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

特定

一種

75 カドミウム及びその化合物 1 Y

一種 76 イプシロン-カプロラクタム 105602 1 YY * * Y YY 0 1991 0/30 0/10 － (0.2) 0/30 0/10 － (0.027) 魚

1/30

1/10 0.014 (0.01) 7/51 3/17 120～

330

(100)

一種 77 カルシウムシアナミド 156627 1

一種 78 2,4-キシレノール 105679 1 * * * 0 0 0 1982 0/33 0/11 － (0.04

～0.5)

0/33 0/11 － (0.000

2～

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 79 2,6-キシレノール 576261 1

一種 80 キシレン 108383 YY YY YY YY YY 0 0 1986 15/12

6

8/43 0.04～

1.2

(0.03) 33/11

8

16/40 0.000

5～

0 015

(0.000

5)

魚

45/12

4

18/38 0.0008

6～

0 0092

(0.000

8)

0 0 0 0

一種 81 キノリン 91225 1 Y * Y * 0 0 1991 0/36 0/12 － ((0.1) 2/39 1/13 0.006 (0.005 魚 0/13 － (0.003) 0 0 0 0

一種 82 銀及びその水溶性化合物 1

一種 83 クメン 98828 1 YY YY YY YY 0 0 1986 8/135 5/46 0.09～

0.44

(0.03) 6/111 5/37 0.000

58～

0 011

(0.000

5)

魚

12/13

8

9/42 0.0005

～

0 0014

(0.000

5)

0 0 0 0

一種 84 グリオキサール 107222 1 YY YY YY 0 0 0 1980 20/33 7/11 1～6 (1～2) 29/33 10/11 0.06～

2.8

(0.005

～

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 85 グルタルアルデヒド 111308 1

一種 86 クレゾール 106445 YY YY Y YY 0 0 0 1996 1/33 1/11 0.67 (0.4) 9/27 3/9 0.028

～1.23

(0.028) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 87 クロム及び三価クロム化合 1

特定

一種

88 六価クロム化合物 1 *

一種 89 クロロアニリン 95512 YY YY * YY 0 0 0 1998 0/144 0/48 － (0.09) 17/13

3

7/45 0.005

1～

(0.005) 0 0 0 0 0 0 0 0
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 90 2-クロロ-4-エチルアミノ-

6-イソプロピルアミノ-

1912249 1 * * * 0 0 0 1991 0/57 0/19 － (0.13) 0/51 0/17 － (0.027) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 91 2-（4-クロロ-6-エチルアミ

ノ-1,3,5-トリアジン-2-イル）

アミノ-2-メチルプロピオノ

21725462 1

一種 92 4-クロロ-3-エチル-1-メチ

ル-N-［4-（パラトリルオキ

シ）ベンジル］ピラゾール-

1.3E+08 1

一種 93 2-クロロ-2'-エチル-N-（2-

メトキシ-1-メチルエチル）-

6'-メチルアセトアニリド

51218452 1

特定

一種

94 クロロエチレン 75014 1 YY YY 0 0 0 YY 0 1998 0 0 0 0 31/36 12/13 16～

1,300

(14)

一種 95 3-クロロ-N-（3-クロロ-5-

トリフルオロメチル-2-ピリジ

ル）-アルファ ,アルファ ,アル

ファ -トリフルオロ-2 6-ジニ

79622596 1 * * * 0 0 0 0 2004 0/45 0/15 － (0.009

2)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 96 1-［［2-［2-クロロ-4-（4-ク

ロロフェ ノキシ）フェ ニル］-

4-メチル-1,3-ジオキソラン

-2-イル］メチル］-1H-

1.19E+08 1

一種 97 1-クロロ-2-（クロロメチ

ル）ベンゼン

611198 1

一種 98 クロロ酢酸 79118 1 Y Y Y 0 0 0 1984 1/21 1/7 0.64 (0.2～

1)

3/21 1/7 0.001

6～

0 003

(0.001

～

0 01)

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 99 クロロ酢酸エチル 105395 1

一種 100 2-クロロ-2',6'-ジエチル-N-

（2-プロポキシエチル）アセ

51218496 1 YY YY YY 0 * 0 0 2005 29/36 4/4 0.005

3～1.7

(0.003

5)

0 0 0 0 魚

0/15

0/5 － (0.001

1)

0 0 0 0

一種 101 2-クロロ-2',6'-ジエチル-N-

（メトキシメチル）アセトアニリ

15972608 1

一種 102 1-クロロ-2,4-ジニトロベン 97007 1 * * * 0 0 0 0 2003 0/114 0/38 － (0.01) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 103 1-クロロ-1,1-ジフルオロエ

タン

75683 1 YY YY 0 0 0 YY 0 2003 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 60/60 20/20 54～

1,100

(3)

一種 104 クロロジフルオロメタン 75456 1 YY YY 0 0 0 YY 0 2003 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 57/57 19/19 550～

4,500

(6)

一種 105 2-クロロ-1,1,1,2-テトラフル

オロエタン

2837890 1

一種 106 クロロトリフルオロエタン 1

一種 107 クロロトリフルオロメタン 75729 1

一種 108 （RS）-2-（4-クロロ-オルト

-トリルオキシ）プロピオン

7085190

93652

1
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 109 オルト-クロロトルエン 95498 1 YY * * 0 YY 0 1989 0/66 0/22 － (0.3) 0/66 0/22 － (0.011) 0 0 0 0 2/21 2/7 13.4～

15

(10)

一種 110 パラ-クロロトルエン 106434 1 * * * 0 * 0 1989 0/66 0/22 － (0.5) 0/66 0/22 － (0.011) 0 0 0 0 0/24 0/8 － (30)

一種 111 2-クロロ-4-ニトロアニリン 121879 1

一種 112 2-クロロニトロベンゼン 88733 1 Y * * * Y 0 1991 0/156 0/52 － (0.3) 0/162 0/54 － (0.023) 魚

0/138

0/46 － (0.007

5)

3/54 1/18 14～

45

(7)

一種 113 2-クロロ-4,6-ビス（エチル

アミノ）-1,3,5-トリアジン

122349 1 * * * * 0 0 0 1991 0/57 0/19 － (0.2) 0/54 0/18 － (0.048) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 114 （RS）-2-［2-（3-クロロフェ

ニル）-2,3-エポキシプロピ

ル］-2-エチルインダン-

1.33E+08 1

一種 115 4-（2-クロロフェ ニル）-N-

シクロヘキシル-N-エチル-

4,5-ジヒドロ-5-オキソ-1H-

テトラゾール-1-カルボキサ

1.58E+08 1

一種 116 （4RS,5RS）-5-（4-クロロ

フェ ニル）-N-シクロヘキシ

ル-4-メチル-2-オキソ-

1 3-チアゾリジン-3-カルボ

78587050 1

一種 117 （RS）-1-パラ-クロロフェ ニ

ル-4,4-ジメチル-3-（1H-

1,2,4-トリアゾール-1-イルメ

チル）ペンタン-3-オール

1.08E+08 1

一種 118 2-（4-クロロフェ ニル）-2-

（1H-1,2,4-トリアゾール-1-

イルメチル）ヘキサンニトリ

88671890 1

一種 119 （RS）-4-（4-クロロフェ ニ

ル）-2-フェ ニル-2-（1H-

1 2 4-トリアゾール-1-イルメ

1.14E+08 1

一種 120 オルト-クロロフェ ノール 95578 1 * * * * 0 0 0 1996 0/33 0/11 － (0.05) 0/33 0/11 － (0.009) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 121 パラ-クロロフェ ノール 106489 1 * * * * 0 0 0 1996 0/33 0/11 － (0.05) 0/33 0/11 － (0.009) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 122 2-クロロプロピオン酸 598787 1

一種 123 3-クロロプロペン 107051 1 * * 0 0 0 0 1977 0/6 0/2 － (5) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 124 1-（2-クロロベンジル）-3-

（1-メチル-1-フェ ニルエチ

99485764 1

一種 125 クロロベンゼン 108907 1 YY YY 0 0 0 YY 0 1998 0 0 0 0 24/32 10/11 20～ (20)

一種 126 クロロペンタフルオロエタン 76153 1 YY

一種 127 クロロホルム 67663 1 Y YY 0 0 0 YY 0 1983 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 88/10

8

12/12 10～

2,200

(10～

100)

一種 128 クロロメタン 74873 1 YY YY 0 0 0 YY 0 2001 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 48/48 16/16 750～

16,000

(12)

一種 129 4-クロロ-3-メチルフェ ノー

ル

59507 1 * * * 0 0 0 1984 0/24 0/8 － (0.025

～0.1)

0/24 0/8 － (0.001

5～

0 0 0 0 0 0 0 0
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 130 （4-クロロ-2-メチルフェ ノ

キシ）酢酸

94746 1

一種 131 3-クロロ-2-メチル-1-プロ

ペン

563473 1 * * * 0 0 0 1980 0/30 0/10 － (1～

20)

0/30 0/10 － (0.000

1～

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 132 コバルト及びその化合物 2

一種 133 酢酸2-エトキシエチル 111159 1 * * * 0 0 0 1995 0/33 0/11 － (0.05) 0/33 0/11 － (0.003 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 134 酢酸ビニル 108054 1 YY YY 0 0 0 YY 0 2000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8/42 5/14 120～

5,500

(120)

一種 135 酢酸2-メトキシエチル 110496 1 * * * 0 0 0 1986 0/30 0/10 － (0.7) 0/30 0/10 － (0.2) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 136 サリチルアルデヒド 90028 1

一種 137 シアナミド 420042 1

一種 138 （RS）-2-シアノ-N-［（R）-1-

（2,4-ジクロロフェ ニル）エ

チル］-3 3-ジメチルブチラミ

1.4E+08 1

一種 139 （S）-アルファ -シアノ-3-

フェ ノキシベンジル=

（1R,3S）-2,2-ジメチル-3-

（1 2 2 2-テトラブロモエチ

66841256 1

一種 140 （RS）-アルファ -シアノ-3-

フェ ノキシベンジル=2,2,3,3-

テトラメチルシクロプロパン

39515418 1

一種 141 トランス-1-（2-シアノ-2-メ

トキシイミノアセチル）-3-エ

57966957 1

一種 142 2,4-ジアミノアニソール 615054 1

一種 143 4,4'-ジアミノジフェ ニルエ-テ 101804 1

一種 144 無機シアン化合物（錯塩及び

シアン酸塩を除く。）

1 Y

一種 145 2-（ジエチルアミノ）エタノー 100378 1

一種 146 O-2-ジエチルアミノ-6-メチ

ルピリミジン-4-イル=O,O-

ジメチル=ホスホロチオアート

29232937 1

一種 147 N,N-ジエチルチオカルバミン

酸S-4-クロロベンジル

28249776 1 * Y * Y * Y 0 1992 0/165 0/55 － (0.2) 3/165 1/55 0.062

～0.1

(0.044) 魚

0/150

0/50 － (0.014) 1/46 1/15 8.4 (3)

一種 148 N,N-ジエチル-3-（2,4,6-トリ

メチルフェ ニルスルホニル）

-1H-1 2 4-トリアゾール-1-

1.25E+08 1

一種 149 四塩化炭素 56235 1 YY YY 0 0 0 YY 0 1983 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 108/1

08

12/12 19～

950

(2.5～

30)

一種 150 1,4-ジオキサン 123911 1 YY YY 0 0 0 YY 0 2000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 22/34 9/12 15～

1,200

(6.8)

一種 151 1,3-ジオキソラン 646060 1

一種 152 1,3-ジカルバモイルチオ-2-

（N,N-ジメチルアミノ）-プロ

15263533 1
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 153 シクロヘキサ-1-エン-1,2-

ジカルボキシイミドメチル=

（1RS）-シス-トランス-2,2-

ジメチル-3-（2-メチルプロ

パ 1 エニル）シクロプロパ

7696120 1

一種 154 シクロヘキシルアミン 108918 1 YY YY YY 0 0 0 1982 8/15 3/5 0.06～

0.18

(0.06

～0.5)

6/15 2/5 0.005

～

(0.004

～

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 155 N-（シクロヘキシルチオ）フ

タルイミド

17796826 1

一種 156 ジクロロアニリン 95761 YY YY * YY 0 0 0 1998 0/39 0/13 － (0.09) 4/39 2/13 0.012

～

(0.01) 0 0 0 0 0 0

一種 157 1,2-ジクロロエタン 107062 1 YY YY YY YY 0 YY 0 1988 66/14

1

25/47 0.02～

3.4

(0.02) 5/126 3/42 0.000

62～

0 002

(0.000

5)

0 0 0 0 39/68 8/12 45～

2,200

(40)

一種 158 1,1-ジクロロエチレン 75354 1 * * * * 0 0 0 1979 0/21 0/7 － (0.028

～0.3)

0/21 0/7 － (0.000

3

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 159 シス-1,2-ジクロロエチレン 156592 2 YY YY YY Y 0 0 0 1987 24/66 8/22 0.005

～0.54

(0.005) 1/69 1/23 0.000

33

(0.000

2)

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 160 3,3'-ジクロロ-4,4'-ジアミノジ

フェ ニルメタン

101144 1 YY YY * YY 0 0 0 2005 0/18 0/6 － (0.030) 7/21 3/7 0.008

～

(0.007) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 161 ジクロロジフルオロメタン 75718 1 YY Y 0 0 0 Y 0 1976 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 45/11

5

1/3 310～

3,300

(250～

1,000)

一種 162 3,5-ジクロロ-N-（1,1-ジメチ

ル-2-プロピニル）ベンズア

23950585 1 *

一種 163 ジクロロテトラフルオロエタ 1 YY

一種 164 2,2-ジクロロ-1,1,1-トリフル

オロエタン

306832 1 YY YY 0 0 0 YY 0 2003 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10/27 5/10 3～

320

(3)

一種 165 2,4-ジクロロトルエン 95738 1 * * * * 0 0 0 1997 0/36 0/12 － (0.4) 0/33 0/11 － (0.009 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 166 1,2-ジクロロ-4-ニトロベン 99547 1 * * * 0 0 0 1981 0/21 0/7 － (0.02) 0/21 0/7 － (0.001) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 167 1,4-ジクロロ-2-ニトロベン 89612 1 * * * * 0 0 0 2003 0/72 0/24 － (0.05) 0/60 0/20 － (0.002 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 168 3-（3,5-ジクロロフェ ニル）-

N-イソプロピル-2,4-ジオキ

ソイミダゾリジン-1-カルボ

36734197 1

一種 169 3-（3,4-ジクロロフェ ニル）-

1,1-ジメチル尿素

330541 1

一種 170 （RS）-2-（2,4-ジクロロフェ

ニル）-3-（1H-1,2,4-トリア

ゾール-1-イル）プロピル

=1 1 2 2-テトラフルオロエチ

1.12E+08 1
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 171 （2RS,4RS）-1-［2-（2,4-ジク

ロロフェ ニル）-4-プロピル

-1,3-ジオキソラン-2-イル

メチル］-1H-1,2,4-トリア

ゾール及び（2RS,4SR）-1-

［2-（2,4-ジクロロフェ ニル）

-4-プロピル-1,3-ジオキソ

60207901 1

一種 172 3-［1-（3,5-ジクロロフェ ニ

ル）-1-メチルエチル］-3,4-

ジヒドロ-6-メチル-5-フェ ニ

ル-2H-1 3-オキサジン-4-

1.53E+08 1

一種 173 （RS）-3-（3,5-ジクロロフェ

ニル）-5-メチル-5-ビニル-

1 3-オキサゾリジン-2 4-ジ

50471448 5 YY Y * Y * 0 0 2005 0/126 0/42 － (0.005

0)

1/105 1/35 0.002

2

(0.000

43)

魚

0/27

0/9 － (0.003

3)

0 0 0 0

一種 174 3-（3,4-ジクロロフェ ニル）-

1-メトキシ-1-メチル尿素

330552 1

一種 175 2,4-ジクロロフェ ノキシ酢酸 94757 1 * * * * 0 0 0 1996 0/33 0/11 － (0.2) 0/33 0/11 － (0.022) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 176 1,1-ジクロロ-1-フルオロエ

タン

1717006 1 YY YY 0 0 0 YY 0 2003 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 51/51 17/17 73～

1,400

(4)

一種 177 ジクロロフルオロメタン 75434 1

一種 178 1,2-ジクロロプロパン 78875 1 *

一種 179 1,3-ジクロロプロペン 542756 1 YY YY * 0 0 YY 0 2004 0/42 0/14 － (0.009) 0 0 0 0 0 0 0 0 18/60 8/20 9～ (9)

一種 180 3,3'-ジクロロベンジジン 91941 1 Y Y Y 0 0 0 0 2003 1/57 1/19 0.014 (0.010) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 181 ジクロロベンゼン 95501 YY YY YY YY 0 YY 0 2002 26/11

4

10/38 0.000

5～0.2

(0.000

4)

172/1

86

59/62 0.000

02～

(0.000

02)

0 0 0 0 38/84 19/28 21～

2,200

(15)

一種 182 2-［4-（2,4-ジクロロベンゾ

イル）-1,3-ジメチル-5-ピラ

ゾリルオキシ］アセトフェ ノン

71561110 1

一種 183 4-（2,4-ジクロロベンゾイ

ル）-1,3-ジメチル-5-ピラゾ

リル=4-トルエンスルホナー

58011680 1

一種 184 2,6-ジクロロベンゾニトリル 1194656 1

一種 185 ジクロロペンタフルオロプロ 1 YY

一種 186 ジクロロメタン 75092 1 YY YY 0 0 0 YY 0 1998 0 0 0 0 42/42 14/14 280～

24,000

(70)

一種 187 2,3-ジシアノ-1,4-ジチアアン

トラキノン

3347226 1

一種 188 N,N-ジシクロヘキシルアミン 101837 1

一種 189 N,N-ジシクロヘキシル-2-ベ

ンゾチアゾールスルフェ ン

4979322 1 * * * * 0 0 0 1998 0/39 0/13 － (0.3) 0/39 0/13 － (0.01) 0 0 0 0 0 0

一種 190 ジシクロペンタジエン 77736 1 * * * 0 0 0 1989 0/66 0/22 － (0.1) 0/57 0/19 － (0.005) 0 0 0 0 0 0 0 0
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 191 1,3-ジチオラン-2-イリデン

マロン酸ジイソプロピル

50512351 1 YY YY YY 0 * 0 0 2005 73/81 9/9 0.006

5～1.8

(0.006

2)

0 0 0 0 魚

0/15

0/5 － (0.001

0)

0 0 0 0

一種 192 ジチオりん酸O-エチル-S,S-

ジフェ ニル

17109498 1 * * * 0 0 0 1993 0/51 0/17 － (0.64) 0/51 0/17 － (0.1) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 193 ジチオりん酸O,O-ジエチル-

S-（2-エチルチオエチル）

298044 1 Y Y * 0 Y 0 0 2005 0/54 0/6 － (0.030) 0 0 0 0 魚 1/9 1/3 0.0012 (0.001

0)

0 0 0 0

一種 194 ジチオりん酸O,O-ジエチル-

S-［（6-クロロ-2,3-ジヒドロ

-2-オキソベンゾオキサゾリ

2310170 1 * * * * * 0 1993 0/54 0/18 － (0.1) 0/54 0/18 － (0.05) 魚

0/54

0/18 － (0.035) 0/24 0/8 － (9)

一種 195 ジチオりん酸O-2,4-ジクロ

ロフェ ニル-O-エチル-S-プ

34643464 1

一種 196 ジチオりん酸S-（2,3-ジヒド

ロ-5-メトキシ-2-オキソ-

1,3,4-チアジアゾール-3-イ

ル）メチル-OO-ジメチル

950378 1 Y Y Y 0 * 0 0 2005 2/54 1/6 0.023

～

0.040

(0.015) 0 0 0 0 魚 0/9 0/3 － (0.001

2)

0 0 0 0

一種 197 ジチオりん酸O,O-ジメチル-

S-1,2-ビス（エトキシカルボ

121755 1 * * * * * 0 1993 0/51 0/17 － (0.06) 0/51 0/17 － (0.06) 魚

0/51

0/17 － (0.069) 0/54 0/18 － (25)

一種 198 ジチオりん酸O,O-ジメチル-

S-［（N-メチルカルバモイ

60515 1 * * * * 0 0 1993 0/30 0/10 － (0.1) 0/30 0/10 － (0.71) 魚

0/30

0/10 － (4.0) 0 0 0 0

一種 199 ジナトリウム=2,2'-ビニレン

ビス［5-（4-モルホリノ-6-ア

ニリノ-1,3,5-トリアジン-2-

イルアミノ）ベンゼンスルホ

16090021 1 YY * YY 0 0 0 1982 0/45 0/15 － (0.6～

2)

13/45 5/15 0.04～

0.2

(0.05

～

0.12)

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 200 ジニトロトルエン 121142 YY YY 0 0 0 YY 0 2002 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3/21 2/7 1.0～ (0.95)

一種 201 2,4-ジニトロフェ ノール 51285 1 YY YY 0 0 0 0 2003 11/11

4

5/38 0.019

～0.54

(0.019) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 202 ジビニルベンゼン 1321740 1

一種 203 ジフェ ニルアミン 122394 1 YY Y YY Y 0 0 1990 3/81 1/27 0.4～

1.2

(0.2) 12/63 4/21 0.006

3～0.2

(0.005) 魚

2/72

1/24 0.03 (0.02) 0 0 0 0

一種 204 ジフェ ニルエ-テル 101848 1 * * * * 0 0 1976 0/88 0/4 － (0.6～

5)

0/28 0/3 － (0.1～

0.74)

魚

0/20

0/2 － (0.15

～

0 0 0 0

一種 205 1,3-ジフェ ニルグアニジン 102067 1 * * * 0 0 0 1978 0/42 0/14 － (2～

50)

0/42 0/14 － (0.1～

0.5)

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 206 N-ジブチルアミノチオ-N-メ

チルカルバミン酸2,3-ジヒド

ロ-2 2-ジメチル-7-ベンゾ

55285148 1

一種 207 2,6-ジ-タ-シャリ-ブチル-4-

クレゾール

128370 1 YY YY YY YY 0 0 0 2001 26/15

6

10/52 0.060

～1.6

0.050 36/15

9

15/53 0.006

8～

(0.006

4)

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 208 2,4-ジ-タ-シャリ-ブチル

フェ ノール

96764 1

一種 209 ジブロモクロロメタン 124481 5 YY YY 0 0 0 YY 0 1983 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 82/10

8

12/12 0.08～

3.5

(0.03

～0.5)

一種 210 2,2-ジブロモ-2-シアノアセト 10222012 1
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 211 ジブロモテトラフルオロエタ 1 YY

一種 212 （RS）-O,S-ジメチル=アセチ

ルホスホルアミドチオアート

30560191 1 * * * * 0 0 1993 0/30 0/10 － (0.2) 0/30 0/10 － (0.02) 魚

0/30

0/10 － (0.01) 0 0 0 0

一種 213 N,N-ジメチルアセトアミド 127195 1

一種 214 2,4-ジメチルアニリン 95681 1 * * * 0 0 0 1977 0/6 0/2 － (1～5) 0/6 0/2 － (0.25

～1)

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 215 2,6-ジメチルアニリン 87627 1 * * * 0 0 0 0 2005 0/12 0/4 － (0.021) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 216 N,N-ジメチルアニリン 121697 1 Y * Y * Y 0 1990 0/69 0/23 － (0.03) 3/63 1/21 0.014

～

(0.01) 魚

0/69

0/23 － (0.002) 1/36 1/12 380 (100)

一種 217 5-ジメチルアミノ-1,2,3-トリ 31895213 1

一種 218 ジメチルアミン 124403 1 * 0 0 0 * 0 1991 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0/48 0/16 － (640)

一種 219 ジメチルジスルフィド 624920 1

一種 220 ジメチルジチオカルバミン酸

の水溶性塩

1

一種 221 2,2-ジメチル-2,3-ジヒドロ-

1-ベンゾフラン-7-イル

=N-［N-（2-エトキシカルボ

ニルエチル）-N-イソプロピ

ルスルフ ナモイル］ N メ

82560541 1

一種 222 N,N-ジメチルチオカルバミン

酸S-4-フェ ノキシブチル

62850322 1

一種 223 N,N-ジメチルドデシルアミン 112185 1

一種 224 N,N-ジメチルドデシルアミン

=N-オキシド

1643205 1 YY YY YY 0 0 0 0 2004 9/123 4/41 0.003

～

(0.003) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 225 ジメチル=2,2,2-トリクロロ-

1-ヒドロキシエチルホスホ

52686 1 * * * * 0 0 1993 0/33 0/11 － (0.2) 0/33 0/11 － (0.008) 魚

0/33

0/11 － (0.004) 0 0 0 0

一種 226 1,1-ジメチルヒドラジン 57147 1

一種 227 1,1'-ジメチル-4,4'-ビピリジ

ニウム=ジクロリド

1910425 1

一種 228 3,3'-ジメチルビフェ ニル-

4,4'-ジイル=ジイソシアネ-ト

91974 1

一種 229 ジメチル=4,4'-（オルト-フェ

ニレン）ビス（3-チオアロ

23564058 1

一種 230 N-（1,3-ジメチルブチル）-

N'-フェ ニル-パラ-フェ ニレ

793248 1 YY YY * 0 0 YY 0 2005 0/12 0/4 － (0.000

45)

0 0 0 0 0 0 0 0 15/39 8/13 0.02～

0.35

(0.02)

一種 231 3,3'-ジメチルベンジジン 119937 1 * * * * 0 0 0 1977 0/6 0/2 － (0.02) 0/3 0/1 － (0.002) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 232 N,N-ジメチルホルムアミド 68122 1 YY * * * 0 0 0 1978 0/24 0/8 － (10～

50)

0/24 0/8 － (0.1～

0.3)

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 233 2-［（ジメトキシホスフィノチ

オイル）チオ］-2-フェ ニル

2597037 1 * * * * * 0 1988 0/72 0/24 － (0.1) 0/72 0/24 － (0.051) 魚

0/72

0/21 － (0.003) 0/72 0/12 － (20)

一種 234 臭素 7726956 1

一種 235 臭素酸の水溶性塩 1
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 236 3,5-ジヨ-ド-4-オクタノイル

オキシベンゾニトリル

3861470 1

一種 237 水銀及びその化合物 2 YY

一種 238 水素化テルフェニル 61788327 1 * * * 0 0 0 1977 0/15 0/5 － (10～

20)

0/15 0/5 － (0.5～

2)

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 239 有機スズ化合物 595904 YY YY * YY YY 0 0 1997 0/159 0/53 － (0.05) 9/126 5/42 0.006

0～

0 50

(0.005

8)

魚

7/144

4/46 0.0009

8～

0 0053

(0.000

88)

0 0 0 0

一種 240 スチレン 100425 1 YY * * * 0 0 0 1977 0/3 0/1 － (2) 0/3 0/1 － (0.006) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 241 2-スルホヘキサデカン酸-

1-メチルエステルナトリウム

4016244 1

一種 242 セレン及びその化合物 7782492 Y YY YY YY YY 0 0 1974 12/60 4/12 0.06～

0.17

(0.1～

40)

36/60 8/12 0.02～

0.190

(1.3) 魚

20/20

貝

20/20

魚 4/4

貝 4/4

魚

0.14～

0.87

貝

0 0 0 0 0

特定

一種

243 ダイオキシン類 5 YY

一種 244 2-チオキソ-3,5-ジメチルテ

トラヒドロ-2H-1,3,5-チアジ

533744 1

一種 245 チオ尿素 62566 1 * * * 0 0 0 1977 0/6 0/4 － (1.1～

400)

0/6 0/4 － (0.055

～1)

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 246 チオフェ ノール 108985 1

一種 247 チオりん酸O-1-（4-クロロ

フェ ニル）-4-ピラゾリル-

O-エチル-S-プロピル

77458016 1

一種 248 チオりん酸O,O-ジエチル-

O-（2-イソプロピル-6-メチ

ル-4-ピリミジニル）

333415 1 * * 0 0 0 * 0 1993 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0/51 0/17 － (12)

一種 249 チオりん酸O,O-ジエチル-

O-（3,5,6-トリクロロ-2-ピリ

2921882 1 Y Y 0 0 Y * 0 2003 0 0 0 0 0 0 0 0 魚

1/27

1/9 0.010 (0.003) 0/21 0/7 － (2)

一種 250 チオりん酸O,O-ジエチル-

O-（5-フェ ニル-3-イソオ

18854018 1 Y * * 0 0 0 0 2005 0/63 0/7 － (0.022) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 251 チオりん酸O,O-ジメチル-O-

（3-メチル-4-ニトロフェ ニ

122145 1 Y Y 0 0 0 Y 0 1993 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2/45 1/15 20～

45

(10)

一種 252 チオりん酸O,O-ジメチル-O-

（3-メチル-4-メチルチオ

55389 1 YY YY YY 0 0 0 0 2005 15/54 2/6 0.010

～

(0.010) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 253 チオりん酸O-4-ブロモ-2-

クロロフェ ニル-O-エチル-

41198087 1

一種 254 チオりん酸S-ベンジル-

O,O-ジイソプロピル

26087478 1 YY YY YY 0 0 0 0 2005 66/72 8/8 0.013

～1.9

(0.012) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 255 デカブロモジフェ ニルエ-テ

ル

1163195 1 YY YY 0 YY * 0 0 2003 0 0 0 0 6/15 2/5 0.037

～

(0.009

7)

魚 0/6 0/2 － (0.001) 0 0 0 0

一種 256 デカン酸 334485 1
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 257 デシルアルコ-ル 112301 * * * 0 0 0 1979 0/27 0/9 － (5～ 0/27 0/9 － (0.3～ 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 258 1,3,5,7-テトラアザトリシクロ

［3,3,1,1(3,7)］デカン

100970 1 * * * 0 0 0 1983 0/30 0/10 － (50～

5,000)

0/30 0/10 － (0.3～

14)

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 259 テトラエチルチウラムジスル 97778 1 * * 0 0 0 0 1992 0/30 0/10 － (2.64) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 260 テトラクロロイソフタロニトリ 1897456 1 * * * 0 0 0 0 2001 0/51 0/17 － (0.010) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 261 4,5,6,7-テトラクロロイソベ

ンゾフラン-1（3H）-オン

27355222 1 * * * * 0 0 0 1996 0/33 0/11 － (0.05) 0/33 0/11 － (0.02) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 262 テトラクロロエチレン 127184 1 Y Y Y 0 0 0 * 1974 5/60 1/12 3 (0.2～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 263 テトラクロロジフルオロエタ 1

一種 264 2,3,5,6-テトラクロロ-パラ-

ベンゾキノン

118752 1

一種 265 テトラヒドロメチル無水フタル 11070443 1

一種 266 2,3,5,6-テトラフルオロ-4-メ

チルベンジル=（Z）-3-（2-

クロロ-3,3,3-トリフルオロ-

1-プロペニル）-2,2-ジメチ

ルシクロプロパンカルボキ

79538322 1

一種 267 3,7,9,13-テトラメチル-5,11-

ジオキサ-2,8,14-トリチア-

4,7,9,12-テトラアザペンタデ

カ-3 12-ジエン-6 10-ジオ

59669260 1

一種 268 テトラメチルチウラムジスル 137268 1 * * * * 0 0 0 1985 0/27 0/9 － (0.9) 0/27 0/9 － (0.02) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 269 3,7,11,15-テトラメチルヘキ

サデカ-1-エン-3-オール

505328 1

一種 270 テレフタル酸 100210 1 YY YY YY YY 0 0 0 2002 3/69 2/23 0.060

～0.12

(0.048) 8/63 4/21 0.010

～

(0.008

6)

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 271 テレフタル酸ジメチル 120616 1 Y Y Y 0 0 0 0 1975 1/100 1/20 160 (2～

500)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 272 銅水溶性塩（錯塩を除く。） 1

一種 273 1-ドデカノール 112538 1

一種 274 タ-シャリ-ドデカンチオール 25103586 1

一種 275 ドデシル硫酸ナトリウム 151213 1

一種 276 3,6,9-トリアザウンデカン-

1,11-ジアミン

112572 1

一種 277 トリエチルアミン 121448 1 YY Y YY 0 0 0 1991 3/27 1/9 0.39～

0.56

(0.2) 15/33 5/11 0.012

～

(0.012) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 278 トリエチレンテトラミン 112243 1 * * * 0 0 0 0 2003 0/39 0/13 － (8) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 279 1,1,1-トリクロロエタン 71556 1 YY YY 0 0 0 YY 0 2001 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 48/48 16/16 170～

420

(12)

一種 280 1,1,2-トリクロロエタン 79005 1 YY YY 0 0 0 YY 0 2001 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4/48 3/16 20～ (20)

一種 281 トリクロロエチレン 79016 1 Y YY 0 0 0 YY 0 1983 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 88/10

8

12/12 10～

1,500

(10～

130)
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 282 トリクロロ酢酸 76039 2 YY * * * 0 0 0 1984 0/21 0/7 － (5) 0/21 0/7 － (0.02

～

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 283 2,4,6-トリクロロ-1,3,5-トリア 108770 1

一種 284 トリクロロトリフルオロエタン 1 YY

一種 285 トリクロロニトロメタン 76062 1 * * * 0 0 0 0 2005 0/9 0/1 － (0.030) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 286 （3,5,6-トリクロロ-2-ピリジ

ル）オキシ酢酸

55335063 1

一種 287 2,4,6-トリクロロフェ ノール 88062 5 YY Y * Y 0 0 0 1996 0/33 0/11 － (0.15) 1/30 1/11 0.012 (0.009) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 288 トリクロロフルオロメタン 75694 1 YY YY 0 0 0 YY 0 1976 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 90/11 3/3 2～ (2.1)

一種 289 1,2,3-トリクロロプロパン 96184 2 YY * * * * 0 0 1976 0/60 0/3 － (10～

20)

0/40 0/3 － (0.2～

2)

魚

0/10

0/1 － (2.4) 0 0 0 0

一種 290 トリクロロベンゼン 120821 YY YY 0 0 0 YY 0 1999 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 39/39 13/13 0.12～

40

(0.009)

一種 291 1,3,5-トリス（2,3-エポキシプ

ロピル）-1,3,5-トリアジン-

2 4 6（1H3H5H）-トリオン

2451629 1

一種 292 トリブチルアミン 102829 1 * * * 0 0 0 1986 0/30 0/10 － (3) 0/27 0/9 － (0.08) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 293 アルファ ,アルファ ,アルファ -

トリフルオロ-2,6-ジニトロ-

NN-ジプロピル-パラ-トル

1582098 1 YY YY YY 0 Y 0 0 2005 8/54 2/6 0.003

1～

0 004

(0.002

8)

0 0 0 0 魚 1/9 1/3 0.0025 0.0005

8

0 0 0 0

一種 294 2,4,6-トリブロモフェ ノール 118796 1 YY YY YY 0 0 0 0 2005 15/18 5/6 0.001

9～

(0.000

87)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 295 3,5,5-トリメチル-1-ヘキサ 3452979 1

一種 296 1,2,4-トリメチルベンゼン 95636 1 YY YY 0 0 0 YY 0 1998 0 0 0 0 39/42 13/14 370～

10,000

(370)

一種 297 1,3,5-トリメチルベンゼン 108678 1 YY YY 0 0 0 YY 0 1998 0 0 0 0 38/38 13/13 90～

3,200

(40)

一種 298 トリレンジイソシアネ-ト 26471625 1

一種 299 トルイジン 95534 1 YY YY * YY 0 0 0 1998 0/39 0/13 － (0.08) 7/36 3/12 0.005

4～

0 007

(0.004

3)

0 0 0

一種 300 トルエン 108883 1 YY YY 0 0 0 YY 0 1998 0 0 0 0 42/42 14/14 1,100

～

(80)

一種 301 トルエンジアミン 95807 1 YY YY * YY 0 0 0 2005 0/12 0/4 － (0.005

9)

4/18 2/6 0.000

78～

0 001

(0.000

78)

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 302 ナフタレン 91203 1 * * * 0 0 0 1976 0/20 0/1 － (0.1) 0/20 0/1 － (0.01) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 303 1,5-ナフタレンジイル=ジイ

ソシアネ-ト

3173726 1

一種 304 鉛 7439921 1 YY

特定

一種

305 鉛化合物 1 YY

一種 306 二アクリル酸ヘキサメチレン 13048334 1
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 307 二塩化酸化ジルコニウム 7699436 1

一種 308 ニッケル 7440020 1 * YY YY YY YY 0 0 1974 17/60 5/12 1～11 (5～

13)

59/59 12/12 1.56～

35

0 魚

21/25

貝

30/35

魚 5/5

貝 7/7

魚

0.037

～0.24

貝

(魚

0.05)

(貝

0 5)

0 0 0 0

特定

一種

309 ニッケル化合物 7440020 1 YY YY YY YY YY 0 0 1974 17/60 5/12 1～11 (5～

13)

59/59 12/12 1.56～

35

0 魚

21/25

貝

30/35

魚 5/5

貝 7/7

魚

0.037

～0.24

貝

(魚

0.05)

(貝

0 5)

0 0 0 0

一種 310 ニトリロ三酢酸 139139 2 YY Y Y * * 0 0 1994 1/21 1/7 5 (5) 0/21 0/7 － (0.2) 魚 0/6 － (0.5) 0 0 0 0

一種 311 オルト-ニトロアニソール 91236 1 YY YY Y * 0 0 1976 3/70 2/4 0.035

～0.69

(0.025

～0.4)

1/58 1/4 0.010 (0.001

～

魚

0/10

0/1 － (0.002) 0 0 0 0

一種 312 オルト-ニトロアニリン 88744 1 * * * * 0 0 1990 0/69 0/23 － (0.19) 0/75 0/25 － (0.04) 魚 0/24 － (0.014) 0 0 0 0

一種 313 ニトログリセリン 55630 1

一種 314 パラ-ニトロクロロベンゼン 100005 1 * YY * * * YY 0 1991 0/156 0/52 － (0.3) 0/162 0/54 － (0.04) 魚

0/138

0/46 － (0.007

5)

5/54 2/18 3.6～

110

(3)

一種 315 オルト-ニトロトルエン 88722 1 Y * * * Y 0 1991 0/57 0/19 － (0.2) 0/57 0/19 － (0.031) 魚

0/57

0/19 － (0.007

5)

2/54 1/18 130～

200

(70)

一種 316 ニトロベンゼン 98953 1 YY YY YY Y 0 YY 0 2002 6/54 2/18 0.12～

0.23

(0.037) 3/51 1/17 0.001

6～

0 001

(0.001

4)

0 0 0 0 15/18 5/6 1.4 ～

14

(0.7)

一種 317 ニトロメタン 75525 1 * * * 0 0 0 1986 0/27 0/9 － (1) 0/27 0/9 － (0.06) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 318 二硫化炭素 75150 1 YY 0 0 0 YY 0 1992 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5/51 3/17 530～

1,900

(500)

一種 319 1-ノナノール 143088 2 YY YY * Y 0 YY 0 1995 0/33 0/11 － (4) 3/30 1/10 0.304

～

(0.1) 0 0 0 0 14/18 5/6 8.7～

81

(6)

一種 320 ノニルフェ ノール 25154523 1 YY YY YY 0 0 0 0 2005 23/27 9/9 0.020

～0.48

(0.020) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 321 バナジウム化合物 1

一種 322 5'-［N,N-ビス（2-アセチルオ

キシエチル）アミノ］-2'-（2-

ブロモ-4,6-ジニトロフェ ニ

ルアゾ）-4'-メトキシアセトア

3618722 1

一種 323 2,4-ビス（エチルアミノ）-6-

メチルチオ-1,3,5-トリアジン

1014706 5 YY YY YY Y * 0 0 1992 6/78 2/26 0.1～

0.27

(0.05) 2/78 1/26 0.016

～

(0.011) 魚

0/75

0/25 － (0.007

8)

0 0 0 0

一種 324 1,3-ビス［（2,3-エポキシプ

ロピル）オキシ］ベンゼン

101906 1

一種 325 ビス（8-キノリノラト）銅 10380286 1 *

一種 326 3,6-ビス（2-クロロフェ ニ

ル）-1,2,4,5-テトラジン

74115245 1

一種 327 1,2-ビス（2-クロロフェ ニ

ル）ヒドラジン

782741 1
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 328 ビス（N,N-ジメチルジチオカ

ルバミン酸）亜鉛

137304 1

一種 329 ビス（N,N-ジメチルジチオカ

ルバミン酸）N,N'-エチレンビ

ス（チオカルバモイルチオ亜

64440886 1

一種 330 ビス（1-メチル-1-フェ ニル

エチル）=ペルオキシド

80433 1

一種 331 S,S-ビス（1-メチルプロピ

ル）=O-エチル=ホスホロジチ

95465999 1

特定

一種

332 砒素及びその無機化合物 1 YY

一種 333 ヒドラジン 302012 1 YY YY * YY 0 0 0 2005 0/9 0/3 － (0.001

3)

14/17 6/6 0.000

38～

(0.000

65)

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 334 4-ヒドロキシ安息香酸メチル 99763 1

一種 335 N-（4-ヒドロキシフェ ニル）

アセトアミド

103902 1

一種 336 ヒドロキノン 123319 1 YY YY * YY 0 0 0 1996 0/168 0/56 － (0.36) 36/16

4

17/55 0.018

～0.76

(0.017) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 337 4-ビニル-1-シクロヘキセ 100403 1

一種 338 2-ビニルピリジン 100696 1 Y Y 0 0 0 Y 0 2004 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3/18 1/6 6.2～ (0.4)

一種 339 N-ビニル-2-ピロリドン 88120 1

一種 340 ビフェ ニル 92524 1 * * * * 0 0 1976 0/68 0/4 － (0.2～

10)

0/50 0/4 － (0.05

～1.0)

魚

0/20

0/2 － (0.04

～

0 0 0 0

一種 341 ピペラジン 110850 1 Y * Y 0 0 0 1986 0/30 0/10 － (30) 1/24 1/8 0.07 (0.03) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 342 ピリジン 110861 1 YY YY YY YY 0 0 0 1998 6/33 2/11 0.29～

0.41

(0.1) 6/33 2/11 0.013

～

(0.009

2)

0 0 0

一種 343 ピロカテコ-ル 120809 1

一種 344 フェ ニルオキシラン 96093 1

一種 345 フェ ニルヒドラジン 100630 1 * * * 0 0 0 1986 0/30 0/10 － (2) 0/30 0/10 － (0.2) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 346 2-フェ ニルフェ ノール 90437 1 Y Y * * Y 0 0 1999 0/30 0/10 － (0.008) 0/36 0/12 － (0.006 魚 1/11 0.013 (0.003 0 0 0 0

一種 347 N-フェ ニルマレイミド 941695 1

一種 348 フェ ニレンジアミン 108452 1 * * 0 0 0 0 2005 0/12 0/4 － (0.45) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 349 フェ ノール 108952 1 YY YY YY 0 0 0 0 2003 10/11

4

6/38 0.028

～0.67

(0.028) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 350 3-フェ ノキシベンジル=3-

（2,2-ジクロロビニル）-2,2-

ジメチルシクロプロパンカル

52645531 1

特定

一種

351 1,3-ブタジエン 106990 1 * * * 0 0 0 1977 0/6 0/2 － (0.1～

5)

0/6 0/2 － (0.000

5～

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 352 フタル酸ジアリル 131179 1 * * * 0 0 0 1985 0/27 0/9 － (0.2) 0/27 0/9 － (0.02) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 353 フタル酸ジエチル 84662 1 * * * 0 0 0 1985 0/27 0/9 － (0.2) 0/27 0/9 － (0.02) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 354 フタル酸ジ-ノルマル-ブチル 84742 1 YY YY YY YY YY YY 0 1996 5/30 3/10 0.2～

1.4

(0.2) 7/30 3/10 0.15～

0.58

(0.14) 魚

9/30

3/10 0.054

～0.30

(0.04) 13/15 5/5 10～

140

(10)
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 355 フタル酸ビス（2-エチルヘキ

シル）

117817 1 YY YY YY YY YY YY 0 1996 4/33 2/11 4.3～

6.8

(3.9) 16/33 6/11 0.18～

22

(0.15) 魚

9/27

4/9 0.09～

0.96

(0.026) 11/18 5/6 8～

323

(6)

一種 356 フタル酸ノルマル-ブチル=ベ

ンジル

85687 1 YY YY * YY 0 0 0 2000 0/138 0/46 － (0.14) 25/13

8

11/46 32～

134

(28) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 357 2-タ-シャリ-ブチルイミノ-

3-イソプロピル-5-フェ ニ

ルテトラヒドロ-4H-1 3 5-チ

69327760 1

一種 358 N-タ-シャリ-ブチル-N'-（4-

エチルベンゾイル）-3,5-ジ

メチルベンゾヒドラジド

1.12E+08 1

一種 359 ノルマル-ブチル-2,3-エポ

キシプロピルエ-テル

2426086 1 * * * 0 0 0 1984 0/24 0/8 － (0.5～

0.7)

0/24 0/8 － (0.006

～

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 360 N-［1-（N-ノルマル-ブチル

カルバモイル）-1H-2-ベン

ゾイミダゾリル］カルバミン

17804352 1

一種 361 ブチル=（R）-2-［4-（4-シア

ノ-2-フルオロフェ ノキシ）

フェ ノキシ］プロピオナート

1.22E+08 1

一種 362 1-タ-シャリ-ブチル-3-

（2,6-ジイソプロピル-4-

フェ ノキシフェ ニル）チオ尿

80060099 1

一種 363 5-タ-シャリ-ブチル-3-

（2,4-ジクロロ-5-イソプロ

ポキシフェ ニル）-1,3,4-オ

キサジアゾール-2（3H）-オ

19666309 1 * * * 0 0 0 1981 0/15 0/5 － (0.001

～0.2)

0/15 0/5 － (0.001

～

0.02)

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 364 タ-シャリ-ブチル=4-

［［［（1,3-ジメチル-5-フェ ノ

キシ-4-ピラゾリル）メチリデ

ン］アミノオキシ］メチル］ベ

1.34E+08 1

一種 365 ブチルヒドロキシアニソール 25013165 1

一種 366 タ-シャリ-ブチル=ヒドロペル

オキシド

75912 1

一種 367 オルト-セカンダリ-ブチル

フェ ノール

89725 1

一種 368 4-タ-シャリ-ブチルフェ ノー 98544 1 YY YY YY * 0 0 0 1997 6/141 2/47 0.1 (0.08) 0/168 0/56 － (0.04) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 369 2-（4-タ-シャリ-ブチルフェ

ノキシ）シクロヘキシル=2-

プロピニル=スルフィット

2312358 1

一種 370 2-タ-シャリ-ブチル-5-（4-

タ-シャリ-ブチルベンジルチ

オ）-4-クロロ-3（2H）-ピリ

96489713 1
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 371 N-（4-タ-シャリ-ブチルベン

ジル）-4-クロロ-3-エチル-

1-メチルピラゾール-5-カ

1.19E+08 1

一種 372 N-（タ-シャリ-ブチル）-2-ベ

ンゾチアゾールスルフェ ン

95318 1 * * * * 0 0 0 1998 0/39 0/13 － (0.1) 0/36 0/12 － (0.004

7)

0 0 0 0 0 0

一種 373 2-タ-シャリ-ブチル-5-メチ

ルフェ ノール

88608 1

一種 374 ふっ化水素及びその水溶性 1

一種 375 2-ブテナール 4170303 1 YY YY 0 0 0 YY 0 1998 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 21/29 8/10 15～ (15)

一種 376 N-ブトキシメチル-2-クロロ

-2',6'-ジエチルアセトアニリド

23184669 1 * * * * * 0 0 1994 0/39 0/13 － (0.02) 0/39 0/13 － (0.004

4)

魚

0/39

0/13 － (0.002) 0 0 0 0

一種 377 フラン 110009 1

一種 378 N,N'-プロピレンビス（ジチオ

カルバミン酸）と亜鉛の重合

12071839 1

一種 379 2-プロピン-1-オール 107197 1

一種 380 ブロモクロロジフルオロメタ 353593 1 YY

一種 381 ブロモジクロロメタン 75274 5 YY YY 0 0 0 YY 0 1983 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 83/93 11/11 0.05～

13

(0.04

～0.5)

一種 382 ブロモトリフルオロメタン 75638 1 YY

一種 383 5-ブロモ-3-セカンダリ-ブ

チル-6-メチル-1,2,3,4-テト

ラヒドロピリミジン-2 4-ジオ

314409 1

一種 384 1-ブロモプロパン 106945 1 YY YY 0 0 0 YY 0 2004 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 27/57 11/19 27～ (25)

特定

一種

385 2-ブロモプロパン 75263 1 * * 0 0 0 * 0 1998 0 0 0 0 0/39 0/13 － (170)

一種 386 ブロモメタン 74839 1 YY YY 0 0 0 YY 0 2003 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10/12 4/4 33～ (27)

一種 387 ヘキサキス（2-メチル-2-

フェ ニルプロピル）ジスタノ

13356086 1

一種 388 6,7,8,9,10,10-ヘキサクロロ-

1,5,5ａ,6,9,9ａ-ヘキサヒドロ-

6,9-メタノ-2,4,3-ベンゾジオ

キサチエピン=3-オキシド

115297 1 * * * 0 0 0 1982 0/39 0/13 － (α-体

0.0040

～

0.025)

(β-体

0 014

0/39 0/13 － (α-体

0.0002

0

～

0.001)

(β 体

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 389 ヘキサデシルトリメチルアン

モニウム=クロリド

112027 1

一種 390 ヘキサメチレンジアミン 124094 1 * * * 0 0 0 1987 0/87 0/29 － (2) 0/87 0/29 － (0.46) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 391 ヘキサメチレン=ジイソシア 822060 1

一種 392 ノルマル-ヘキサン 110543 1 YY YY * 0 0 YY 0 2004 0/60 0/20 － (0.008) 0 0 0 0 0 0 0 0 52/53 18/18 140～

44,000

(90)

一種 393 ベタナフト-ル 135193 1 Y Y * * Y 0 0 1999 0/36 0/12 － (0.009) 0/36 0/12 － (0.006 魚 1/11 0.014 (0.005 0 0 0 0

特定

一種

394 ベリリウム及びその化合物 4 YY
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 395 ペルオキソ二硫酸の水溶性 1

一種 396 ペルフルオロ（オクタン-1-

スルホン酸）

1763231 5 YY YY YY YY YY 0 0 2005 21/21 7/7 0.000

09～

0.016

(0.000

05)

21/21 7/7 0.000

026～

0.000

85

(0.000

0072)

魚

55/57

貝

17/18

魚

19/19

貝 6/6

魚

0.025

～

0.0066

貝

0.0000

(0.000

018)

0 0 0 0

特定

一種

397 ベンジリジン=トリクロリド 98077 1

一種 398 ベンジル=クロリド 100447 1 YY * * 0 YY 0 1989 0/63 0/21 － (0.2) 0/66 0/22 － (0.01) 0 0 0 0 5/21 2/7 6.4～ (5)

一種 399 ベンズアルデヒド 100527 1 YY * YY 0 0 0 1984 0/27 0/9 － (0.5～

4)

8/27 3/9 0.01～

0.17

(0.01

～0.1)

0 0 0 0 0 0 0 0

特定

一種

400 ベンゼン 71432 1 YY * * * 0 0 0 1977 0/3 0/1 － (2) 0/3 0/1 － (0.004) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 401 1,2,4-ベンゼントリカルボン

酸1,2-無水物

552307 1

一種 402 2-（2-ベンゾチアゾリルオ

キシ）-N-メチルアセトアニリ

73250687 1

一種 403 ベンゾフェ ノン 119619 1 * * * 0 0 0 1981 0/15 0/5 － (0.1～

0.2)

0/15 0/5 － (0.02) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 404 ペンタクロロフェ ノール 87865 3 YY YY * YY 0 0 0 1996 0/33 0/11 － (0.2) 2/33 2/11 0.011

～

(0.01) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 405 ほう素化合物 1 YY

一種 406 ポリ塩化ビフェ ニル 1336363 5 YY YY 0 0 0 YY 0 1999 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 45/45 15/15 0.11～

2.1

(0.003)

一種 407 ポリ（オキシエチレン）=アル

キルエ-テル（アルキル基の

炭素数が12から15までのも

の及びその混合物に限る ）

9002920 1 YY YY 0 0 0 0 -2005 9/15 3/5 0.14～

1.0

(0.264) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 408 ポリ（オキシエチレン）=オク

チルフェ ニルエ-テル

9036195 1

一種 409 ポリ（オキシエチレン）=ドデ

シルエ-テル硫酸エステルナ

9004824 1

一種 410 ポリ（オキシエチレン）=ノニ

ルフェ ニルエ-テル

9016459 1 YY YY YY 0 0 0 0 -2005 9/9 3/3 0.018

～0.15

(0.044) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

特定

一種

411 ホルムアルデヒド 50000 1 YY * * 0 0 0 0 1975 0/100 0/20 － (100,0

00

～

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 412 マンガン及びその化合物 7439965 1 YY YY YY YY YY 0 0 1974 45/60 9/12 2～79 (5) 60/60 12/12 55～

1,300

0 魚

20/20

貝

20/20

魚 4/4

貝 4/4

魚

0.23～

1.31

貝 7 4

0 0 0 0 0
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 413 無水フタル酸 85449 1

一種 414 無水マレイン酸 108316 1

一種 415 メタクリル酸 79414 1 YY YY 0 0 0 YY 0 2002 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6/27 3/9 1.1～ 0.77

一種 416 メタクリル酸2-エチルヘキシ

ル

688846 1 Y Y * Y 0 0 0 1999 0/27 0/9 － (0.027) 1/33 1/11 0.002

2

(0.000

77)

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 417 メタクリル酸2,3-エポキシプ 106912 1 * * * 0 0 0 1986 0/30 0/10 － (0.3) 0/24 0/8 － (0.04) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 418 メタクリル酸2-（ジメチルアミ

ノ）エチル

2867472 1

一種 419 メタクリル酸ノルマル-ブチル 97881 1 * * * 0 0 0 1979 0/24 0/8 － (0.005

～1)

0/24 0/8 － (0.000

10

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 420 メタクリル酸メチル 80626 1 Y Y 0 0 0 Y 0 1999 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3/18 1/6 28～ (5.3)

一種 421 4-メチリデンオキセタン-2- 674828 1

一種 422 （Z）-2'-メチルアセトフェ ノン

=4,6-ジメチル-2-ピリミジニ

89269647 1

一種 423 メチルアミン 74895 1 YY * YY 0 0 0 1986 0/33 0/11 － 2 12/21 4/7 0.046

～

0.04 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 424 メチル=イソチオシアネ-ト 556616 1

一種 425 N-メチルカルバミン酸2-イ

ソプロピルフェ ニル

2631405 1 * * * 0 * 0 1988 0/75 0/25 － (0.3) 0/69 0/23 － (0.010

3)

0 0 0 0 0/72 0/12 － (7.0)

一種 426 N-メチルカルバミン酸2,3-ジ

ヒドロ-2,2-ジメチル-7-ベン

ゾ［ｂ］フラニル

1563662 1 * * * 0 0 0 0 2005 0/15 0/5 － (0.007) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 427 N-メチルカルバミン酸1-ナ 63252 1 * * * 0 * 0 0 2005 0/9 0/1 － (0.014) 0 0 0 0 魚 0/3 0/1 － (0.001 0 0 0 0

一種 428 N-メチルカルバミン酸2-セ

カンダリ-ブチルフェ ニル

3766812 1 * YY * * 0 YY 0 1988 0/75 0/25 － (0.4) 0/69 0/23 － (0.010

3)

0 0 0 0 4/72 2/12 7.7～

48

(7.0)

一種 429 メチル=3-クロロ-5-（4,6-ジ

メトキシ-2-ピリミジニルカル

バモイルスルファモイル）-

1-メチルピラゾール-4-カ

1.01E+08 1

一種 430 メチル=（S）-7-クロロ-2,3,4

ａ,5-テトラヒドロ-2-［メトキ

シカルボニル（4-トリフルオ

ロメトキシフェ ニル）カルバ

モイル］インデノ［1,2-E］

［1 3 4］オキサジアジン 4

1.74E+08 1

一種 431 メチル=（E）-2-［2-［6-（2-

シアノフェ ノキシ）ピリミジン-

4-イルオキシ］フェ ニル］-

3-メトキシアクリラート

1.32E+08 1

一種 432 3-メチル-1,5-ジ（2,4-キシリ

ル）-1,3,5-トリアザペンタ-

33089611 1

一種 433 N-メチルジチオカルバミン 144547 1
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 434 メチル-N',N'-ジメチル-N-

［（メチルカルバモイル）オキ

シ］-1-チオオキサムイミデ

23135220 1 * * * * 0 0 1992 0/33 0/11 － (0.1) 0/33 0/11 － (0.01) 魚

0/33

0/11 － (0.005) 0 0 0 0

一種 435 メチル=2-（4,6-ジメトキシ-

2-ピリミジニルオキシ）-6-

［1-（メトキシイミノ）エチル］

1.36E+08 1

一種 436 アルファ -メチルスチレン 98839 1 YY YY 0 0 0 YY 0 2000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 20/26 8/9 1.9～

110

(1.9)

一種 437 3-メチルチオプロパナール 3268493 1

一種 438 メチルナフタレン 90120 YY YY 0 0 0 YY 0 1998 0 0 0 0 29/30 10/10 5.1～

150

(2)

一種 439 3-メチルピリジン 108996 1 YY YY YY YY YY 0 1994 6/165 2/55 0.29～

0.74

(0.2) 83/13

5

37/47 0.001

2～

(0.001

2)

魚

53/14

24/48 0.0020

～

(0.002) 45/49 16/17 1～39 (1)

一種 440 1-メチル-1-フェ ニルエチル

=ヒドロペルオキシド

80159 1

一種 441 2-（1-メチルプロピル）-

4,6-ジニトロフェ ノール

88857 1

一種 442 2-メチル-N-［3-（1-メチル

エトキシ）フェ ニル］ベンズア

55814410 1

一種 443 S-メチル-N-（メチルカルバ

モイルオキシ）チオアセトイ

16752775 1 * * * * 0 0 1992 0/33 0/11 － (0.1) 0/33 0/11 － (0.01) 魚

0/33

0/11 － (0.005) 0 0 0 0

一種 444 メチル=（E）-メトキシイミノ-

［2-［［［［（E）-1-［3-（トリフ

ルオロメチル）フェ ニル］エ

チリデン］アミノ］オキシ］メチ

1.42E+08 1

一種 445 メチル=（E）-メトキシイミノ

［2-（オルト-トリルオキシメ

チル）フェ ニル］アセタ-ト

1.43E+08 1

一種 446 4,4'-メチレンジアニリン 101779 1 * * * 0 0 0 1985 0/30 0/10 － (5) 0/24 0/8 － (1) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 447 メチレンビス（4,1-シクロヘ

キシレン）=ジイソシアネ-ト

5124301 1

一種 448 メチレンビス（4,1-フェ ニレ

ン）=ジイソシアネ-ト

101688 1

一種 449 3-メトキシカルボニルアミノ

フェ ニル=3'-メチルカルバ

13684634 1

一種 450 N-（6-メトキシ-2-ピリジル）

-N-メチルチオカルバミン酸

O-3-タ-シャリ-ブチルフェ

88678675 1

一種 451 2-メトキシ-5-メチルアニリ

ン

120718 2 YY YY YY * 0 0 0 2005 6/24 4/8 0.037

～

(0.032) 0/18 0/6 － (0.006

0)

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 452 2-メルカプトベンゾチア

ゾール

149304 1 YY YY YY 0 0 0 1977 3/12 3/6 0.011

～

(0.1) 2/12 2/6 0.002

1～

(0.000

9～

0 0 0 0 0 0 0 0

一種 453 モリブデン及びその化合物 1 YY
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

一種 454 2-（モルホリノジチオ）ベンゾ

チアゾール

95329 1

一種 455 モルホリン 110918 1 YY YY YY * * 0 1994 9/48 4/16 0.28～

2.51

(0.28) 25/45 10/15 0.002

4～

(0.002

4)

魚

0/48

0/16 － (0.03) 0/51 0/17 － (20)

一種 456 りん化アルミニウム 20859738 1

一種 457 りん酸ジメチル=2,2-ジクロ

ロビニル

62737 1 * YY 0 0 0 YY 0 1993 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4/51 2/17 10～

13

(10)

一種 458 りん酸トリス（2-エチルヘキ

シル）

78422 2 YY YY * YY 0 0 0 1999 0/42 0/14 － (0.19) 12/39 4/13 0.005

1～

(0.005) 0 0 0 0 0 0 0 0

一種 459 りん酸トリス（2-クロロエチ

ル）

115968 1 YY YY 0 0 0 YY 0 1998 0 0 0 0 24/37 12/15 0.29～

1.4

(0.24)

一種 460 りん酸トリトリル 1330785 1 YY YY 0 0 0 YY 0 1998 0 0 0 0 8/46 5/16 1.2～ (1)

一種 461 りん酸トリフェ ニル 115866 1 * * * * 0 0 1975 0/100 0/20 － (0.02

～

0/100 0/20 － (0.002

～

魚

0/100

0/19 － (0.005

～

0 0 0 0

一種 462 りん酸トリ-ノルマル-ブチル 126738 1 YY YY 0 0 0 YY 0 1998 0 0 0 0 0 29/40 13/15 0.22～

7.5

(0.2)

二種 1 アセトアミド 60355 2

二種 2 パラ-アニシジン 104949 2 * * * * * 0 1990 0/57 0/19 － (0.4) 0/54 0/18 － (0.017) 魚 0/18 － (0.02) 0/51 0/17 － (1,500)

二種 3 5-アミノ-1-（2,6-ジクロロ-

4-トリフルオロメチルフェ ニ

ル）-4-エチルスルフィニル-

1H-ピラゾール-3-カルボ

1.82E+08 2

二種 4 3-アミノ-1H-1,2,4-トリア

ゾール

61825 2 * * * * 0 0 0 1984 0/24 0/8 － (4) 0/24 0/8 － (0.005

～

0 0 0 0 0 0 0 0

二種 5 3'-アミノ-4'-メトキシアセトア 6375479 2

二種 6 4-アリル-1,2-ジメトキシベン 93152 2

二種 7 アルキル硫酸エステルナトリ

ウム（アルキル基の炭素数

が16から18までのもの及び

その混合物に限る ）

68955204 2

二種 8 ウレタン 51796 2

二種 9 N-エチルアニリン 103695 2 Y * * * Y 0 1990 0/54 0/18 － (0.05) 0/63 0/21 － (0.05) 魚 0/18 － (0.004 1/36 1/12 160 (130)

二種 10 2-エチルアミノ-4-イソプロ

ピルアミノ-6-メチルチオ-

834128 2

二種 11 エチル=3-フェ ニルカルバモ

イルオキシカルバニラート

13684565 2

二種 12 N-［3-（1-エチル-1-メチル

プロピル）-1,2-オキサゾー

ル-5-イル］-2 6-ジメトキシ

82558507 2

二種 13 5-エトキシ-3-トリクロロメチ

ル-1,2,4-チアジアゾール

2593159 2

二種 14 1,2-エポキシ-3-（トリルオキ

シ）プロパン

26447143 2
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

二種 15 4,4'-オキシビスベンゼンス

ルホニルヒドラジド

80513 2

二種 16 クロロアセトアルデヒド 107200 2 * * * 0 0 0 1980 0/33 0/11 － (1.5～

15)

0/33 0/11 － (0.03

～0.3)

0 0 0 0 0 0 0 0

二種 17 （RS）-1-［3-クロロ-4-

（1,1,2-トリフルオロ-2-トリ

フルオロメトキシエトキシ）

フェ ニル］-3-（2 6-ジフルオ

1.17E+08 2

二種 18 （1'S-トランス）-7-クロロ-

2',4,6-トリメトキシ-6'-メチル

スピロ［ベンゾフラン-2

（3H） 1'-シクロヘキサ-2'-エ

126078 2

二種 19 1-クロロナフタレン 90131 2 * * * 0 0 0 1986 0/33 0/11 － (0.05) 0/30 0/10 － (0.003) 0 0 0 0 0 0 0 0

二種 20 酢酸ベンジル 140114 2

二種 21 サフロ-ル 94597 2

二種 22 （S）-アルファ -シアノ-3-

フェ ノキシベンジル=（S）-2-

（4-クロロフェ ニル）-3-メ

66230044 2

二種 23 アルファ -シアノ-4-フルオロ

-3-フェ ノキシベンジル=3-

（2,2-ジクロロビニル）-2,2-

ジメチルシクロプロパンカル

68359375 2

二種 24 トランス-1,2-ジクロロエチ 156605 2 Y YY 0 0 0 YY 0 1987 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 19/73 7/12 10～ (10)

二種 25 ジクロロ酢酸 79436 2 * * * 0 0 0 1984 0/21 0/7 － (2) 0/21 0/7 － (0.01

～

0 0 0 0 0 0 0 0

二種 26 1-（3,5-ジクロロ-2,4-ジフ

ルオロフェ ニル）-3-（2,6-

ジフルオロベンゾイル）尿素

83121180 2

二種 27 1,3-ジクロロ-5,5-ジメチル

イミダゾリジン-2,4-ジオン

118525 2

二種 28 2-［4-（2,4-ジクロロ-メタ-ト

ルオイル）-1,3-ジメチル-5-

ピラゾリルオキシ］-4-メチ

82692442 2

二種 29 2,4-ジクロロ-1-ニトロベン 611063 5 Y Y * Y 0 0 0 2003 0/72 0/24 － (0.06) 1/61 1/21 0.006 (0.001 0 0 0 0 0 0 0 0

二種 30 2,2-ジクロロ-N-［2-ヒドロ

キシ-1-（ヒドロキシメチル）-

2-（4-ニトロフェ ニル）エチ

56757 2

二種 31 N-（2,3-ジクロロ-4-ヒドロ

キシフェ ニル）-1-メチルシ

クロヘキサンカルボキサミド

1.27E+08 2

二種 32 2,4'-ジクロロ-アルファ -（5-

ピリミジニル）ベンズヒドリル

60168889 2
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

二種 33 2-（2,4-ジクロロフェ ニル）-

1-（1H-1,2,4-トリアゾール-

1-イル）-2-ヘキサノール

79983714 2

二種 34 2,4-ジクロロフェ ノール 120832 2 * * * * 0 * 0 1996 0/33 0/11 － (0.07) 0/33 0/11 － (0.011) 0 0 0 0 0/18 0/6 － (10)

二種 35 （RS）-2-（2,4-ジクロロフェ

ノキシ）プロピオン酸

120365 2

二種 36 1,3-ジクロロ-2-プロパノー 96231 2 Y * * 0 Y 0 1995 0/33 0/11 － (2) 0/33 0/11 － (0.2) 0 0 0 0 1/18 1/6 5 (5)

二種 37 （RS）-1-［2,5-ジクロロ-4-

（1,1,2,3,3,3-ヘキサフルオロ

プロポキシ）フェ ニル］-3-

（2 6-ジフルオロベンゾイ

1.03E+08 2

二種 38 3,3'-ジクロロベンジジン二 612839 2

二種 39 ジナトリウム=4-アミノ-3-

［4'-（2,4-ジアミノフェ ニルア

ゾ）-1,1'-ビフェ ニル-4-イ

ルアゾ］-5-ヒドロキシ-6-

フ ニルアゾ 2 7 ナフタレ

1937377 2

二種 40 ジナトリウム=8-［3,3'-ジメチ

ル-4'-［4-［（パラートリル）

スルホニルオキシ］フェ ニル

アゾ］-1,1'-ビフェ ニル-4-

イルアゾ］ 7 ヒドロキシ

6459945 2

二種 41 2,4-ジニトロアニリン 97029 2 Y * Y * 0 0 1990 0/75 0/25 － (1.7) 1/75 1/25 0.56 (0.19) 魚 0/24 － (0.078) 0 0 0 0

二種 42 ジニトロナフタレン 605710 2 * * * 0 0 0 1985 0/30 0/10 － (0.05) 0/30 0/10 － (0.004) 0 0 0 0 0 0 0 0

二種 43 メタ-ジニトロベンゼン 99650 2 * * * * 0 0 1991 0/45 0/15 － (0.1) 0/48 0/16 － (0.012) 魚 0/16 － (0.005) 0 0 0 0

二種 44 2,3-ジヒドロ-6-プロピル-

2-チオキソ-4（1H）-ピリミジ

51525 2

二種 45 1,2-ジブロモエタン 106934 2 * * 0 0 0 * 0 1998 0 0 0 0 0/39 0/13 － (71)

二種 46 1,4-ジブロモブタン 110521 2

二種 47 2,3-ジブロモ-1-プロパノー 96139 2

二種 48 1,3-ジブロモプロパン 109648 2

二種 49 ジベンジルエ-テル 103504 2 YY Y YY 0 0 0 1984 3/21 1/7 0.005

～

0 007

(0.005

～

0 03)

9/21 3/7 0.000

6～

0 005

(0.000

5

～

0 0 0 0 0 0 0 0

二種 50 2,3-ジメチルアニリン 87592 2 * * * * * 0 1990 0/54 0/18 － (0.02) 0/54 0/18 － (0.011) 魚 0/9 － (0.005) 0/51 0/17 － (500)

二種 51 ［4-［［4-（ジメチルアミノ）

フェ ニル］（フェ ニル）メチリ

デン］シクロヘキサ-2,5-ジ

エン-1-イリデン］（ジメチ

569642 2 * * * 0 0 0 1985 0/33 0/11 － (2) 0/27 0/9 － (0.2) 0 0 0 0 0 0 0 0

二種 52 ジメチルカルバモイル=クロ 79447 2

二種 53 O,O-ジメチル-O-（3-メチル

-4-メチルスルフィニルフェ

ニル）-チオホスフェ イト

3761419 2
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

二種 54 臭素化ビフェ ニル（臭素数

が2から5までのもの及びそ

の混合物に限る。）

2

二種 55 2-（1,3-チアゾール-4-イ

ル）-1H-ベンゾイミダゾー

148798 2 * * * 0 0 0 1986 0/27 0/9 － (1) 0/27 0/9 － (0.2) 0 0 0 0 0 0 0 0

二種 56 チオアセトアミド 62555 2

二種 57 2-（チオシアナートメチルチ

オ）-1,3-ベンゾチアゾール

21564170 2

二種 58 チオりん酸O,O-ジエチル-

O-（6-オキソ-1-フェ ニル-

1 6-ジヒドロ-3-ピリダジニ

119120 3 Y Y Y * 0 0 0 2004 3/36 1/12 0.004

～

0 006

(0.003) 0/36 0/12 － (0.000

22)

0 0 0 0 0 0 0 0

二種 59 チオりん酸O-3,5,6-トリクロ

ロ-2-ピリジル-O,O-ジメチ

5598130 2

二種 60 1,1,2,2-テトラクロロエタン 79345 2 * * * * 0 0 1976 0/60 0/3 － (1～

50)

0/40 0/3 － (0.05

～1.0)

魚

0/10

0/1 － (0.2) 0 0 0 0

二種 61 テトラナトリウム=3,3'-

［（3,3'-ジメトキシ-4,4'-ビ

フェ ニリレン）ビス（アゾ）］

ビス（5-アミノ-4-ヒドロキシ

2429745 2

二種 62 テトラブロモメタン 558134 2 * * * 0 0 0 1981 0/15 0/5 － (0.004

～3)

0/15 0/5 － (0.000

78

0 0 0 0 0 0 0 0

二種 63 オルト-テルフェ ニル 84151 2 Y * Y * 0 0 1976 0/68 0/4 － (0.004

～25)

15/63 1/4 0.000

75～

(0.000

19～

魚 0/1 0/1 － (0.05) 0 0 0 0

二種 64 1,1,1-トリクロロ-2,2-ビス

（4-メトキシフェ ニル）エタン

72435 5 Y Y * Y * 0 0 2005 0/126 0/42 － (0.002

0)

1/105 1/35 0.007

3

(0.002

6)

魚

0/27

0/9 － (0.001

8)

0 0 0 0

二種 65 トリス（N,N-ジメチルジチオカ

ルバメ-ト）鉄

14484641 2

二種 66 トリブロモメタン 75252 2 * * * * 0 0 1976 0/60 0/3 － (0.2～

26)

0/40 0/3 － (0.005

～

魚

0/20

0/2 － (0.005

～

0 0 0 0

二種 67 ナトリウム=3-［［N-［4-

［［4-（ジメチルアミノ）フェ ニ

ル］［4-［N-エチル-N-［（3-

スルホナトフェ ニル）メチル］

アミノ］フェ ニル］メチレン］-

2,5-シクロヘキサジエン-1-

1694093 2

二種 68 ナトリウム=1,1'-ビフェ ニル

-2-オラート

132274 2

二種 69 メタ-ニトロアニリン 99092 2 * * * 0 0 0 1978 0/24 0/8 － (0.3～

1)

0/15 0/5 － (0.01

～

0 0 0 0 0 0 0 0

二種 70 N-ニトロソジフェ ニルアミン 86306 2 * * * 0 0 0 0 2005 0/12 0/4 － (0.003 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

二種 71 メタ-ニトロトルエン 99081 2 * * * * 0 0 1991 0/57 0/19 － (0.2) 0/57 0/19 － (0.017) 魚 0/19 － (0.007 0 0 0 0

二種 72 パラ-ニトロフェ ノール 100027 2 YY * * * YY 0 1994 0/36 0/12 － (0.6) 0/36 0/12 － (0.005 魚 0/12 － (0.005) 27/27 9/9 1～71 (1)
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

二種 73 パリゴルスカイト 12174117 2

二種 74 3,3-ビス（4-ヒドロキシフェ

ニル）-1,3-ジヒドロイソベン

ゾフラン-1-オン

77098 2

二種 75 4,4'-ビピリジル 553264 2

二種 76 1-（4-ビフェ ニリルオキシ）

-3,3-ジメチル-1-（1H-

1 2 4-トリアゾール-1-イル）

55179312 2

二種 77 パラ-フェ ネチジン 156434 2 Y Y Y * 0 0 0 1998 1/39 1/13 0.36 (0.3) 0/39 0/13 － (0.02) 0 0 0 0 0 0

二種 78 フタル酸ジシクロヘキシル 84617 2 * * * 0 0 0 1985 0/27 0/9 － (0.4) 0/27 0/9 － (0.05) 0 0 0 0 0 0 0 0

二種 79 1,3-プロパンスルトン 1120714 2

二種 80 N-プロピル-N-［2-（2,4,6-

トリクロロフェ ノキシ）エチ

ル］イミダゾール-1-カルボ

67747095 2

二種 81 3-ブロモ-1-プロペン 106956 2

二種 82 ヘキサクロロエタン 67721 2 * * * * 0 0 1976 0/60 0/3 － (0.1～

5)

0/40 0/3 － (0.01

～0.3)

魚

0/10

0/1 － (0.3) 0 0 0 0

二種 83 ヘキサクロロシクロペンタジ

エン

77474 2 * * * 0 0 0 1981 0/18 0/6 － (0.2) 0/18 0/6 － (0.02

～20)

0 0 0 0 0 0 0 0

二種 84 1,4,5,6,7,7-ヘキサクロロビ

シクロ［2,2,1］-5-ヘプテン-

2 3-ジカルボン酸

115286 2

二種 85 ヘキサデシルトリメチルアン

モニウム=ブロミド

57090 2

二種 86 5-ベンジル-3-フリルメチル

=（1RS）-シス-トランス-2,2-

ジメチル-3-（2-メチルプロ

パ-1-エニル）シクロプロパ

10453868 2

二種 87 パラ-ベンゾキノン 106514 2

二種 88 ペンタクロロニトロベンゼン 82688 5 Y Y 0 * * Y 0 2004 0 0 0 0 0/36 0/12 － (0.013) 魚 0/8 － (0.001) 1/45 1/15 4.5 (0.3)

二種 89 ペンタデカフルオロオクタン

酸アンモニウム

3825261 2

二種 90 N-メチルアニリン 100618 2 * * * * * 0 0 2005 0/21 0/7 － (0.012) 0/27 0/9 － (0.001

2)

魚

0/54

魚

0/18

－ (0.001

4)

0 0 0 0

二種 91 6-メチル-1,3-ジチオロ

［4,5-ｂ］キノキサリン-2-オ

2439012 2

二種 92 2-メチル-5-ニトロアニリン 99558 2

二種 93 メチルヒドラジン 60344 2

二種 94 2-メチル-1,1'-ビフェ ニル-

3-イルメチル=（Z）-3-（2-

クロロ-3,3,3-トリフルオロ-

1-プロペニル）-2,2-ジメチ

ルシクロプロパンカルボキ

82657043 2
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物質リスト-2：エコ調査結果の調査

種別 政

令

番

物質名 ＣＡＳ番号 製造・

輸入量

*1

環境検出

実績*2
統合

版
水質 底質 生物 大気

その

他

検体 地点 検体 地点 検体 地点 検体 地点

検出下

限値

検出状況

検出頻度

底 質 (µg/g-dry)水 質 （µg/L) 生物（魚類 ・貝類・プランクトン(P) ）(µ 大気（ng/m3
）

検出範

囲

検出下

限値

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

検出頻度

測定年

検出範

囲

検出頻度 検出範

囲

検出下

限値

二種 95 メチル=ベンゾイミダゾール

-2-イルカルバマ-ト

10605217 2

二種 96 4,4'-メチレンビス（N,N-ジメ

チルアニリン）

101611 2 * * * 0 0 0 1986 0/30 0/10 － (2) 0/24 0/8 － (0.05) 0 0 0 0 0 0 0 0

二種 97 4,4'-メチレンビス（2-メチル

シクロヘキサンアミン）

6864375 2

二種 98 硫酸ヒドラジン 10034932 2

二種 99 りん酸（2-エチルヘキシル）

ジフェ ニル

1241947 2

二種 100 りん酸ジ-ノルマル-ブチル=

フェ ニル

2528361 2

*1：製造輸入量

*2：環境検出実績

１=100トン以上（農薬は10トン以上）、2=１トン以上100トン未満（農薬は１トン以上10トン未満）、3=1トン未満、4=0トン、5=不明（何れも平成17年度）

化学物質環境実態調査（エコ調査）、公共用水域水質測定、有害大気汚染物質モニタリング調査等の各モニタリング調査において、過去10年間（平成8～17年度）の検出結果に基づき、以下の区分付けを行っ

た。
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 一種 1 亜鉛の水溶性化合物 - 疾病化

学物

質、感

≧0.1 ○ ○ 生活

環境

に係

○ ○ 劇

物

貯

蔵

腐食

性物

質

腐食性

物質

群 一種 1 亜鉛の水溶性化合物 硫酸

亜鉛

7733-02-

0

○ 生活

環境

に係

る物

○ ○ 劇

物

貯

蔵

群 一種 1 亜鉛の水溶性化合物 塩化

亜鉛

7646-85-

7

疾病化

学物

質、感

作性物

≧0.1 ○ ○ 生活

環境

に係

る物

○ ○ 劇

物

貯

蔵

腐食

性物

質

腐食性

物質

個

別

一種 2 アクリルアミド 79-06-1 疾病化

学物質

≧0.1 ○ ≧0.1 ○ ○ 劇

物

貯

蔵

○ 毒物

類

Ｙ 毒物類

個

別

一種 3 アクリル酸エチル 140-88-5 疾病化

学物

質、感

作性物

≧0.1 ○ 4-1 引火

性液

体類

Y 引火性

液体類

群 一種 4 アクリル酸及びその水溶性

塩

- ≧1 ○ 劇

物

4-2 ○ 腐食

性物

質

Y 腐食性

物質

群 一種 4 アクリル酸及びその水溶性

塩

アクリ

ル酸

79-10-7 ≧1 ○ 劇

物

4-2 ○ 腐食

性物

質

Y 腐食性

物質

群 一種 4 アクリル酸及びその水溶性

塩

アクリ

ル酸

ナトリ

ウム

7446-81-

3

個

別

一種 5 アクリル酸2-（ジメチルアミ

ノ）エチル

2439-35-

2

4-2 毒物

類

毒物類

個

別

一種 6 アクリル酸2-ヒドロキシエチ

ル

818-61-1 ○ 4-3 腐食

性物

Y 腐食性

物質

個

別

一種 7 アクリル酸ノルマル-ブチル 141-32-2 疾病化

学物

質、感

≧0.1 ○ 4-2 引火

性液

体類

Y 引火性

液体類

個

別

一種 8 アクリル酸メチル 96-33-3 ≧0.1 ○ 4-1 引火

性液

体類

Y 引火性

液体類

個

別

一種 9 アクリロニトリル 107-13-1 疾病化

学物質

≧1 ○ ≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

○ ○ 劇

物

4-1 ○ ○ 引火

性液

体類

Y、

危

険

物

引火性

液体類
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 10 アクロレイン 107-02-8 二監

（201

0年三

監指

定予

疾病化

学物質

≧1 特定

物質

○ 劇

物

4-1 ○ ○ 毒物

類

P 輸送禁

止

個

別

一種 11 アジ化ナトリウム 26628-

22-8

≧1 毒

物

5 毒物

類

毒物類

個

別

一種 12 アセトアルデヒド 75-07-0 ○ ≧0.1 ○優

先取

組物

質

○ 4-

特

殊

○ ○ 引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 13 アセトニトリル 75-05-8 ≧1 ○ ○ ○ ○ 劇

物

4-1 ○ 引火

性液

体類

Z、

Y'

引火性

液体類

個

別

一種 14 アセトンシアノヒドリン 75-86-5 ≧0.1 人の

健康

に係

る有

○ ○ ○ 劇

物

4-3 ○ 毒物

類

Y 毒物類

個 一種 15 アセナフテン 83-32-9 二監

個

別

一種 16 2,2'-アゾビスイソブチロニ

トリル

78-67-1 二監 人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ 劇

物

5 ○ 可燃

性物

質類

輸送禁

止

個

別

一種 17 オルト-アニシジン 90-04-0 疾病化

学物

質、感

○ ≧0.1 4-3 毒物

類

毒物類

個

別

一種 18 アニリン 62-53-3 疾病化

学物質

≧0.1 ○ 劇

物

4-3 ○ 毒物

類

Y 毒物類

個 一種 19 1-アミノ-9,10-アントラキノ 82-45-1 二監

個

別

一種 20 2-アミノエタノール 141-43-5 ≧0.1 劇

物

4-3 ○ 腐食

性物

質

Y 腐食性

物質

個

別

一種 21 5-アミノ-4-クロロ-2-フェ

ニルピリダジン-3（2H）-オ

1698-60-

8

登録

農薬

個

別

一種 22 5-アミノ-1-［2,6-ジクロロ-

4-（トリフルオロメチル）

フェ ニル］-3-シアノ-4-

［（トリフルオロメチル）スル

フィニル］ピラゾ ル

120068-

37-3

二監 登録

農薬

人の

健康

に係

る有

害物

○ 劇

物
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 23 パラ-アミノフェ ノール 123-30-8 （201

0年三

監指

定予

定）

○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 24 メタ-アミノフェ ノール 591-27-5 三監 人の

健康

に係

る有

害物

指

定

可

燃

物

毒物

類

毒物類

個

別

一種 25 4-アミノ-6-タ-シャリ-ブチ

ル-3-メチルチオ-1,2,4-ト

リアジン-5（4H）-オン

21087-

64-9

≧1 登録

農薬

個

別

一種 26 3-アミノ-1-プロペン 107-11-9 毒

物

4-1 毒物

類

輸送禁

止

個

別

一種 27 4-アミノ-3-メチル-6-フェ

ニル-1,2,4-トリアジン-5

（4H） オン

41394-

05-2

登録

農薬

個

別

一種 28 アリルアルコ-ル 107-18-6 ○ ≧1 毒

物

4-2 ○ 毒物

類

Y 輸送禁

止

個

別

一種 29 1-アリルオキシ-2,3-エポキ

シプロパン

106-92-3 二監 ○ ≧0.1 4-2 引火

性液

体類

引火性

液体類

群 一種 30 直鎖アルキルベンゼンスル

ホン酸及びその塩（アルキ

ル基の炭素数が10から14

までのもの及びその混合物

に限る ）

- ○ Y'

群 一種 30 直鎖アルキルベンゼンスル

ホン酸及びその塩（アルキ

ル基の炭素数が10から14

までのもの及びその混合物

に限る。）

デシ

ルベ

ンゼ

ンス

ルホ

ン酸

ナトリ

1322-98-

1

○ Y'
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 一種 30 直鎖アルキルベンゼンスル

ホン酸及びその塩（アルキ

ル基の炭素数が10から14

までのもの及びその混合物

に限る。）

ウン

デシ

ルベ

ンゼ

ンス

ルホ

ン酸

27636-

75-5

○

群 一種 30 直鎖アルキルベンゼンスル

ホン酸及びその塩（アルキ

ル基の炭素数が10から14

までのもの及びその混合物

に限る。）

ドデシ

ルベ

ンゼ

ンス

ルホ

ン酸

25155-

30-0

○ Y'

群 一種 30 直鎖アルキルベンゼンスル

ホン酸及びその塩（アルキ

ル基の炭素数が10から14

までのもの及びその混合物

に限る。）

トリデ

シル

ベン

ゼン

スルホ

ン酸

ナトリ

26248-

24-8

○

群 一種 30 直鎖アルキルベンゼンスル

ホン酸及びその塩（アルキ

ル基の炭素数が10から14

までのもの及びその混合物

に限る。）

テトラ

デシ

ルベ

ンゼ

ンス

ルホ

ン酸

28348-

61-0

○ Y'

群 一種 31 アンチモン及びその化合物 - 疾病化

学物質

≧0.1 ○ 劇

物

貯

蔵

○ ○ 毒物

類、

高圧

ガス

毒物

類、輸

送禁止

群 一種 31 アンチモン及びその化合物 アン

チモ

7440-36-

0

疾病化

学物質

≧0.1 ○ 毒物

類

毒物類

群 一種 31 アンチモン及びその化合物 スチ

ビン

7803-52-

3

≧0.1 劇

物

○ ○ 高圧

ガス

輸送禁

止

群 一種 31 アンチモン及びその化合物 酸化

アン

チモ

1309-64-

4

疾病化

学物質

≧0.1 ○ 貯

蔵

○ 毒物類

物質リスト-3-4



物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個 一種 32 アントラセン 120-12-7 ○ 4-3

個

別

特定

一種

33 石綿 1332-21-

4

○ 有害

性物

質

輸送禁

止

○

個

別

一種 34 3-イソシアナトメチル-

3,5,5-トリメチルシクロヘキ

シル=イソシアネ-ト

4098-71-

9

疾病化

学物

質、感

作性物

≧0.1 4-3 毒物

類

X 毒物類

個

別

一種 35 イソブチルアルデヒド 78-84-2 ○ 4-1 引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 36 イソプレン 78-79-5 二監 ≧0.1 4-

特

殊

引火

性液

体類

Y 引火性

液体類

個

別

一種 37 4,4'-イソプロピリデンジ

フェ ノール

80-05-7 三監

（201

0年二

監指

定予
個

別

一種 38 2,2'-［イソプロピリデンビ

ス［（2,6-ジブロモ-4,1-フェ

ニレン）オキシ］］ジエタノー

ル

4162-45-

2

個

別

一種 39 N-イソプロピルアミノホスホ

ン酸O-エチル-O-（3-メチ

ル-4-メチルチオフェ ニル）

22224-

92-6

二監 ≧0.1 生活

環境

に係

○ 毒物

類

P 毒物類

個

別

一種 40 イソプロピル=2-（4-メトキ

シビフェ ニル-3-イル）ヒド

ラジノホルマ-ト

149877-

41-8

登録

農薬

個

別

一種 41 3'-イソプロポキシ-2-トリ

フルオロメチルベンズアニ

66332-

96-5

≧1 登録

農薬

個

別

一種 42 2-イミダゾリジンチオン 96-45-7 二監 ≧0.1 ○

個

別

一種 43 1,1'-［イミノジ（オクタメチレ

ン）］ジグアニジン

13516-

27-3

登録

農薬

劇

物

○

群 一種 44 インジウム及びその化合物 - ≧0.1

群 一種 44 インジウム及びその化合物 イン

ジウ

ム及

びそ

- ≧0.1

物質リスト-3-5



物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 45 エタンチオール 75-08-1 （201

0年三

監指

定予

≧1 特定

物質

4-

特

殊

引火

性液

体類

P 引火性

液体類

個

別

一種 46 エチル=2-［4-（6-クロロ-

2-キノキサリニルオキシ）

フェ ノキシ］プロピオナート

76578-

14-8

登録

農薬

個

別

一種 47 O-エチル=O-（6-ニトロ-メ

タ-トリル）=セカンダリ-ブチ

ルホスホルアミドチオアート

36335-

67-8

登録

農薬

生活

環境

に係

る物

質

○ 引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 48 O-エチル=O-4-ニトロフェ

ニル=フェ ニルホスホノチオ

アート

2104-64-

5

二

監、

三監

疾病化

学物質

≧0.1 登録

農薬

人の

健康

に係

る有

害物

質、生

活環

○ ○ ○ 毒

物

○ 毒物

類

PP 毒物類

個

別

一種 49 N-（1-エチルプロピル）-

2,6-ジニトロ-3,4-キシリジ

ン

40487-

42-1

登録

農薬

引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 50 S-エチル=ヘキサヒドロ-

1H-アゼピン-1-カルボチ

オアート

2212-67-

1

登録

農薬

毒物

類

毒物類

個 一種 51 2-エチルヘキサン酸 149-57-5 ≧0.1 4-3 Y

個

別

一種 52 エチル=（Z）-3-［N-ベンジ

ル-N-［［メチル（1-メチル

チオエチリデンアミノオキシ

カルボニル）アミノ］チオ］ア

83130-

01-2

登録

農薬

劇

物

個

別

一種 53 エチルベンゼン 100-41-4 ≧0.1 ○ 4-2 ○ 引火

性液

体類

Y、

危

険

物

引火性

液体類

個

別

一種 54 O-エチル=S-1-メチルプロ

ピル=（2-オキソ-3-チアゾ

リジニル）ホスホノチオアー

98886-

44-3

登録

農薬

生活

環境

に係

○ 劇

物

○ 毒物

類

PP 毒物類

物質リスト-3-6



物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 55 エチレンイミン 151-56-4 疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ ○ 4-1 毒物

類

輸送禁

止

個

別

特定

一種

56 エチレンオキシド 75-21-8 疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ 登録

農薬

○優

先取

組物

劇

物

貯

蔵

○ ○ 高圧

ガス

高圧ガ

ス

○

個

別

一種 57 エチレングリコ-ルモノエチ

ルエ-テル

110-80-5 ≧0.3 ≧0.1 ○ ○ 4-2 引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 58 エチレングリコ-ルモノメチ

ルエ-テル

109-86-4 疾病化

学物質

≧0.3 ≧0.1 ○ ○ 4-2 引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 59 エチレンジアミン 107-15-3 疾病化

学物質

≧0.1 4-2 腐食

性物

質

Y 腐食性

物質

個

別

一種 60 エチレンジアミン四酢酸 60-00-4 二監 毒物

類

毒物類

個

別

一種 61 N,N'-エチレンビス（ジチオ

カルバミン酸）マンガン

12427-

38-2

（201

0年三

監指

定予

定）

疾病化

学物質

○ 登録

農薬

○優

先取

組物

質

○ 可燃

性物

質類

P 可燃性

物質類

個

別

一種 62 N,N'-エチレンビス（ジチオ

カルバミン酸）マンガンと

N,N'-エチレンビス（ジチオ

カルバミン酸）亜鉛の錯化

合物

8018-01-

7

疾病化

学物質

○ 登録

農薬

○優

先取

組物

質

生活

環境

に係

る物

質

○ ○ 有害

性物

質

P

個

別

一種 63 1,1'-エチレン-2,2'-ビピリジ

ニウム=ジブロミド

85-00-7 二監 ≧0.1 登録

農薬

劇

物

毒物

類

毒物類

個

別

一種 64 2-（4-エトキシフェ ニル）-

2-メチルプロピル=3-フェ

ノキシベンジルエ-テル

80844-

07-1

≧1 登録

農薬

引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 65 エピクロロヒドリン 106-89-8 疾病化

学物質

○ ≧0.1 ○ 劇

物

4-2 ○ 毒物

類

Y、P 毒物類

個

別

一種 66 1,2-エポキシブタン 106-88-7 ≧0.1 4-1 引火

性液

体類

Y 引火性

液体類

個

別

一種 67 2,3-エポキシ-1-プロパ

ノール

556-52-5 ○ ≧0.1 4-3 毒物

類

毒物類

個

別

一種 68 1,2-エポキシプロパン 75-56-9 ○ ≧0.1 ○ 4-

特

殊

○ ○ 引火

性液

体類

Y 引火性

液体類

物質リスト-3-7



物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 69 2,3-エポキシプロピル=

フェ ニルエ-テル

122-60-1 ○ ≧0.1 4-3

個

別

一種 70 エマメクチン安息香酸塩 155569-

91-8

登録

農薬

劇

物

個

別

一種 71 塩化第二鉄 7705-08-

0

≧1 生活

環境

に係

○ ○ 腐食

性物

質

Z 腐食性

物質

個

別

一種 72 塩化パラフィン（炭素数が

10から13までのもの及びそ

の混合物に限る。）

85535-

84-8

○

個

別

一種 73 1-オクタノール 111-87-5 4-3 Z

個

別

一種 74 パラ-オクチルフェ ノール 1806-26-

4

（201

0年三

監指

定予

定）

指

定

可

燃

物

腐食

性物

質

腐食性

物質

群 特定

一種

75 カドミウム及びその化合物 - 二

監、

三監

疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ 排出

基

準、

有害

物質

人の

健康

に係

る有

害物

質

○ ○ ○ ○ 劇

物

○ 毒物

類、

酸化

性物

質類

PP 毒物

類、酸

化性物

質類

群 特定

一種

75 カドミウム及びその化合物 カドミ

ウム

7440-43-

9

疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ 排出

基

準、

有害

人の

健康

に係

る有

○ ○

群 特定

一種

75 カドミウム及びその化合物 カドミ

ウム

化合

-

群 特定

一種

75 カドミウム及びその化合物 カドミ

ウム

及び

その

-

群 特定

一種

75 カドミウム及びその化合物 塩化

カドミ

ウム

10108-

64-2

疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ 人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 劇

物

毒物

類

PP 毒物類

物質リスト-3-8



物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 特定

一種

75 カドミウム及びその化合物 硝酸

カドミ

ウム

10325-

94-7

二

監、

三監

疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ 排出

基

準、

有害

物質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 劇

物

○ 酸化

性物

質類

酸化性

物質類

群 特定

一種

75 カドミウム及びその化合物 硫酸

カドミ

ウム

10124-

36-4

疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ 排出

基

準、

有害

人の

健康

に係

る有

○ ○ ○ ○ 劇

物

毒物

類

PP 毒物類

群 特定

一種

75 カドミウム及びその化合物 酸化

カドミ

ウム

1306-19-

0

疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ 排出

基

準、

有害

物質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 劇

物

貯

蔵

毒物

類

PP 毒物類

個

別

一種 76 イプシロン-カプロラクタ

ム

105-60-2 ≧1 Z

個

別

一種 77 カルシウムシアナミド 156-62-7 疾病化

学物質

≧1 登録

農薬

可燃

性物

可燃性

物質類

個

別

一種 78 2,4-キシレノール 105-67-9 ○ 4-3 毒物

類

P 毒物類

個

別

一種 79 2,6-キシレノール 576-26-1 三監 ○ 4-3 毒物

類

毒物類

群 一種 80 キシレン 1330-20-

7

疾病化

学物質

≧0.3 ≧0.1 ○ ○ ○ 劇

物

4-2 ○ 引火

性液

体類

Y、

危

険

物

引火性

液体類

群 一種 80 キシレン キシレ

ン

1330-20-

7

疾病化

学物質

≧0.3 ≧0.1 ○ ○ ○ 劇

物

4-2 ○ 引火

性液

体類

Y、

危

険

物

引火性

液体類

群 一種 80 キシレン o-キ

シレン

95-47-6 疾病化

学物質

≧0.3 ≧0.1 ○ ○ ○ 劇

物

4-2 ○ 引火

性液

体類

Y、

危

険

物

引火性

液体類

群 一種 80 キシレン m-キ

シレン

108-38-3 疾病化

学物質

≧0.3 ≧0.1 ○ ○ ○ 劇

物

4-2 ○ 引火

性液

体類

Y、

危

険

物

引火性

液体類

物質リスト-3-9



物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 一種 80 キシレン p-キ

シレン

106-42-3 疾病化

学物質

≧0.3 ≧0.1 ○ ○ ○ 劇

物

4-2 ○ 引火

性液

体類

Y、

危

険

物

引火性

液体類

個

別

一種 81 キノリン 91-22-5 ○ ○ 劇

物

4-3 毒物

類

毒物類

群 一種 82 銀及びその水溶性化合物 - ≧0.1 人の

健康

に係

る有

害物

劇

物

1 ○ 酸化

性物

質類

酸化性

物質類

群 一種 82 銀及びその水溶性化合物 銀 7440-22-

4

≧0.1

群 一種 82 銀及びその水溶性化合物 硝酸

銀

7761-88-

8

≧0.1 人の

健康

に係

る有

劇

物

1 ○ 酸化

性物

質類

酸化性

物質類

群 一種 82 銀及びその水溶性化合物 銀お

よび

銀化

-

群 一種 82 銀及びその水溶性化合物 銀の

水溶

性化

-

個

別

一種 83 クメン 98-82-8 ≧1 ○ 4-2 引火

性液

体類

危

険

物

引火性

液体類

個

別

一種 84 グリオキサール 107-22-2 ○ Y

個

別

一種 85 グルタルアルデヒド 111-30-8 ○ ≧0.1 毒物

類

Y 毒物類

群 一種 86 クレゾール 1319-77-

3

疾病化

学物質

≧1 ≧1 ○ ○ 生活

環境

に係

る物

質

劇

物

4-3 ○ 毒物

類

Y 毒物類

群 一種 86 クレゾール クレ

ゾー

ル

1319-77-

3

疾病化

学物質

≧1 ≧1 ○ ○ 生活

環境

に係

る物

質

劇

物

4-3 ○ 毒物

類

Y 毒物類
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 一種 86 クレゾール ｐ-ク

レ

ゾー

ル

106-44-5 疾病化

学物質

≧1 ≧1 ○ ○ 生活

環境

に係

る物

質

劇

物

4-3 ○ 毒物

類

Y 毒物類

群 一種 86 クレゾール o-ク

レ

ゾー

ル

95-48-7 疾病化

学物質

≧1 ≧1 ○ ○ 生活

環境

に係

る物

質

劇

物

指

定

可

燃

物

○ 毒物

類

Y 毒物類

群 一種 86 クレゾール ｍ-ク

レ

ゾー

ル

108-39-4 疾病化

学物質

≧1 ≧1 ○ ○ 生活

環境

に係

る物

質

劇

物

指

定

可

燃

物

○ 毒物

類

Y 毒物類

群 一種 87 クロム及び三価クロム化合

物

- 疾病化

学物質

≧0.1 ○ 生活

環境

に係

る物

質

○ 1 ○ 酸化

性物

質類

酸化性

物質類

群 一種 87 クロム及び三価クロム化合

物

クロ

ム

7440-47-

3

疾病化

学物質

≧0.1 ○ 生活

環境

に係

る物

質

○

群 一種 87 クロム及び三価クロム化合

物

硝酸

クロ

ム

13548-

38-4

疾病化

学物質

≧0.1 ○ 生活

環境

に係

る物

質

○ 1 ○ 酸化

性物

質類

酸化性

物質類

群 一種 87 クロム及び三価クロム化合

物

クロ

ム及

び三

価ク

ロム

-

群 一種 87 クロム及び三価クロム化合

物

総ク

ロム

-
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 特定

一種

88 六価クロム化合物 - 二監 疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ 排出

基

準、

有害

物質

○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

質、生

活環

○ ○ ○ 劇

物

1、

貯

蔵

○ 毒物

類、

酸化

性物

質類

P、Y 毒物

類、酸

化性物

質類

群 特定

一種

88 六価クロム化合物 クロ

ム酸

（無

水）

1333-82-

0

疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

質、生

活環

○ ○ ○ ○ 劇

物

1 ○ 酸化

性物

質類

酸化性

物質類

群 特定

一種

88 六価クロム化合物 二ク

ロム

酸ナト

リウム

10588-

01-9

二監 疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

質、生

活環

○ ○ ○ ○ 劇

物

1 ○ 毒物

類

Y 毒物類

群 特定

一種

88 六価クロム化合物 重ク

ロム

酸カリ

ウム

7778-50-

9

疾病化

学物質

≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

質、生

活環

○ ○ ○ ○ 劇

物

1 ○ 毒物

類

毒物類

群 特定

一種

88 六価クロム化合物 クロ

ム酸

鉛

7758-97-

6

疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ 排出

基

準、

有害

物質

○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

質、生

活環

境に

○ ○ ○ 劇

物

貯

蔵

○ 毒物

類

P 毒物類
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 特定

一種

88 六価クロム化合物 クロ

ム酸

亜鉛

13530-

65-9

疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

質、生

活環

○ ○ ○ ○ 劇

物

群 特定

一種

88 六価クロム化合物 クロ

ム酸

ストロ

ンチ

ウム

7789-06-

2

疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

質、生

活環

○ ○ ○ ○ 劇

物

貯

蔵

○ 毒物

類

毒物類

群 特定

一種

88 六価クロム化合物 クロ

ム酸

カル

シウ

ム

13765-

19-0

疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

質、生

活環

○ ○ ○ ○ 劇

物

○

群 特定

一種

88 六価クロム化合物 クロ

ム

（Ⅵ）

化合

物（水

-

群 特定

一種

88 六価クロム化合物 六価

クロ

ム化

-

群 特定

一種

88 六価クロム化合物 ある

種の

クロ

ム

-

群 特定

一種

88 六価クロム化合物 クロ

ム

（Ⅵ）

化合

物（不

-

群 一種 89 クロロアニリン - 二

監、

≧0.1 劇

物

4-3 ○ 毒物

類

毒物類
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 一種 89 クロロアニリン o-ク

ロロ

アニリ

ン

95-51-2 二

監、

三監

劇

物

4-3 ○ 毒物

類

毒物類

群 一種 89 クロロアニリン p-ク

ロロ

アニリ

ン

106-47-8 二

監、

三監

≧0.1 毒物

類

毒物類

群 一種 89 クロロアニリン m-ク

ロロ

アニリ

ン

108-42-9 二

監、

三監

4-3 毒物

類

毒物類

個

別

一種 90 2-クロロ-4-エチルアミノ-

6-イソプロピルアミノ-

1,3,5-トリアジン

1912-24-

9

二

監、

三監

≧0.1 登録

農薬

個

別

一種 91 2-（4-クロロ-6-エチルアミ

ノ-1,3,5-トリアジン-2-イ

ル）アミノ-2-メチルプロピ

オノニトリル

21725-

46-2

登録

農薬

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ 劇

物

毒物

類

毒物類

個

別

一種 92 4-クロロ-3-エチル-1-メ

チル-N-［4-（パラトリルオ

キシ）ベンジル］ピラゾール

129558-

76-5

登録

農薬

劇

物

毒物

類

PP 毒物類

個

別

一種 93 2-クロロ-2'-エチル-N-

（2-メトキシ-1-メチルエチ

ル）-6'-メチルアセトアニリド

51218-

45-2

登録

農薬

引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

特定

一種

94 クロロエチレン 75-01-4 二監 疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

○ ○ 高圧

ガス

高圧ガ

ス

個

別

一種 95 3-クロロ-N-（3-クロロ-

5-トリフルオロメチル-2-ピ

リジル）-アルファ ,アルファ ,

アルファ -トリフルオロ-

2 6 ジニトロ パラ トルイ

79622-

59-6

登録

農薬
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 96 1-［［2-［2-クロロ-4-（4-

クロロフェ ノキシ）フェ ニ

ル］-4-メチル-1,3-ジオキ

ソラン-2-イル］メチル］-

1H 1 2 4 トリアゾ ル

119446-

68-3

登録

農薬

個

別

一種 97 1-クロロ-2-（クロロメチ

ル）ベンゼン

611-19-8 （201

0年三

監指

定予

4-3

個

別

一種 98 クロロ酢酸 79-11-8 ○ ○ 劇

物

貯

蔵

腐食

性物

質

Y 毒物類

個

別

一種 99 クロロ酢酸エチル 105-39-5 劇

物

4-2 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## 2-クロロ-2',6'-ジエチル-

N-（2-プロポキシエチル）

アセトアニリド

51218-

49-6

登録

農薬

個

別

一種 ## 2-クロロ-2',6'-ジエチル-

N-（メトキシメチル）アセトア

ニリド

15972-

60-8

登録

農薬

引火

性液

体類

X 引火性

液体類

個

別

一種 ## 1-クロロ-2,4-ジニトロベ

ンゼン

97-00-7 二監 疾病化

学物質

○ 5 毒物

類

P 毒物類

個

別

一種 ## 1-クロロ-1,1-ジフルオロ

エタン

75-68-3 ○ ○ ○ 高圧

ガス

高圧ガ

ス

個

別

一種 ## クロロジフルオロメタン 75-45-6 ≧0.1 ○ ○ ○ 高圧

ガス

高圧ガ

ス

個

別

一種 ## 2-クロロ-1,1,1,2-テトラフ

ルオロエタン

2837-89-

0

○ ○ ○ 高圧

ガス

高圧ガ

ス

個

別

一種 ## クロロトリフルオロエタン - ○ 高圧

ガス

高圧ガ

ス

個

別

一種 ## クロロトリフルオロメタン 75-72-9 ○ ○ ○ 高圧

ガス

高圧ガ

ス

物質リスト-3-15



物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## （RS）-2-（4-クロロ-オルト

-トリルオキシ）プロピオン

7085-19-

0

毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## オルト-クロロトルエン 95-49-8 三監 ≧0.1 ○ 4-2 引火

性液

体類

Y、P 引火性

液体類

個

別

一種 ## パラ-クロロトルエン 106-43-4 4-2 引火

性液

体類

Y 引火性

液体類

個

別

一種 ## 2-クロロ-4-ニトロアニリ

ン

121-87-9 ○ 5 毒物

類

P 毒物類

個

別

一種 ## 2-クロロニトロベンゼン 88-73-3 ○ ○ 劇

物

貯

蔵

○ 毒物

類

Y' 毒物類

個

別

一種 ## 2-クロロ-4,6-ビス（エチル

アミノ）-1,3,5-トリアジン

122-34-9 二監 登録

農薬

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## （RS）-2-［2-（3-クロロ

フェ ニル）-2,3-エポキシプ

ロピル］-2-エチルインダ

133220-

30-1

登録

農薬

個

別

一種 ## 4-（2-クロロフェ ニル）-N-

シクロヘキシル-N-エチル-

4,5-ジヒドロ-5-オキソ-

1H-テトラゾール-1-カル

158237-

07-1

登録

農薬

個

別

一種 ## （4RS,5RS）-5-（4-クロロ

フェ ニル）-N-シクロヘキシ

ル-4-メチル-2-オキソ-

1 3-チアゾリジン-3-カル

78587-

05-0

登録

農薬

個

別

一種 ## （RS）-1-パラ-クロロフェ

ニル-4,4-ジメチル-3-

（1H-1,2,4-トリアゾール-1-

イルメチル）ペンタン-3-

107534-

96-3

登録

農薬

個

別

一種 ## 2-（4-クロロフェ ニル）-2-

（1H-1,2,4-トリアゾール-1-

イルメチル）ヘキサンニトリ

ル

88671-

89-0

登録

農薬

人の

健康

に係

る有

○ ○ ○ 劇

物

個

別

一種 ## （RS）-4-（4-クロロフェ ニ

ル）-2-フェ ニル-2-（1H-

1 2 4-トリアゾール-1-イル

114369-

43-6

登録

農薬

個

別

一種 ## オルト-クロロフェ ノール 95-57-8 二監 ≧0.1 ○ 4-3 毒物

類

毒物類
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## パラ-クロロフェ ノール 106-48-9 二

監、

三監

≧0.1 ○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## 2-クロロプロピオン酸 598-78-7 ≧1 4-3 腐食

性物

質

Y 腐食性

物質

個

別

一種 ## 3-クロロプロペン 107-05-1 ○ ≧0.1 ○ 4-1 引火

性液

体類

Y 引火性

液体類

個

別

一種 ## 1-（2-クロロベンジル）-3-

（1-メチル-1-フェ ニルエチ

99485-

76-4

○ 登録

農薬

個

別

一種 ## クロロベンゼン 108-90-7 三監 疾病化

学物質

≧1 ≧0.1 ○ ○ 4-2 引火

性液

体類

Y 引火性

液体類

個

別

一種 ## クロロペンタフルオロエタ

ン

76-15-3 ≧1 ○ ○ ○ 高圧

ガス

高圧ガ

ス

個

別

一種 ## クロロホルム 67-66-3 二監

（201

0年三

監指

定予

疾病化

学物質

≧1 ≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

○ 劇

物

貯

蔵

○ 毒物

類

Y 毒物類

個

別

一種 ## クロロメタン 74-87-3 二監 疾病化

学物質

○ ≧0.1 ○ 劇

物

貯

蔵

○ ○ 高圧

ガス

高圧ガ

ス

個 一種 ## 4-クロロ-3-メチルフェ 59-50-7 毒物 毒物類

個

別

一種 ## （4-クロロ-2-メチルフェ ノ

キシ）酢酸

94-74-6 二監 登録

農薬

毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## 3-クロロ-2-メチル-1-プ

ロペン

563-47-3 ○ 4-1 引火

性液

体類

引火性

液体類

群 一種 ## コバルト及びその化合物 - 疾病化

学物

質、感

作性物

質

≧0.1 ○ 可燃

性物

質

類、

毒物

類

輸送禁

止、毒

物類
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 一種 ## コバルト及びその化合物 コバ

ルト

7440-48-

4

疾病化

学物

質、感

作性物

質

≧0.1 ○ 可燃

性物

質類

輸送禁

止

群 一種 ## コバルト及びその化合物 コバ

ルト及

びそ

の化

-

群 一種 ## コバルト及びその化合物 塩化

コバ

ルト

（Ⅱ）

7646-79-

9

疾病化

学物質

≧0.1 毒物

類

毒物類

群 一種 ## コバルト及びその化合物 コバ

ルトカ

ルボ

10210-

68-1

群 一種 ## コバルト及びその化合物 コバ

ルトヒ

ドロカ

ルボ

16842-

03-8

個

別

一種 ## 酢酸2-エトキシエチル 111-15-9 ≧0.3 ≧0.1 ○ ○ 4-2 引火

性液

体類

Y 引火性

液体類

個

別

一種 ## 酢酸ビニル 108-05-4 ≧0.1 ○ 4-1 引火

性液

体類

Y、

危

険

物

引火性

液体類

個

別

一種 ## 酢酸2-メトキシエチル 110-49-6 ≧0.1 ○ 4-2 引火

性液

体類

Y' 引火性

液体類

個

別

一種 ## サリチルアルデヒド 90-02-8

個

別

一種 ## シアナミド 420-04-2 疾病化

学物質

≧0.1 登録

農薬

人の

健康

に係

る有

○ 毒

物

○ 毒物

類

P 毒物類

個

別

一種 ## （RS）-2-シアノ-N-［（R）-

1-（2,4-ジクロロフェ ニル）

エチル］-3 3-ジメチルブチ

139920-

32-4

登録

農薬
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## （S）-アルファ -シアノ-3-

フェ ノキシベンジル=

（1R,3S）-2,2-ジメチル-3-

（1,2,2,2-テトラブロモエチ

ル）シクロプロパンカルボ

66841-

25-6

登録

農薬

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ 劇

物

○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## （RS）-アルファ -シアノ-3-

フェ ノキシベンジル

=2,2,3,3-テトラメチルシクロ

プロパンカルボキシラート

39515-

41-8

登録

農薬

人の

健康

に係

る有

○ ○ ○ 劇

物

○ 毒物

類

PP 毒物類

個

別

一種 ## トランス-1-（2-シアノ-2-メ

トキシイミノアセチル）-3-エ

57966-

95-7

登録

農薬

個 一種 ## 2,4-ジアミノアニソール 615-05-4 ≧0.1

個 一種 ## 4,4'-ジアミノジフェ ニルエ- 101-80-4 ○ ≧0.1

群 一種 ## 無機シアン化合物（錯塩及

びシアン酸塩を除く。）

- 疾病化

学物質

≧1 ○ 登録

農薬

特定

物質

人の

健康

に係

る有

○ ○ ○ ○ 毒

物

4-

1、

貯

蔵

○ ○ 毒物

類

P 毒物

類、輸

送禁止

群 一種 ## 無機シアン化合物（錯塩及

びシアン酸塩を除く。）

全シア

ン

-

群 一種 ## 無機シアン化合物（錯塩及

びシアン酸塩を除く。）

シアン

化水

素

74-90-8 疾病化

学物質

≧1 ○ 登録

農薬

特定

物質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物

4-1 ○ ○ 毒物

類

P 輸送禁

止

群 一種 ## 無機シアン化合物（錯塩及

びシアン酸塩を除く。）

シアン

化カリ

ウム

151-50-8 疾病化

学物質

≧1 ≧1 ○ 登録

農薬

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物

貯

蔵

○ 毒物

類

P 毒物類

群 一種 ## 無機シアン化合物（錯塩及

びシアン酸塩を除く。）

シアン

化ナト

リウム

143-33-9 疾病化

学物質

≧1 ≧0.1 ○ 登録

農薬

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物

貯

蔵

○ 毒物

類

P 毒物類

個

別

一種 ## 2-（ジエチルアミノ）エタノー

ル

100-37-8 二監 ≧1 4-2 腐食

性物

質

Y 腐食性

物質

個

別

一種 ## O-2-ジエチルアミノ-6-メチ

ルピリミジン-4-イル=O,O-

ジメチル=ホスホロチオアー

29232-

93-7

登録

農薬

引火

性液

体類

引火性

液体類
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## N,N-ジエチルチオカルバミ

ン酸S-4-クロロベンジル

28249-

77-6

登録

農薬

人の

健康

に係

る有

○ ○

個

別

一種 ## N,N-ジエチル-3-（2,4,6-トリ

メチルフェ ニルスルホニル）

-1H-1,2,4-トリアゾール-1-

カルボキサミド

125306-

83-4

登録

農薬

個

別

一種 ## 四塩化炭素 56-23-5 二特 疾病化

学物質

≧1 ≧0.1 ○ ○ ○ 人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ 劇

物

貯

蔵

○ 毒物

類

Y、P 毒物類

個

別

一種 ## 1,4-ジオキサン 123-91-1 二監 疾病化

学物質

≧1 ≧0.1 ○ ○ ○ 4-1 引火

性液

体類

Y 引火性

液体類

個

別

一種 ## 1,3-ジオキソラン 646-06-0 ≧0.1 4-1 引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 ## 1,3-ジカルバモイルチオ-

2-（N,N-ジメチルアミノ）-プ

ロパン

15263-

53-3

（201

0年三

監指

定予

登録

農薬

劇

物

個

別

一種 ## シクロヘキサ-1-エン-1,2-

ジカルボキシイミドメチル=

（1RS）-シス-トランス-2,2-

ジメチル-3-（2-メチルプロ

パ 1 エニル）シクロプロパ

7696-12-

0

個

別

一種 ## シクロヘキシルアミン 108-91-8 ≧0.1 ○ 劇

物

4-2 ○ 腐食

性物

質

Y 腐食性

物質

個

別

一種 ## N-（シクロヘキシルチオ）フ

タルイミド

17796-

82-6

群 一種 ## ジクロロアニリン 27134- ○ 毒物 P 毒物類

群 一種 ## ジクロロアニリン 2,5-ジ

クロ

ロア

ニリン

95-82-9 毒物

類

P 毒物類
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群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 一種 ## ジクロロアニリン 3,4-ジ

クロ

ロア

ニリン

95-76-1 毒物

類

P 毒物類

群 一種 ## ジクロロアニリン 3,5-ジ

クロ

ロア

ニリン

626-43-7 ○ 毒物

類

P 毒物類

個

別

一種 ## 1,2-ジクロロエタン 107-06-2 二監 疾病化

学物質

≧1 ≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ 4-1 引火

性液

体類

Y、

危

険

物

引火性

液体類

○

個

別

一種 ## 1,1-ジクロロエチレン 75-35-4 二監 ○ 人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 4-

特

殊

引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 ## シス-1,2-ジクロロエチレン 156-59-2 二監 疾病化

学物質

≧1 ≧0.1 ○ ○ 人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 4-1 引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 ## 3,3'-ジクロロ-4,4'-ジアミノ

ジフェ ニルメタン

101-14-4 二監 ≧0.1 ≧0.1 ○ ○

個

別

一種 ## ジクロロジフルオロメタン 75-71-8 ≧1 ○ ○ ○ 高圧

ガス

高圧ガ

ス

個

別

一種 ## 3,5-ジクロロ-N-（1,1-ジメ

チル-2-プロピニル）ベン

ズアミド

23950-

58-5

登録

農薬

個

別

一種 ## ジクロロテトラフルオロエタ

ン

- ≧1 ○ 高圧

ガス

高圧ガ

ス

個

別

一種 ## 2,2-ジクロロ-1,1,1-トリフ

ルオロエタン

306-83-2 ≧1 ○ ○ ○

個 一種 ## 2,4-ジクロロトルエン 95-73-8 二監 4-3

個 一種 ## 1,2-ジクロロ-4-ニトロベ 99-54-7 ○

個

別

一種 ## 1,4-ジクロロ-2-ニトロベ

ンゼン

89-61-2 二監

（201

0年三

監指

定予

○
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群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## 3-（3,5-ジクロロフェ ニル）

-N-イソプロピル-2,4-ジオ

キソイミダゾリジン-1-カル

36734-

19-7

登録

農薬

個

別

一種 ## 3-（3,4-ジクロロフェ ニル）

-1,1-ジメチル尿素

330-54-1 二監

（201

0年三

監指

定予

≧1 登録

農薬

個

別

一種 ## （RS）-2-（2,4-ジクロロ

フェ ニル）-3-（1H-1,2,4-ト

リアゾール-1-イル）プロピ

ル=1 1 2 2-テトラフルオロ

112281-

77-3

登録

農薬

個

別

一種 ## （2RS,4RS）-1-［2-（2,4-ジ

クロロフェ ニル）-4-プロ

ピル-1,3-ジオキソラン-2-

イルメチル］-1H-1,2,4-トリ

アゾール及び（2RS,4SR）-

1-［2-（2,4-ジクロロフェ ニ

ル）-4-プロピル-1,3-ジオ

60207-

90-1

登録

農薬

個

別

一種 ## 3-［1-（3,5-ジクロロフェ ニ

ル）-1-メチルエチル］-3,4-

ジヒドロ-6-メチル-5-フェ

ニル-2H-1 3-オキサジン-

153197-

14-9

登録

農薬

個

別

一種 ## （RS）-3-（3,5-ジクロロ

フェ ニル）-5-メチル-5-ビ

ニル-1 3-オキサゾリジン-

50471-

44-8

個

別

一種 ## 3-（3,4-ジクロロフェ ニル）

-1-メトキシ-1-メチル尿素

330-55-2 二監

（201

0年三

監指

定予

登録

農薬

個

別

一種 ## 2,4-ジクロロフェ ノキシ酢

酸

94-75-7 二

監、

三監

≧0.1 登録

農薬

毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## 1,1-ジクロロ-1-フルオロ

エタン

1717-00-

6

○ ○

個

別

一種 ## ジクロロフルオロメタン 75-43-4 ≧0.1 ○ ○ ○ 高圧

ガス

高圧ガ

ス

個

別

一種 ## 1,2-ジクロロプロパン 78-87-5 二監 ≧0.1 ○ 4-1 引火

性液

体類

Y 引火性

液体類
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## 1,3-ジクロロプロペン 542-75-6 二監

（201

0年三

監指

定予

○ ≧0.1 登録

農薬

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ 4-2 引火

性液

体類

X 引火性

液体類

個

別

一種 ## 3,3'-ジクロロベンジジン 91-94-1 二監 ≧1 ≧0.1 ○

群 一種 ## ジクロロベンゼン - 二

監、

三監

疾病化

学物質

≧1 ≧1 ○ ○ 4-

2、

指

定

可

燃

毒物

類、

有害

性物

質

X、P 毒物類

群 一種 ## ジクロロベンゼン o-ジ

クロ

ロベ

ンゼ

ン

95-50-1 二

監、

三監

疾病化

学物質

≧1 ≧1 ○ ○ 4-2 毒物

類

X 毒物類

群 一種 ## ジクロロベンゼン m-ジ

クロ

ロベ

541-73-1 4-2 毒物

類

X、P 毒物類

群 一種 ## ジクロロベンゼン p-ジク

ロロ

ベン

ゼン

106-46-7 二

監、

三監

疾病化

学物質

≧0.1 ○ 指

定

可

燃

物

有害

性物

質

X、P

個

別

一種 ## 2-［4-（2,4-ジクロロベン

ゾイル）-1,3-ジメチル-5-

ピラゾリルオキシ］アセト

フェ ノン

71561-

11-0

登録

農薬

個

別

一種 ## 4-（2,4-ジクロロベンゾイ

ル）-1,3-ジメチル-5-ピラ

ゾリル=4-トルエンスルホ

ナート

58011-

68-0

登録

農薬

個

別

一種 ## 2,6-ジクロロベンゾニトリ

ル

1194-65-

6

二監 登録

農薬

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○

個 一種 ## ジクロロペンタフルオロプ - ○
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群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## ジクロロメタン 75-09-2 二監

（201

0年三

監指

定予

≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ ○ 毒物

類

Y' 毒物類

個

別

一種 ## 2,3-ジシアノ-1,4-ジチアア

ントラキノン

3347-22-

6

二監

（201

0年三

監指

定予

登録

農薬

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○

個

別

一種 ## N,N-ジシクロヘキシルアミン 101-83-7 4-3 腐食

性物

腐食性

物質

個

別

一種 ## N,N-ジシクロヘキシル-2-

ベンゾチアゾールスルフェ

ンアミド

4979-32-

2

一

監、

二監

（201

0年三

監指
個

別

一種 ## ジシクロペンタジエン 77-73-6 ≧1 4-2 引火

性液

体類

X 引火性

液体類

個

別

一種 ## 1,3-ジチオラン-2-イリデ

ンマロン酸ジイソプロピル

50512-

35-1

≧1 登録

農薬

引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 ## ジチオりん酸O-エチル-

S,S-ジフェ ニル

17109-

49-8

疾病化

学物質

登録

農薬

生活

環境

に係

る物

質

○ 劇

物

○ 毒物

類

PP 毒物類

個

別

一種 ## ジチオりん酸O,O-ジエチル

-S-（2-エチルチオエチル）

298-04-4 ≧0.1 登録

農薬

生活

環境

に係

る物

劇

物

○ 毒物

類

P 毒物類

個

別

一種 ## ジチオりん酸O,O-ジエチル

-S-［（6-クロロ-2,3-ジヒド

ロ-2-オキソベンゾオキサ

ゾリニル）メチル］

2310-17-

0

登録

農薬

劇

物

○ 毒物

類

PP 毒物類

個

別

一種 ## ジチオりん酸O-2,4-ジクロ

ロフェ ニル-O-エチル-S-

プロピル

34643-

46-4

登録

農薬

生活

環境

に係

る物

○ 引火

性液

体類

引火性

液体類
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## ジチオりん酸S-（2,3-ジヒド

ロ-5-メトキシ-2-オキソ-

1,3,4-チアジアゾール-3-イ

ル）メチル-O,O-ジメチル

950-37-8 登録

農薬

生活

環境

に係

る物

質

○ 劇

物

○ 毒物

類

P 毒物類

個

別

一種 ## ジチオりん酸O,O-ジメチル-

S-1,2-ビス（エトキシカルボ

ニル）エチル

121-75-5 （201

0年三

監指

定予

定）

≧0.1 登録

農薬

生活

環境

に係

る物

質

毒

物

毒物

類

P 毒物類

個

別

一種 ## ジチオりん酸O,O-ジメチル-

S-［（N-メチルカルバモイ

ル）メチル］

60-51-5 二監 登録

農薬

生活

環境

に係

る物

質

○ 劇

物

4-1 ○ 毒物

類

PP 毒物類

個

別

一種 ## ジナトリウム=2,2'-ビニレン

ビス［5-（4-モルホリノ-6-

アニリノ-1,3,5-トリアジン-

2-イルアミノ）ベンゼンスル

ホナ ト］

16090-

02-1

群 一種 ## ジニトロトルエン 25321-

14-6

二

監、

三監

○ ≧0.1 ○ 劇

物

5 ○ 毒物

類

X 輸送禁

止

群 一種 ## ジニトロトルエン ジニト

ロトル

エン

25321-

14-6

二

監、

三監

≧0.1 ○ 5 毒物

類

X 輸送禁

止

群 一種 ## ジニトロトルエン 2,3-ジ

ニトロ

トルエ

ン

602-01-7 二

監、

三監

○ 5 毒物

類

X 輸送禁

止

群 一種 ## ジニトロトルエン 2,4-ジ

ニトロ

トルエ

ン

121-14-2 二

監、

三監

○ ≧0.1 ○ 劇

物

5 ○ 毒物

類

Y 毒物類

群 一種 ## ジニトロトルエン 2,5-ジ

ニトロ

トルエ

ン

619-15-8 二

監、

三監

5 毒物

類

X 輸送禁

止
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 一種 ## ジニトロトルエン 2,6-ジ

ニトロ

トルエ

ン

606-20-2 二

監、

三監

○ 5 毒物

類

X 輸送禁

止

群 一種 ## ジニトロトルエン 3,4-ジ

ニトロ

トルエ

ン

610-39-9 二

監、

三監

○ 5 毒物

類

X 輸送禁

止

個

別

一種 ## 2,4-ジニトロフェ ノール 51-28-5 二

監、

三監

疾病化

学物質

毒

物

5 火薬

類

P 輸送禁

止

個

別

一種 ## ジビニルベンゼン 1321-74-

0

≧0.1 4-2

個

別

一種 ## ジフェ ニルアミン 122-39-4 三監 ○ ≧0.1 ○ 指

定

可

燃

物

毒物

類

Y' 毒物類

個 一種 ## ジフェ ニルエ-テル 101-84-8 ≧1 ○ 4-3 X

個 一種 ## 1,3-ジフェ ニルグアニジン 102-06-7 二監

個

別

一種 ## N-ジブチルアミノチオ-N-メ

チルカルバミン酸2,3-ジヒド

ロ-2,2-ジメチル-7-ベンゾ

［ｂ］フラニル

55285-

14-8

登録

農薬

劇

物

○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## 2,6-ジ-タ-シャリ-ブチル-

4-クレゾール

128-37-0 ≧0.1 ○

個

別

一種 ## 2,4-ジ-タ-シャリ-ブチル

フェ ノール

96-76-4 二監 指

定

可

腐食

性物

質

腐食性

物質

個 一種 ## ジブロモクロロメタン 124-48-1 ○ 毒物 毒物類

個

別

一種 ## 2,2-ジブロモ-2-シアノアセ

トアミド

10222-

01-2

（201

0年三

監指

定予

人の

健康

に係

る有

○ ○ ○ 劇

物

個 一種 ## ジブロモテトラフルオロエタ - ○

個

別

一種 ## （RS）-O,S-ジメチル=アセチ

ルホスホルアミドチオアート

30560-

19-1

登録

農薬
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## N,N-ジメチルアセトアミド 127-19-5 疾病化

学物

質 感

≧0.1 4-2 Y

個

別

一種 ## 2,4-ジメチルアニリン 95-68-1 疾病化

学物質

○ ≧0.1 4-3 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## 2,6-ジメチルアニリン 87-62-7 二監 疾病化

学物質

≧0.1 4-3 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## N,N-ジメチルアニリン 121-69-7 疾病化

学物質

○ ≧1 ○ 4-3 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## 5-ジメチルアミノ-1,2,3-トリ

チアン

31895-

21-3

登録

農薬

劇

物

○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## ジメチルアミン 124-40-3 ≧0.1 ○ 劇

物

4-1 ○ ○ 高圧

ガス

Y 高圧ガ

ス

個

別

一種 ## ジメチルジスルフィド 624-92-0 三監 ≧0.1 ○ 4-1 引火

性液

体類

Y 引火性

液体類

群 一種 ## ジメチルジチオカルバミン

酸の水溶性塩

- ≧0.1 生活

環境

に係

○ 腐食

性物

質

腐食性

物質

群 一種 ## ジメチルジチオカルバミン

酸の水溶性塩

ジメチ

ルジ

チオ

カル

バミン

137-29-1 ≧0.1 生活

環境

に係

る物

質

○

群 一種 ## ジメチルジチオカルバミン

酸の水溶性塩

ジメチ

ルジ

チオ

カル

バミン

酸ナト

128-04-1 腐食

性物

質

腐食性

物質

個

別

一種 ## 2,2-ジメチル-2,3-ジヒドロ-

1-ベンゾフラン-7-イル

=N-［N-（2-エトキシカルボ

ニルエチル）-N-イソプロ

ピルスルフ ナモイル］ N

82560-

54-1

登録

農薬

劇

物

○ 毒物

類

毒物類
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## N,N-ジメチルチオカルバミ

ン酸S-4-フェ ノキシブチル

62850-

32-2

登録

農薬

引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 ## N,N-ジメチルドデシルアミン 112-18-5 4-3 腐食

性物

X 腐食性

物質

個

別

一種 ## N,N-ジメチルドデシルアミン

=N-オキシド

1643-20-

5

腐食

性物

質

腐食性

物質

個

別

一種 ## ジメチル=2,2,2-トリクロロ-

1-ヒドロキシエチルホスホ

ナ ト

52-68-6 登録

農薬

生活

環境

に係

○ 劇

物

○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## 1,1-ジメチルヒドラジン 57-14-7 二監

（201

0年三

監指

定予

○ ≧0.1 劇

物

5 毒物

類

P 輸送禁

止

個

別

一種 ## 1,1'-ジメチル-4,4'-ビピリジ

ニウム=ジクロリド

1910-42-

5

二監 疾病化

学物質

≧1 登録

農薬

毒

物

○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## 3,3'-ジメチルビフェ ニル-

4,4'-ジイル=ジイソシアネ-

91-97-4 ○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## ジメチル=4,4'-（オルト-フェ

ニレン）ビス（3-チオアロ

23564-

05-8

登録

農薬

個

別

一種 ## N-（1,3-ジメチルブチル）-

N'-フェ ニル-パラ-フェ ニ

レンジアミン

793-24-8 （201

0年三

監指

定予

指

定

可

燃
個

別

一種 ## 3,3'-ジメチルベンジジン 119-93-7 二監 ≧1 ≧0.1 ○

個

別

一種 ## N,N-ジメチルホルムアミド 68-12-2 二監 疾病化

学物質

≧0.3 ≧0.1 ○ ○ 4-2 引火

性液

体類

Y 引火性

液体類

個

別

一種 ## 2-［（ジメトキシホスフィノチ

オイル）チオ］-2-フェ ニル

酢酸エチル

2597-03-

7

二監

（201

0年三

監指

定予

登録

農薬

生活

環境

に係

る物

質

○ 劇

物

○ 毒物

類

PP 毒物類

個

別

一種 ## 臭素 7726-95-

6

疾病化

学物質

≧1 特定

物質

○ 劇

物

貯

蔵

○ 腐食

性物

腐食性

物質

群 一種 ## 臭素酸の水溶性塩 - ○ 1 ○ 酸化

性物

酸化性

物質類
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 一種 ## 臭素酸の水溶性塩 臭素

酸カリ

ウム

7758-01-

2

○ 1 ○ 酸化

性物

質類

酸化性

物質類

群 一種 ## 臭素酸の水溶性塩 臭素

酸塩

-

個

別

一種 ## 3,5-ジヨ-ド-4-オクタノイル

オキシベンゾニトリル

3861-47-

0

登録

農薬

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ 劇

物

群 一種 ## 水銀及びその化合物 - 疾病化

学物質

≧0.3 ≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物

貯

蔵

○ ○ 毒物

類

PP 毒物類 ○

群 一種 ## 水銀及びその化合物 水銀 7439-97-

6

疾病化

学物質

≧0.3 ≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物

貯

蔵

○ 腐食

性物

質

腐食性

物質

○

群 一種 ## 水銀及びその化合物 水銀

及び

その

-

群 一種 ## 水銀及びその化合物 塩化

水銀

（Ⅱ）

7487-94-

7

疾病化

学物質

≧0.3 ≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物

貯

蔵

○ 毒物

類

PP 毒物類 ○

群 一種 ## 水銀及びその化合物 塩化メ

チル

水銀

115-09-3 疾病化

学物質

≧0.3 ≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物

貯

蔵

○ ○ 毒物

類

PP 毒物類 ○

群 一種 ## 水銀及びその化合物 メチル

水銀

22967-

92-6

疾病化

学物質

≧0.3 ≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物

貯

蔵

○ ○ 毒物

類

PP 毒物類 ○

群 一種 ## 水銀及びその化合物 アル

キル

-
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 一種 ## 水銀及びその化合物 水銀

蒸気

7439-97-

6

疾病化

学物質

≧0.3 ≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物

貯

蔵

○ 腐食

性物

質

腐食性

物質

○

群 一種 ## 水銀及びその化合物 総水 -

群 一種 ## 水銀及びその化合物 無機

水銀

-

個

別

一種 ## 水素化テルフェニル 61788-

32-7

4-3 有害

性物

PP

群 一種 ## 有機スズ化合物 - 疾病化

学物質

≧0.1 劇

物

4-

2、

4-

3、

4 4

○ ○ 毒物

類

PP 毒物類 ○

群 一種 ## 有機スズ化合物 有機

スズ

化合

-

群 一種 ## 有機スズ化合物 ジブ

チル

スズジ

脂肪

族モノ

カル

ボン

酸（Ｃ

２－３

１）

塩’

ジブ

77-58-7 疾病化

学物質

≧0.1 4-4 毒物

類

PP 毒物類

群 一種 ## 有機スズ化合物 テトラ

－ｎ－

オク

チル

スズ

3590-84-

9

≧0.1

群 一種 ## 有機スズ化合物 テトラ

フェ

ニル

スズ

595-90-4 一監 ≧0.1 ○

物質リスト-3-30



物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 一種 ## 有機スズ化合物 水酸

化トリ

フェ

ニル

スズ

668-34-8 ≧0.1 ○

群 一種 ## 有機スズ化合物 二塩

化ジ

ブチ

ルス

ズ

683-18-1 ≧0.1

群 一種 ## 有機スズ化合物 トリブ

チル

スズ

688-73-3 疾病化

学物質

≧0.1 劇

物

4-2 ○ ○ 毒物

類

PP 毒物類 ○

群 一種 ## 有機スズ化合物 塩化ト

リブチ

ルス

ズ

1461-22-

9

二特 疾病化

学物質

≧0.1 劇

物

4-3 ○ 毒物

類

PP 毒物類 ○

群 一種 ## 有機スズ化合物 テトラ

ブチ

ルス

ズ

1461-25-

2

≧0.1 ○ ○

群 一種 ## 有機スズ化合物 シクロ

ヘキ

サス

ズ

13121-

70-5

≧1 劇

物

毒物

類

PP 毒物類

群 一種 ## 有機スズ化合物 トリブ

チル

スズ

オキ

シド

56-35-9 一特 疾病化

学物質

≧0.1 劇

物

4-3 ○ 毒物

類

PP 毒物類 ○

群 一種 ## 有機スズ化合物 モノメ

チル

スズト

リス

（イソ

オク

チル

57583-

34-3

≧0.1
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 一種 ## 有機スズ化合物 二塩

化ジ

オク

チル

スズ

3542-36-

7

≧0.1

個

別

一種 ## スチレン 100-42-5 疾病化

学物質

≧0.3 ≧0.1 ○ ○ ○ 4-2 引火

性液

体類

Y'、

危

険

引火性

液体類

個

別

一種 ## 2-スルホヘキサデカン酸-

1-メチルエステルナトリウム

4016-24-

4

群 一種 ## セレン及びその化合物 - 疾病化

学物質

≧0.1 ○ 人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物

貯

蔵

○ 毒物

類、

高圧

ガス

毒物

類、輸

送禁止

群 一種 ## セレン及びその化合物 セレン 7782-49-

2

疾病化

学物質

≧0.1 ○ 人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物

貯

蔵

○

群 一種 ## セレン及びその化合物 セレン

化硫

黄

7446-34-

6

疾病化

学物質

≧0.1 人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物

○ 毒物

類

毒物類

群 一種 ## セレン及びその化合物 亜セレ

ン酸

ナトリ

ウム

10102-

18-8

疾病化

学物質

≧0.1 人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物

○ 毒物

類

毒物類

群 一種 ## セレン及びその化合物 六フッ

化セレ

ン

7783-79-

1

疾病化

学物質

≧0.1 人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物

高圧

ガス

輸送禁

止

群 特定

一種

## ダイオキシン類 - ≧0.1 ○優

先取

組物

質

○ ○ ○
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 特定

一種

## ダイオキシン類 2,3,7,8

-テト

ラク

ロロ

ジベ

ンゾ-

p-ジ

1746-01-

6

≧0.1 ○優

先取

組物

質

○ ○ ○

個

別

一種 ## 2-チオキソ-3,5-ジメチルテ

トラヒドロ-2H-1,3,5-チアジ

アジン

533-74-4 （201

0年三

監指

定予

定）

登録

農薬

劇

物

○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## チオ尿素 62-56-6 二監

（201

0年三

監指

定予

≧0.1 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## チオフェ ノール 108-98-5 ≧0.1 毒

物

4-2 毒物

類

輸送禁

止

個

別

一種 ## チオりん酸O-1-（4-クロロ

フェ ニル）-4-ピラゾリル-

O-エチル-S-プロピル

77458-

01-6

登録

農薬

生活

環境

に係

る物

質

劇

物

○ 毒物

類

P 毒物類

個

別

一種 ## チオりん酸O,O-ジエチル-

O-（2-イソプロピル-6-メ

チル-4-ピリミジニル）

333-41-5 二

監、

三監

疾病化

学物質

≧0.1 登録

農薬

生活

環境

に係

る物

質

○ 劇

物

○ 毒物

類

PP 毒物類

個

別

一種 ## チオりん酸O,O-ジエチル-

O-（3,5,6-トリクロロ-2-ピ

リジル）

2921-88-

2

二

監、

三監

≧1 登録

農薬

生活

環境

に係

る物

質

○ 劇

物

○ 毒物

類

PP 毒物類

個

別

一種 ## チオりん酸O,O-ジエチル-

O-（5-フェ ニル-3-イソオ

キサゾリル）

18854-

01-8

登録

農薬

生活

環境

に係

る物

質

劇

物

○ 毒物

類

PP 毒物類
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## チオりん酸O,O-ジメチル-

O-（3-メチル-4-ニトロ

フェ ニル）

122-14-5 二監

（201

0年三

監指

定予

疾病化

学物質

≧1 登録

農薬

生活

環境

に係

る物

質

○ 5 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## チオりん酸O,O-ジメチル-

O-（3-メチル-4-メチルチ

オフェ ニル）

55-38-9 ≧0.1 登録

農薬

生活

環境

に係

る物

質

○ 劇

物

○ 毒物

類

PP 毒物類

個

別

一種 ## チオりん酸O-4-ブロモ-2-

クロロフェ ニル-O-エチル

-S-プロピル

41198-

08-7

登録

農薬

生活

環境

に係

る物

質

○ 毒物

類

P 毒物類

個

別

一種 ## チオりん酸S-ベンジル-

O,O-ジイソプロピル

26087-

47-8

登録

農薬

生活

環境

に係

る物

質

○ 引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 ## デカブロモジフェ ニルエ-テ

ル

1163-19-

5

二監

個

別

一種 ## デカン酸 334-48-5 指

定

可

X

群 一種 ## デシルアルコ-ル - 4-3 Y

群 一種 ## デシルアルコ-ル ｎ-デ

シルア

ル

112-30-1 4-3 Y

群 一種 ## デシルアルコ-ル イソ

デシ

ルア

ル

25339-

17-7

4-3

個

別

一種 ## 1,3,5,7-テトラアザトリシクロ

［3,3,1,1(3,7)］デカン

100-97-0 ○ Z 可燃性

物質類

個 一種 ## テトラエチルチウラムジス 97-77-8 ≧0.1

個

別

一種 ## テトラクロロイソフタロニト

リル

1897-45-

6

二監

（201

0年三

監指

定予

登録

農薬

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## 4,5,6,7-テトラクロロイソベ

ンゾフラン-1（3H）-オン

27355-

22-2

≧1 登録

農薬

個

別

一種 ## テトラクロロエチレン 127-18-4 二特 疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ 指定

物質

○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ ○ 毒物

類

Y､P 毒物類

個 一種 ## テトラクロロジフルオロエタ - ≧1 ○

個

別

一種 ## 2,3,5,6-テトラクロロ-パラ-

ベンゾキノン

118-75-2 ○

個

別

一種 ## テトラヒドロメチル無水フタ

ル酸

11070-

44-3

個

別

一種 ## 2,3,5,6-テトラフルオロ-4-

メチルベンジル=（Z）-3-

（2-クロロ-3,3,3-トリフル

オロ-1-プロペニル）-2,2-

ジメチルシクロプロパンカ

79538-

32-2

登録

農薬

毒

物

○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## 3,7,9,13-テトラメチル-

5,11-ジオキサ-2,8,14-トリ

チア-4,7,9,12-テトラアザペ

ンタデカ-3 12-ジエン-

59669-

26-0

登録

農薬

劇

物

○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## テトラメチルチウラムジス

ルフィド

137-26-8 二監

（201

0年三

監指

定予

○ ≧0.1 登録

農薬

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○

個

別

一種 ## 3,7,11,15-テトラメチルヘキ

サデカ-1-エン-3-オール

505-32-8 4-3

個

別

一種 ## テレフタル酸 100-21-0 ≧0.1 ○

個

別

一種 ## テレフタル酸ジメチル 120-61-6 Y'

群 一種 ## 銅水溶性塩（錯塩を除く。） - ≧0.1 生活

環境

に係

る物

質

○ ○ 劇

物

貯

蔵

腐食

性物

質

PP 腐食性

物質

群 一種 ## 銅水溶性塩（錯塩を除く。） 硫酸

銅・５

水和

物

7758-99-

8

≧0.1 生活

環境

に係

る物

質

○ ○ 劇

物
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 一種 ## 銅水溶性塩（錯塩を除く。） 硫酸

銅（無

水）

7758-98-

7

≧0.1 生活

環境

に係

る物

質

○ ○ 劇

物

貯

蔵

PP

群 一種 ## 銅水溶性塩（錯塩を除く。） 塩化

銅

7447-39-

4

≧0.1 生活

環境

に係

る物

質

○ ○ 劇

物

貯

蔵

腐食

性物

質

PP 腐食性

物質

個 一種 ## 1-ドデカノール 112-53-8 4-3 Y

個

別

一種 ## タ-シャリ-ドデカンチオー

ル

25103-

58-6

4-3 毒物

類

毒物類

個 一種 ## ドデシル硫酸ナトリウム 151-21-3

個

別

一種 ## 3,6,9-トリアザウンデカン-

1,11-ジアミン

112-57-2 劇

物

4-3 腐食

性物

Y 腐食性

物質

個

別

一種 ## トリエチルアミン 121-44-8 ≧1 ○ 4-1 ○ 引火

性液

体類

Y 引火性

液体類

個

別

一種 ## トリエチレンテトラミン 112-24-3 4-3 腐食

性物

Y 腐食性

物質

個

別

一種 ## 1,1,1-トリクロロエタン 71-55-6 疾病化

学物質

≧1 ≧0.1 ○ ○ ○ 人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ 毒物

類

Y 毒物類

個

別

一種 ## 1,1,2-トリクロロエタン 79-00-5 二監 疾病化

学物質

≧0.1 ○ 人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ Y

個

別

一種 ## トリクロロエチレン 79-01-6 二特 疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ 指定

物質

○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ ○ 毒物

類

Y 毒物類

個

別

一種 ## トリクロロ酢酸 76-03-9 ≧0.1 ○ 劇

物

腐食

性物

質

腐食性

物質

個

別

一種 ## 2,4,6-トリクロロ-1,3,5-トリ

アジン

108-77-0 二監 ○ 腐食

性物

質

腐食性

物質

個 一種 ## トリクロロトリフルオロエタ - ○
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群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## トリクロロニトロメタン 76-06-2 二監

（201

0年三

監指

定予

疾病化

学物質

≧1 登録

農薬

劇

物

貯

蔵

○ 毒物

類

輸送禁

止

個

別

一種 ## （3,5,6-トリクロロ-2-ピリジ

ル）オキシ酢酸

55335-

06-3

登録

農薬

引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 ## 2,4,6-トリクロロフェ ノール 88-06-2 ○ ○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## トリクロロフルオロメタン 75-69-4 ≧0.1 ○ ○ ○ 高圧

ガス

高圧ガ

ス

個

別

一種 ## 1,2,3-トリクロロプロパン 96-18-4 ○ ≧0.1 4-3 毒物

類

Y 毒物類

群 一種 ## トリクロロベンゼン 12002-

48-1

疾病化

学物質

≧1 ○ 4-3 毒物

類

X、P 毒物類

群 一種 ## トリクロロベンゼン トリク

ロロ

ベン

12002-

48-1

疾病化

学物質

4-3 毒物

類

P 毒物類

群 一種 ## トリクロロベンゼン 1,2,4-

トリク

ロロ

ベン

120-82-1 ≧1 ○ 4-3 毒物

類

X、P 毒物類

個

別

一種 ## 1,3,5-トリス（2,3-エポキシ

プロピル）-1,3,5-トリアジン

-2,4,6（1H,3H,5H）-トリオン

2451-62-

9

二監 ○ ≧0.1 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## トリブチルアミン 102-82-9 4-3 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## アルファ ,アルファ ,アルファ

-トリフルオロ-2,6-ジニトロ

-N,N-ジプロピル-パラ-ト

ルイジン

1582-09-

8

二

監、

三監

登録

農薬

4-2 引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 ## 2,4,6-トリブロモフェ ノール 118-79-6 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## 3,5,5-トリメチル-1-ヘキサ

ノール

3452-97-

9

4-3

個

別

一種 ## 1,2,4-トリメチルベンゼン 95-63-6 ≧1 ○ 4-2 引火

性液

体類

引火性

液体類
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群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## 1,3,5-トリメチルベンゼン 108-67-8 ≧1 ○ 4-2 引火

性液

体類

引火性

液体類

群 一種 ## トリレンジイソシアネ-ト 26471-

62-5

疾病化

学物質

≧1 ≧0.1 ○ ○ 4-3 毒物

類

Y 毒物類

群 一種 ## トリレンジイソシアネ-ト メチル

-1,3-

フェ

ニレ

ン=ジ

イソシ

26471-

62-5

疾病化

学物質

≧1 ≧0.1 ○ ○ 4-3 毒物

類

Y 毒物類

群 一種 ## トリレンジイソシアネ-ト 2,4-ト

リレン

ジイソ

シア

ネ ト

584-84-9 疾病化

学物質

≧1 ≧0.1 ○ ○ 4-3 毒物

類

Y 毒物類

群 一種 ## トルイジン - 二

監、

三監

疾病化

学物質

≧0.1 ○ 劇

物

4-3 ○ 毒物

類

Y 毒物類

群 一種 ## トルイジン o-ト

ルイ

ジン

95-53-4 二

監、

三監

疾病化

学物質

≧0.1 劇

物

4-3 ○ 毒物

類

Y 毒物類

群 一種 ## トルイジン m-ト

ルイ

ジン

108-44-1 二監 疾病化

学物質

≧0.1 ○ 劇

物

○ 毒物

類

毒物類

群 一種 ## トルイジン p-トル

イジ

ン

106-49-0 二

監、

三監

疾病化

学物質

≧0.1 劇

物

○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## トルエン 108-88-3 疾病化

学物質

≧0.3 ≧0.1 ○ ○ ○ 劇

物

4-1 ○ 引火

性液

体類

Y、

危

険

物

引火性

液体類

群 一種 ## トルエンジアミン - 二監 ○ ≧0.1 劇

物

○ 毒物

類

Y 毒物類
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群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 一種 ## トルエンジアミン 2,4-ト

ルエ

ンジア

ミン

95-80-7 二監 ○ ≧0.1 劇

物

○ 毒物

類

Y 毒物類

群 一種 ## トルエンジアミン ジアミ

ノトル

エン

25376-

45-8

劇

物

Y

群 一種 ## トルエンジアミン 2,6-ジ

アミノ

トルエ

823-40-5 劇

物

Y

個

別

一種 ## ナフタレン 91-20-3 ○ ≧0.1 ○ 指

定

可

燃

X 可燃性

物質類

個

別

一種 ## 1,5-ナフタレンジイル=ジイ

ソシアネ-ト

3173-72-

6

疾病化

学物

質 感

毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## 鉛 7439-92-

1

疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ 排出

基

準、

有害

物質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○

群 特定

一種

## 鉛化合物 - 疾病化

学物質

すべて ≧0.1 ○ 排出

基

準、

有害

物質

○ 人の

健康

に係

る有

害物

質

○ ○ ○ ○ 毒

物、

特

定

毒

物、

劇

4-

2、1

○ 毒物

類、

酸化

性物

質類

X、P 毒物

類、酸

化性物

質類

○

群 特定

一種

## 鉛化合物 鉛化

合物

-

群 特定

一種

## 鉛化合物 四メチ

ル鉛

75-74-1 疾病化

学物質

すべて ≧0.1 ○ 排出

基

準、

有害

物質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物、

特

定

毒

4-2 ○ 毒物

類

X、P 毒物類 ○

群 特定

一種

## 鉛化合物 四エ

チル

鉛

78-00-2 疾病化

学物質

すべて ≧0.1 ○ 排出

基

準、

有害

物質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物、

特

定

毒

4-2 毒物

類

X、P 毒物類 ○
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群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 特定

一種

## 鉛化合物 硝酸

鉛

10099-

74-8

疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ 排出

基

準、

有害

物質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 劇

物

1 酸化

性物

質類

P 酸化性

物質類

群 特定

一種

## 鉛化合物 酢酸

鉛

301-04-2 疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ 排出

基

準、

有害

物質

○ 人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 劇

物

○ 毒物

類

P 毒物類

個 一種 ## 二アクリル酸ヘキサメチレ 13048- 4-3

個 一種 ## 二塩化酸化ジルコニウム 7699-43- ≧0.1

個

別

一種 ## ニッケル 7440-02-

0

≧0.1 ○ 可燃

性物

質類

可燃性

物質類

群 特定

一種

## ニッケル化合物 - 疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ 特定

物質

○優

先取

組物

質

毒

物

4-

1、

指

定

可

燃

○ 毒物

類

PP 毒物

類、輸

送禁止

群 特定

一種

## ニッケル化合物 ニッケ

ル化

合物

（金属

を除

-

群 特定

一種

## ニッケル化合物 水溶

性ニッ

ケル

無機

化合

物（他

に収

録され

-
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 特定

一種

## ニッケル化合物 不溶

性ニッ

ケル

無機

化合

物（他

に収

録され

-

群 特定

一種

## ニッケル化合物 硫酸

ニッケ

ル

7786-81-

4

≧0.1 ○優

先取

組物

質

群 特定

一種

## ニッケル化合物 酢酸

ニッケ

ル

6018-89-

9

≧0.1 ○優

先取

組物

質

指

定

可

燃

物

群 特定

一種

## ニッケル化合物 硫化

ニッケ

ル

16812-

54-7

≧0.1 ○優

先取

組物

質

群 特定

一種

## ニッケル化合物 二硫

化三

ニッケ

ル

12035-

72-2

≧0.1 ○優

先取

組物

質

群 特定

一種

## ニッケル化合物 塩化

ニッケ

ル

7718-54-

9

≧0.1 ○優

先取

組物

質

毒物

類

毒物類

群 特定

一種

## ニッケル化合物 ニッケ

ルカ

ルボ

ル

13463-

39-3

疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ 特定

物質

○優

先取

組物

質

毒

物

4-1 ○ 毒物

類

PP 輸送禁

止

群 特定

一種

## ニッケル化合物 酸化

ニッケ

ル

1313-99-

1

≧0.1 ○優

先取

組物

質
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 特定

一種

## ニッケル化合物 二酸

化ニッ

ケル

12035-

36-8

≧0.1 ○優

先取

組物

質

群 特定

一種

## ニッケル化合物 三酸

化二

ニッケ

ル

1314-06-

3

≧0.1 ○優

先取

組物

質

個 一種 ## ニトリロ三酢酸 139-13-9 二監 ≧0.1

個

別

一種 ## オルト-ニトロアニソール 91-23-6 ≧0.1 4-3 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## オルト-ニトロアニリン 88-74-4 ○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## ニトログリセリン 55-63-0 疾病化

学物質

すべて すべて 人の

健康

に係

る有

害物

5 ○ 火薬

類

輸送禁

止

個

別

一種 ## パラ-ニトロクロロベンゼ

ン

100-00-5 二監 疾病化

学物質

≧1 ≧0.1 ○ ○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## オルト-ニトロトルエン 88-72-2 ≧0.1 ○ 4-3 毒物

類

Y' 毒物類

個

別

一種 ## ニトロベンゼン 98-95-3 二監 疾病化

学物質

≧0.1 ○ 劇

物

4-3 ○ 毒物

類

Y 毒物類

個

別

一種 ## ニトロメタン 75-52-5 ≧0.1 5 ○ 引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 ## 二硫化炭素 75-15-0 二監 疾病化

学物質

≧0.3 ≧0.1 ○ 特定

物質

○ 劇

物

4-

特

殊

○ ○ 引火

性液

体類

Y 輸送禁

止
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個 一種 ## 1-ノナノール 143-08-8 4-3 Y

個

別

一種 ## ノニルフェ ノール 25154-

52-3

三監 4-3 腐食

性物

質

X 腐食性

物質

群 一種 ## バナジウム化合物 - 疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ ○ 人の

健康

に係

る有

害物

劇

物

貯

蔵

毒物

類

毒物類

群 一種 ## バナジウム化合物 五酸

化バ

ナジ

ウム

1314-62-

1

疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ ○ 劇

物

貯

蔵

毒物

類

毒物類

群 一種 ## バナジウム化合物 メタバ

ナジ

ン酸

アンモ

ニウ

7803-55-

6

疾病化

学物質

人の

健康

に係

る有

害物

毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## 5'-［N,N-ビス（2-アセチル

オキシエチル）アミノ］-2'-

（2-ブロモ-4,6-ジニトロ

フェ ニルアゾ）-4'-メトキシ

アセトアニリド

3618-72-

2

二監 ○

個

別

一種 ## 2,4-ビス（エチルアミノ）-6-

メチルチオ-1,3,5-トリアジ

ン

1014-70-

6

登録

農薬

個

別

一種 ## 1,3-ビス［（2,3-エポキシプ

ロピル）オキシ］ベンゼン

101-90-6 ≧0.1 4-3

個

別

一種 ## ビス（8-キノリノラト）銅 10380-

28-6

（201

0年三

監指

定予

定）

≧0.1 登録

農薬

生活

環境

に係

る物

質

○ ○

個

別

一種 ## 3,6-ビス（2-クロロフェ ニ

ル）-1,2,4,5-テトラジン

74115-

24-5

登録

農薬

個

別

一種 ## 1,2-ビス（2-クロロフェ ニ

ル）ヒドラジン

782-74-1 三監
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## ビス（N,N-ジメチルジチオカ

ルバミン酸）亜鉛

137-30-4 二監

（201

0年三

監指

定予

登録

農薬

生活

環境

に係

る物

質

○ ○

個

別

一種 ## ビス（N,N-ジメチルジチオカ

ルバミン酸）N,N'-エチレン

ビス（チオカルバモイルチ

オ亜鉛）

64440-

88-6

（201

0年三

監指

定予

定）

登録

農薬

○ 生活

環境

に係

る物

質

○ ○

個

別

一種 ## ビス（1-メチル-1-フェ ニル

エチル）=ペルオキシド

80-43-3 二

監、

三監

5 酸化

性物

質類

酸化性

物質類

個

別

一種 ## S,S-ビス（1-メチルプロピ

ル）=O-エチル=ホスホロジ

95465-

99-9

登録

農薬

毒

物

群 特定

一種

## 砒素及びその無機化合物 - 疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ 排出

基

準、

有害

物質

○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物

貯

蔵

○ ○ 毒物

類、

高圧

ガス

P 毒物

類、輸

送禁止

群 特定

一種

## 砒素及びその無機化合物 無機

砒素

化合

-

群 特定

一種

## 砒素及びその無機化合物 砒素

及び

砒素

-

群 特定

一種

## 砒素及びその無機化合物 砒素

及び

その

無機

-

群 特定

一種

## 砒素及びその無機化合物 砒素 7440-38-

2

疾病化

学物質

≧0.1 ○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

質

○ ○ ○ ○ 毒

物

貯

蔵

○ 毒物

類

毒物類

群 特定

一種

## 砒素及びその無機化合物 三酸

化砒

素

1327-53-

3

疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物

貯

蔵

○ 毒物

類

毒物類
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 特定

一種

## 砒素及びその無機化合物 酸化

砒素

（V)

1303-28-

2

疾病化

学物質

≧0.1 排出

基

準、

有害

物質

○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物

○ 毒物

類

毒物類

群 特定

一種

## 砒素及びその無機化合物 砒酸

水素

鉛

7784-40-

9

疾病化

学物質

≧0.1 ○ 排出

基

準、

有害

物質

○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 毒

物

○ ○ 毒物

類

P 毒物類

群 特定

一種

## 砒素及びその無機化合物 砒酸

鉛

3687-31-

8

疾病化

学物質

≧0.1 ○ 排出

基

準、

有害

物質

○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

質

○ ○ ○ ○ 毒

物

○ ○ 毒物

類

P 毒物類

群 特定

一種

## 砒素及びその無機化合物 アルシ

ン

7784-42-

1

疾病化

学物質

≧0.1 ○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

質

○ ○ ○ ○ 毒

物

貯

蔵

○ ○ 高圧

ガス

輸送禁

止

個

別

一種 ## ヒドラジン 302-01-2 二

監、

三監

疾病化

学物質

○ ≧0.1 ○ 毒

物

4-3 腐食

性物

質

腐食性

物質

個

別

一種 ## 4-ヒドロキシ安息香酸メチ

ル

99-76-3

個

別

一種 ## N-（4-ヒドロキシフェ ニル）

アセトアミド

103-90-2

個

別

一種 ## ヒドロキノン 123-31-9 ○ ≧0.1 ○

個

別

一種 ## 4-ビニル-1-シクロヘキセ

ン

100-40-3 二監 ≧0.1 4-1 引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 ## 2-ビニルピリジン 100-69-6 二監 ○ ○ 4-2 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## N-ビニル-2-ピロリドン 88-12-0 4-3 毒物

類

毒物類
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## ビフェ ニル 92-52-4 ≧1 ○ X

個

別

一種 ## ピペラジン 110-85-0 二監

個

別

一種 ## ピリジン 110-86-1 疾病化

学物質

≧0.1 特定

物質

○ 4-1 引火

性液

体類

Y 引火性

液体類

個

別

一種 ## ピロカテコ-ル 120-80-9 ≧0.1 ○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## フェ ニルオキシラン 96-09-3 ○ ≧0.1 ○ 4-3

個

別

一種 ## フェ ニルヒドラジン 100-63-0 ○ ≧0.1 ○ 4-3 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## 2-フェ ニルフェ ノール 90-43-7 疾病化

学物

質、感

作性物

個 一種 ## N-フェ ニルマレイミド 941-69-5 毒物 毒物類

群 一種 ## フェ ニレンジアミン - 二監 疾病化

学物質

○ ≧0.1 ○ 劇

物

貯

蔵

○ 毒物

類

毒物類

群 一種 ## フェ ニレンジアミン o-

フェ

ニレ

ンジア

ミン

95-54-5 二監 疾病化

学物質

○ ≧0.1 ○ 劇

物

貯

蔵

毒物

類

毒物類

群 一種 ## フェ ニレンジアミン p-

フェ

ニレ

ンジア

ミン

106-50-3 疾病化

学物質

○ ≧0.1 ○ 劇

物

○ 毒物

類

毒物類

群 一種 ## フェ ニレンジアミン m-

フェ

ニレ

ンジア

ミン

108-45-2 二監 ○ ≧0.1 ○ 劇

物

貯

蔵

○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## フェ ノール 108-95-2 疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 特定

物質

○ 生活

環境

に係

る物

○ ○ 劇

物

指

定

可

燃

○ 毒物

類

Y 毒物類

物質リスト-3-46



物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## 3-フェ ノキシベンジル=3-

（2,2-ジクロロビニル）-

2,2-ジメチルシクロプロパ

ンカルボキシラート

52645-

53-1

三監 登録

農薬

毒物

類

毒物類

個

別

特定

一種

## 1,3-ブタジエン 106-99-0 二監 ≧0.3 ○ ≧0.1 ○優

先取

組物

質

○ ○ 高圧

ガス

高圧ガ

ス

個 一種 ## フタル酸ジアリル 131-17-9 4-3

個 一種 ## フタル酸ジエチル 84-66-2 ≧0.1 ○ 4-3 Y

個

別

一種 ## フタル酸ジ-ノルマル-ブチ

ル

84-74-2 ≧0.1 ○ 4-3 有害

性物

質

X ○

個

別

一種 ## フタル酸ビス（2-エチルヘ

キシル）

117-81-7 ≧0.1 ○ 4-4 X ○

個

別

一種 ## フタル酸ノルマル-ブチル=

ベンジル

85-68-7 4-4 有害

性物

質

X ○

個

別

一種 ## 2-タ-シャリ-ブチルイミノ-

3-イソプロピル-5-フェ ニ

ルテトラヒドロ-4H-1,3,5-チ

アジアジン-4-オン

69327-

76-0

≧1 登録

農薬

個

別

一種 ## N-タ-シャリ-ブチル-N'-

（4-エチルベンゾイル）-

3,5-ジメチルベンゾヒドラジ

ド

112410-

23-8

登録

農薬

個

別

一種 ## ノルマル-ブチル-2,3-エポ

キシプロピルエ-テル

2426-08-

6

○ ≧0.1 4-2 引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 ## N-［1-（N-ノルマル-ブチル

カルバモイル）-1H-2-ベン

ゾイミダゾリル］カルバミン

酸メチル

17804-

35-2

≧0.1 登録

農薬

○

個

別

一種 ## ブチル=（R）-2-［4-（4-シ

アノ-2-フルオロフェ ノキ

シ）フェ ノキシ］プロピオ

ナート

122008-

85-9

登録

農薬

人の

健康

に係

る有

害物

○ 劇

物
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## 1-タ-シャリ-ブチル-3-

（2,6-ジイソプロピル-4-

フェ ノキシフェ ニル）チオ尿

素

80060-

09-9

登録

農薬

劇

物

個

別

一種 ## 5-タ-シャリ-ブチル-3-

（2,4-ジクロロ-5-イソプロ

ポキシフェ ニル）-1,3,4-オ

キサジアゾール-2（3H）-オ

19666-

30-9

登録

農薬

個

別

一種 ## タ-シャリ-ブチル=4-

［［［（1,3-ジメチル-5-フェ

ノキシ-4-ピラゾリル）メチ

リデン］アミノオキシ］メチ

ル］ベンゾア ト

134098-

61-6

登録

農薬

劇

物

○

個 一種 ## ブチルヒドロキシアニソー 25013- 三監

個

別

一種 ## タ-シャリ-ブチル=ヒドロペ

ルオキシド

75-91-2 二監 5 酸化

性物

質類

酸化性

物質類

個

別

一種 ## オルト-セカンダリ-ブチル

フェ ノール

89-72-5 二

監、

≧1 4-3 腐食

性物

腐食性

物質

個

別

一種 ## 4-タ-シャリ-ブチルフェ

ノール

98-54-4 二監 疾病化

学物

質 感

腐食

性物

質

腐食性

物質

個

別

一種 ## 2-（4-タ-シャリ-ブチル

フェ ノキシ）シクロヘキシル

=2-プロピニル=スルフィッ

ト

2312-35-

8

登録

農薬

引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 ## 2-タ-シャリ-ブチル-5-（4-

タ-シャリ-ブチルベンジル

チオ）-4-クロロ-3（2H）-

ピリダジノン

96489-

71-3

登録

農薬

劇

物

個

別

一種 ## N-（4-タ-シャリ-ブチルベ

ンジル）-4-クロロ-3-エチ

ル-1-メチルピラゾール-

5-カルボキサミド

119168-

77-3

登録

農薬

劇

物

○
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## N-（タ-シャリ-ブチル）-2-

ベンゾチアゾールスルフェ

ンアミド

95-31-8 （201

0年三

監指

定予

定）
個

別

一種 ## 2-タ-シャリ-ブチル-5-メチ

ルフェ ノール

88-60-8 二

監、

三監

劇

物

4-3 腐食

性物

質

腐食性

物質

群 一種 ## ふっ化水素及びその水溶性

塩

- 疾病化

学物質

≧1 ≧0.1 ○ 特定

物質

○ 人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ 毒

物

貯

蔵

○ ○ 腐食

性物

質、

毒物

類

腐食性

物質、

毒物類

群 一種 ## ふっ化水素及びその水溶性

塩

フッ化

水素

（フッ

化水

素酸）

7664-39-

3

疾病化

学物質

≧1 ≧0.1 ○ 特定

物質

○ 人の

健康

に係

る有

害物

質

○ ○ ○ 毒

物

貯

蔵

○ ○ 腐食

性物

質

腐食性

物質

群 一種 ## ふっ化水素及びその水溶性

塩

硅弗

化水

素酸

(ヘキ

サフ

ルオ

16961-

83-4

疾病化

学物質

≧0.1 排出

基

準、

有害

物質

○ 人の

健康

に係

る有

害物

質

○ ○ ○ 劇

物

貯

蔵

○ 腐食

性物

質

Y 腐食性

物質

群 一種 ## ふっ化水素及びその水溶性

塩

フッ化

ナトリ

ウム

7681-49-

4

≧0.1 人の

健康

に係

る有

○ ○ ○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## 2-ブテナール 4170-30-

3

○ ≧0.1 4-1 毒物

類

Y、P 毒物類

個

別

一種 ## N-ブトキシメチル-2-クロ

ロ-2',6'-ジエチルアセトアニ

23184-

66-9

登録

農薬

4-3 引火

性液

引火性

液体類

個

別

一種 ## フラン 110-00-9 4-

特

殊

引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 ## N,N'-プロピレンビス（ジチ

オカルバミン酸）と亜鉛の

重合物

12071-

83-9

登録

農薬

○ 生活

環境

に係

る物

質

○ ○
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## 2-プロピン-1-オール 107-19-7 ≧1 4-2 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## ブロモクロロジフルオロメタ

ン

353-59-3 ○ ○ ○ 高圧

ガス

高圧ガ

ス

個

別

一種 ## ブロモジクロロメタン 75-27-4 ≧0.1 ○ ○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## ブロモトリフルオロメタン 75-63-8 ≧1 ○ ○ ○ 高圧

ガス

高圧ガ

ス

個

別

一種 ## 5-ブロモ-3-セカンダリ-ブ

チル-6-メチル-1,2,3,4-テト

ラヒドロピリミジン-2 4-ジ

314-40-9 ≧0.1 登録

農薬

個

別

一種 ## 1-ブロモプロパン 106-94-5 4-1 引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

特定

一種

## 2-ブロモプロパン 75-26-3 ○ ≧0.1 4-1 引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

一種 ## ブロモメタン 74-83-9 二監

（201

0年三

監指

定予

疾病化

学物質

≧1 ○ ≧0.1 ○ 登録

農薬

○ 劇

物

貯

蔵

○ ○ 高圧

ガス

輸送禁

止

個

別

一種 ## ヘキサキス（2-メチル-2-

フェ ニルプロピル）ジスタノ

キサン

13356-

08-6

≧0.1 登録

農薬

個

別

一種 ## 6,7,8,9,10,10-ヘキサクロロ

-1,5,5ａ,6,9,9ａ-ヘキサヒドロ

-6,9-メタノ-2,4,3-ベンゾジ

オキサチエピン=3-オキシ

ド

115-29-7 疾病化

学物質

≧1 登録

農薬

毒

物

○ 毒物

類

PP 毒物類

個

別

一種 ## ヘキサデシルトリメチルアン

モニウム=クロリド

112-02-7

物質リスト-3-50



物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## ヘキサメチレンジアミン 124-09-4 ≧0.1 劇

物

指

定

可

燃

物

腐食

性物

質

Y 腐食性

物質

個

別

一種 ## ヘキサメチレン=ジイソシア

ネ-ト

822-06-0 疾病化

学物

質、感

作性物

質

≧0.1 ○ 劇

物

4-3 ○ 毒物

類

Y 毒物類

個

別

一種 ## ノルマル-ヘキサン 110-54-3 疾病化

学物質

≧1 ≧0.1 ○ ○ 4-1 引火

性液

体類

Y、

危

険

引火性

液体類

個 一種 ## ベタナフト-ル 135-19-3 ○ 劇

群 特定

一種

## ベリリウム及びその化合物 - 疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

毒物

類

毒物類

群 特定

一種

## ベリリウム及びその化合物 ベリリ

ウム

及び

その

-

群 特定

一種

## ベリリウム及びその化合物 ベリリ

ウム

7440-41-

7

疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ ○ 毒物

類

毒物類

群 特定

一種

## ベリリウム及びその化合物 硫酸

ベリリ

ウム

13510-

49-1

疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ ○優

先取

組物

質

毒物

類

毒物類

群 一種 ## ペルオキソ二硫酸の水溶性

塩

- ≧0.1 人の

健康

に係

る有

1 ○ 酸化

性物

質類

酸化性

物質類

群 一種 ## ペルオキソ二硫酸の水溶性

塩

ペル

オキ

ソ二

硫酸

アンモ

7727-54-

0

≧0.1 人の

健康

に係

る有

害物

酸化

性物

質類

酸化性

物質類

群 一種 ## ペルオキソ二硫酸の水溶性

塩

ペル

オキ

ソ二

硫酸

7727-21-

1

≧0.1 1 ○ 酸化

性物

質類

酸化性

物質類
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## ペルフルオロ（オクタン-1-

スルホン酸）

1763-23-

1

二監 腐食

性物

腐食性

物質

○

個

別

特定

一種

## ベンジリジン=トリクロリド 98-07-7 ≧0.1 ≧0.1 ○ 4-3 腐食

性物

質

腐食性

物質

個

別

一種 ## ベンジル=クロリド 100-44-7 ○ ≧0.1 ○ 4-2 毒物

類

Y' 毒物類

個

別

一種 ## ベンズアルデヒド 100-52-7 ○ 4-2 有害

性物

質

有害性

物質

個

別

特定

一種

## ベンゼン 71-43-2 疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ 特定

物

質、

指定

物質

○優

先取

組物

質

人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ ○ 4-1 ○ ○ 引火

性液

体類

Y、

危

険

物

引火性

液体類

個

別

一種 ## 1,2,4-ベンゼントリカルボ

ン酸1,2-無水物

552-30-7 疾病化

学物

質、感

作性物

質

≧0.1

個

別

一種 ## 2-（2-ベンゾチアゾリルオ

キシ）-N-メチルアセトアニリ

ド

73250-

68-7

登録

農薬

個 一種 ## ベンゾフェ ノン 119-61-9

個

別

一種 ## ペンタクロロフェ ノール 87-86-5 二

監、

三監

疾病化

学物質

≧0.3 ≧0.1 ○ 劇

物

○ 毒物

類

PP 毒物類 ○

群 一種 ## ほう素化合物 - 疾病化

学物質

≧1 人の

健康

に係

る有

害物

質

○ ○ ○ 毒

物

3、

貯

蔵

○ ○ 可燃

性物

質

類、

高圧

ガス

可燃性

物質

類、輸

送禁止

群 一種 ## ほう素化合物 ペンタ

ボラ

ン

19624-

22-7

≧1 人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ 3 ○ 可燃

性物

質類

輸送禁

止
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 一種 ## ほう素化合物 デカ

ボラ

ン

17702-

41-9

≧1 人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ 可燃

性物

質類

可燃性

物質類

群 一種 ## ほう素化合物 三フッ

化ほう

素

7637-07-

2

疾病化

学物質

≧1 人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ 毒

物

貯

蔵

○ 高圧

ガス

輸送禁

止

個

別

一種 ## ポリ塩化ビフェ ニル 1336-36-

3

一特 疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 ○ ○ 人の

健康

に係

る有

害物

○ ○ ○ 有害

性物

質

PP 有害性

物質

○ ○

群 一種 ## ポリ（オキシエチレン）=アル

キルエ-テル（アルキル基の

炭素数が12から15までのも

の及びその混合物に限

る ）

-

群 一種 ## ポリ（オキシエチレン）=アル

キルエ-テル（アルキル基の

炭素数が12から15までのも

の及びその混合物に限

る。）

ポリ

(オキ

シエチ

レン)=

アル

キル=

エーテ

ル

9002-92-

0

群 一種 ## ポリ（オキシエチレン）=アル

キルエ-テル（アルキル基の

炭素数が12から15までのも

の及びその混合物に限

る。）

ポリ

(オキ

シエチ

レン)=

アル

キル=

エーテ

ル

27306-

79-2

群 一種 ## ポリ（オキシエチレン）=オク

チルフェ ニルエ-テル

9036-19-

5

三監
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 一種 ## ポリ（オキシエチレン）=オク

チルフェ ニルエ-テル

ポリ

(オキ

シエチ

レ

ン)=4

-オク

チル

フェ

9002-93-

1

三監

個

別

一種 ## ポリ（オキシエチレン）=ドデ

シルエ-テル硫酸エステルナ

9004-82-

4

個

別

一種 ## ポリ（オキシエチレン）=ノニ

ルフェ ニルエ-テル

9016-45-

9

三監 Y'

個

別

特定

一種

## ホルムアルデヒド 50-00-0 疾病化

学物質

≧0.1 ≧0.1 特定

物質

○優

先取

組物

質

○ 劇

物

指

定

可

燃

物

○ ○ 腐食

性物

質

Y 引火性

液体類

群 一種 ## マンガン及びその化合物 - 疾病化

学物質

≧1 ○ ○優

先取

組物

質

生活

環境

に係

る物

質

○ ○ 毒物

類

X 毒物類

群 一種 ## マンガン及びその化合物 マンガ

ン

7439-96-

5

疾病化

学物質

≧1 ○ ○優

先取

組物

質

生活

環境

に係

る物

質

○ ○

群 一種 ## マンガン及びその化合物 マンガ

ン及

び無

機化

-

群 一種 ## マンガン及びその化合物 ジクロ

ロペ

ンタジ

=エチ

ルトリ

カル

ボニ

12079-

65-1

疾病化

学物質

≧1 ○ ○優

先取

組物

質

生活

環境

に係

る物

質

○ ○ 毒物

類

毒物類
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 一種 ## マンガン及びその化合物 トリカ

ルボ

ニル

〔(1,2,

3,4,5-

η)-

1-メ

チル-

2,4-シ

クロ

ペンタ

12108-

13-3

疾病化

学物質

≧1 ○ ○優

先取

組物

質

生活

環境

に係

る物

質

○ ○ 毒物

類

X 毒物類

個

別

一種 ## 無水フタル酸 85-44-9 疾病化

学物質

≧0.1 ○ 腐食

性物

質

Y 腐食性

物質

個

別

一種 ## 無水マレイン酸 108-31-6 疾病化

学物質

≧0.1 ○ 腐食

性物

質

Y 腐食性

物質

個

別

一種 ## メタクリル酸 79-41-4 ≧1 劇

物

4-3 ○ 腐食

性物

質

Y 腐食性

物質

個

別

一種 ## メタクリル酸2-エチルヘキシ

ル

688-84-6 4-3

個

別

一種 ## メタクリル酸2,3-エポキシプ

ロピル

106-91-2 4-3 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## メタクリル酸2-（ジメチルアミ

ノ）エチル

2867-47-

2

4-2 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## メタクリル酸ノルマル-ブチ

ル

97-88-1 4-2 引火

性液

体類

Z 引火性

液体類

個

別

一種 ## メタクリル酸メチル 80-62-6 疾病化

学物

質、感

作性物

質

≧0.1 ○ 4-1 引火

性液

体類

Y 引火性

液体類

個

別

一種 ## 4-メチリデンオキセタン-2-

オン

674-82-8 4-2 毒物

類

輸送禁

止

個

別

一種 ## （Z）-2'-メチルアセトフェ ノ

ン=4,6-ジメチル-2-ピリミ

ジニルヒドラゾン

89269-

64-7

登録

農薬

劇

物
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## メチルアミン 74-89-5 ≧0.1 ○ 劇

物

4-1 ○ ○ 高圧

ガス

Y 高圧ガ

ス

個

別

一種 ## メチル=イソチオシアネ-ト 556-61-6 二監 登録

農薬

劇

物

4-2 ○ 毒物

類

引火性

液体類

個

別

一種 ## N-メチルカルバミン酸2-イ

ソプロピルフェ ニル

2631-40-

5

二監

（201

0年三

監指

定予

登録

農薬

劇

物

○ 毒物

類

P 毒物類

個

別

一種 ## N-メチルカルバミン酸2,3-

ジヒドロ-2,2-ジメチル-7-

ベンゾ［ｂ］フラニル

1563-66-

2

二

監、

三監

≧1 登録

農薬

毒物

類

PP 毒物類 ○

個

別

一種 ## N-メチルカルバミン酸1-ナ

フチル

63-25-2 ≧1 登録

農薬

劇

物

○ 毒物

類

P 毒物類

個

別

一種 ## N-メチルカルバミン酸2-セ

カンダリ-ブチルフェ ニル

3766-81-

2

二

監、

三監

疾病化

学物質

≧1 登録

農薬

劇

物

○

個

別

一種 ## メチル=3-クロロ-5-（4,6-

ジメトキシ-2-ピリミジニル

カルバモイルスルファモイ

ル）-1-メチルピラゾール-

4 カルボキシラ ト

100784-

20-1

登録

農薬

劇

物

個

別

一種 ## メチル=（S）-7-クロロ-

2,3,4ａ,5-テトラヒドロ-2-［メ

トキシカルボニル（4-トリフ

ルオロメトキシフェ ニル）カ

ルバモイル］インデノ［1,2-

E］［1 3 4］オキサジアジン

173584-

44-6

登録

農薬

個

別

一種 ## メチル=（E）-2-［2-［6-（2-

シアノフェ ノキシ）ピリミジン

-4-イルオキシ］フェ ニル］

-3-メトキシアクリラート

131860-

33-8

登録

農薬

人の

健康

に係

る有

○ ○ ○ 劇

物

個

別

一種 ## 3-メチル-1,5-ジ（2,4-キシ

リル）-1,3,5-トリアザペンタ

-1,4-ジエン

33089-

61-1

登録

農薬

引火

性液

体類

引火性

液体類

物質リスト-3-56



物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## N-メチルジチオカルバミン

酸

144-54-7 （201

0年三

監指

定予

定）

登録

農薬

個

別

一種 ## メチル-N',N'-ジメチル-N-

［（メチルカルバモイル）オ

キシ］-1-チオオキサムイミ

23135-

22-0

登録

農薬

毒

物

○ 毒物

類

P 毒物類

個

別

一種 ## メチル=2-（4,6-ジメトキシ-

2-ピリミジニルオキシ）-6-

［1-（メトキシイミノ）エチ

ル］ベンゾアート

136191-

64-5

登録

農薬

個

別

一種 ## アルファ -メチルスチレン 98-83-9 三監

（201

0年二

監指

定予

≧0.1 4-2 引火

性液

体類

Y 引火性

液体類

個

別

一種 ## 3-メチルチオプロパナール 3268-49-

3

（201

0年二

監指

定予

4-2 ○ 毒物

類

Y 毒物類

群 一種 ## メチルナフタレン 1321-94- ○ 4-3 X

群 一種 ## メチルナフタレン 1-メ

チル

ナフタ

90-12-0 ○ 4-3 X

群 一種 ## メチルナフタレン 2-メ

チル

ナフタ

91-57-6 ○ 指

定

可

X

個

別

一種 ## 3-メチルピリジン 108-99-6 4-2 引火

性液

体類

Z 引火性

液体類

個

別

一種 ## 1-メチル-1-フェ ニルエチ

ル=ヒドロペルオキシド

80-15-9 5 酸化

性物

質類

酸化性

物質類

個

別

一種 ## 2-（1-メチルプロピル）-

4,6-ジニトロフェ ノール

88-85-7 二監 失効

農薬

劇

物

毒物

類

P 毒物類 ○

個

別

一種 ## 2-メチル-N-［3-（1-メチル

エトキシ）フェ ニル］ベンズ

55814-

41-0

≧1 登録

農薬

個

別

一種 ## S-メチル-N-（メチルカルバ

モイルオキシ）チオアセトイ

16752-

77-5

疾病化

学物質

≧1 登録

農薬

劇

物

○ 毒物

類

P 毒物類

物質リスト-3-57



物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

一種 ## メチル=（E）-メトキシイミノ-

［2-［［［［（E）-1-［3-（トリ

フルオロメチル）フェ ニル］

エチリデン］アミノ］オキシ］

メチル］フ ニル］アセタ ト

141517-

21-7

登録

農薬

個

別

一種 ## メチル=（E）-メトキシイミノ

［2-（オルト-トリルオキシメ

チル）フェ ニル］アセタ-ト

143390-

89-0

登録

農薬

個

別

一種 ## 4,4'-メチレンジアニリン 101-77-9 二監 疾病化

学物

質、感

作性物

質

≧0.1 ○ 毒物

類

P 毒物類 ○

個

別

一種 ## メチレンビス（4,1-シクロヘ

キシレン）=ジイソシアネ-ト

5124-30-

1

（201

0年三

監指

定予

定）

疾病化

学物

質、感

作性物

質

≧0.1 腐食

性物

質

腐食性

物質

個

別

一種 ## メチレンビス（4,1-フェ ニレ

ン）=ジイソシアネ-ト

101-68-8 （201

0年二

監指

定予

定）

疾病化

学物質

○ ≧0.1 ○ Y'

個

別

一種 ## 3-メトキシカルボニルアミノ

フェ ニル=3'-メチルカルバ

13684-

63-4

登録

農薬

個

別

一種 ## N-（6-メトキシ-2-ピリジ

ル）-N-メチルチオカルバミ

ン酸O-3-タ-シャリ-ブチル

フェ ニル

88678-

67-5

登録

農薬

個

別

一種 ## 2-メトキシ-5-メチルアニリ

ン

120-71-8 二監 ○ ≧0.1

個 一種 ## 2-メルカプトベンゾチア 149-30-4

群 一種 ## モリブデン及びその化合物 - ≧1 2 可燃

性物

質類

可燃性

物質類

群 一種 ## モリブデン及びその化合物 モリブ

デン

7439-98-

7

≧1 2 可燃

性物

質類

可燃性

物質類

物質リスト-3-58



物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

群 一種 ## モリブデン及びその化合物 モリブ

デン

及び

その

-

個

別

一種 ## 2-（モルホリノジチオ）ベン

ゾチアゾール

95-32-9

個

別

一種 ## モルホリン 110-91-8 ≧1 4-2 引火

性液

体類

Y 引火性

液体類

個

別

一種 ## りん化アルミニウム 20859-

73-8

登録

農薬

○ 毒

物、

特

定

貯

蔵

○ 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## りん酸ジメチル=2,2-ジクロ

ロビニル

62-73-7 二

監、

三監

疾病化

学物質

≧0.1 登録

農薬

生活

環境

に係

る物

質

○ 劇

物

○ 毒物

類

P 毒物類

個

別

一種 ## りん酸トリス（2-エチルヘキ

シル）

78-42-2 生活

環境

に係

る物

質

○ 4-4

個

別

一種 ## りん酸トリス（2-クロロエチ

ル）

115-96-8 二監 ○ 生活

環境

に係

る物

質

○ 4-4

個

別

一種 ## りん酸トリトリル 1330-78-

5

生活

環境

に係

る物

○ 4-4 毒物

類

毒物類

個

別

一種 ## りん酸トリフェ ニル 115-86-6 ≧1 有害

性物

個

別

一種 ## りん酸トリ-ノルマル-ブチル 126-73-8 二監 ≧1 ○ 生活

環境

に係

る物

質

○ 4-3 Y

個

別

二種 1 アセトアミド 60-35-5 ≧0.1 ○

個

別

二種 2 パラ-アニシジン 104-94-9 感作性

物質

≧1 毒物

類

毒物類

物質リスト-3-59



物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

二種 3 5-アミノ-1-（2,6-ジクロロ-

4-トリフルオロメチルフェ

ニル）-4-エチルスルフィニ

ル-1H-ピラゾール-3-カ

ボ

181587-

01-9

登録

農薬

個

別

二種 4 3-アミノ-1H-1,2,4-トリア

ゾール

61-82-5 二監

（201

0年三

監指

定予

≧0.1

個

別

二種 5 3'-アミノ-4'-メトキシアセト

アニリド

6375-47-

9

○

個

別

二種 6 4-アリル-1,2-ジメトキシベ

ンゼン

93-15-2 4-3

個

別

二種 7 アルキル硫酸エステルナトリ

ウム（アルキル基の炭素数

が16から18までのもの及び

その混合物に限る ）

68955-

20-4

個 二種 8 ウレタン 51-79-6 ≧0.1 ○

個

別

二種 9 N-エチルアニリン 103-69-5 二監 ○ 劇

物

4-3 毒物

類

毒物類

個

別

二種 10 2-エチルアミノ-4-イソプロ

ピルアミノ-6-メチルチオ-

1,3,5-トリアジン

834-12-8 二監 失効

農薬

引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

二種 11 エチル=3-フェ ニルカルバ

モイルオキシカルバニラー

ト

13684-

56-5

登録

農薬

個

別

二種 12 N-［3-（1-エチル-1-メチル

プロピル）-1,2-オキサ

ゾール-5-イル］-2 6-ジメ

82558-

50-7

登録

農薬

個

別

二種 13 5-エトキシ-3-トリクロロメ

チル-1,2,4-チアジアゾール

2593-15-

9

登録

農薬

引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

二種 14 1,2-エポキシ-3-（トリルオ

キシ）プロパン

26447-

14-3

個

別

二種 15 4,4'-オキシビスベンゼンス

ルホニルヒドラジド

80-51-3 二監 ≧1 5 可燃

性物

可燃性

物質類

個

別

二種 16 クロロアセトアルデヒド 107-20-0 ○ ≧0.1 毒

物

4-2 毒物

類

毒物類

物質リスト-3-60



物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

二種 17 （RS）-1-［3-クロロ-4-

（1,1,2-トリフルオロ-2-トリ

フルオロメトキシエトキシ）

フェ ニル］-3-（2 6-ジフル

116714-

46-6

登録

農薬

個

別

二種 18 （1'S-トランス）-7-クロロ-

2',4,6-トリメトキシ-6'-メチ

ルスピロ［ベンゾフラン-2

（3H） 1'-シクロヘキサ-2'-

126-07-8

個

別

二種 19 1-クロロナフタレン 90-13-1 4-3

個 二種 20 酢酸ベンジル 140-11-4 ≧1 4-3 Y

個 二種 21 サフロ-ル 94-59-7 4-3

個

別

二種 22 （S）-アルファ -シアノ-3-

フェ ノキシベンジル=（S）-

2-（4-クロロフェ ニル）-3-

メチルブチラート

66230-

04-4

登録

農薬

人の

健康

に係

る有

○ ○ ○ 劇

物

毒物

類

毒物類

個

別

二種 23 アルファ -シアノ-4-フルオ

ロ-3-フェ ノキシベンジル

=3-（2,2-ジクロロビニル）

-2 2-ジメチルシクロプロパ

68359-

37-5

登録

農薬

人の

健康

に係

る有

○ ○ ○ 毒物

類

毒物類

個

別

二種 24 トランス-1,2-ジクロロエチ

レン

156-60-5 二監 疾病化

学物質

≧1 ≧0.1 ○ ○ 4-1 引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

二種 25 ジクロロ酢酸 79-43-6 ○ 劇

物

4-3 ○ 腐食

性物

腐食性

物質

個

別

二種 26 1-（3,5-ジクロロ-2,4-ジフ

ルオロフェ ニル）-3-（2,6-

ジフルオロベンゾイル）尿

素

83121-

18-0

登録

農薬

個

別

二種 27 1,3-ジクロロ-5,5-ジメチル

イミダゾリジン-2,4-ジオン

118-52-5 ≧1

個

別

二種 28 2-［4-（2,4-ジクロロ-メタ-

トルオイル）-1,3-ジメチル-

5-ピラゾリルオキシ］-4-メ

チルアセトフェ ノン

82692-

44-2

登録

農薬

個 二種 29 2,4-ジクロロ-1-ニトロベ 611-06-3 二監

個

別

二種 30 2,2-ジクロロ-N-［2-ヒドロ

キシ-1-（ヒドロキシメチル）

-2-（4-ニトロフェ ニル）エ

チル］アセトアミド

56-75-7
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

二種 31 N-（2,3-ジクロロ-4-ヒドロ

キシフェ ニル）-1-メチルシ

クロヘキサンカルボキサミ

126833-

17-8

登録

農薬

個

別

二種 32 2,4'-ジクロロ-アルファ -

（5-ピリミジニル）ベンズヒ

ドリル=アルコ-ル

60168-

88-9

登録

農薬

個

別

二種 33 2-（2,4-ジクロロフェ ニル）

-1-（1H-1,2,4-トリアゾール

-1-イル）-2-ヘキサノール

79983-

71-4

登録

農薬

個

別

二種 34 2,4-ジクロロフェ ノール 120-83-2 ○ 毒物

類

Y 毒物類

個

別

二種 35 （RS）-2-（2,4-ジクロロ

フェ ノキシ）プロピオン酸

120-36-5 登録

農薬

個

別

二種 36 1,3-ジクロロ-2-プロパ

ノール

96-23-1 4-3 毒物

類

毒物類

個

別

二種 37 （RS）-1-［2,5-ジクロロ-4-

（1,1,2,3,3,3-ヘキサフルオ

ロプロポキシ）フェ ニル］-

3-（2 6-ジフルオロベンゾ

103055-

07-8

登録

農薬

個 二種 38 3,3'-ジクロロベンジジン二 612-83-9 ≧1 ≧0.1

個

別

二種 39 ジナトリウム=4-アミノ-3-

［4'-（2,4-ジアミノフェ ニル

アゾ）-1,1'-ビフェ ニル-4-

イルアゾ］-5-ヒドロキシ-

6 フ ニルアゾ 2 7 ナフタ

1937-37-

7

二監

個

別

二種 40 ジナトリウム=8-［3,3'-ジメ

チル-4'-［4-［（パラートリ

ル）スルホニルオキシ］フェ

ニルアゾ］-1,1'-ビフェ ニル

4 イルアゾ］ 7 ヒドロキ

6459-94-

5

（201

0年二

監指

定予

定）

≧0.1

個

別

二種 41 2,4-ジニトロアニリン 97-02-9 ○ 毒物

類

毒物類

群 二種 42 ジニトロナフタレン 27478-

34 8

○ 5 毒物

類

毒物類

群 二種 42 ジニトロナフタレン 1,5-ジ

ニトロ

ナフタ

レン

605-71-0 ○

群 二種 42 ジニトロナフタレン 1,8-ジ

ニトロ

ナフタ

レン

602-38-0 ○ 5 毒物

類

毒物類
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

二種 43 メタ-ジニトロベンゼン 99-65-0 二監 疾病化

学物質

≧0.1 5 毒物

類

毒物類

個

別

二種 44 2,3-ジヒドロ-6-プロピル-

2-チオキソ-4（1H）-ピリミ

ジノン

51-52-5 二監

個

別

二種 45 1,2-ジブロモエタン 106-93-4 ○ ≧0.1 ○ 劇

物

○ 毒物

類

Y 毒物類 ○

個

別

二種 46 1,4-ジブロモブタン 110-52-1 （201

0年二

監指

定予

定）

○ 4-3

個 二種 47 2,3-ジブロモ-1-プロパ 96-13-9 4-3

個

別

二種 48 1,3-ジブロモプロパン 109-64-8 二監 ○ 4-2 引火

性液

体類

引火性

液体類

個 二種 49 ジベンジルエ-テル 103-50-4 三監 4-3

個

別

二種 50 2,3-ジメチルアニリン 87-59-2 二

監、

疾病化

学物質

≧0.1 4-3 毒物

類

毒物類

個

別

二種 51 ［4-［［4-（ジメチルアミノ）

フェ ニル］（フェ ニル）メチリ

デン］シクロヘキサ-2,5-ジ

エン-1-イリデン］（ジメチ

569-64-2

個

別

二種 52 ジメチルカルバモイル=クロ

リド

79-44-7 ≧0.1 ○ 4-2 腐食

性物

腐食性

物質

個

別

二種 53 O,O-ジメチル-O-（3-メチ

ル-4-メチルスルフィニル

フェ ニル）-チオホスフェ イ

3761-41-

9

登録

農薬

生活

環境

に係

○ 劇

物

○ 引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

二種 54 臭素化ビフェ ニル（臭素数

が2から5までのもの及びそ

の混合物に限る。）

- 一監 ≧0.1 有害

性物

質

有害性

物質

○

個

別

二種 55 2-（1,3-チアゾール-4-イ

ル）-1H-ベンゾイミダゾー

148-79-8

個

別

二種 56 チオアセトアミド 62-55-5 二監

個

別

二種 57 2-（チオシアナートメチルチ

オ）-1,3-ベンゾチアゾール

21564-

17-0

二監

個

別

二種 58 チオりん酸O,O-ジエチル-

O-（6-オキソ-1-フェ ニル

-1,6-ジヒドロ-3-ピリダジニ

ル）

119-12-0 三監 ≧1 失効

農薬

生活

環境

に係

る物

質

○ 引火

性液

体類

引火性

液体類
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

二種 59 チオりん酸O-3,5,6-トリクロ

ロ-2-ピリジル-O,O-ジメチ

ル

5598-13-

0

登録

農薬

生活

環境

に係

る物

○ 引火

性液

体類

引火性

液体類

個

別

二種 60 1,1,2,2-テトラクロロエタン 79-34-5 二監 疾病化

学物質

≧1 ≧1 ○ ○ 毒物

類

Ｙ,P 毒物類

個

別

二種 61 テトラナトリウム=3,3'-

［（3,3'-ジメトキシ-4,4'-ビ

フェ ニリレン）ビス（アゾ）］

ビス（5-アミノ-4-ヒドロキシ

2 7 ナフタレンジスルホ

2429-74-

5

二監 ≧0.1

個

別

二種 62 テトラブロモメタン 558-13-4 ≧1 毒物

類

P 毒物類

個 二種 63 オルト-テルフェ ニル 84-15-1 ≧1

個

別

二種 64 1,1,1-トリクロロ-2,2-ビス

（4-メトキシフェ ニル）エタ

72-43-5 ≧0.1

個

別

二種 65 トリス（N,N-ジメチルジチオ

カルバメ-ト）鉄

14484-

64-1

≧0.1 ○

個

別

二種 66 トリブロモメタン 75-25-2 二

監、

三監

≧0.1 ○ 毒物

類

P 毒物類

個

別

二種 67 ナトリウム=3-［［N-［4-

［［4-（ジメチルアミノ）フェ

ニル］［4-［N-エチル-N-

［（3-スルホナトフェ ニル）メ

チル］アミノ］フェ ニル］メチ

レン］-2,5-シクロヘキサジ

1694-09-

3

二監 ≧0.1

個

別

二種 68 ナトリウム=1,1'-ビフェ ニル

-2-オラート

132-27-4

個

別

二種 69 メタ-ニトロアニリン 99-09-2 二監 ○ 毒物

類

毒物類

個

別

二種 70 N-ニトロソジフェ ニルアミ

ン

86-30-6 三監 ○

個

別

二種 71 メタ-ニトロトルエン 99-08-1 ≧0.1 ○ 4-3 毒物

類

毒物類

個

別

二種 72 パラ-ニトロフェ ノール 100-02-7 三監 ○ 5 毒物

類

毒物類

個 二種 73 パリゴルスカイト 12174-
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

二種 74 3,3-ビス（4-ヒドロキシフェ

ニル）-1,3-ジヒドロイソベ

ンゾフラン-1-オン

77-09-8

個 二種 75 4,4'-ビピリジル 553-26-4

個

別

二種 76 1-（4-ビフェ ニリルオキシ）

-3,3-ジメチル-1-（1H-

1,2,4-トリアゾール-1-イ

ル） 2 ブタノ ル

55179-

31-2

登録

農薬

個

別

二種 77 パラ-フェ ネチジン 156-43-4 二監 疾病化

学物質

4-3 毒物

類

毒物類

個 二種 78 フタル酸ジシクロヘキシル 84-61-7

個

別

二種 79 1,3-プロパンスルトン 1120-71-

4

≧0.1 毒物

類

毒物類

個

別

二種 80 N-プロピル-N-［2-（2,4,6-

トリクロロフェ ノキシ）エチ

ル］イミダゾール-1-カルボ

67747-

09-5

登録

農薬

個

別

二種 81 3-ブロモ-1-プロペン 106-95-6 ○ 4-1 引火

性液

体類

P 引火性

液体類

個

別

二種 82 ヘキサクロロエタン 67-72-1 ≧0.1 ○

個

別

二種 83 ヘキサクロロシクロペンタ

ジエン

77-47-4 ≧0.1 毒

物

毒物

類

輸送禁

止

個

別

二種 84 1,4,5,6,7,7-ヘキサクロロビ

シクロ［2,2,1］-5-ヘプテン

-2,3-ジカルボン酸

115-28-6 二監 ≧0.1

個

別

二種 85 ヘキサデシルトリメチルアン

モニウム=ブロミド

57-09-0 三監 腐食

性物

質

腐食性

物質

個

別

二種 86 5-ベンジル-3-フリルメチ

ル=（1RS）-シス-トランス-

2,2-ジメチル-3-（2-メチル

プロパ-1-エニル）シクロプ

ロパンカルボキシラ ト

10453-

86-8

個

別

二種 87 パラ-ベンゾキノン 106-51-4 ≧1 毒物

類

毒物類

個

別

二種 88 ペンタクロロニトロベンゼ

ン

82-68-8 ≧0.1 失効

農薬

引火

性液

体類

引火性

液体類
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物質リスト-3：PRTR指定物質の法規制調査

群/

個

別

種別 政

令

番

号

物質名 群化

合物

にお

ける

主な

物質

ＣＡＳ番号 化学

物質

審査

規制

法

労働基

準法

労働安

全衛生

法（表

示）

労働安

全衛生

法（変

異原

性）

労働安

全衛生

法（通

知）

労働安

全衛生

法（作業

環境測

定）

農薬

取締

法

大気

汚染

防止

法

大気

汚染

防止

法（有

害大

気汚

オゾ

ン層

保護

法

水質

汚濁

防止

法

水道

法

下水

道法

廃

棄

物

処

理

法

土壌

汚染

対策

法

毒

劇

物

取

締

法

消

防

法

家

庭

用

品

規

制

高圧

ガス

保安

法

道

路

法

船舶

安全

法

海

洋

汚

染

防

止

航空法 SVH

C

PI

C

POP

S

個

別

二種 89 ペンタデカフルオロオクタ

ン酸アンモニウム

3825-26-

1

≧0.1 人の

健康

に係

る有

害物
個

別

二種 90 N-メチルアニリン 100-61-8 二監 ≧1 ○ 劇

物

4-3 ○ 毒物

類

毒物類

個

別

二種 91 6-メチル-1,3-ジチオロ

［4,5-ｂ］キノキサリン-2-オ

ン

2439-01-

2

二監

（201

0年三

監指

定予

登録

農薬

毒物

類

P 毒物類

個

別

二種 92 2-メチル-5-ニトロアニリン 99-55-8 毒物

類

毒物類

個

別

二種 93 メチルヒドラジン 60-34-4 二監

（201

0年三

監指

定予

○ ≧0.1 ○ 5 毒物

類

輸送禁

止

個

別

二種 94 2-メチル-1,1'-ビフェ ニル-

3-イルメチル=（Z）-3-（2-

クロロ-3,3,3-トリフルオロ-

1-プロペニル）-2,2-ジメチ

ルシクロプロパンカルボキ

82657-

04-3

二監 登録

農薬

劇

物

毒物

類

毒物類

個

別

二種 95 メチル=ベンゾイミダゾール

-2-イルカルバマ-ト

10605-

21-7

有害

性物

質

有害性

物質

個

別

二種 96 4,4'-メチレンビス（N,N-ジメ

チルアニリン）

101-61-1 二監

個

別

二種 97 4,4'-メチレンビス（2-メチル

シクロヘキサンアミン）

6864-37-

5

二監 腐食

性物

質

腐食性

物質

個 二種 98 硫酸ヒドラジン 10034- 5

個

別

二種 99 りん酸（2-エチルヘキシル）

ジフェ ニル

1241-94-

7

4-4

個

別

二種 ## りん酸ジ-ノルマル-ブチル=

フェ ニル

2528-36-

1

≧1

物質リスト-3-66



物質リスト4-3：低リスク物質（ヒト健康：吸入経路）

種-号

番号
物 質 名 称

無毒性量等

(mg/kg/day)

予測最大暴露量

（一般環境大気）

(μg/kg/day)

MOE
不確実

係数積
MOE/UF

無毒性量等

（mg/m3）

予測最大

暴露濃度

（環境経由）

（μg/m3）

MOE

予測最大

暴露濃度

（室内暴露）

（μg/m3）

MOE

1-008 アクリル酸メチル 96-33-3 ○ ○ NA 7.2 0.12 60000 1000 60 0.88 <0.0006 >150,000 － － 変異原1、生態2

1-013 アセトニトリル 75-05-8 ○ ○ NA 50 0.44 110000 500 220 3.0 1.1 270 － － 変異原1

1-028 アリルアルコール 107-18-6 ○ ○ NA 1.87 0.021 89000 500 178 0.098 0.053 180 － － 生態1

1-053 エチルベンゼン 100-41-4 ○ ○ ○ 19 14 1400 1000 1.4 120 6.9 1700 70 170 発がん2、生態2

1-056 エチレンオキシド

75-21-8 ○ ○ NA 2.4 0.26 9200 100 92 0.43 0.38 1100 － －

発がん1、変異原

1、吸入3、作業環

境3

1-057 エチレングリコールモノエチルエーテ

ル
110-80-5 ○ ○ NA 27 0.052 520000 500 1040 9.3 0.36 2600 － － 生殖2

1-058 エチレングリコールモノメチルエーテ

ル
109-86-4 ○ ○ NA 6.2 0.0096 650000 500 1300 2.3 0.033 7000 － －

生殖2、変異原1、

作業環境2

1-076 イプシロン－カプロラクタム 105-60-2 ○ ○ NA 9.3 0.052 180000 500 360 0.43 0.25 170 － － 変異原1

-
75-00-3 ○ ○ NA 3600 0.11 33000000 500 66000 1000 0.37 270000 － －

前回見直しにお

いて除外済み

1-109 オルト－クロロトルエン 95-49-8 ○ ○ NA 360 0.048 7500000 10000 750 25 <0.01 >250,000 － － 生態1

1-134 酢酸ビニル
108-05-4 ○ ○ NA 24 0.28 86000 100 860 31 2.9 1100 － －

発がん2、変異原

1、吸入3、生態2

1-158 １，１－ジクロロエチレン（別名塩化ビ

ニリデン）
75-35-4 ○ ○ ○ 13 0.72 18000 100 180 1.8 0.029 6200 ＜0.05 ＞3,600

変異原1、経口2、

吸入3

2-024 トランス－１，２－ジクロロエチレン 156-60-5 ○ ○ NA 140 0.015 9300000 5000 1860 1.9 0.058 3300 － － 経口3

1-316 ニトロベンゼン
98-95-3 ○ ○ NA 0.66 0.028 24000 1000 24 1.2 0.11 11000 － －

発がん2、生殖3、

吸入2、作業環境

1-398 ベンジル＝クロリド（別名塩化ベンジ

ル）
100-44-7 ○ ○ NA 24 0.001 24000000 1000 24000 1.1 0.0081 1400 － －

発がん2、変異原

1、生態2

1-420 メタクリル酸メチル 80-62-6 ○ ○ NA 13.8 0.032 430000 100 4300 18 0.087 21000 － － 感作性1

1-436 アルファ－メチルスチレン 98-83-9 ○ ○ NA 110 0.096 1100000 5000 220 0.64 0.053 1200 － － 変異原1、生態2

*1：NEDO判定 ○=低リスク物質と判定

*2：環境省評価 ○＝低リスク物質と判定

前回の見直しでPRTR指定物質から除外された物質

新施行令対象物質 NEDO初期リスク評価 環境省リスク評価

H20見直し時有害

性選定根拠
CAS番号

NEDO

評価

*1

環境省

（環境）

総合

評価

*2

環境省

（室内）

総合

評価

*2

物質リスト-4-3-1



物質リスト4-2：低リスク物質（ヒト健康：経口経路）

種-号

番号
物 質 名 称

無毒性量等

(mg/kg/day)

予測最大

暴露量

(μg/kg/day)

MOE
不確実係

数積
MOE/UF

無毒性量等

（mg/kg/day）

予測最大

暴露量

（飲料水等）

（μg/kg/day）

MOE

予測最大

暴露量

（地下水、水道水、

食物、魚類等）

（μg/kg/day）

MOE

1-008 アクリル酸メチル 96-33-3 ○ ○ 5 0.0002 25000000 500 50000 0.5 － － 0.0004 130,000 変異原1、生態2

- 103-23-1 ○ ○ 170 1.2 140000 500 280 28 1.1 2,500 1.1 2,500 なし→除外

1-028 アリルアルコール 107-18-6 ○ ○ 6.2 0.0071 870000 500 1740 0.48 － － <0.012 >4,000 生態1

1-037 ４，４’－イソプロピリデンジフェノール

（別名ビスフェノールＡ）
80-05-7 ○ ○ 5 0.4 13000 500 26 0.5 － － 0.09 560 生殖3、生態2

1-057 エチレングリコールモノエチルエーテ

ル
110-80-5 ○ ○ 78 0.018 4300000 500 8600 46 － － <0.036 >130,000 生殖2

1-059 エチレンジアミン 107-15-3 ○ ○ 9 0.0061 1500000 100 15000 9.0 － － <0.2 >4,500 感作性1、生態2

1-060 エチレンジアミン四酢酸 60-00-4 ○ ○ 190 75 2500 100 25 190 － － 2.5～11 1,700～7,600 変異原1、生態2

1-076 イプシロン－カプロラクタム 105-60-2 ○ ○ 25 2.6 9600 500 19.2 50 － － 3.2 1,600 変異原1

1-080 キシレン - ○ ○ 180 2.1 86000 100 860 180 ＜2.0 ＞9,000 － － 生態1

1-084 グリオキサール
107-22-2 ○ ○ 40 0.0072 5600000 1000 5600 4 － － <4 >100

変異原1、作業環

境2

1-085 グルタルアルデヒド

111-30-8 ○ ○ 6 0.0072 830000 5000 166 0.4 － － <0.012 >3,300

変異原1、作業環

境2、感作性1、生

態1

1-086 クレゾール - ○ ○ 50 0.012 4200000 500 8400 2.1 － － <0.0012 >180,000 生態2

1-089 クロロアニリン（統合） 106-47-8 ○ ○ 1.1 0.0064 170000 1000 170 0.14 － － <0.0008 >3,500
発がん2、変異原

1、経口3、生態1

1-109 オルト－クロロトルエン 95-49-8 ○ ○ 20 0 ∞ - - 2 － － <0.012 >17,000 生態1

1-125 クロロベンゼン
108-90-7 ○ ○ 43 0.00078 55000000 5000 11000 43 ＜0.21 ＞20,000 － －

変異原1、経口3、

生態1

1-133 酢酸２－エトキシエチル（別名エチレ

ングリコールモノエチルエーテルアセ

テート）

111-15-9 ○ ○ 357 0.0013 270000000 1000 270000 500 － － <0.002 >25,000,000 生殖2

1-154 シクロヘキシルアミン 108-91-8 ○ ○ 41 2.2 19000 500 38 15 － － 4 380 変異原1

1-157 １，２－ジクロロエタン
107-06-2 ○ ○ 37.5 0.028 1300000 500 2600 5.8 <0.024 >24,000 <0.17 >3,400

発がん2、変異原

1、経口2

1-158 １，１－ジクロロエチレン（別名塩化ビ

ニリデン）
75-35-4 ○ ○ 9 0.33 27000 1000 27 0.9 ＜0.10 ＞900 － －

変異原1、経口2、

吸入3

2-024 トランス－１，２－ジクロロエチレン 156-60-5 ○ ○ 17 0.2 85000 500 170 1.7 <0.16 >1,100 0.92 180 経口3

1-167 １，４－ジクロロ－２－ニトロベンゼン 89-61-2 ○ ○ 10 0.0064 1600000 1000 1600 1 － － <0.0004 >250,000 変異原1、生態1

環境省リスク評価

H20見直し時有害

性選定根拠

新施行令対象物質

NEDO

評価

*1

環境省

評価

*2

NEDO初期リスク評価

CAS番号

物質リスト-4-2-1



物質リスト4-2：低リスク物質（ヒト健康：経口経路）

種-号

番号
物 質 名 称

無毒性量等

(mg/kg/day)

予測最大

暴露量

(μg/kg/day)

MOE
不確実係

数積
MOE/UF

無毒性量等

（mg/kg/day）

予測最大

暴露量

（飲料水等）

（μg/kg/day）

MOE

予測最大

暴露量

（地下水、水道水、

食物、魚類等）

（μg/kg/day）

MOE

環境省リスク評価

H20見直し時有害

性選定根拠

新施行令対象物質

NEDO

評価

*1

環境省

評価

*2

NEDO初期リスク評価

CAS番号

1-178 １，２－ジクロロプロパン 78-87-5 ○ ○ 71 0.022 3200000 5000 640 0.71 － － <0.28 >250 経口2、生態2

1-181 95-50-1 ○ ○ 21 0.02 1100000 5000 220 43 ＜0.042 ＞100,000 － － 変異原1、生態1

1-181 106-46-7 ○ ○ 7.1 2.4 3000 100 30 7.1 3.6 200 － －
発がん2、変異原

1、経口3、生態1

1-203 ジフェニルアミン 122-39-4 ○ ○ 7.5 0.2 38000 100 380 7.5 － － <2.0 >380 生態1

1-240 スチレン
100-42-5 ○ ○ 86 0.2 430000 1000 430 140 ＜0.40 ＞35,000 － －

発がん2、変異原

1、経口3、生態2

1-297 １，３，５－トリメチルベンゼン 108-67-8 ○ △ 200 0.021 9500000 500 19000 14 － － － － 生態2

1-301 トルエンジアミン
25376-45-8 ○ ○ 4 0.0016 2500000 1000 2500 0.32 － － <0.0008 >8,000

発がん2、変異原

1、経口2、生態2

1-336 ヒドロキノン 123-31-9 ○ ○ 14 0.084 170000 500 340 1.5 － － <0.014 >11,000 変異原1、生態1

1-354 フタル酸ジ－ノルマル－ブチル 84-74-2 ○ ○ 176 4 44000 500 88 50 1.2 4,200 － － 生殖2、生態1

1-356 フタル酸ノルマル－ブチル＝ベンジ

ル
85-68-7 ○ ○ 120 0.14 860000 1000 860 2 － － 0.0058～0.4 490～34,000

生殖2、変異原1、

生態1

1-398 ベンジル＝クロリド（別名塩化ベンジ

ル）
100-44-7 ○ ○ 6.4 0.0022 2900000 200 14500 6.4 － － <0.004 >16,000

発がん2、変異原

1、生態2

1-436 アルファ－メチルスチレン 98-83-9 ○ ○ 40 0.0019 21000000 1000 21000 4 － － <0.0004 >1,000,000 変異原1、生態2

1-446 ４，４’－メチレンジアニリン

101-77-9 ○ ○ 9 0.0015 6000000 1000 6000 0.9 － － <0.0024 >7,500

発がん2、変異原

1、経口3、作業環

境2、生態1

1-459 りん酸トリス（２－クロロエチル） 115-96-8 ○ ○ 16 0.11 150000 500 300 16 ＜0.21 ＞7,600 － － 変異原1

1-462 りん酸トリ－ノルマル－ブチル 126-73-8 ○ ○ 15 0.02 750000 500 1500 8.9 － － 0.0004～0.03 0,000～2,200,000 生態2

2-078 フタル酸ジシクロヘキシル 84-61-7 ○ ○ 15.9 0.2 80,000 500 160 1.6 － － <0.4 >400 生態2

*1：NEDO判定 ○=低リスク物質と判定

*2：環境省評価 ○＝低リスク物質と判定 △＝MOEは得られていないが、排出量や推定濃度の予測より低リスクと評価

低リスクと評価された以外のエンドポイント（暴露経路）で有害性基準を満たさない

ジクロロベンゼン（統合)

物質リスト-4-2-2



物質リスト-4-1：低リスク物質（生態毒性）

種-号

番号
物 質 名 称

NOEC

（mg/L）

PEC

（μg/L）
MOE UF積 MOE/UF

PNEC

（μg/L）

PEC淡水

（μg/L）

PEC/PNEC比

淡水

PEC海水

（μg/L）

PEC/PNEC比

海水

1-002 アクリルアミド

79-06-1 ○ ○○ 2.04 0.55 3,700 50 74 41 0.083 0.002 <0.05 <0.001

発がん2、生殖3、変

異原1、経口1、作業

環境2

1-003 アクリル酸エチル
140-88-5 ○ ○ 0.19 0.03 9,500 50 190 9.6 0.03 0.0031 0.01 0.001

発がん2、変異原1、

生態2

1-008 アクリル酸メチル 96-33-3 ○ ○ 0.36 0.005 72,000 50 1440 3.6 0.01 0.003 <0.01 <0.003 変異原1、生態2

1-009 アクリロニトリル

107-13-1 ○ ○○ 0.34 0.2 1,700 20 85 7.6 0.24 0.03 0.39 0.05

発がん2、変異原1、

経口3、吸入2、作業

環境3、生態2

1-012 アセトアルデヒド
75-07-0 ○ ○○ 27.4 0.46 60,000 1000 60 370 <1 <0.003 <1 <0.003

発がん2、変異原1、

生態2

1-013 アセトニトリル 75-05-8 ○ ○ 300 1.5 200,000 50 4000 7100 <3 <0.0004 <3 <0.0004 変異原1

1-028 アリルアルコール 107-18-6 ○ ○ 0.32 0.15 2,100 1,000 2 3.2 <0.3 <0.094 <0.3 <0.094 生態1

1-036 イソプレン 78-79-5 ○ ○○ 0.402 0.005 80,000 50 1600 43 <0.5 <0.01 <1 <0.02 発がん2

1-053 エチルベンゼン 100-41-4 ○ ○○ 1 0.75 1,300 100 13 26 <0.03 <0.001 1.1 0.04 発がん2、生態2

1-056 エチレンオキシド
75-21-8 ○ ○○ 84 2.1 40,000 1,000 40 84 <0.049 <0.0006 <0.049 <0.0006

発がん1、変異原1、

吸入3、作業環境3

1-057 エチレングリコールモノエチル 110-80-5 ○ ○ 1,892 0.45 4,200,000 1,000 4,200 >900 <0.9 <0.001 <0.9 <0.001 生殖2

1-073 １－オクタノール 111-87-5 ○ ○ 0.75 0.17 4,400 1,000 4 10 0.54 0.05 0.017 0.002 変異原1、生態2

1-076 イプシロン－カプロラクタム 105-60-2 ○ ○ 820 65 13,000 1,000 13 1000 <0.2 <0.0002 <0.2 <0.0002 変異原1

1-079 ２，６－キシレノール 576-26-1 ○ ○ 0.5 0.0025 200,000 1,000 200 5.4 0.093 0.02 <0.005 <0.0009 生態2

1-084 グリオキサール 107-22-2 ○ ○ 86 0.36 240,000 1,000 240 230 1.5 0.007 <0.3 <0.001 変異原1、作業環境2

1-086 クレゾール -（3種） ○ ○ 0.52 0.045 12,000 100 120 8.4 0.21 0.03 <0.03 <0.004 生態2

1-128 クロロメタン（別名塩化メチル） 74-87-3 ○ ○ 200 0.0093 22,000,000 1,000 22,000 550 0.15 0.0003 0.02 0.00004 変異原1

1-133 酢酸２－エトキシエチル（別名エ

チレングリコールモノエチルエー

テルアセテート）

111-15-9 ○ ○ 41 0.025 1,600,000 100 16000 410 <0.05 <0.0001 0.05 0.0001 生殖2

1-134 酢酸ビニル
108-05-4 ○ ○○ 0.317 0.025 13,000 50 260 14 0.11 0.008 <0.05 <0.004

発がん2、変異原1、

吸入3、生態2

1-149 四塩化炭素
56-23-5 ○ ○○ 0.375 1 380 10 38 35 0.5 0.01 0.5 0.01

発がん2、経口2、吸

入3、生態1、オゾン1

1-150 １，４－ジオキサン
123-91-1 ○ ○○ 580 2.9 200,000 10 20000 58000 88 0.002 4.4 0.00008

発がん2、変異原1、

経口3

1-154 シクロヘキシルアミン 108-91-8 ○ ○ 1.6 4.4 360 50 7.2 16 0.22 0.01 <0.01 <0.0006 変異原1

環境省初期リスク評価
H20見直し時有害性

選定根拠

新施行令対象物質

CAS番号
NEDO

判定*1

環境省

評価

＊2

NEDO初期リスク評価

物質リスト-4-1-1



物質リスト-4-1：低リスク物質（生態毒性）

種-号

番号
物 質 名 称

NOEC

（mg/L）

PEC

（μg/L）
MOE UF積 MOE/UF

PNEC

（μg/L）

PEC淡水

（μg/L）

PEC/PNEC比

淡水

PEC海水

（μg/L）

PEC/PNEC比

海水

環境省初期リスク評価
H20見直し時有害性

選定根拠

新施行令対象物質

CAS番号
NEDO

判定*1

環境省

評価

＊2

NEDO初期リスク評価

1-158 １，１－ジクロロエチレン（別名

塩化ビニリデン）
75-35-4 ○ ○○ 11.6 2 5,800 1,000 6 79 <5 <0.06 <5 <0.06

変異原1、経口2、吸

入3

2-024 トランス－１，２－ジクロロエチ 156-60-5 ○ ○ 220 2 110,000 1,000 110 220 <5 <0.02 <4 <0.02 経口3

1-160 ３，３’－ジクロロ－４，４’－ジア

ミノジフェ ニルメタン
101-14-4 ○ △ 0.0375 0.034 1,100 50 22 0.095 <0.03 <0.3 <0.03 <0.3

発がん2、変異原1、

作業環境1、生態2

1-167 １，４－ジクロロ－２－ニトロベ 89-61-2 ○ ○ 1.8 0.005 360,000 200 1800 10 <0.01 <0.001 <0.01 <0.001 変異原1、生態1

1-178 １，２－ジクロロプロパン 78-87-5 ○ ○ 0.96 3 320 10 32 96 <6 <0.06 <6 <0.06 経口2、生態2

1-181 ジクロロベンゼン（統合） 106-46-7 ○ ○ 0.216 0.25 860 50 17.2 10 0.094 0.01 0.11 0.01
発がん2、変異原1、

経口3、生態1

1-186 ジクロロメタン（別名塩化メチレ

ン）
75-09-2 ○ ○ 13.2 6 2,200 200 11 830 61 0.07 3 0.004

発がん2、変異原1、

経口2、生態2

1-232 Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド 68-12-2 ○ ○ 940 0.93 1,000,000 50 20000 71,000 0.1 0.000001 0.07 0.000001 生殖2、変異原1

1-240 スチレン
100-42-5 ○ ○ 0.28 0.4 700 100 7 9.1 <0.01 <0.0011 0.02 0.0022

発がん2、変異原1、

経口3、生態2

1-270 テレフタル酸 100-21-0 ○ ○ ≧19 35 540 50 10.8 190 0.049 0.0003 0.068 0.0004 吸入2

1-280 １，１，２－トリクロロエタン 79-00-5 ○ ○ 3 1.2 2,500 10 250 60 2.2 0.04 <1.3 <0.02 変異原1、経口2

1-299 トルイジン（統合） 106-49-0 ○ ○ 0.0111 0.002 5,600 10 560 0.11 <0.006 <0.05 <0.006 <0.05
変異原1、作業環境

3、生態1

1-301 トルエンジアミン 25376-45-

8
○ ○ 0.52 0.01 52,000 10 5200 52 0.23 0.004 <0.02 <0.0004

発がん2、変異原1、

経口2、生態2

1-314 パラ－ニトロクロロベンゼン
100-00-5 ○ ○ 0.19 0.0012 160,000 100 1600 3.2 <0.3 <0.09 <0.3 <0.09

変異原1、経口2、作

業環境2、生態2

1-316 ニトロベンゼン
98-95-3 ○ ○ 2.6 0.005 520,000 50 10400 26 <0.037 <0.001 0.48 0.02

発がん2、生殖3、吸

入2、作業環境3

1-318 二硫化炭素

75-15-0 ○ ○ 2.1 0.35 6,000 1,000 6 21 1.1 0.05 1.2 0.06

生殖3、変異原1、吸

入3、作業環境3、生

態2

1-354 フタル酸ジ－ノルマル－ブチル 84-74-2 ○ ○ 0.1 0.3 330 10 33 4 <0.3 <0.08 <0.3 <0.08 生殖2、生態1

1-398 ベンジル＝クロリド（別名塩化ベ

ンジル）
100-44-7 ○ ○ 0.14 0.025 5,600 1,000 6 1 0.05 0.05 <0.05 <0.05

発がん2、変異原1、

生態2

1-436 アルファ－メチルスチレン 98-83-9 ○ ○ 0.396 0.005 79,000 50 1580 3 <0.01 <0.003 <0.01 <0.003 変異原1、生態2

1-439 ３－メチルピリジン
108-99-6 ○ ○ 1 0.025 40,000 50 800 10 0.15 0.02 <0.05 <0.005 生態2

物質リスト-4-1-2



物質リスト-4-1：低リスク物質（生態毒性）

種-号

番号
物 質 名 称

NOEC

（mg/L）

PEC

（μg/L）
MOE UF積 MOE/UF

PNEC

（μg/L）

PEC淡水

（μg/L）

PEC/PNEC比

淡水

PEC海水

（μg/L）

PEC/PNEC比

海水

環境省初期リスク評価
H20見直し時有害性

選定根拠

新施行令対象物質

CAS番号
NEDO

判定*1

環境省

評価

＊2

NEDO初期リスク評価

1-446 ４，４’－メチレンジアニリン

101-77-9 ○ △ 0.00525 0.02 260 50 5.2 0.053 <0.04 <0.8 <0.04 <0.8

発がん2、変異原1、

経口3、作業環境2、

生態1

1-459 りん酸トリス（２－クロロエチル） 115-96-8 ○ ○ 10 0.092 110,000 50 2200 100 0.7 0.007 1.1 0.01 変異原1

-
25155-23-1 ○ ○ 0.17 0.005 34,000 100 340 1.7 <0.01 <0.006 <0.01 <0.006

前回見直しにおいて

除外済み

1-462 りん酸トリ－ノルマル－ブチル 126-73-8 ○ ○ 0.82 1.5 550 10 55 21 0.24 0.01 0.03 0.001 生態2

2-078 フタル酸ジシクロヘキシル 84-61-7 ○ ○ ≧0.0358 0.05 ≧720 100 ≧7.2 1.8 <0.1 <0.06 <0.1 <0.06 生態2

*1：NEDO判定 ○=低リスク物質と判定

*2：環境省評価 ×＝ ○＝低リスクと評価 △＝低リスクと結論することはできないが、現時点で優先的に情報を収集する必要が無い物質

低リスクと評価された以外のエンドポイント（暴露経路）で有害性基準を満たさない

前回の見直しでPRTR指定物質からすでに除外された物質

物質リスト-4-1-3



化管法指定物質選定基準の改正のための基礎的検討

専門家へのヒアリング項目

ヒアリング-1

専門家へのヒアリング項目

本調査における化管法指定物質の選定基準の改定案（素案）について、ご意見をお聞か

せ下さい。

ご参考までに、記入例を斜体で記載しています。

御氏名：

御所属：

1. GHS分類基準による化管法指定物質の選定について（資料全般について）

主な理由

基本的に賛成

基本的に反対

・ GHS分類基準にない現行の化管法物質選定基準（水質／大気環境基準や in 
vitroデータの利用）も利用すべき）

更なる検討を要する

・ GHS分類基準の一部修正が必要。

その他



化管法指定物質選定基準の改正のための基礎的検討

専門家へのヒアリング項目

ヒアリング-2

2. 有害性データの情報源と優先順位について（関連資料：資料-6）

主な理由

リストに追加／削除

すべき情報源

・ ヒト健康 1-x、2-x、生態毒性 3-xは削除すべき
・ 1-xxは Priority2とすべき
・ xxxを Priority-1に追加すべき

更なる検討が必要

その他

3. 環境での存在に関する基準（関連資料：資料-7、物質リスト-2）

主な理由

今回の改定案に概ね

賛成

更なる検討を要する

・ 更なる定量的な判断基準の設定が必要

・ 有害性の程度との組み合わせによる判断が望ましい

・ 化審法での評価結果を積極的に利用すべき

現行の基準の修正は

必要ない

その他



化管法指定物質選定基準の改正のための基礎的検討

専門家へのヒアリング項目

ヒアリング-3

4. 有害性の項目別の選定基準（素案）について（関連資料：資料-3、資料-4、資料-5、物

質リスト-1）

指摘事項

発がん性

・ GHS区分 2は化管法物質選定に利用しない方が良い

生殖細胞変異原性

・ 化管法では生殖細胞変異原性を優先的に評価（分類）する必要は無い。

・ 現行基準通り、強度（複数）の in vitro陽性データによる分類（選定）も
行うべき

・ GHS区分 2は化管法物質選定に利用しないほうが良い

特定標的臓器毒性（反

復暴露）

・ 基準値（用量）／ガイダンス値が適切でない。

・ NOAELで分類する場合、LOAELの 1/2、1/3、1/5が適切である。
・ 分類に使用する試験期間は、28日／90日／1年以上とするべき。
・ 作業環境 /水域・大気環境基準や農薬 ADI積極的に利用するべき。

生殖毒性

・ GHS区分 2は化管法物質選定に利用しない方が良い。
・ GHS基準の授乳による影響が明らかな場合、化管法物質選定にも利用する
べき

呼吸器感作性

・ 発がん性と同様に、有害性データが入手できなくても、ACGIH や日本産
業衛生学会での分類があれば選定するべき



化管法指定物質選定基準の改正のための基礎的検討

専門家へのヒアリング項目

ヒアリング-4

生態毒性

・ GHSの急性毒性分類も化管法物質選定に利用するべき。
・ 慢性区分 2は化管法物質選定に用いる必要は無い。

オゾン層破壊物質

その他

5. その他の課題（関連資料：資料-8、資料-9、資料-10）

主な指摘事項

国内法規制状況によ

る選定基準について

・ xxx規制法で指定された物質は化管法で指定（管理）する必要は無い。

初期リスク評価結果

による選定基準につ

いて

・ MOE/UFが 1,000以上と評価された物質は化管法指定物質から除外するべ
き。 
・ 簡易的なリスク評価手法を（開発）採用し、化管法指定物質の選定にリス

ク評価の結果を積極的に利用するべき。

天然物・付随的生成物

の取扱いについて

・ 天然物・付随的生成物の場合、製造・輸入実績がない物質は化管法で指定

する必要は無い

構造異性体、群化合物

・ 化審法番号／CAS番号で物質を指定するべき。



化管法指定物質選定基準の改正のための基礎的検討

専門家へのヒアリング項目

ヒアリング-5

難分解性物質

・ 難分解性物質は、独自の有害性・暴露の基準を追加するべき。

・ 難分解性物質の場合、製造・輸入量等の閾値をより厳しいものとするべき。

6. 化管法物質選定フロー

項目 主な指摘事項

更なる検討を要する

今回の案に概ね賛成

その他

7. その他の指摘事項

項目 主な指摘事項

ご協力ありがとうございました。



化管法指定物質選定基準の改定のための基礎的検討

化管法物質選定基準（素案）

添付：素案-1

化管法指定物質の選定基準の改定案（素案）

資料-1～10に示した調査結果より、化管法指定物質の選定基準の改定案（素案）を示す。 

1. 有害性の項目1

有害性の判断に係る項目を以下の通りとする。

① 発がん性、②生殖細胞変異原性、③特定標的臓器毒性（反復投与）、④生殖毒性、

⑤呼吸器感作性、⑥生態毒性、⑦オゾン層破壊物質

2. 特定第一種指定化学物質に該当する有害性（修正なし）
発がん性：ヒトに対して発がん性あり（GHS区分１A）

生殖細胞変異原性：ヒト生殖細胞に遺伝的突然変異を誘発（GHS区分 1A）

生殖毒性：ヒトの生殖能力を害する、またはヒトに対する発生毒性を引き起こす（GHS

区分 1A）

3. 有害性情報の収集フローと情報源2

3.1 有害性データの収集フロー
ヒト健康有害性、環境有害性共に、以下のフローにより有害性データの収集を行う。な

お、以下のフローにより有害性データを入手できない場合、判定（分類）できないとする。

1 有害性の用語を GHSにおける用語に統一
2 「政府向け GHS分類ガイダンス」におけるフローおよび情報源と統一

List-1の情報源より
有害性データを収集可能

Yes

No

List-2の情報源より

有害性データを収集可能

List-3 の情報源より元

文献を入手可能No

GLP、国際的なガイドライン試験等による収集データの優先順位を判断し、

有害性のエンドポイント毎の基準に従って判断する

Yes Yes



化管法指定物質選定基準の改定のための基礎的検討

化管法物質選定基準（素案）

添付：素案-2

3.2 有害性データの情報源
以下に示した情報源より有害性データの収集を行う。 

有害性データの収集・整理のための情報源-1（ヒト健康有害性）
List-1 

1-1 
機関 機関 (独)製品評価技術基盤機構（NITE）
情報源名 化学物質の初期リスク評価書

1-2 
機関 厚生労働省

情報源名 試験報告「化学物質毒性試験報告」化学物質点検推進連絡協議会

1-3 
機関 厚生労働省

情報源名 労働安全衛生法第 28 条第 3 項の規定に基づく健康障害を防止するため
の指針に関する公示

1-4 
機関 日本バイオアッセイ研究センター

情報源名 厚生労働省委託がん原性試験結果

1-5 
機関 環境省環境リスク評価室

情報源名 化学物質の環境リスク評価（第１巻～第６巻）

1-6 
機関 日本産業衛生学会（JSOH）
情報源名 許容濃度提案理由書および許容濃度等の勧告（毎年発行）

1-7 
機関 OECD 
情報源名 SIDS レポート（SIDS）

1-8 
機関 WHO/IPCS 
情報源名 環境保健クライテリア（EHC）（2008/9 現在、No.1～No.237）

1-9 
機関 WHO/IPCS 
情報源名 国際簡潔評価文書（CICAD）

(Concise International Chemical Assessment Documents) 

1-10 
機関 WHO 国際がん研究機関（IARC）
情報源名 IARC Monographs Programme on the Evaluation of 

Carcinogenic Risk to Humans（IARC Monographs）

1-11 

機関 FAO/WHO 合同食品添加物専門家会議（JECFA）
情報源名 FAO/WHO Joint Expert Committee on Food Additives - 

Monographs （ JECFA モノグラフ（ 食品添加物等））（ JECFA 
Monographs）

1-12 

機関 FAO/WHO 合同残留農薬専門家会議（JMPR）
情報源名 FAO/WHO Joint Meeting on Pesticide Residues - Monographs of 

toxicological evaluations（JMPR モノグラフ（残留農薬））（JMPR 
Monographs）

1-13 
機関 EU European Chemicals Bureau (ECB：欧州化学品局)
情報源名 EU リスク評価書（EU Risk Assessment Report：EU RAR）

（2008/9 現在 1 巻～91 巻） 

1-14 
機関 European Center of Ecotoxicology and Toxicology of 

Chemicals(ECETOC) 
情報源名 Technical Report シリーズおよび JACC Report シリーズ

1-15 

機関 米国産業衛生専門家会議（ACGIH）
情報源名 ACGIH Documentation of the threshold limit values for chemical  

substances（化学物質許容濃度文書） (7th edition, 2001) （2008 
supplement, 2008）および “TLVs and BEIs”（ACGIH、毎年発行）

1-16 
機関 米国 EPA 
情報源名 Integrat ed Risk Information System（IRIS）

1-17 
機関 米国国家毒性プログラム（NTP）
情報源名 NTP Database Search Home Page: 

Report on Carcinogens (11th,2005）



化管法指定物質選定基準の改定のための基礎的検討

化管法物質選定基準（素案）

添付：素案-3

有害性データの収集・整理のための情報源-1（ヒト健康有害性）
発がん性テクニカルレポート

1-18 
機関 米国毒性物質疾病登録局（ATSDR）
情報源名 Toxicological Profile 

1-19 
機関 カナダ環境省/保健省
情報源名 Assessment Report Environment Canada：Priority Substance 

Assessment Reports（優先物質評価報告書）

1-20 
機関 Australia NICNAS 
情報源名 Priority Existing Chemical Assessment Reports 

1-21 
機関 ドイツ学術振興会(DFG) 
情報源名 MAK Collection for Occupational Health and Safety, MAK Values 

Documentations  

1-22 
機関 Patty’s Toxicology (5th edition, 2001)（Patty）
情報源名 E. Bingham, B. Cohrssen, C.H. Powell (Eds), John Wiley & Sons, 

Inc.全 9 巻
List-2 

2-1 
機関 EU 
情報源名 EU 第７次修正指令 AnnexⅠ（EU AnnexI）

（最新版：委員会指令第 29 次適応化指令）：Annex 1 の分類結果

2-2 
機関 EU European Chemicals Bureau (ECB：欧州化学品局)
情報源名 International Uni form Chemical Information Database (IUCLID) 

IUCLID CD-ROM (Update 版 Edition 2 - 2000) 

2-3 機関 米国国立医学図書館（NLM）
情報源名 Hazardous Substance Data Bank（HSDB）

2-4 
機関 German Chemical Society-Advisory Committee on Existing 

Chemicals of Environmental Relevance 
情報源名 BUA Report（BUA）

2-5 情報源名 Dreisbach’s Handbook of Poisoning (DHP , 13th edition, 2002) 

2-6 
機関 農林水産省消費技術安全センター

情報源名 農薬抄録および評価書

2-7 
機関 農薬工業会

情報源名 農薬安全性情報（公開情報一覧）

2-8 
機関 内閣府食品安全委員会

情報源名 食品健康影響評価

2-9 
機関 厚生労働省

情報源名 既存添加物の安全性の見直しに関する調査研究
List-3 

3-1 文献データ
ベース

・ Pub-Med/NLM 
・ NLM TOXNET（TOXLINE）
・ JICST 科学技術(医学)文献ファイル（JOIS オンライン検索）

3-2 

化学物質に
関する総合
情報データ
ベース

・ (独 )製品評価技術基盤機構「化学物質総合情報提供システム」
（CHRIP）
・ ドイツ労働安全研究所（BIA）「GESTIS-database on hazardous  

substances」
・ 環境省「化学物質ファクトシート」
・ (独 )国立環境研究所「WebKis-Plus 化学物質データベース」
（WebKis-Plus）
・ （独）産業技術総合研究所「詳細リスク評価書」
・ (財)化学物質評価研究機構(CERI)「化学物質安全性(ハザード )データ
集」 
・ Hazardous Substance Fact Sheet (New Jersey Department of Health and 

Senior Services) 
・ 「Sittig’s Handbook of Toxic and Hazardous Chemicals and Carcinogens  



化管法指定物質選定基準の改定のための基礎的検討

化管法物質選定基準（素案）

添付：素案-4

有害性データの収集・整理のための情報源-1（ヒト健康有害性）
(4th edition,2002)」
・ 米国国立労働安全衛生研究所（NIOSH）「RTECS［Registry of Toxic 

Effects of Chemical Substances］
・ WHO/IPCS「ICSC カード（International Chemical Safety Cards）」
（ICSC）

3-3 EU分類

有害性データの収集・整理のための情報源-2（水生環境有害性）
List-1 

1-1 機関 環境省
情報源名 化学物質の生態影響試験について

1-2 機関 環境省環境リスク評価室
情報源名 化学物質の初期リスク評価書

1-3 機関 (独)製品評価技術基盤機構（NITE）
情報源名 化学物質の初期リスク評価書

1-4 機関 OECD 
情報源名 SIDS レポート（SIDS）

1-5 機関 WHO/IPCS 
情報源名 環境保健クライテリア（EHC）

1-6 機関 WHO/IPCS 
情報源名 国際簡潔評価文書（CICAD）

1-7 機関 EU European Chemicals Bureau (ECB：欧州化学品局)
情報源名 EU リスク評価書（EU Risk Assessment Report：EU RAR）

1-8 
機関 カナダ環境省/保健省
情報源名 Assessment Report Environment Canada：Priority Substance 

Assessment Reports（優先物質評価報告書）

1-9 機関 Australia NICNAS 
情報源名 Priority Existing Chemical Assessment Reports 

1-10 
機関 European Center of Ecotoxicology and Toxicology of 

Chemicals(ECETOC) 
情報源名 Technical Report シリーズ・TR91(Aquatic Hazard AssessmentⅡ)

1-11 機関 WHO/FAO 
情報源名 Pesticide Data Sheets（PDSs）

List-2 

2-1 機関 AQUIRE 
情報源名 Aquatic Toxicity Information Retrieval（AQUIRE）

2-2 機関 EU European Chemicals Bureau (ECB：欧州化学品局)
情報源名 International Uni form Chemical Information Database (IUCLID) 

2-3 機関 米国国立医学図書館（NLM）
情報源名 Hazardous Substance Data Bank（HSDB）

2-4 
機関 EU European Chemicals Bureau (ECB：欧州化学品局)
情報源名 The N-CLASS Database on Environmental Hazard Classification 

（N-Class）

2-5 
機関 German Chemical Society-Advisory Committee on Existing 

Chemicals of Environmental Relevance 
情報源名 BUA Report（BUA）

2-6 機関

情報源名
List-3 

3-1 文献データ ・ Pub-Med/NLM 
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有害性データの収集・整理のための情報源-2（水生環境有害性）
ベース ・ NLM TOXNET（TOXLINE）

・ JICST 科学技術(医学)文献ファイル（JOIS オンライン検索）

3-2 

化学物質に
関する総合
情報データ
ベース

・ (独 )製品評価技術基盤機構「化学物質総合情報提供システム」
（CHRIP）
・ ドイツ労働安全研究所（BIA）「GESTIS-database on hazardous  

substances」
・ 環境省「化学物質ファクトシート」
・ (独 )国立環境研究所「WebKis-Plus 化学物質データベース」
（WebKis-Plus）
・ （独）産業技術総合研究所「詳細リスク評価書」
・ (財)化学物質評価研究機構(CERI)「化学物質安全性(ハザード )データ
集」 
・ Hazardous Substance Fact Sheet (New Jersey Department of Health and 

Senior Services) 
・ 「Sittig’s Handbook of Toxic and Hazardous Chemicals and Carcinogens  

(4th edition,2002)」
・ 米国国立労働安全衛生研究所（NIOSH）「RTECS［Registry of Toxic 

Effects of Chemical Substances］
WHO/IPCS「ICSC カード（International Chemical Safety Cards）」（ ICSC）

3-3 EU分類
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4. 環境での存在に関する判断基準

第一種指定化学物質

1年間の製造輸入量が 100トン以上、特定第一種指定物質化学物

質および農薬は 10 トン以上、オゾン層破壊物質は累積製造輸入量

が 10トン以上、

又は 

有害性データと一般環境中での推計濃度またはヒトへの推計暴

露量を考慮し、一定以上のヒトまたは環境生物へのリスクを生じる

懸念がある物質。化審法での暴露評価結果を考慮しつつ、製造・輸

入量、用途、物理化学的性状を総合的に用いて判断する。3

第二種指定化学物質

1年間の製造輸入量が 1トン以上、

又は 

有害性データと一般環境中での推計濃度またはヒトへの推計暴

露量を考慮し、現時点ではリスクの懸念は少ないが、将来的に製

造・輸入量の増加や用途の変更が生じた場合、一定以上のヒトまた

は環境生物へのリスクを生じる可能性がある物質。化審法での暴露

評価結果を考慮しつつ、現在および将来における製造・輸入量や用

途の変化、さらに物理化学的性状を総合的に用いて判断する。3

5. 有害性の項目別の選定基準
5.1 発がん性
クラス 1

（特定第一種指定化学物質）

GHS区分 1A：人に対する発がん性が知られている物質：主

として人での証拠による

クラス 2
（第一種または第二種指定

化学物質）

GHS区分 1B：人に対しておそらく発がん性がある物質：主

として動物での証拠による

GHS区分 24：人に対する発がん性が疑われる物質

3 エコ調査や水域・大気での環境基準値による調査結果の活用方法、さらに具体的かつ定量的な暴露評価

の方法と基準については、更なる検討及び専門家の意見を反映させる必要がある。
4 GHS区分 2による化管法物質選定については、要検討。
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5.2 生殖細胞変異原性5

クラス 1

（特定第一種指定化学物質）

GHS区分 1A：ヒト生殖細胞に遺伝的突然変異を誘発するこ

とが知られている化学物質：主に人の疫学的調査による陽

性が明らかな物質

クラス 2
（第一種または第二種指定

化学物質）

GHS区分 1B：ヒト生殖細胞に遺伝的突然変異を誘発すると

見なされるべき化学物質

GHS区分 26：ヒト生殖細胞に遺伝的突然変異を誘発する可

能性がある化学物質

5.3 特定標的臓器毒性（反復投与）7

クラス 18

GHS区分 1：人に重大な毒性を示した物質、または実験動物での試験の証拠

に基づいて反復ばく露によって人に重大な毒性を示す可能性があると考え

られる物質

化管法物質選定のための独自の基準（ガイダンス）値 
経口投与

LO(A)EL：10mg/kg/day以下、
信頼性のある LO(A)ELが入手できない場合、
NO(A)EL：1mg/kg/day以下9

吸入暴露

LO(A)EL：50ppm/6h/day以下（気体）、0.2mg/L/6h/day以下（蒸気）、

0.02mg/L/6h/day以下（粉塵、ミスト、ヒューム）
信頼性のある LO(A)ELが入手できない場合、
NO(A)EL：5ppm/6h/day以下（気体）、0.02mg/L/6h/day以下（蒸気）、
0.002mg/L/6h/day以下（粉塵、ミスト、ヒューム）

原則として 1年間／90日10（吸入暴露の場合、6h/day）のデータを用いる

こととし、1年間／90日に満たない暴露（投与）期間のデータは補正した値

を用いる。

5 in vitroデータのみによる判断は含めていない
6 GHS区分 2による化管法物質選定については、要検討。
7 ここでの基準（ガイダンス）値は GHS区分 1に分類するためのガイダンス値とした。水質基準／作業環
境基準については、化管法物質選定時に信頼性がある根拠データ（数値）を利用する必要があることか
ら、記載する必要は無いと判断した。

8 現行基準ではクラス 1～3に細分されているが、ここでは一つのクラスに統一した。
9 GHSでは NOAELによるガイダンス値を定めていないため、経口／吸入暴露共、LOAELの 1/10とした
が、安全サイドの観点からは、1/2または 1/3等が適当であるかもしれない。要検討である。
10 化管法物質選定に利用できる投与期間については、要検討課題である。
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5.4 生殖毒性

クラス 1

（特定第一種指定化学物質）

GHS区分 1A：人に対して生殖毒性があることが知られてい

る、あるいはあると考えられる物質（主に人での証拠によ

る。）

クラス 2
（第一種または第二種指定

化学物質）

GHS区分 1B：人に対して生殖毒性があると考えられる物質

（主に動物実験の結果による証拠）

GHS 区分 211：人に対する生殖毒性が疑われる物質（区分

1Aまたは 1Bに分類するには十分なデータが無い場合）

5.5 呼吸器感作性

クラス 1

呼吸器感作性区分 1：ヒトまたは動物実験の結果より、呼吸器感作性を示すと
判断される物質

区分 1A：ヒトまたは動物実験の結果より、高頻度の感作性を示す物質
区分 1B：ヒトまたは動物実験の結果より、中程度の頻度で感作性を示す物

質

5.6 生態毒性12 

クラス 1

GHS慢性区分 1または 213 

信頼性がある慢性（長期）試験データが利用可能な場合：NOEC＜1mg/Lか

つ急速分解性なしの物質

又は 

慢性（長期）試験データが利用できない（または 1-2生物種のみ慢性データ

有）場合：L(E)C50＜10mg/Lかつ急速分解性なしの物質

5.7 オゾン層破壊物質
クラス 1 GHS区分 1：モントリオール議定書の何れかの ANNEXにリストされた物質

11 GHS区分 2による化管法物質選定については、要検討。
12 現行基準ではクラス 1～2に細分されているが、ここでは一つのクラスに統一した。
13 GHS慢性区分 2による化管法物質選定については、要検討。
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6. その他の検討課題
以下にその他の検討課題を示した。

6.1 国内法規制状況を用いた化管法指定物質の選定基準

基準（案） 
・ xxx取締法／規制法指定物質の化管法指定物質からの除外（例：農薬

取締法、オゾン層保護法等）の検討

6.2 初期リスク評価結果を活用した化管法指定物質の選定

基準（案） 

・ （初期）リスク評価結果において低リスクと判定され、一定以上のマ

ージン（例えば、MOE/UFが 1,000以上、PEC/PNECが 0.01以下）を

有すると評価され14、その他の有害性が選定基準に該当しない物質の

化管法指定物質からの除外の検討

6.3 「天然物・付随的生成物」の化管法による取扱い

基準（案） 
Option-1：化管法指定物質に含めない（除外する）

Option-2：国の推計による排出量の把握方法・排出量管理方法の検討

6.4 構造異性体、xxx化合物等の群化合物による物質指定

基準（案） 

Option-1：現状通り

Option-2：CAS番号による物質指定の見直し

Option-3：官報公示整理番号（化審法・安衛法）による物質指定の見直し

6.5 難分解性の性状を有する物質の化管法での適正管理

基準（案） 

Option-1：現状通り（特別な考慮なし）

Option-2：難分解性物質に対する新たな選定基準：難分解性物質の判定基

準、難分解性物質に対する別の製造輸入量、環境での存在等の

基準（例えば、製造輸入量 1トン／年以上）、有害性基準の検討

14 具体的かつ定量的なマージンの基準値は今後の課題である。
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化管法指定物質の選定作業フロー（案） 

次回の化管法指定物質の選定作業のための作業フロー（案）を示す。 

現行指定物質（562物質）
非指定物質
・ 化審法指定物質
・ 国内製造・輸入量既知（実績有）
物質

・ 国内法規制状況の確認（資料-8、
物質リスト-3）
・ 初期リスク評価の活用（資料-9）
・ 天然物、付随的生成物（資料-10）

見直し後の化管法指定物質の決定

一次候補物質リストの作成

非該当

非
指
定
物
質
（
候
補
物
質
か
ら
の
除
外
）

該当

非該当

CAS番号 /化審法番号での物

質リストの再整理

環境中での存在に関する基準（暴露評価）（資料-7、物質リスト-2）

（製造・輸入量×用途情報×物理化学的性状）

該当

有害性データの収集・信頼性の評価（資料-3,4,5,6、物質リスト-1）

GHS基準によるエンドポイント別の有害性の分類

二次候補物質リストの作成

新たな基準による
候補物質からの除外

新たな基準による
候補物質への再追加（資料-10）

・ QSARsカテゴリー評価等によ
る有害性データの補完

・ 難分解性物質

・ 国内法規制状況からの追加

・ 環境モニタリング結果

再評価

除外されない 除外基準に該当

専門家による判断

事業者等によるパブリックコメントの検討

最終候補物質リストの作成

OK 

除外

該当

は新たな選定基準

（判断基準）
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添付：フロー-2

（参考）前回の化管法指定物質の見直し
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